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議案第 11号

令和 2年度船橋市一般会計補正予算

令和 2年度船橋市の一般会計の補正予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第 1条歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 6,555, 124千円を追加し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 297, 714, 332千円とする。

2 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、 「第 1表 歳入歳出予算補正」による。

（継続費の補正）

第 2条継続費の廃止は、 「第 2表継続費補正」による。

（繰越明許費の補正）

第 3条 繰越明許費の追加及び変更は、 「第 3表 繰越明許費補正」による。

（債務負担行為の補正）

第 4条 債務負担行為の追加は、 「第4表 債務負担行為補正」による。

（地方債の補正）

第 5条 地方債の変更は、 「第 5表 地方債補正」による。

令和 3年 2月 15日提出

船橋市長 松戸 徹
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第 1表歳入歳出予算補正

歳 入 （単位：千円）

款 項 補正前の額 補 正 額 計

60 国庫支出金 109,729,485 1, 301, 811 111,031,296 

10 国庫負担金 33, 534, 311 202,930 33,737,241 

15 国庫補助金 76,067,734 1,098,881 77,166,615 
～ ～ 、 -“

65 県支出金 17,710,255 1,850,463 19,560,718 

10 県負担金 9,409,735 101,465 9, 511, 200 

15 県補助金 6,707,000 1,748,998 8,455,998 

75 寄附金 1, 145, 003 82,000 1,227,003 

10 寄附金 1,145,003 82,000 1,227,003 

80 繰入金 6,204,403 209,150 6,413,553 

10 基金繰入金 6,204,403 209,150 6,413,553 
~~ 

95 市債 17, 987, 100 3, 111, 700 21,098,800 
-̂ク

10 市債 17, 987, 100 3, 111, 700 21,098,800 
~· 

， 

/9 

歳 入 合 計 291,159,208 6,555,124 297,714,332 
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一般会計

歳 出 （単位：千円）

款 項 補正前の額 補 正 額 計

10 議会費 992,000 △2,000 990,000 

10 議会費 992,000 △2,000 990,000 
-- 、タ

15 総務費 81,514,638 1,094,864 82,609,502 

10 総務管理費 77,380,615 1,057,485 78,438,100 
--- -- ~』- - /~、/ -

15 徴税費 1, 633, 510 △35,000 1,598,510 
ヘ~一

20 戸籍住民基本台帳 1, 751, 183 76,379 1,827,562 

費

25 選挙費 262,940 △3,000 259,940 

30 統計調査費 360,980 △2,000 358,980 

35 監査委員費 125,410 1,000 126,410 

20 民生費 100,115,474 474,139 100,589,613 

10 社会福祉費 35,019,721 433,389 35,453, 110 
--

15 児章福祉費 47,765,003 46,750 47,811, 753 

—-20 生活保護費 17, 311, 850 △6,000 17,305,850 
-̂二~ 、- ~ 

25 衛生費 22,998,712 1,883,305 24,882,017 
·--·• 

10 保健衛生費 15, 261, 511 1,885,305 17, 146, 816 
l ~-

15 清掃費 7,737,201 △2,000 7,735,201 
』 9~9一，． ~ ~ 

30 労働費 241,603 5,408 247,011 
| ←一一~-̂--” ．．しー・ ー---

10 労働諸費 241,603 5,408 247,011 
^ / I 

35 農林水産業費 474,649 3,000 477,649 
l -，~・—- •~.. 

10 農業費 400,169 2,000 402,169 
I“~ ~•一~ 一~ヽヽ l ~ 

15 林業費 48,460 1,000 49,460 
~. 

40 商工費 5,347,584 △5,000 5,342,584 
l J ~ヽ・ •• 
10 商工費 5,347,584 △5,000 5,342,584 

～ ～ •~… 

45 上木費 21,884,595 214,665 22,099,260 
’←—へ J-

10 士木管理費 842, 100 △7,000 835, 100 
＇ 
15 道路橋りょう費 4,333,846 △13,000 4,320,846 

20 河川費 1,918,050 310, 105 2,228,155 

30 都市計画費 13,800,209 △76,440 13,723,769 

35 住宅費 928,490 1,000 929,490 
ーロ

50 消防費 6,393,980 △134,000 6,259,980 
--- -、----

10 消防費 6,393,980 △134,000 6,259,980 
9~~ ▼ ----- ー・、 、~＂ー、‘ - 卜～ —―•一―--- -----ダー-------—

55 教育費 33,313,773 3,020,743 36,334,516 
--- ---し• -．_.←..,一 -～ --•~ ----•- --‘^ :．~---

10 教育総務費 6,169,642 57,920 6,227,562 
し・・～ 一 ．．、～ -～ :•、一ー• --:—---

15 小学校費 9,012,835 2,124,198 11, 137, 033 

20 中学校費 3,310, 191 773,326 4,083,517 
‘‘.,..... ＿人—·----.、

＂ ＾ 

25 高等学校費 1,381,390 △47,000 1,334,390 
~~ ・--~-------~- 1 - - •一―-------- E-— ,匹-—~--- --—---、一•ーヽ

30 特別支援学校費 393,784 157,539 551,323 

35 社会教育費 5,362,757 △48,344 5,314,413 
•--.:...—•.. ＇ ―~し一 -- -a -- -・--

40 保健体育費 7,683,174 3,104 7,686,278 

戚9F 出 合 計 291, 159, 208 6,555,124 297,714,332 
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第2表継続費補正

（廃止）

.''呵’’

補 正 月ヽ 9 IJ 補 正 後
款 項 事業名

総 額 年 度 年割額 総 額 年 度 年割額

45土木費 30都市計 都市計画道路 令和2年度 92,000 令和2年度

画費
3・4・27号線

720,000 令和3年度 226,000 令和3年度
橋りょう
新設事業 令和4年度 402,000 令和4年度
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第3表繰越明許費補正

（追加）

ヽ • I I " / 

款 項 事 業 名 総 額

15総 務 費 10総務管理費 総 合 計 画 策 定 事 業 10,160 

情報システム関連運営事業
5,707 

（新型コロナウイルス感染症対策）

20民 生 費 10社会福祉費 地域福祉計画推進事業 6,180 

心身障害者援護施設運営費補助事業
4,527 

（新型コロナウイルス感染症対策）

老人福祉施設整備費等補助事業 929,000 

地域密着型サービス事業所
33,600 

整 備 費 補 助 事 業

15児童福祉費 病児・病後児保育事業
13,500 

（新型コロナウイルス感染症対策）

認可外保育施設事業
34,900 

（新型コロナウイルス感染症対策）

家 庭 的 保 ギ目 事 業
1,200 

（新型コロナウイルス感染症対策）

時 預 か り 事 業
（新型コロナウイルス感染症対策）

15,000 

保 云円 所 敵早 備 事 業 53,834 

保育所管理運営事業
28,650 

（新型コロナウイルス感染症対策）

45上 木 費 15道路橋りょう費 道 路 応巨 理 事 業 45,300 

道 路 維 持 補 修 事 業 180,339 

道 路 新 吾以几 改 良 事 業 245,131 

橋りょう新設改良事業 85,312 

橋 り よ う 維 持 事 業 500,488 

交通安全施設整備事業 167,762 

20河 JI I 費 準 用 河 JI I 整 備 事 業 510,042 

排 水 路 束平 備 事 業 56,900 

雨水流出抑制対策事業 54,000 
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‘’ .'~、

款 項 事 業 名 総 額

45土 木 費 30都市計画費 都 市 政 策 調 査 事 業 14,913 

地域づく り促進事業 5,044 

都市計画総務諸経費 825 

総 合 父， 通 対 策 事 業
37,560 

（新型コロナウイルス感染症対策）

士 地 区 画 畝平 理 事 業 351,480 

都市計画道路整備事業 405,279 

35住 宅 費 住 宅 整 備 推 進 事 業 12,081 

55教 云目 費 10教育総務費 教 ＝ 目 課 程 指 導 事 業
（新型コロナウイルス感染症対策）

52,920 

15小 邑子 校 費 体 ギ自 館 整 備 事 業 525,763 

舌叔バ 備 機 器 改 修 事 業 256,137 

その他学校施設整備事業 32,615 

20中 呂子 校 費 体 ギ目 館 敵平 備 事 業 242,634 

舌叔几 備 機 器 改 修 事 業 352,424 

35社会教育費 市所蔵作品活用事業
4,660 

（新型コロナウイルス感染症対策）
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（変更）

．．，→ ／ 

補 正 月‘I’J 補 正 後
款 項

事 業 名 総額 事 業 名 総額

20民生費 15児童福
認定こども園運営費 認定こども園運営費
補助事業（新型コロナ 4,267 補助事業（新型コロナ 10,867 

祉費
ウイルス感染症対策） ウイルス感染症対策）

小規模保育事業 小規模保育事業
（新型コロナウイルス 17,067 （新型コロナウイルス 31,017 
感 染 症 対策 ） 感染 症 対策 ） 

保育所運営費補助事業 保育所運営費補助事業
（新型コロナウイルス 50,134 （新型コロナウイルス 121,084 
成Jし、 染 症 対策 ） 感染 症 対策 ） 

55教育費 15小学校
校舎整備事業 1,087,407 校舎整備事業 2,398,090 

費

20中学校
校舎整備事業 1,102,686 校舎整備事業 1,282,954 

費

30特別支
援学校 施設整備事業 71,600 施設整備事業 229,139 
費
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第4表債務負担行為補正

（追加）

事 項 期 間 限 度 額

夜間休日急病診療所指定管理料 令和2年度～令和3年度 109,934千円
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第5表地方債補正

（変更）

’̀ .'-,  

限 度 額
起債の目的

補正前の額 補 正 額 計

河 J 11 整 備 事 業 735,300 236,300 971,600 

街 路 整 備 事 業 480,900 △ 41,400 439,500 

小学校建設事業 3,039,600 1,430,700 4,470,300 

中学校建設事業 1,096,600 524,700 1,621,300 

特別支援学校建設事業 106,400 99,200 205,600 

減 収 補 填 53,500 862,200 915,700 

‘’ .'~, 

限 度 額

起 債 全 体 計
補正前の額 補 正 額 計

17,987,100 3,111,700 21,098,800 
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議案第12号

令和 2年度船橋市病院事業会計補正予算

（総則）

第 1条 令和2年度船橋市病院事業会計の補正予算は、次に定めるところによる。

（資本的収入及び支出の補正）

第2条 予算第4条に定めた資本的支出の予定額を次のとおり補正する（資本的収入額が資本的

支出額に対し不足する額1, 598, 770千円は、減債積立金678, 300千円及び過年

度分損益勘定留保資金920, 470千円で補填するものとする。）。

（科 目） （既決予定額） （補正予定額） （計）

支 出

第 1款 資本的支出

第2項 企業債償還金

令和 3年2月15 H提出

2,692,870千円

1,028,300千円

150,000千円

150,000千円

船橋市長

2,842,870千円

1,178,300千円

松戸徹
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識案第13号

令和 2年度船橋市下水道事業会計補正予算

（総則）

第 1条 令和2年度船橋市下水道事業会計の補正予算は、次に定めるところによる。

（資本的収入及び支出の補正）

第2条 予算第4条に定めた資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する（資本的収

入額が資本的支出額に対し不足する額6,463, 747千円は、過年度分消費税及び地方

消費税資本的収支調整額420, 317千円、過年度分損益勘定留保資金555,458千

円及び当年度分損益勘定留保資金5,487, 972千円で補填するものとする。）。

（科 目） （既決予定額） （補正予定額） （計）

収 入

第 1款 資本的収入 14,999,326千円 △ 1,367,763千円 13,631,563千円

第 1項 企 業 債 9,097,600千円 △ 590,600千円 8,507,000千円

第3項 補 助 金 3,320,175千円 △ 727,339千円 2,592,836千円

第4項 負 担 金 834,127千円 △ 49,824千円 784,303千円

支 出

［第 1款 資本的支出 21,463,048千円 △ 1,367,738千円 20,095,310千円

第1項 建設改良費 10,380, 770千円 △ 1,367,738千円 9,013,032千円

（継続費の補正）

第3条 既定の継続費の総額及び年割額を次のとおり変更する。

（単位：千円）

補正前 補正後

款 項 事業名

総額 年度 年割額 総額 年度 年割額

1資本的 1建設
令和2年度 600,000 令和2年度 101,662 

支 出 改良費
西浦下水 令和3年度 1,000,000 令和3年度 700,000 
処理場管理棟 4,212,400 4,212,400 
整備事業 令和4年度 850,000 令和4年度 782,800 

令和5年度 1,762,400 令和5年度 2,627,938 

令和元年度 41,000 令和元年度 41,000 
高瀬下水

処理場消化槽 4,026,000 令和2年度 1,800,000 1,902,294 令和2年度 930,600 
設置事業

令和3年度 2,185,000 令和3年度 930,694 
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（企業債の補正）

第4条 予算第 7条に定めた起債の限度額を次のとおり補正する。

（単位：千円）

限度額
起債の目的

補正前の額 補正額 計

下 水 道→ 事 業 9,097,600 △ 590,600千円 8,507,000 

令和3年 2月 15 H提出

船橋市長 松戸徹



議案第１４号 

 

船橋市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づ

く個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

令和３年２月１５日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

船橋市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に

基づく個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例 

 

第１条 船橋市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

に基づく個人番号の利用に関する条例（平成２７年船橋市条例第５５号）の一部を次の

ように改正する。 

改正後 改正前 

別表 別表 

その1 その1 

機関 事務 特定個人情報 

1及び2 

 (略) 

(略) (略) 

3 市長 重度心身

障害者医

療費の助

成に関す

る事務で

あって規

則で定め

るもの 

障害者関係情報、生

活保護関係情報、地

方税関係情報、医療

保険給付関係情報、

中国残留邦人等支

援給付等関係情報、

障害者の日常生活

及び社会生活を総

合的に支援するた

めの法律による自

立支援給付の支給

に関する情報、生活 

機関 事務 特定個人情報 

1及び2 

 (略) 

(略) (略) 

3 市長 重度心身

障害者医

療費の助

成に関す

る事務で

あって規

則で定め

るもの 

障害者関係情報、生

活保護関係情報、地

方税関係情報、医療

保険給付関係情報、

中国残留邦人等支

援給付等関係情報、

障害者の日常生活

及び社会生活を総

合的に支援するた

めの法律による自

立支援給付の支給

に関する情報又は 

－5－



  に困窮する外国人

に対する生活保護

の措置に関する情

報(以下「外国人生

活保護関係情報」と

いう。)又は母子家

庭、父子家庭等医療

費の助成に関する

情報であって規則

で定めるもの 

4 ～ 6 

 (略) 

(略) (略) 

7 市長 母 子 家

庭、父子

家庭等医

療費の助

成に関す

る事務で

あって規

則で定め

るもの 

生活保護関係情報、

地方税関係情報、医

療保険給付関係情

報、児童扶養手当関

係情報、特別児童扶

養手当等の支給に

関する法律による

特別児童扶養手当

の支給に関する情

報、外国人生活保護

関係情報、重度心身

障害者医療費の助

成に関する情報又

は子ども医療費の

助成に関する情報

であって規則で定

めるもの 

8 市長 子ども医

療費の助

成に関す

る事務で

あって規

則で定め

るもの 

地方税関係情報、医

療保険給付関係情

報又は母子家庭、父

子家庭等医療費の

助成に関する情報 

であって規則で定

めるもの 

9及び1 0 

  (略) 

(略) (略) 

 

  生活に困窮する外

国人に対する生活

保護の措置に関す

る情報(以下「外国

人生活保護関係情

報」という。)であ

って規則で定める

もの 

 

 

4 ～ 6 

 (略) 

(略) (略) 

7 市長 母 子 家

庭、父子

家庭等医

療費の助

成に関す

る事務で

あって規

則で定め

るもの 

生活保護関係情報、

地方税関係情報、医

療保険給付関係情

報、児童扶養手当関

係情報、特別児童扶

養手当等の支給に

関する法律による

特別児童扶養手当

の支給に関する情

報又は外国人生活

保護関係情報であ

って規則で定める

もの 

 

 

 

 

8 市長 子ども医

療費の助

成に関す

る事務で

あって規

則で定め

るもの 

地方税関係情報又

は医療保険給付関

係情報であって規

則で定めるもの 

9及び1 0 

  (略) 

(略) (略) 

 

その2 その2 
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機関 事務 特定個人情報 

1 ～ 7 

 (略) 

(略) (略) 

8 市長 公営住宅

法による

公営住宅

の管理に

関する事

務であっ

て規則で

定めるも

の 

生活保護関係情報、

地方税関係情報、中

国残留邦人等支援

給付等関係情報、介

護保険給付等関係

情報、障害者の日常

生活及び社会生活

を総合的に支援す

るための法律によ

る自立支援給付の

支給に関する情報

又は外国人生活保

護関係情報であっ

て規則で定めるも

の 

9 市長 国民健康

保険法に

よる保険

給付の支

給又は保

険料の徴

収に関す

る事務で

あって規

則で定め

るもの 

障害者関係情報、地

方税関係情報、介護

保険給付等関係情

報、障害者の日常生

活及び社会生活を

総合的に支援する

ための法律による

自立支援給付の支

給に関する情報、外

国人生活保護関係

情報、重度心身障害

者医療費の助成に

関する情報、母子家

庭、父子家庭等医療

費の助成に関する

情報又は子ども医

療費の助成に関す

る情報であって規

則で定めるもの 

10～14 

 (略) 

(略) (略) 

機関 事務 特定個人情報 

1 ～ 7 

 (略) 

(略) (略) 

8 市長 公営住宅

法による

公営住宅

の管理に

関する事

務であっ

て規則で

定めるも

の 

地方税関係情報、中

国残留邦人等支援

給付等関係情報又

は外国人生活保護

関係情報であって

規則で定めるもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9 市長 国民健康

保険法に

よる保険

給付の支

給又は保

険料の徴

収に関す

る事務で

あって規

則で定め

るもの 

障害者関係情報、地

方税関係情報、介護

保険給付等関係情

報、障害者の日常生

活及び社会生活を

総合的に支援する

ための法律による

自立支援給付の支

給に関する情報、重

度心身障害者医療

費の助成に関する

情報、母子家庭、父

子家庭等医療費の

助成に関する情報

又は子ども医療費

の助成に関する情

報であって規則で

定めるもの 

 

10～14 

 (略) 

(略) (略) 
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14の 2 

 市長 

母子保健

法による

母子健康

包括支援

センター

の事業の

実施に関

する事務

であって

規則で定

めるもの 

児童福祉法による

小児慢性特定疾病

医療費の支給若し

くは障害児通所支

援若しくは保育所

における保育の実

施若しくは措置に

関する情報、予防接

種法による予防接

種の実施に関する

情報、障害者関係情

報、生活保護関係情

報、地方税関係情

報、医療保険給付関

係情報、児童扶養手

当関係情報、母子保

健法による養育医

療の給付若しくは

養育医療に要する

費用の支給に関す

る情報、児童手当関

係情報、中国残留邦

人等支援給付等関

係情報、障害者の日

常生活及び社会生

活を総合的に支援

するための法律に

よる自立支援給付

の支給に関する情

報、子ども・子育て

支援法(平成24年法

律第65号)による子

どものための教

育・保育給付若しく

は子育てのための

施設等利用給付の

支給に関する情報、

難病の患者に対す

る医療等に関する 

14の 2 

 市長 

母子保健

法による

母子健康

包括支援

センター

の事業の

実施に関

する事務

であって

規則で定

めるもの 

児童福祉法による

小児慢性特定疾病

医療費の支給若し

くは障害児通所支

援若しくは保育所

における保育の実

施若しくは措置に

関する情報、予防接

種法による予防接

種の実施に関する

情報、障害者関係情

報、生活保護関係情

報、地方税関係情

報、医療保険給付関

係情報、児童扶養手

当関係情報、母子保

健法による養育医

療の給付若しくは

養育医療に要する

費用の支給に関す

る情報、児童手当関

係情報、中国残留邦

人等支援給付等関

係情報、障害者の日

常生活及び社会生

活を総合的に支援

するための法律に

よる自立支援給付

の支給に関する情

報、子ども・子育て

支援法(平成24年法

律第65号)による子

どものための教

育・保育給付の支給

に関する情報、難病

の患者に対する医

療等に関する法律

による特定医療費

の支給に関する情 
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  法律による特定医

療費の支給に関す

る情報、外国人生活

保護関係情報、母子

家庭、父子家庭等医

療費の助成に関す

る情報、子ども医療

費の助成に関する

情報又は小児指定

疾病医療費の助成

に関する情報であ

って規則で定める

もの 

1 4の3  

市長 

高齢者の

医療の確

保に関す

る法律に

よる後期

高齢者医

療給付の

支給又は

保険料の

徴収に関

する事務

であって

規則で定

めるもの 

生活保護関係情報、

中国残留邦人等支

援給付等関係情報、

介護保険給付等関

係情報、外国人生活

保護関係情報、重度

心身障害者医療費

の助成に関する情

報又は母子家庭、父

子家庭等医療費の

助成に関する情報

であって規則で定

めるもの 

15 (略) (略) (略) 

16 市長 介護保険

法による

保険給付

の支給、

地域支援

事業の実

施又は保

険料の徴

収に関す

る事務で

あって規 

生活保護関係情報、

地方税関係情報、医

療保険給付関係情

報、国民年金法(昭

和34年法律第141

号)による年金であ

る給付の支給に関

する情報、中国残留

邦人等支援給付等

関係情報、介護保険

法施行規則(平成11 

  報、外国人生活保護

関係情報、母子家

庭、父子家庭等医療

費の助成に関する

情報、子ども医療費

の助成に関する情

報又は小児指定疾

病医療費の助成に

関する情報であっ

て規則で定めるも

の 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

15 (略) (略) (略) 

16 市長 介護保険

法による

保険給付

の支給、

地域支援

事業の実

施又は保

険料の徴

収に関す

る事務で

あって規 

生活保護関係情報、

地方税関係情報、国

民年金法(昭和34年

法律第141号)によ

る年金である給付

の支給に関する情

報、中国残留邦人等

支援給付等関係情

報、介護保険法施行

規則(平成11年厚生

省令第36号)第170 
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 則で定め

るもの 

年厚生省令第36号)

第170条に規定する

他の法令に規定す

る施設の入所に関

する情報又は外国

人生活保護関係情

報であって規則で

定めるもの 

16の 2  

市長 

感染症の

予防及び

感染症の

患者に対

する医療

に関する

法律によ

る費用の

負担又は

療養費の

支給に関

する事務

であって

規則で定

めるもの 

生活保護関係情報、

中国残留邦人等支

援給付等関係情報

又は外国人生活保

護関係情報であっ

て規則で定めるも

の 

17 (略) (略) (略) 

18 市長 子ども・

子育て支

援法によ

る子ども

のための

教育・保

育給付若

しくは子

育てのた

めの施設

等利用給

付の支給

又は地域

子ども・

子育て支 

(略) 

 則で定め

るもの 

条に規定する他の

法令に規定する施

設の入所に関する

情報又は外国人生

活保護関係情報で

あって規則で定め

るもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

17 (略) (略) (略) 

18 市長 子ども・

子育て支

援法によ

る子ども

のための

教育・保

育給付の

支給又は

地域子ど

も・子育

て支援事

業の実施

に関する

事務であ

って規則 

(略) 
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 援事業の

実施に関

する事務

であって

規則で定

めるもの 

 

19 (略) (略) (略) 
 

 で定める

もの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

19 (略) (略) (略) 
   

第２条 船橋市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

に基づく個人番号の利用に関する条例の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

別表 別表 

その1 その1 

機関 事務 特定個人情報 

1及び2 

 (略) 

(略) (略) 

3 市長 重度心身

障害者医

療費の助

成に関す

る事務で

あって規

則で定め

るもの 

障害者関係情報、生

活保護関係情報、地

方税関係情報、医療

保険給付関係情報、

中国残留邦人等支

援給付等関係情報、

障害者の日常生活

及び社会生活を総

合的に支援するた

めの法律による自

立支援給付の支給

に関する情報、生活

に困窮する外国人

に対する生活保護

の措置に関する情

報(以下「外国人生

活保護関係情報」と

いう。)又はひとり

親家庭等医療費の

助成に関する情報

であって規則で定

めるもの 

4 ～ 7 (略) (略) 

機関 事務 特定個人情報 

1及び2 

 (略) 

(略) (略) 

3 市長 重度心身

障害者医

療費の助

成に関す

る事務で

あって規

則で定め

るもの 

障害者関係情報、生

活保護関係情報、地

方税関係情報、医療

保険給付関係情報、

中国残留邦人等支

援給付等関係情報、

障害者の日常生活

及び社会生活を総

合的に支援するた

めの法律による自

立支援給付の支給

に関する情報、生活

に困窮する外国人

に対する生活保護

の措置に関する情

報(以下「外国人生

活保護関係情報」と

いう。)又は母子家

庭、父子家庭等医療

費の助成に関する

情報であって規則

で定めるもの 

4 ～ 7 (略) (略) 
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 (略)   

8 市長 子ども医

療費の助

成に関す

る事務で

あって規

則で定め

るもの 

地方税関係情報、医

療保険給付関係情

報又はひとり親家

庭等医療費の助成

に関する情報であ

って規則で定める

もの 

9及び 10 

  (略) 

(略) (略) 

 

 (略)   

8 市長 子ども医

療費の助

成に関す

る事務で

あって規

則で定め

るもの 

地方税関係情報、医

療保険給付関係情

報又は母子家庭、父

子家庭等医療費の

助成に関する情報 

であって規則で定

めるもの 

9及び 10 

  (略) 

(略) (略) 

 

その2 その2 

機関 事務 特定個人情報 

1～14の2 

  (略) 

(略) (略) 

1 4の3  

市長 

高齢者の

医療の確

保に関す

る法律に

よる後期

高齢者医

療給付の

支給又は

保険料の

徴収に関

する事務

であって

規則で定

めるもの 

生活保護関係情報、

中国残留邦人等支

援給付等関係情報、

介護保険給付等関

係情報、外国人生活

保護関係情報、重度

心身障害者医療費

の助成に関する情

報又はひとり親家

庭等医療費の助成

に関する情報であ

って規則で定める

もの 

15～19 

 (略) 

(略) (略) 

 

機関 事務 特定個人情報 

1～14の2 

  (略) 

(略) (略) 

1 4の3  

市長 

高齢者の

医療の確

保に関す

る法律に

よる後期

高齢者医

療給付の

支給又は

保険料の

徴収に関

する事務

であって

規則で定

めるもの 

生活保護関係情報、

中国残留邦人等支

援給付等関係情報、

介護保険給付等関

係情報、外国人生活

保護関係情報、重度

心身障害者医療費

の助成に関する情

報又は母子家庭、父

子家庭等医療費の

助成に関する情報

であって規則で定

めるもの 

15～19 

 (略) 

(略) (略) 

   

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和３年８月１日から

施行する。 
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理 由 

 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づき、個

人番号の利用について、所要の改正を行う等の必要がある。これが、この条例案を提出す

る理由である。 
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議案第１５号 

 

 船橋市いじめ問題再調査委員会条例を次のように制定する。 

 

  令和３年２月１５日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

   船橋市いじめ問題再調査委員会条例 

 

（設置） 

第１条 いじめ防止対策推進法（平成２５年法律第７１号。以下「法」という。）第３０

条第２項の規定による調査を行うため、船橋市いじめ問題再調査委員会（以下「委員会」

という。）を置く。 

 （所掌事務） 

第２条 委員会は、市長の諮問に応じ、法第２８条第１項の規定による調査の結果につい

て調査審議する。 

（組織） 

第３条 委員会は、委員５人以内をもって組織する。 

２ 委員会に、特別の事項を調査させるため必要があるときは、臨時委員を置くことがで

きる。 

３ 委員及び臨時委員は、学識経験者その他市長が必要があると認める者のうちから市長

が委嘱する。 

 （委員及び臨時委員） 

第４条 委員の任期は、委嘱の日から市長の諮問に係る調査審議が終了する日までとする。 

２ 臨時委員は、その者の委嘱に係る特別の事項に関する調査が終了したときは、解任さ

れるものとする。 

（守秘義務） 

第５条 委員及び臨時委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退い
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た後も、同様とする。 

 （委員長及び副委員長） 

第６条 委員会に委員長及び副委員長を置き、委員の互選により定める。 

２ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、

その職務を代理する。 

 （会議） 

第７条 委員会の会議は、委員長が招集し、その議長となる。 

２ 委員会は、委員の半数以上が出席をしなければ、会議を開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決すると

ころによる。 

 （意見の聴取等） 

第８条 委員会は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、意見

若しくは説明を聴き、又は資料の提出を求めることができる。 

 （委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委員

会に諮って定める。 

附 則 

 この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

理 由 

 

いじめ防止対策推進法に基づき、いじめ問題再調査委員会の設置に関し、所要の定めを

する必要がある。これが、この条例案を提出する理由である。 
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議案第１６号 

 

一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

令和３年２月１５日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

 

一般職の職員の給与に関する条例（昭和２７年船橋市条例第２１号）の一部を次のよう

に改正する。 

改正後 改正前 

(扶養手当) (扶養手当) 

第19条 扶養手当は、扶養親族のある職員

に支給する。ただし、次項第1号及び第3

号から第6号までのいずれかに該当する

扶養親族(以下「扶養親族である配偶者、

父母等」という。)に係る扶養手当は、行

政職給料表(1)の適用を受ける職員でその

職務の級が8級であるもの及び同表以外

の給料表の適用を受ける職員でその職務

の級がこれに相当するものとして規則で

定める職員(以下「行(1)8級職員等」とい

う。)に対しては、支給しない。 

第19条 扶養手当は、扶養親族のある職員

に支給する。ただし、次項第1号及び第3

号から第6号までのいずれかに該当する

扶養親族(以下「扶養親族である配偶者、

父母等」という。)に係る扶養手当は、行

政職給料表(1)の適用を受ける職員でその

職務の級が9級であるもの及び同表以外

の給料表の適用を受ける職員でその職務

の級がこれに相当するものとして規則で

定める職員(以下「行(1)9級職員等」とい

う。)に対しては、支給しない。 

2 (略) 2 (略) 

3 扶養手当の月額は、扶養親族である配偶

者、父母等については1人につき6,500円、

前項第2号に該当する扶養親族(以下「扶養

親族である子」という。)については1人に

つき10,000円とする。 

3 扶養手当の月額は、扶養親族である配偶

者、父母等については1人につき6,500円

(行政職給料表(1)の適用を受ける職員で

その職務の級が8級であるもの(以下「行

(1)8級職員」という。)にあっては、3,500

円)、前項第2号に該当する扶養親族(以下

「扶養親族である子」という。)について

は1人につき10,000円とする。 
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4 (略) 4 (略) 

第20条 新たに職員となった者に扶養親族

(行(1)8級職員等にあっては、扶養親族で

ある子に限る。)がある場合、行(1)8級職

員等から行(1)8級職員等以外の職員とな

った職員に扶養親族である配偶者、父母等

がある場合又は職員に次の各号のいずれ

かに掲げる事実が生じた場合においては、

その職員は、直ちにその旨を任命権者に届

け出なければならない。 

第20条 新たに職員となった者に扶養親族

(行(1)9級職員等にあっては、扶養親族で

ある子に限る。)がある場合、行(1)9級職

員等から行(1)9級職員等以外の職員とな

った職員に扶養親族である配偶者、父母等

がある場合又は職員に次の各号のいずれ

かに掲げる事実が生じた場合においては、

その職員は、直ちにその旨を任命権者に届

け出なければならない。 

(1) 新たに扶養親族としての要件を具備

するに至った者がある場合(行(1)8級職

員等に扶養親族である配偶者、父母等と

しての要件を具備するに至った者があ

る場合を除く。) 

(1) 新たに扶養親族としての要件を具備

するに至った者がある場合(行(1)9級職

員等に扶養親族である配偶者、父母等と

しての要件を具備するに至った者があ

る場合を除く。) 

(2) 扶養親族としての要件を欠くに至っ

た者がある場合(扶養親族である子又は

前条第2項第3号若しくは第5号に該当

する扶養親族が、22歳に達した日以後

の最初の3月31日の経過により、扶養親

族としての要件を欠くに至った場合及

び行(1)8級職員等に扶養親族である配

偶者、父母等としての要件を欠くに至っ

た者がある場合を除く。) 

(2) 扶養親族としての要件を欠くに至っ

た者がある場合(扶養親族である子又は

前条第2項第3号若しくは第5号に該当

する扶養親族が、22歳に達した日以後

の最初の3月31日の経過により、扶養親

族としての要件を欠くに至った場合及

び行(1)9級職員等に扶養親族である配

偶者、父母等としての要件を欠くに至っ

た者がある場合を除く。) 

2 扶養手当の支給は、新たに職員となった

者に扶養親族(行(1)8級職員等にあって

は、扶養親族である子に限る。)がある場

合においてはその者が職員となった日、行

(1)8級職員等から行(1)8級職員等以外の

職員となった職員に扶養親族である配偶

者、父母等がある場合においてその職員に

扶養親族である子で前項の規定による届

出に係るものがないときはその職員が行

(1)8級職員等以外の職員となった日、職員

に扶養親族(行(1)8級職員等にあっては、

扶養親族である子に限る。)で同項の規定

による届出に係るものがない場合におい

てその職員に同項第1号に掲げる事実が

生じたときはその事実が生じた日の属す

る月の翌月(これらの日が月の初日である

2 扶養手当の支給は、新たに職員となった

者に扶養親族(行(1)9級職員等にあって

は、扶養親族である子に限る。)がある場

合においてはその者が職員となった日、行

(1)9級職員等から行(1)9級職員等以外の

職員となった職員に扶養親族である配偶

者、父母等がある場合においてその職員に

扶養親族である子で前項の規定による届

出に係るものがないときはその職員が行

(1)9級職員等以外の職員となった日、職員

に扶養親族(行(1)9級職員等にあっては、

扶養親族である子に限る。)で同項の規定

による届出に係るものがない場合におい

てその職員に同項第1号に掲げる事実が

生じたときはその事実が生じた日の属す

る月の翌月(これらの日が月の初日である
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ときは、その日の属する月)から開始し、

扶養手当を受けている職員が離職し、又は

死亡した場合においてはそれぞれその者

が離職し、又は死亡した日、行(1)8級職員

等以外の職員から行(1)8級職員等となっ

た職員に扶養親族である配偶者、父母等で

同項の規定による届出に係るものがある

場合においてその職員に扶養親族である

子で同項の規定による届出に係るものが

ないときはその職員が行(1)8級職員等と

なった日、扶養手当を受けている職員の扶

養親族(行(1)8級職員等にあっては、扶養

親族である子に限る。)で同項の規定によ

る届出に係るものの全てが扶養親族とし

ての要件を欠くに至った場合においては

その事実が生じた日の属する月(これらの

日が月の初日であるときは、その日の属す

る月の前月)をもって終わる。ただし、扶

養手当の支給の開始については、同項の規

定による届出が、これに係る事実の生じた

日から15日を経過した後にされたとき

は、その届出を受理した日の属する月の翌

月(その日が月の初日であるときは、その

日の属する月)から行うものとする。 

ときは、その日の属する月)から開始し、

扶養手当を受けている職員が離職し、又は

死亡した場合においてはそれぞれその者

が離職し、又は死亡した日、行(1)9級職員

等以外の職員から行(1)9級職員等となっ

た職員に扶養親族である配偶者、父母等で

同項の規定による届出に係るものがある

場合においてその職員に扶養親族である

子で同項の規定による届出に係るものが

ないときはその職員が行(1)9級職員等と

なった日、扶養手当を受けている職員の扶

養親族(行(1)9級職員等にあっては、扶養

親族である子に限る。)で同項の規定によ

る届出に係るものの全てが扶養親族とし

ての要件を欠くに至った場合においては

その事実が生じた日の属する月(これらの

日が月の初日であるときは、その日の属す

る月の前月)をもって終わる。ただし、扶

養手当の支給の開始については、同項の規

定による届出が、これに係る事実の生じた

日から15日を経過した後にされたとき

は、その届出を受理した日の属する月の翌

月(その日が月の初日であるときは、その

日の属する月)から行うものとする。 

3 (各号列記以外の部分略) 3 (各号列記以外の部分略) 

(1) (略) (1) (略) 

(2) 扶養手当を受けている職員の扶養親

族(行(1)8級職員等にあっては、扶養親

族である子に限る。)で第1項の規定によ

る届出に係るものの一部が扶養親族と

しての要件を欠くに至った場合 

(2) 扶養手当を受けている職員の扶養親

族(行(1)9級職員等にあっては、扶養親

族である子に限る。)で第1項の規定によ

る届出に係るものの一部が扶養親族と

しての要件を欠くに至った場合 

(3) 扶養親族である配偶者、父母等及び

扶養親族である子で第1項の規定によ

る届出に係るものがある行(1)8級職員

等が行(1)8級職員等以外の職員となっ

た場合 

(3) 扶養親族である配偶者、父母等及び

扶養親族である子で第1項の規定によ

る届出に係るものがある行(1)9級職員

等が行(1)9級職員等以外の職員となっ

た場合 

 (4) 扶養親族である配偶者、父母等で第1

項の規定による届出に係るものがある

行(1)8級職員が行(1)8級職員及び行(1)9

級職員等以外の職員となった場合 
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(4) 扶養親族である配偶者、父母等で第1

項の規定による届出に係るもの及び扶

養親族である子で同項の規定による届

出に係るものがある職員で行(1)8級職

員等以外のものが行(1)8級職員等とな

った場合 

(5) 扶養親族である配偶者、父母等で第1

項の規定による届出に係るもの及び扶

養親族である子で同項の規定による届

出に係るものがある職員で行(1)9級職

員等以外のものが行(1)9級職員等とな

った場合 

 (6) 扶養親族である配偶者、父母等で第1

項の規定による届出に係るものがある

職員で行(1)8級職員及び行(1)9級職員

等以外のものが行(1)8級職員となった

場合 

(5) (略) (7) (略) 

別表第1 別表第1 

行政職給料表(1) 行政職給料表(1) 

職

員

の

区

分 

 職務

の級 

1級～7級  8級 

号給 (略)  (略) 

再

任

用

職

員

以

外

の

職

員 

 (略)  (略) 

1    

2    

3    

4    

5    

6    

7    

8    

9    

10    

 11    

 12    

 13    

 14    

 15    

 16    

 17    

 18    

 19    

職

員

の

区

分 

 職務

の級 

1級～7級 8級 9級 

号給 (略) 給料月額 (略) 

再

任

用

職

員

以

外

の

職

員 

 (略) 円 (略) 

1  408,100  

2  410,500  

3  413,000  

4  415,400  

5  417,300  

6  419,600  

7  421,700  

8  423,900  

9  425,900  

10  428,000  

 11  430,100  

 12  432,200  

 13  433,900  

 14  435,700  

 15  437,700  

 16  439,700  

 17  441,600  

 18  443,400  

 19  445,200  
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 20    

 21    

 22    

 23    

 24    

 25    

 26    

 27    

 28    

 29    

 30    

 31    

 32    

 33    

 34    

 35    

 36    

 37    

 38    

 39    

 40    

 41    

 42    

 43    

 44    

 45    

 46 ～

125 

   

再

任

用

職

員 

 (略)  (略) 

 

 20  446,900  

 21  448,700  

 22  450,200  

 23  451,600  

 24  453,100  

 25  454,500  

 26  455,800  

 27  457,100  

 28  458,300  

 29  459,300  

 30  460,000  

 31  460,800  

 32  461,500  

 33  462,200  

 34  463,000  

 35  463,700  

 36  464,300  

 37  464,800  

 38  465,400  

 39  466,000  

 40  466,600  

 41  467,100  

 42  467,600  

 43  468,000  

 44  468,300  

 45  468,600  

 46 ～

125 

   

再

任

用

職

員 

 (略) 356,800 (略) 

 

備考 (略) 備考 (略) 

別表第6 別表第6 

その1 行政職給料表(1)等級別基準職務

表 

その1 行政職給料表(1)等級別基準職務

表 

職務の級 基準となる職務 

(略) (略) 

職務の級 基準となる職務 

(略) (略) 
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7級 1 次長の職務 

2 参事の職務 

3～6 (略) 

7 消防の署長の職務 

8 (略) 

9 委員会又は委員の事務局

長の職務 

 

 

 

 

 

 

8級 1及び2 (略) 

3 会計管理者の職務 

4～6 (略) 
 

7級  

 

1～4 (略) 

 

5 (略) 

 

 

8級 1 次長の職務 

2 参事の職務 

3 会計管理者の職務 

4 消防の署長の職務 

5 委員会又は委員の事務局

長の職務 

9級 1及び2 (略) 

 

3～5 (略) 
 

備考 (略) 備考 (略) 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

（令和３年切替日の前日において改正前の別表第１の給料表の適用を受けていた職員の

職務の級の切替え） 

２ 令和３年４月１日（以下「令和３年切替日」という。）の前日において改正前の別表第

１の給料表の適用を受けていた職員でその職務の級が８級又は９級であるものの令和３

年切替日における職務の級（以下「令和３年新級」という。）は、令和３年切替日の前日

においてその者が属していた職務の級（以下「令和３年旧級」という。）に対応する附則

別表第１の令和３年新級の欄に定める職務の級とする。 

（令和３年切替日の前日において改正前の別表第１の給料表の適用を受けていた職員の

号給の切替え） 

３ 前項の規定により令和３年新級を定められる職員の令和３年切替日における号給（以

下「令和３年新号給」という。）は、令和３年切替日の前日においてその者が受けていた

号給（以下「令和３年旧号給」という。）とする。ただし、改正前の別表第１の給料表の

適用を受けていた職員でその職務の級が８級であるものの令和３年新号給は、令和３年

旧号給に対応する附則別表第２の令和３年新号給の欄に定める号給とする。 
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（令和３年切替日の前日において改正前の別表第１の給料表の適用を受けていた職員で

その職務の級が８級であるものに適用する給料月額） 

４ 令和３年切替日の前日において改正前の別表第１の給料表の適用を受けていた職員で

その職務の級が８級であるもの（その者が受けていた号給が１９号給から４５号給まで

のいずれかに該当するものに限る。）に適用する令和３年切替日以後における給料月額は、

当該職員が改正後の別表第１の給料表の適用を受け、職務の級が７級である間に限り、

改正後の別表第１の給料表にかかわらず、行政職経過措置給料表（附則別表第３）の給

料月額とする。この場合において、令和３年切替日における号給は、令和３年旧号給に

対応する同表の号給の欄に定める号給とし、当該職員（一般職の職員の給与に関する条

例第１２条第４項に規定する年齢に達した日後最初に到来する４月１日以降に在職する

職員を除く。）の号給については、同項に規定する期間の全部を良好な成績で勤務した場

合における号給が、当該職員が受けている同表の号給の号数に４を加えて得た数を号数

とする号給（当該号給が４５号給を超える場合は、４５号給）とすることを標準として

規則で定める基準に従い決定するものとする。 

（令和３年切替日の前日において改正前の別表第１の給料表の適用を受けていた職員で

その職務の級が８級であるものに支給する扶養手当の切替え） 

５ 令和３年切替日の前日において改正前の別表第１の給料表の適用を受けていた職員で

その職務の級が８級であるものに支給する扶養手当は、令和３年４月から令和３年新級

による支給額に改定する。 

（令和３年切替日の前日において改正前の別表第１の給料表の適用を受けていた職員で

その職務の級が８級であるものに支給する退職手当） 

６ 退職の日において附則第４項の規定による給料月額の適用を受けていた職員について、

船橋市職員退職手当支給条例（昭和２５年船橋市条例第１４号）の規定による退職手当

の額を計算する場合には、同項の規定による給料月額により同条例に規定する退職日給

料月額を算定する。この場合において、同条例附則第１４項本文の規定は、適用しない。 

（令和３年切替日の前日から引き続き別表第１の給料表の適用を受ける職員で権衡上必

要があるときの調整） 

７ 令和３年切替日の前日から引き続き一般職の職員の給与に関する条例別表第１の給料

表の適用を受ける職員について、附則第２項から第４項までの規定の適用を受ける職員

との権衡上必要があると認められるときは、当該職員には、市長の定めるところにより、
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附則第２項から第４項までの規定に準じて、給料を支給する。 

（令和３年切替日以降に新たに別表第１の給料表の適用を受けることとなった職員で権

衡上必要があるときの調整） 

８ 令和３年切替日以降に新たに一般職の職員の給与に関する条例別表第１の給料表の適

用を受けることとなった職員について、任用の事情等を考慮して附則第２項から第４項

までの規定の適用を受ける職員との権衡上必要があると認められるときは、当該職員に

は、市長の定めるところにより、附則第２項から第４項までの規定に準じて、給料を支

給する。 

（委任） 

９ 附則第２項から前項までに定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、

市長が定める。 

附則別表第１ 

令和３年旧級 令和３年新級 

８級 ７級 

９級 ８級 

附則別表第２ 

令和３年旧号給 令和３年新号給 

１号給 ２１号給 

２号給 ２２号給 

３号給 ２４号給 

４号給 ２５号給 

５号給 ２６号給 

６号給 ２８号給 

７号給 ２９号給 

８号給 ３１号給 

９号給 ３２号給 

１０号給 ３４号給 

１１号給 ３６号給 

１２号給 ３７号給 

１３号給 ３９号給 

１４号給 ４２号給 

１５号給 ４５号給 

１６号給 ４８号給 

１７号給 ５２号給 

１８号給 ５７号給 

１９号給から４５号給まで ６１号給 
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附則別表第３ 

 行政職経過措置給料表 

号給 給料月額 

１９号給 ４４５，２００円 

２０号給 ４４６，９００円 

２１号給 ４４８，７００円 

２２号給 ４５０，２００円 

２３号給 ４５１，６００円 

２４号給 ４５３，１００円 

２５号給 ４５４，５００円 

２６号給 ４５５，８００円 

２７号給 ４５７，１００円 

２８号給 ４５８，３００円 

２９号給 ４５９，３００円 

３０号給 ４６０，０００円 

３１号給 ４６０，８００円 

３２号給 ４６１，５００円 

３３号給 ４６２，２００円 

３４号給 ４６３，０００円 

３５号給 ４６３，７００円 

３６号給 ４６４，３００円 

３７号給 ４６４，８００円 

３８号給 ４６５，４００円 

３９号給 ４６６，０００円 

４０号給 ４６６，６００円 

４１号給 ４６７，１００円 

４２号給 ４６７，６００円 

４３号給 ４６８，０００円 

４４号給 ４６８，３００円 

４５号給 ４６８，６００円 

 

 

 

 

 
 
理 由 

 

職務の級を見直して給料表を改めるため、所要の改正を行う必要がある。これが、この

条例案を提出する理由である。 
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議案第１７号 

 

 職員の旅費に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  令和３年２月１５日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹 

 

 

   職員の旅費に関する条例の一部を改正する条例 

 

 職員の旅費に関する条例（昭和２６年船橋市条例第５９号）の一部を次のように改正す

る。 

改正後 改正前 

(語学指導等を行う外国青年招致事業によ

り勤務した職員が帰住をする場合の特例) 

 

第26条の2 語学指導等を行う外国青年招

致事業により勤務した職員が帰住をする

場合であって規則で定めるときは、その者

の帰住のために必要と認められる費用に

相当する金額を旅費として支給すること

ができる。 

 

   附 則 

 この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

理 由 

  

語学指導等を行う外国青年招致事業により勤務した職員が帰住をする場合に旅費を支給

するため、所要の定めをする必要がある。これが、この条例案を提出する理由である。 
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議案第１８号 

 

 船橋市リハビリセンター条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  令和３年２月１５日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹 

 

 

   船橋市リハビリセンター条例の一部を改正する条例 

 

 船橋市リハビリセンター条例（平成２５年船橋市条例第６号）の一部を次のように改正

する。 

改正後 改正前 

別表第2 別表第2 

区分 単位 金額 

多目的訓練室 (略) 350円 

リハビリプール (略) 350円 
 

区分 単位 金額 

多目的訓練室 (略) 523円 

リハビリプール (略) 523円 
 

   附 則 

 この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

理 由 

  

利用料の受益者負担の適正化を図るため、所要の改正を行う必要がある。これが、この

条例案を提出する理由である。 
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議案第１９号 

 

 船橋市国民健康保険条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  令和３年２月１５日提出 

 

船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

   船橋市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 

船橋市国民健康保険条例（昭和４７年船橋市条例第１６号）の一部を次のように改正す

る。 

改正後 改正前 

 (被保険者としない者)  

第3条 児童福祉法(昭和22年法律第164号)

の規定により児童福祉施設に入所してい

る児童又は小規模住居型児童養育事業を

行う者若しくは里親に委託されている児

童であって、民法(明治29年法律第89号)

の規定による扶養義務者のないものは、被

保険者としない。 

第3条及び第4条 削除 

第4条 削除  

(一般被保険者に係る基礎賦課額の所得割

額の算定) 

(一般被保険者に係る基礎賦課額の所得割

額の算定) 

第13条 前条の所得割額は、一般被保険者

に係る賦課期日の属する年の前年の所得

に係る地方税法(昭和25年法律第226号)第

314条の2第1項に規定する総所得金額及

び山林所得金額並びに他の所得と区分し

て計算される所得の金額(同法附則第33条

の2第5項に規定する上場株式等に係る配

当所得等の金額(同法附則第35条の2の6

第11項又は第15項の規定の適用がある場

合には、その適用後の金額)、同法附則第

第13条 前条の所得割額は、一般被保険者

に係る賦課期日の属する年の前年の所得

に係る地方税法(昭和25年法律第226号)第

314条の2第1項に規定する総所得金額及

び山林所得金額並びに他の所得と区分し

て計算される所得の金額(同法附則第33条

の2第5項に規定する上場株式等に係る配

当所得等の金額(同法附則第35条の2の6

第11項又は第15項の規定の適用がある場

合には、その適用後の金額)、同法附則第
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33条の3第5項に規定する土地等に係る事

業所得等の金額、同法附則第34条第4項に

規定する長期譲渡所得の金額(租税特別措

置法(昭和32年法律第26号)第33条の4第1

項若しくは第2項、第34条第1項、第34条

の2第1項、第34条の3第1項、第35条第1

項、第35条の2第1項、第35条の3第1項又

は第36条の規定の適用がある場合には、

これらの規定の適用により同法第31条第

1項に規定する長期譲渡所得の金額から

控除する金額を控除した金額)、地方税法

附則第35条第5項に規定する短期譲渡所

得の金額(租税特別措置法第33条の4第1

項若しくは第2項、第34条第1項、第34条

の2第1項、第34条の3第1項、第35条第1

項又は第36条の規定の適用がある場合に

は、これらの規定の適用により同法第32

条第1項に規定する短期譲渡所得の金額

から控除する金額を控除した金額)、地方

税法附則第35条の2第5項に規定する一般

株式等に係る譲渡所得等の金額(同法附則

第35条の3第15項の規定の適用がある場

合には、その適用後の金額)、同法附則第

35条の2の2第5項に規定する上場株式等

に係る譲渡所得等の金額(同法附則第35条

の2の6第15項又は第35条の3第13項若し

くは第15項の規定の適用がある場合に

は、その適用後の金額)、同法附則第35条

の4第4項に規定する先物取引に係る雑所

得等の金額(同法附則第35条の4の2第7項

の規定の適用がある場合には、その適用後

の金額)、外国居住者等の所得に対する相

互主義による所得税等の非課税等に関す

る法律(昭和37年法律第144号)第8条第2

項(同法第12条第5項及び第16条第2項に

おいて準用する場合を含む。第20条第1項

第1号において同じ。)に規定する特例適用

利子等の額、同法第8条第4項(同法第12条

第6項及び第16条第3項において準用する

場合を含む。同号において同じ。)に規定

33条の3第5項に規定する土地等に係る事

業所得等の金額、同法附則第34条第4項に

規定する長期譲渡所得の金額(租税特別措

置法(昭和32年法律第26号)第33条の4第1

項若しくは第2項、第34条第1項、第34条

の2第1項、第34条の3第1項、第35条第1

項、第35条の2第1項又は第36条の規定の

適用がある場合には、これらの規定の適用

により同法第31条第1項に規定する長期

譲渡所得の金額から控除する金額を控除

した金額)、地方税法附則第35条第5項に規

定する短期譲渡所得の金額(租税特別措置

法第33条の4第1項若しくは第2項、第34

条第1項、第34条の2第1項、第34条の3第1

項、第35条第1項又は第36条の規定の適用

がある場合には、これらの規定の適用によ

り同法第32条第1項に規定する短期譲渡

所得の金額から控除する金額を控除した

金額)、地方税法附則第35条の2第5項に規

定する一般株式等に係る譲渡所得等の金

額(同法附則第35条の3第15項の規定の適

用がある場合には、その適用後の金額)、

同法附則第35条の2の2第5項に規定する

上場株式等に係る譲渡所得等の金額(同法

附則第35条の2の6第15項又は第35条の3

第13項若しくは第15項の規定の適用があ

る場合には、その適用後の金額)、同法附

則第35条の4第4項に規定する先物取引に

係る雑所得等の金額(同法附則第35条の4

の2第7項の規定の適用がある場合には、

その適用後の金額)、外国居住者等の所得

に対する相互主義による所得税等の非課

税等に関する法律(昭和37年法律第144号)

第8条第2項(同法第12条第5項及び第16条

第2項において準用する場合を含む。第20

条第1項第1号において同じ。)に規定する

特例適用利子等の額、同法第8条第4項(同

法第12条第6項及び第16条第3項において

準用する場合を含む。同号において同じ。)

に規定する特例適用配当等の額、租税条約
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する特例適用配当等の額、租税条約等の実

施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法

の特例等に関する法律(昭和44年法律第

46号。第20条において「租税条約等実施

特例法」という。)第3条の2の2第10項に

規定する条約適用利子等の額及び同条第

12項に規定する条約適用配当等の額をい

う。以下この条において同じ。)の合計額

から地方税法第314条の2第2項の規定に

よる控除をした後の総所得金額及び山林

所得金額並びに他の所得と区分して計算

される所得の金額の合計額(以下「基礎控

除後の総所得金額等」という。)に、次条

の所得割の保険料率を乗じて算定する。 

等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地

方税法の特例等に関する法律(昭和44年法

律第46号。第20条において「租税条約等

実施特例法」という。)第3条の2の2第10

項に規定する条約適用利子等の額及び同

条第12項に規定する条約適用配当等の額

をいう。以下この条において同じ。)の合

計額から地方税法第314条の2第2項の規

定による控除をした後の総所得金額及び

山林所得金額並びに他の所得と区分して

計算される所得の金額の合計額(以下「基

礎控除後の総所得金額等」という。)に、

次条の所得割の保険料率を乗じて算定す

る。 

2 (略) 2 (略) 

(保険料の減額) (保険料の減額) 

第20条 (各号列記以外の部分略) 第20条 (各号列記以外の部分略) 

(1) 世帯主、当該年度の保険料賦課期日

(賦課期日後に保険料の納付義務が発生

した場合にはその発生した日とする。)

現在においてその世帯に属する被保険

者及び特定同一世帯所属者(法第6条第8

号に該当したことにより被保険者の資

格を喪失した者であって、当該資格を喪

失した日の前日以後継続して同一の世

帯に属するものをいう。以下同じ。)に

つき算定した地方税法第314条の2第1

項に規定する総所得金額(青色専従者給

与額又は事業専従者控除額については、

同法第313条第3項、第4項又は第5項の

規定を適用せず、所得税法(昭和40年法

律第33号)第57条第1項、第3項又は第4

項の規定の例によらないものとし、山林

所得金額並びに他の所得と区分して計

算される所得の金額(地方税法附則第33

条の2第5項に規定する上場株式等に係

る配当所得等の金額(同法附則第35条の

2の6第11項又は第15項の規定の適用が

ある場合には、その適用後の金額)、同

法附則第33条の3第5項に規定する土地

(1) 世帯主、当該年度の保険料賦課期日

(賦課期日後に保険料の納付義務が発生

した場合にはその発生した日とする。)

現在においてその世帯に属する被保険

者及び特定同一世帯所属者(法第6条第8

号に該当したことにより被保険者の資

格を喪失した者であって、当該資格を喪

失した日の前日以後継続して同一の世

帯に属するものをいう。以下同じ。)に

つき算定した地方税法第314条の2第1

項に規定する総所得金額(青色専従者給

与額又は事業専従者控除額については、

同法第313条第3項、第4項又は第5項の

規定を適用せず、所得税法(昭和40年法

律第33号)第57条第1項、第3項又は第4

項の規定の例によらないものとし、山林

所得金額並びに他の所得と区分して計

算される所得の金額(地方税法附則第33

条の2第5項に規定する上場株式等に係

る配当所得等の金額(同法附則第35条の

2の6第11項又は第15項の規定の適用が

ある場合には、その適用後の金額)、同

法附則第33条の3第5項に規定する土地
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等に係る事業所得等の金額、同法附則第

34条第4項に規定する長期譲渡所得の

金額、同法附則第35条第5項に規定する

短期譲渡所得の金額、同法附則第35条

の2第5項に規定する一般株式等に係る

譲渡所得等の金額(同法附則第35条の3

第15項の規定の適用がある場合には、

その適用後の金額)、同法附則第35条の2

の2第5項に規定する上場株式等に係る

譲渡所得等の金額(同法附則第35条の2

の6第15項又は第35条の3第13項若しく

は第15項の規定の適用がある場合に

は、その適用後の金額)、同法附則第35

条の4第4項に規定する先物取引に係る

雑所得等の金額(同法附則第35条の4の

2第7項の規定の適用がある場合には、

その適用後の金額)、外国居住者等の所

得に対する相互主義による所得税等の

非課税等に関する法律第8条第2項に規

定する特例適用利子等の額、同条第4項

に規定する特例適用配当等の額、租税条

約等実施特例法第3条の2の2第10項に

規定する条約適用利子等の額及び同条

第12項に規定する条約適用配当等の額

をいう。以下この項において同じ。)の

算定についても同様とする。以下同じ。)

及び山林所得金額並びに他の所得と区

分して計算される所得の金額の合算額

が、地方税法第314条の2第2項第1号に

定める金額(世帯主並びに当該世帯主の

世帯に属する被保険者及び特定同一世

帯所属者(次号及び第3号において「世帯

主等」という。)のうち給与所得を有す

る者(前年中に同条第1項に規定する総

所得金額に係る所得税法第28条第1項

に規定する給与所得について同条第3

項に規定する給与所得控除額の控除を

受けた者(同条第1項に規定する給与等

の収入金額が55万円を超える者に限

る。)をいう。以下この号において同じ。)

等に係る事業所得等の金額、同法附則第

34条第4項に規定する長期譲渡所得の

金額、同法附則第35条第5項に規定する

短期譲渡所得の金額、同法附則第35条

の2第5項に規定する一般株式等に係る

譲渡所得等の金額(同法附則第35条の3

第15項の規定の適用がある場合には、

その適用後の金額)、同法附則第35条の2

の2第5項に規定する上場株式等に係る

譲渡所得等の金額(同法附則第35条の2

の6第15項又は第35条の3第13項若しく

は第15項の規定の適用がある場合に

は、その適用後の金額)、同法附則第35

条の4第4項に規定する先物取引に係る

雑所得等の金額(同法附則第35条の4の

2第7項の規定の適用がある場合には、

その適用後の金額)、外国居住者等の所

得に対する相互主義による所得税等の

非課税等に関する法律第8条第2項に規

定する特例適用利子等の額、同条第4項

に規定する特例適用配当等の額、租税条

約等実施特例法第3条の2の2第10項に

規定する条約適用利子等の額及び同条

第12項に規定する条約適用配当等の額

をいう。以下この項において同じ。)の

算定についても同様とする。以下同じ。)

及び山林所得金額並びに他の所得と区

分して計算される所得の金額の合算額

が、地方税法第314条の2第2項に掲げる

金額を超えない世帯に係る保険料の納

付義務者 当該年度分の基礎賦課額の

被保険者均等割の保険料率に10分の7

を乗じて得た額に当該世帯に属する被

保険者のうち当該年度分の基礎賦課額

の被保険者均等割額の算定の対象とさ

れるものの数を乗じて得た額 
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の数及び公的年金等に係る所得を有す

る者(前年中に地方税法第314条の2第1

項に規定する総所得金額に係る所得税

法第35条第3項に規定する公的年金等

に係る所得について同条第4項に規定

する公的年金等控除額の控除を受けた

者(年齢65歳未満の者にあっては当該公

的年金等の収入金額が60万円を超える

者に限り、年齢65歳以上の者にあって

は当該公的年金等の収入金額が110万

円を超える者に限る。)をいい、給与所

得を有する者を除く。)の数の合計数(次

号及び第3号において「給与所得者等の

数」という。)が2以上の場合にあっては、

地方税法第314条の2第2項第1号に定め

る金額に当該給与所得者等の数から1

を減じた数に10万円を乗じて得た金額

を加えた金額)を超えない世帯に係る保

険料の納付義務者 当該年度分の基礎

賦課額の被保険者均等割の保険料率に

10分の7を乗じて得た額に当該世帯に

属する被保険者のうち当該年度分の基

礎賦課額の被保険者均等割額の算定の

対象とされるものの数を乗じて得た額 

(2) 前号に規定する総所得金額及び山林

所得金額並びに他の所得と区分して計

算される所得の金額の合算額が、地方税

法第314条の2第2項第1号に定める金額

(世帯主等のうち給与所得者等の数が2

以上の場合にあっては、同号に定める金

額に当該給与所得者等の数から1を減

じた数に10万円を乗じて得た金額を加

えた金額)に285,000円に当該年度の保

険料賦課期日(賦課期日後に保険料の納

付義務が発生した場合にはその発生し

た日とする。)現在において当該世帯に

属する被保険者の数と特定同一世帯所

属者の数の合計数を乗じて得た額を加

算した金額を超えない世帯に係る保険

料の納付義務者であって、前号に該当す

(2) 前号に規定する総所得金額及び山林

所得金額並びに他の所得と区分して計

算される所得の金額の合算額が、地方税

法第314条の2第2項に掲げる金額に

285,000円に当該年度の保険料賦課期

日(賦課期日後に保険料の納付義務が発

生した場合にはその発生した日とす

る。)現在において当該世帯に属する被

保険者の数と特定同一世帯所属者の数

の合計数を乗じて得た額を加算した金

額を超えない世帯に係る保険料の納付

義務者であって、前号に該当する者以外

の者 当該年度分の基礎賦課額の被保

険者均等割の保険料率に10分の5を乗

じて得た額に当該世帯に属する被保険

者のうち当該年度分の基礎賦課額の被
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る者以外の者 当該年度分の基礎賦課

額の被保険者均等割の保険料率に10分

の5を乗じて得た額に当該世帯に属す

る被保険者のうち当該年度分の基礎賦

課額の被保険者均等割額の算定の対象

とされるものの数を乗じて得た額 

保険者均等割額の算定の対象とされる

ものの数を乗じて得た額 

(3) 第1号に規定する総所得金額及び山

林所得金額並びに他の所得と区分して

計算される所得の金額の合算額が、地方

税法第314条の2第2項第1号に定める金

額(世帯主等のうち給与所得者等の数が

2以上の場合にあっては、同号に定める

金額に当該給与所得者等の数から1を

減じた数に10万円を乗じて得た金額を

加えた金額)に52万円に当該年度の保険

料賦課期日(賦課期日後に保険料の納付

義務が発生した場合にはその発生した

日とする。)現在において当該世帯に属

する被保険者の数と特定同一世帯所属

者の数の合計数を乗じて得た額を加算

した金額を超えない世帯に係る保険料

の納付義務者であって前2号に該当す

る者以外の者 当該年度分の基礎賦課

額の被保険者均等割の保険料率に10分

の2を乗じて得た額に当該世帯に属す

る被保険者のうち当該年度分の基礎賦

課額の被保険者均等割額の算定の対象

とされるものの数を乗じて得た額 

(3) 第1号に規定する総所得金額及び山

林所得金額並びに他の所得と区分して

計算される所得の金額の合算額が、地方

税法第314条の2第2項に掲げる金額に

52万円に当該年度の保険料賦課期日(賦

課期日後に保険料の納付義務が発生し

た場合にはその発生した日とする。)現

在において当該世帯に属する被保険者

の数と特定同一世帯所属者の数の合計

数を乗じて得た額を加算した金額を超

えない世帯に係る保険料の納付義務者

であって前2号に該当する者以外の者  

当該年度分の基礎賦課額の被保険者均

等割の保険料率に10分の2を乗じて得

た額に当該世帯に属する被保険者のう

ち当該年度分の基礎賦課額の被保険者

均等割額の算定の対象とされるものの

数を乗じて得た額 

2及び3 (略) 2及び3 (略) 

附 則 附 則 

1～5 (略) 1～5 (略) 

(公的年金等所得に係る保険料の減額賦課

の特例) 

(公的年金等所得に係る保険料の減額賦課

の特例) 

6 当分の間、世帯主又はその世帯に属する

被保険者若しくは特定同一世帯所属者が、

前年中に所得税法第35条第3項に規定す

る公的年金等に係る所得(以下「公的年金

等所得」という。)について同条第4項に規

定する公的年金等控除額(年齢65歳以上の

者に係るものに限る。以下「特定公的年金

6 当分の間、世帯主又はその世帯に属する

被保険者若しくは特定同一世帯所属者が、

前年中に所得税法第35条第3項に規定す

る公的年金等に係る所得(以下「公的年金

等所得」という。)について同条第4項に規

定する公的年金等控除額(年齢65歳以上の

者に係るものに限る。以下「特定公的年金
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等控除額」という。)の控除を受けた場合

における第20条の規定の適用について

は、同条第1項第1号中「第314条の2第1

項に規定する総所得金額(」とあるのは「第

314条の2第1項に規定する総所得金額(所

得税法第35条第3項に規定する公的年金

等に係る所得については、同条第2項第1

号の規定によって計算した金額から15万

円を控除した金額によるものとし、」とし、

「同法」とあるのは「地方税法」とし、

「110万円」とあるのは「125万円」とす

る。 

7～15 (略) 

等控除額」という。)の控除を受けた場合

における第20条の規定の適用について

は、同条第1項第1号中「第314条の2第1

項に規定する総所得金額(」とあるのは「第

314条の2第1項に規定する総所得金額(所

得税法第35条第3項に規定する公的年金

等に係る所得については、同条第2項第1

号の規定によって計算した金額から15万

円を控除した金額によるものとし、」とし、

「同法」とあるのは「地方税法」とする。 

 

 

7～15 (略) 

     附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例（第３条及び第４条の改正規定を除く。）による改正後の船橋市国民健康保険

条例の規定は、令和３年度以後の年度分の保険料について適用し、令和２年度以前の年

度分の保険料については、なお従前の例による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

理 由 

 

国民健康保険法施行令の一部改正に伴い、所得割額の算定方法及び保険料の減額の算定

方法について所要の改正を行うとともに、被保険者としない者を定める必要がある。これ

が、この条例案を提出する理由である。 
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議案第２０号 

 

 船橋市老人デイサービスセンター条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  令和３年２月１５日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹 

 

 

   船橋市老人デイサービスセンター条例の一部を改正する条例 

 

 船橋市老人デイサービスセンター条例（平成１７年船橋市条例第１７号）の一部を次の

ように改正する。 

改正後 改正前 

(利用料) (利用料) 

第12条 (各号列記以外の部分略) 第12条 (各号列記以外の部分略) 

(1) 第3条第1号に掲げる業務 介護保険

法第41条第4項第1号に規定する厚生労

働大臣が定める基準により算定した費

用の額又は介護保険法施行規則第140

条の63の2第1項第1号イに規定する厚

生労働大臣が定める基準により算定し

た費用の額 

(1) 第3条第1号に掲げる業務 介護保険

法第41条第4項第1号に規定する厚生労

働大臣が定める基準により算定した費

用の額又は介護保険法施行規則第140

条の63の2第1項第1号イに規定する厚

生労働大臣が定める基準の例により算

定した費用の額 

(2) 第3条第2号に掲げる業務 介護保険

法施行規則第140条の63の2第1項第3号

イに規定する厚生労働大臣が定める基

準により算定した費用の額を勘案して

市長が定める基準により算定した費用

の額 

(2) 第3条第2号に掲げる業務 介護保険

法施行規則第140条の63の2第1項第3号

イに規定する厚生労働大臣が定める基

準の例により算定した費用の額以下の

範囲内で、市長が定める基準により算定

した費用の額 

   附 則 

 この条例は、令和３年４月１日から施行する。 
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理 由 

 

 介護保険法施行規則の一部改正に伴い、利用料について、所要の改正を行う必要がある。

これが、この条例案を提出する理由である。 
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議案第２１号 

 

 船橋市介護保険条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  令和３年２月１５日提出 

 

船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

   船橋市介護保険条例の一部を改正する条例 

 

船橋市介護保険条例（平成１２年船橋市条例第１６号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

(保険料率) (保険料率) 

第3条 令和3年度から令和5年度までの各

年度における保険料率は、次の各号に掲げ

る介護保険法(平成9年法律第123号。以下

「法」という。)第9条第1号に規定する第1

号被保険者(以下「第1号被保険者」とい

う。)の区分に応じ、当該各号に定める額

とする。 

第3条 平成30年度から令和2年度までの各

年度における保険料率は、次の各号に掲げ

る介護保険法(平成9年法律第123号。以下

「法」という。)第9条第1号に規定する第1

号被保険者(以下「第1号被保険者」とい

う。)の区分に応じ、当該各号に定める額

とする。 

(1) 介護保険法施行令(平成10年政令第4

12号。以下「令」という。)第39条第1

項第1号に掲げる者 29,160円 

(1) 介護保険法施行令(平成10年政令第4

12号。以下「令」という。)第39条第1

項第1号に掲げる者 28,620円 

(2) 令第39条第1項第2号に掲げる者 3

8,880円 

(2) 令第39条第1項第2号に掲げる者 3

8,160円 

(3) 令第39条第1項第3号に掲げる者 4

5,360円 

(3) 令第39条第1項第3号に掲げる者 4

4,520円 

(4) 令第39条第1項第4号に掲げる者 5

5,080円 

(4) 令第39条第1項第4号に掲げる者 5

4,060円 

(5) 令第39条第1項第5号に掲げる者 6

4,800円 

(5) 令第39条第1項第5号に掲げる者 6

3,600円 

(6) 次のいずれかに該当する者 71,280

円 

(6) 次のいずれかに該当する者 69,960

円 

ア 地方税法(昭和25年法律第226号)第 ア 地方税法(昭和25年法律第226号)第
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292条第1項第13号に規定する合計所

得金額(以下「合計所得金額」という。)

(租税特別措置法(昭和32年法律第26

号)第33条の4第1項若しくは第2項、

第34条第1項、第34条の2第1項、第3

4条の3第1項、第35条第1項、第35条

の2第1項、第35条の3第1項又は第36

条の規定の適用がある場合には、当該

合計所得金額から令第22条の2第2項

に規定する特別控除額を控除して得

た額とし、当該合計所得金額が零を下

回る場合には、零とする。以下同じ。)

が910,001円未満である者であり、か

つ、前各号のいずれにも該当しないも

の 

292条第1項第13号に規定する合計所

得金額(以下「合計所得金額」という。)

(租税特別措置法(昭和32年法律第26

号)第33条の4第1項若しくは第2項、

第34条第1項、第34条の2第1項、第3

4条の3第1項、第35条第1項、第35条

の2第1項又は第36条の規定の適用が

ある場合には、当該合計所得金額から

令第22条の2第2項に規定する特別控

除額を控除して得た額とする。以下こ

の項において同じ。)が910,001円未満

である者であり、かつ、前各号のいず

れにも該当しないもの 

イ (略) イ (略) 

(7) 次のいずれかに該当する者 74,520

円 

(7) 次のいずれかに該当する者 73,140

円 

ア及びイ (略) ア及びイ (略) 

(8) 次のいずれかに該当する者 84,240

円 

(8) 次のいずれかに該当する者 82,680

円 

ア及びイ (略) ア及びイ (略) 

(9) 次のいずれかに該当する者 97,200

円 

(9) 次のいずれかに該当する者 95,400

円 

ア及びイ (略) ア及びイ (略) 

(10) 次のいずれかに該当する者 110,1

60円 

(10) 次のいずれかに該当する者 108,1

20円 

ア及びイ (略) ア及びイ (略) 

(11) 次のいずれかに該当する者 116,6

40円 

(11) 次のいずれかに該当する者 114,4

80円 

ア及びイ (略) ア及びイ (略) 

(12) 次のいずれかに該当する者 123,1

20円 

(12) 次のいずれかに該当する者 120,8

40円 

ア及びイ (略) ア及びイ (略) 

(13) 次のいずれかに該当する者 129,6

00円 

(13) 次のいずれかに該当する者 127,2

00円 

ア及びイ (略) ア及びイ (略) 

(14) 次のいずれかに該当する者 136,0

80円 

(14) 次のいずれかに該当する者 133,5

60円 

ア及びイ (略) ア及びイ (略) 
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(15) 次のいずれかに該当する者 149,0

40円 

(15) 次のいずれかに該当する者 146,2

80円 

ア及びイ (略) ア及びイ (略) 

(16) 令第39条第1項第10号に掲げる者

 162,000円 

(16) 令第39条第1項第10号に掲げる者

 159,000円 

2 前項第1号に掲げる第1号被保険者につ

いての保険料の減額賦課に係る令和3年

度から令和5年度までの各年度における

保険料率は、同号の規定にかかわらず、1

6,200円とする。 

2 前項第1号に掲げる第1号被保険者につ

いての保険料の減額賦課に係る令和2年

度における保険料率は、同号の規定にかか

わらず、15,900円とする。 

3 前項の規定は、第1項第2号に掲げる第1

号被保険者についての保険料の減額賦課

に係る令和3年度から令和5年度までの各

年度における保険料率について準用する。

この場合において、前項中「16,200円」

とあるのは、「22,680円」と読み替える

ものとする。 

3 前項の規定は、第1項第2号に掲げる第1

号被保険者についての保険料の減額賦課

に係る令和2年度における保険料率につ

いて準用する。この場合において、前項中

「15,900円」とあるのは、「22,260円」

と読み替えるものとする。 

4 第2項の規定は、第1項第3号に掲げる第1

号被保険者についての保険料の減額賦課

に係る令和3年度から令和5年度までの各

年度における保険料率について準用する。

この場合において、第2項中「16,200円」

とあるのは、「42,120円」と読み替える

ものとする。 

4 第2項の規定は、第1項第3号に掲げる第1

号被保険者についての保険料の減額賦課

に係る令和2年度における保険料率につ

いて準用する。この場合において、第2項

中「15,900円」とあるのは、「41,340円」

と読み替えるものとする。 

附 則 附 則 

(令和3年度から令和5年度までの保険料率

の算定に関する基準の特例) 

 

第7条の2 第1号被保険者のうち、令和2年

の合計所得金額に所得税法(昭和40年法律

第33号)第28条第1項に規定する給与所得

又は同法第35条第3項に規定する公的年

金等に係る所得が含まれている者の令和

3年度における保険料率の算定について

の第3条第1項(第6号ア、第7号ア、第8号

ア、第9号ア、第10号ア、第11号ア、第1

2号ア、第13号ア、第14号ア及び第15号ア

に係る部分に限る。)の規定の適用につい

ては、同項第6号ア中「租税特別措置法」

とあるのは、「所得税法(昭和40年法律第3

3号)第28条第1項に規定する給与所得及
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び同法第35条第3項に規定する公的年金

等に係る所得の合計額については、同法第

28条第2項の規定によって計算した金額

及び同法第35条第2項第1号の規定によっ

て計算した金額の合計額から10万円を控

除して得た額(当該額が零を下回る場合に

は、零とする。)によるものとし、租税特

別措置法」とする。 

2 前項の規定は、令和4年度における保険

料率の算定について準用する。この場合に

おいて、同項中「令和2年」とあるのは、

「令和3年」と読み替えるものとする。 

3 第1項の規定は、令和5年度における保険

料率の算定について準用する。この場合に

おいて、同項中「令和2年」とあるのは、

「令和4年」と読み替えるものとする。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の第３条の規定は、令和３年度以後の年度分の保険料について適用し、令和２

年度以前の年度分の保険料については、なお従前の例による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

理 由 

 

介護保険に係る保険料を改定する等のため、所要の改正を行う必要がある。これが、こ

の条例案を提出する理由である。 
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議案第２２号 

 

 船橋市動物の愛護及び管理に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  令和３年２月１５日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

船橋市動物の愛護及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

 

船橋市動物の愛護及び管理に関する条例（平成１４年船橋市条例第５４号）の一部を次

のように改正する。 

改正後 改正前 

目次 目次 

第1章～第5章 (略) 第1章～第5章 (略) 

第6章 罰則(第17条―第22条) 第6章 罰則(第17条―第21条) 

附則 附則 

(目的) (趣旨) 

第1条 この条例は、動物の愛護及び管理に

関する法律(昭和48年法律第105号。以下

「法」という。)に基づく必要な措置その他

動物の愛護及び管理に関し、必要な事項を

定めることにより、動物の健康及び安全を

保持するとともに、動物による人の生命、

身体及び財産に対する侵害並びに生活環

境の保全上の支障を防止し、もって人と動

物との調和のとれた共生社会の実現に資

することを目的とする。 

第1条 この条例は、動物の愛護及び管理に

関する法律(昭和48年法律第105号。以下

「法」という。)に基づく必要な措置その他

動物の愛護及び管理に関し、必要な事項を

定めるものとする。 

(定義) (定義) 

第2条 (各号列記以外の部分略) 第2条 (各号列記以外の部分略) 

(1) 動物 人が飼養(保管を含む。第5条

第2項から第4項まで、第9条第5項及び

第11条第3項を除き、以下同じ。)をする

動物で哺乳類、鳥類及び爬
は

虫類に属する

(1) 動物 人が飼養(保管を含む。第5条

第2項及び第3項、第7条、第9条第5項並

びに第11条第3項を除き、以下同じ。)を

する動物で哺乳類、鳥類及び爬
は

虫類に属
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ものをいう。 するものをいう。 

(2) 飼い主 動物の所有者又は占有者を

いう。 

(2) 飼い主 動物の飼養をする者をい

う。 

(3)及び(4) (略) (3)及び(4) (略) 

(5) 係留 人の生命、身体又は財産に害

を加えないように動物を固定した物に

丈夫な綱、鎖等でつなぎ、又は柵、おり

その他の囲いの中に収容し、逸走させな

いようにすることをいう。 

(5) 係留 人の生命、身体又は財産に害

を加えないように動物を固定した物に

丈夫な綱、鎖等でつなぎ、又はさく、お

りその他の囲いの中に収容し、逸走させ

ないようにすることをいう。 

(市の責務) (市の責務) 

第3条 市は、動物の健康及び安全の保持、

動物が人に迷惑を及ぼすことの防止、動物

による人の生命、身体又は財産に対する侵

害の防止等のため、動物の愛護及び管理に

関する普及啓発その他の必要な施策を講

ずるよう努めるものとする。 

第3条 市は、動物の健康及び安全の保持、

動物が人に迷惑を及ぼすことの防止、動物

による人の生命、身体又は財産に対する侵

害の防止等のため、必要な施策を講ずるよ

う努めるものとする。 

(市民等の責務) (市民の責務) 

第4条 市民等(市内に居住し、勤務し、通学

し、若しくは滞在し、又は市内を通過する

者をいう。)は、動物の愛護及び管理に努

めるとともに、市が法及びこの条例の規定

に基づいて行う施策に協力するよう努め

なければならない。 

第4条 市民は、動物の愛護に努めるととも

に、市が法及びこの条例の規定に基づいて

行う施策に協力するよう努めなければな

らない。 

(飼い主になろうとする者の責務)  

第4条の2 飼い主になろうとする者は、動

物の飼養に先立ち、当該動物について終生

にわたり飼養をする責務を果たす上で支

障が生じないように次に掲げる事項を行

うよう努めなければならない。 

 

(1) 動物の習性、生理等に関する知識の

習得 

 

(2) 動物が周辺の生活環境に及ぼす影響

の考慮 

 

(3) 前2号に掲げるもののほか、住宅環

境、家族構成の変化、動物の寿命等を考

慮した、将来にわたり当該動物の飼養を

することができるかどうかについての

慎重な判断 

 

(飼い主の責務) (飼い主の責務) 

第5条 飼い主は、動物の習性、生理等を理 第5条 飼い主(実質的に飼い主と同一視さ
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解するとともに、飼い主としての責任を十

分に自覚して、動物の適正な飼養をしなけ

ればならない。 

れる者を含む。以下この条において同じ。)

は、動物の習性、生理等を理解するととも

に、飼い主としての責任を十分に自覚し

て、動物の適正な飼養をしなければならな

い。 

2 動物の所有者は、動物について終生にわ

たり飼養をするよう努めなければならな

い。ただし、当該動物について畜産農業の

用に供するために飼養をする場合その他

正当な理由がある場合は、この限りでな

い。 

2 飼い主は、動物について終生にわたり飼

養をするよう努めなければならない。ただ

し、当該動物について畜産農業の用に供す

るために飼養をする場合その他正当な理

由がある場合は、この限りでない。 

3 動物の所有者は、やむを得ず当該動物に

ついて終生にわたり飼養をすることが困

難となった場合には、その動物の適正な飼

養をすることができる者に譲渡するため

の取組に努めなければならない。 

 

4 動物の所有者は、動物がみだりに繁殖し

てこれに適正な飼養を受ける機会を与え

ることが困難となるようなおそれがある

と認める場合には、当該繁殖を防止するた

め、生殖を不能にする手術その他の措置を

講ずるよう努めなければならない。 

3 飼い主は、動物がみだりに繁殖してこれ

に適正な飼養を受ける機会を与えること

が困難となるようなおそれがあると認め

る場合には、当該繁殖を防止するため、生

殖を不能にする手術その他の措置を講ず

るよう努めなければならない。 

5 飼い主は、災害が発生した場合における

動物の飼養のための必要な準備を行うよ

う努めるとともに、災害が発生した場合に

は、当該動物の安全の保持、当該動物によ

る事故の防止その他の必要な措置を講ず

るよう努めなければならない。 

 

(飼い主の遵守事項) (飼い主の遵守事項) 

第6条 (略) 第6条 (略) 

2 (各号列記以外の部分略) 2 (各号列記以外の部分略) 

(1) (略) (1) (略) 

(2) 犬を道路、公園その他の公共の場所

において移動し、又は運動させるとき

は、当該犬が排せつしたふんを処理する

ための用具を携行するとともに、当該ふ

んは、当該用具を使用して、直ちに当該

場所から除去し、当該犬の飼養をする施

設に持ち帰ること。 

(2) 犬を道路、公園その他の公共の場所

において移動し、又は運動させるとき

は、当該犬が排せつしたふんを処理する

ための用具を携行するとともに、当該ふ

んは、当該用具を使用して、直ちに当該

場所から除去すること。 

(3) (略) (3) (略) 
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3 猫の飼い主は、第1項の遵守事項を遵守

するほか、疾病の感染及び不慮の事故の発

生を防止し、並びに周辺の生活環境の保全

上の支障を生じさせ、又は人に迷惑を及ぼ

すことのないように当該猫について屋内

で飼養をするよう努めなければならない。 

 

(多数の犬又は猫の飼養に係る届出)  

第6条の2 犬又は猫(いずれも生後91日未満

のものを除く。以下この条において同じ。)

の飼い主(法第12条第1項第4号に規定する

第一種動物取扱業者、法第24条の3第1項

に規定する第二種動物取扱業者その他規

則で定めるものを除く。)は、その犬又は猫

の数(犬及び猫の飼養をする場合にあって

は、これらの数を合計した数。以下同じ。)

が一の施設(当該犬又は猫の飼養をする土

地を含む。以下この条において同じ。)にお

いて規則で定める数以上となったときは、

その日から30日以内に、施設ごとに、次に

掲げる事項を記載した届出書に規則で定

める書類を添付して市長に届け出なけれ

ばならない。 

 

(1) 氏名又は名称及び住所並びに法人に

あっては代表者の氏名 

 

(2) 施設の所在地  

(3) 犬又は猫の数及び種類  

(4) 施設の構造及び規模  

(5) 前各号に掲げるもののほか、規則で

定める事項 

 

2 前項の規定による届出をした者は、同項

各号(第2号を除く。)に掲げる事項に変更

があったときは、その日から30日以内に、

その旨を市長に届け出なければならない。

ただし、規則で定める軽微な変更について

は、この限りでない。 

 

3 第1項の規定による届出をした者は、当

該届出に係る犬又は猫の数が同項の規則

で定める数未満となったときは、速やかに

その旨を市長に届け出なければならない。 

 

第12条 市長は、第6条(第1項第7号及び第3 第12条 市長は、第6条(第1項第7号を除く。)
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項を除く。)の規定に違反していると認め

る者に対し、期限を定めて、施設を設置し、

又は改善することその他動物の管理上必

要な措置を講ずべきことについて勧告す

ることができる。 

の規定に違反していると認める者に対し、

期限を定めて、施設を設置し、又は改善す

ることその他動物の管理上必要な措置を

講ずべきことについて勧告することがで

きる。 

2 (略) 2 (略) 

(過料)  

第22条 次の各号のいずれかに該当する者

は、5万円以下の過料に処する。 

 

(1) 第6条の2第1項又は第2項の規定によ

る届出をせず、又は虚偽の届出をした者 

 

(2) 第6条の2第3項の規定による届出を

する場合において、虚偽の届出をした者 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和３年７月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際現に犬又は猫（いずれも生後９１日未満のものを除く。以下同じ。） 

の飼養（保管を含む。以下同じ。）をしている飼い主（改正後の第６条の２第１項に規定

する飼い主をいう。）のうち、その犬又は猫の数（犬及び猫の飼養をする場合にあっては、

これらの数を合計した数）が一の同項に規定する施設（以下「施設」という。）において

同項の規則で定める数以上であるものは、令和３年７月１日から３０日以内に、施設ご

とに、同項各号に掲げる事項を記載した届出書に同項の規則で定める書類を添付して市

長に届け出なければならない。 

３ 前項の規定による届出をした者は、改正後の第６条の２第１項の規定による届出をし

た者とみなす。 

４ 附則第２項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者は、５万円以下の過料

に処する。 

５ この条例の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 
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理 由 

 

 動物の適正な飼養及び保管を図るため、多数の犬又は猫の飼養に係る届出について、所

要の定めをする等の必要がある。これが、この条例案を提出する理由である。 
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議案第２３号 

 

 船橋市環境学習館条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  令和３年２月１５日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹 

 

 

   船橋市環境学習館条例の一部を改正する条例 

 

 船橋市環境学習館条例（平成２８年船橋市条例第１８号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

別表 別表 

区分 金額(1人1日につき) 

常設展示

ホール及

びサイエ

ンスラボ 

一般 420円 

高校生 210円 

 

(略) (略) 
 

区分 金額(1人1日につき) 

常設展示

ホール及

びサイエ

ンスラボ 

一般 400円 

高 校 生

・大学生 

200円 

(略) (略) 
 

備考 備考 

1 一般とは、高校生及び小学生・中学

生以外の者をいう。ただし、学齢に達

しない者を除く。 

1 一般とは、高校生・大学生及び小学

生・中学生以外の者をいう。ただし、

学齢に達しない者を除く。 

2 高校生とは、高等学校に在学する者

又はこれに準ずる者をいう。 

2 高校生・大学生とは、高等学校及び

大学に在学する者並びにこれらに準

ずる者をいう。 

3 小学生・中学生とは、小学校若しく

は中学校に在学する者又はこれらに

準ずる者をいう。 

3 小学生・中学生とは、小学校及び中

学校に在学する者並びにこれらに準

ずる者をいう。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の船橋市環境学習館条例の規定にかかわらず、令和４年４月１日前の利用に係
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る利用料については、なお従前の例による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理 由 

 

利用料の受益者負担の適正化を図るため、所要の改正を行う必要がある。これが、この

条例案を提出する理由である。 
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議案第２４号 

 

 船橋市路上喫煙及びポイ捨て防止条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  令和３年２月１５日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹 

 

 

   船橋市路上喫煙及びポイ捨て防止条例の一部を改正する条例 

 

 船橋市路上喫煙及びポイ捨て防止条例（平成１６年船橋市条例第１９号）の一部を次の

ように改正する。 

改正後 改正前 

(路上喫煙の禁止) (路上喫煙の禁止) 

第8条 何人も、重点区域内において、路上

喫煙をしてはならない。ただし、市長が指

定した場所にあっては、この限りでない。 

第8条 何人も、重点区域内において、路上

喫煙をしてはならない。 

(勧告) (勧告) 

第10条 市長は、第4条第1項から第3項ま

で、第5条第1項(重点区域内の道路を除く

公共の場所に限る。)及び第2項並びに第6

条第1項の規定のいずれかに違反するこ

とにより、生活環境を著しく害していると

認められる者に対し、口頭又は書面により

必要な勧告をするものとする。 

第10条 市長は、第4条第1項から第3項ま

で、第5条第1項(重点区域内の道路を除く

公共の場所に限る。)及び第2項、第6条第1

項、第8条並びに第9条の規定のいずれか

に違反することにより、生活環境を著しく

害していると認められる者に対し、口頭又

は書面により必要な勧告をするものとす

る。 

(過料) (過料) 

第14条 次の各号のいずれかに該当する者

に対しては、2万円以下の過料を科する。 

第14条 第10条の勧告に従わない次の各号

の一に該当する者に対しては、2万円以下

の過料を科する。 

(1)及び(2) (略) (1)及び(2) (略) 

2 (略) 2 (略) 

   附 則 

 この条例中第８条の改正規定は公布の日から、第１０条及び第１４条の改正規定は令和
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３年７月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理 由 

 

重点区域内に路上喫煙をすることができる場所を設けるとともに、重点区域内での路上

喫煙及びポイ捨てについて直ちに過料を科するようにするため、所要の改正を行う必要が

ある。これが、この条例案を提出する理由である。 
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議案第２５号 

 

船橋市都市公園条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

令和３年２月１５日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

船橋市都市公園条例の一部を改正する条例 

 

 船橋市都市公園条例（昭和３９年船橋市条例第４２号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

別表第4 別表第4 

その1 野球場(1面につき) その1 野球場(1面につき) 

 (表の部分略)  (表の部分略) 

備考 備考 

1 一般野球チームとは、高校生野球チ

ーム及び小学生・中学生野球チーム以

外のチームをいう(別表第5その2を除

き、以下同じ。)。 

1 一般野球チームとは、高校生野球チ

ーム及び小学生・中学生野球チーム以

外のチームをいう。 

2～4 (略) 2～4 (略) 

その2 庭球場(1面につき) その2 庭球場(1面につき) 

 (表の部分略)  (表の部分略) 

備考 備考 

1 一般とは、小学生、中学生及び高校

生以外の者(学齢に達しない者を除

く。)をいう(別表第5その1を除き、以

下同じ。)。 

1 一般とは、小学生、中学生及び高校

生以外の者(学齢に達しない者を除

く。)をいう(別表第5その1及びその4

を除き、以下同じ。)。 

2 (略) 2 (略) 

 その3～その5 (略)  その3～その5 (略) 

別表第5 別表第5 

その1～その3 (略) その1～その3 (略) 

その4 ふなばし三番瀬海浜公園 その4 ふなばし三番瀬海浜公園 

ア 野球場 ア 野球場 
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単位 

区分 

2時間当たり 

一般野球チーム 3,440円 

高校生野球チーム 

 

1,720円 

小学生・中学生野球

チーム 

860円 

 

単位 

区分 

2時間当たり 

一般野球チーム 2,550円 

高校生・大学生野球

チーム 

1,350円 

小学生・中学生野球

チーム 

500円 

 

備考 市内在住者、市内に勤務先のある者

及び市内の学校に在学する者以外の者

が利用する場合は、表に掲げる金額の5

割増の額(10円未満の端数があるとき

は、これを切り捨てた額)とする。 

備考 

  1 一般野球チームとは、高校生・大学

生野球チーム及び小学生・中学生野球

チーム以外のチームをいう。 

  2 高校生・大学生野球チームとは、高

校生又は大学生(大学に在学する者又

はこれに準ずる者をいう。以下同じ。)

のチームをいう。 

  3 市内在住者、市内に勤務先のある者

及び市内の学校に在学する者以外の

者が利用する場合は、表に掲げる金額

の5割増の額(10円未満の端数がある

ときは、これを切り捨てた額)とする。 

イ 庭球場(1面につき) イ 庭球場(1面につき) 

単位 

区分 

2時間当たり 

一般 990円 

高校生 490円 

小学生・中学生 240円 
 

単位 

区分 

2時間当たり 

一般 1,180円 

高校生・大学生 590円 

小学生・中学生 390円 
 

備考 市内在住者、市内に勤務先のある者

及び市内の学校に在学する者以外の者

が利用する場合は、表に掲げる金額の5

割増の額(10円未満の端数があるとき

は、これを切り捨てた額)とする。 

備考 

  1 一般とは、小学生、中学生、高校生

及び大学生以外の者(学齢に達しない

者を除く。)をいう。 

  2 市内在住者、市内に勤務先のある者

及び市内の学校に在学する者以外の

者が利用する場合は、表に掲げる金額

の5割増の額(10円未満の端数がある

ときは、これを切り捨てた額)とする。 

ウ及びエ (略) ウ及びエ (略) 

   附 則 

 （施行期日） 
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１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。ただし、次項の規定は、公布の日から

施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の船橋市都市公園条例の規定は、令和４年４月１日以後の利用に係る利用料に

ついて適用し、同日前の利用に係る利用料については、なお従前の例による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理 由 

 

利用料の受益者負担の適正化を図るため、所要の改正を行う必要がある。これが、この

条例案を提出する理由である。 
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議案第２６号 

 

 船橋市手数料条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  令和３年２月１５日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹 

 

 

   船橋市手数料条例の一部を改正する条例 

 

 船橋市手数料条例（昭和３６年船橋市条例第１１号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

別表第3 別表第3 

手数料を徴収す

る事務 

金額(特に定めるものを 

除き、1件につき) 

1～91 (略) (略) 

92 食品衛生

法(昭和22年

法 律 第 233

号)第55条第

1項及び食品

衛生法施行

令(昭和28年

政 令 第 229

号)第35条の

規定に基づ

く飲食店営

業の許可の

申請に対す

る審査 

(略) 

93 食品衛生

法第55条第1

項及び食品

衛生法施行

(略) 

手数料を徴収す

る事務 

金額(特に定めるものを

除き、1件につき) 

1～91 (略) (略) 

92  食品衛生

法(昭和22年

法 律 第 233

号)第52条第

1項及び食品

衛生法施行

令(昭和28年

政 令 第 229

号)第35条の

規定に基づ

く飲食店営

業の許可の

申請に対す

る審査 

(略) 

93  食品衛生

法第52条第1

項及び食品

衛生法施行

(略) 
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令第35条の

規定に基づ

く飲食店営

業の許可の

更新の申請

に対する審

査 

94 食品衛生

法第55条第1

項及び食品

衛生法施行

令第35条の

規定に基づ

く調理の機

能を有する

自動販売機

により食品

を調理し、調

理された食

品を販売す

る営業の許

可の申請に

対する審査 

(略) 

95 食品衛生

法第55条第1

項及び食品

衛生法施行

令第35条の

規定に基づ

く調理の機

能を有する

自動販売機

により食品

を調理し、調

理された食

品を販売す

る営業の許

可の更新の

申請に対す

(略) 

令第 35条の

規定に基づ

く飲食店営

業の許可の

更新の申請

に対する審

査 

94  食品衛生

法第52条第1

項及び食品

衛生法施行

令第 35条の

規定に基づ

く喫茶店営

業の許可の

申請に対す

る審査 

 

 

 

 

 

 

(略) 

95  食品衛生

法第52条第1

項及び食品

衛生法施行

令第 35条の

規定に基づ

く喫茶店営

業の許可の

更新の申請

に対する審

査 

 

 

 

 

 

(略) 
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る審査 

96 食品衛生

法第55条第1

項及び食品

衛生法施行

令第35条の

規定に基づ

く食肉販売

業の許可の

申請に対す

る審査 

9,600円 

97 食品衛生

法第55条第1

項及び食品

衛生法施行

令第35条の

規定に基づ

く食肉販売

業の許可の

更新の申請

に対する審

査 

6,700円 

98 食品衛生

法第55条第1

項及び食品

衛生法施行

令第35条の

規定に基づ

く魚介類販

売業の許可

の申請に対

する審査 

9,600円 

99 食品衛生

法第55条第1

項及び食品

衛生法施行

令第35条の

規定に基づ

く魚介類販

6,700円 

 

96  食品衛生

法第52条第1

項及び食品

衛生法施行

令第 35条の

規定に基づ

く菓子製造

業の許可の

申請に対す

る審査 

14,000円 

97  食品衛生

法第52条第1

項及び食品

衛生法施行

令第 35条の

規定に基づ

く菓子製造

業の許可の

更新の申請

に対する審

査 

9,800円 

98  食品衛生

法第52条第1

項及び食品

衛生法施行

令第 35条の

規定に基づ

くあん類製

造業の許可

の申請に対

する審査 

14,000円 

99  食品衛生

法第52条第1

項及び食品

衛生法施行

令第 35条の

規定に基づ

くあん類製

9,800円 
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売業の許可

の更新の申

請に対する

審査 

100 食品衛生

法第55条第1

項及び食品

衛生法施行

令第35条の

規定に基づ

く魚介類競

り売り営業

の許可の申

請に対する

審査 

21,000円 

101 食品衛生

法第55条第1

項及び食品

衛生法施行

令第35条の

規定に基づ

く魚介類競

り売り営業

の許可の更

新の申請に

対する審査 

 

14,700円 

102 食品衛生

法第55条第1

項及び食品

衛生法施行

令第35条の

規定に基づ

く集乳業の

許可の申請

に対する審

査 

9,600円 

103 食品衛生

法第55条第1

6,700円 

造業の許可

の更新の申

請に対する

審査 

100 食品衛生

法第52条第1

項及び食品

衛生法施行

令第 35条の

規定に基づ

くアイスク

リーム類製

造業の許可

の申請に対

する審査 

14,000円 

101 食品衛生

法第52条第1

項及び食品

衛生法施行

令第 35条の

規定に基づ

くアイスク

リーム類製

造業の許可

の更新の申

請に対する

審査 

9,800円 

102 食品衛生

法第52条第1

項及び食品

衛生法施行

令第 35条の

規定に基づ

く乳処理業

の許可の申

請に対する

審査 

21,000円 

103 食品衛生

法第52条第1

14,700円 
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項及び食品

衛生法施行

令第35条の

規定に基づ

く集乳業の

許可の更新

の申請に対

する審査 

104 食品衛生

法第55条第1

項及び食品

衛生法施行

令第35条の

規定に基づ

く乳処理業

の許可の申

請に対する

審査 

 

(略) 

105 食品衛生

法第55条第1

項及び食品

衛生法施行

令第35条の

規定に基づ

く乳処理業

の許可の更

新の申請に

対する審査 

 

(略) 

106 食品衛生

法第55条第1

項及び食品

衛生法施行

令第35条の

規定に基づ

く特別牛乳

搾取処理業

の許可の申

(略) 

項及び食品

衛生法施行

令第 35条の

規定に基づ

く乳処理業

の許可の更

新の申請に

対する審査 

104 食品衛生

法第52条第1

項及び食品

衛生法施行

令第 35条の

規定に基づ

く特別牛乳

搾取処理業

の許可の申

請に対する

審査 

(略) 

105 食品衛生

法第52条第1

項及び食品

衛生法施行

令第 35条の

規定に基づ

く特別牛乳

搾取処理業

の許可の更

新の申請に

対する審査 

(略) 

106 食品衛生

法第52条第1

項及び食品

衛生法施行

令第 35条の

規定に基づ

く乳製品製

造業の許可

の申請に対

(略) 
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請に対する

審査 

107 食品衛生

法第55条第1

項及び食品

衛生法施行

令第35条の

規定に基づ

く特別牛乳

搾取処理業

の許可の更

新の申請に

対する審査 

(略) 

108 食品衛生

法第55条第1

項及び食品

衛生法施行

令第35条の

規定に基づ

く食肉処理

業の許可の

申請に対す

る審査 

21,000円 

109 食品衛生

法第55条第1

項及び食品

衛生法施行

令第35条の

規定に基づ

く食肉処理

業の許可の

更新の申請

に対する審

査 

14,700円 

110 食品衛生

法第55条第1

項及び食品

衛生法施行

令第35条の

21,000円 

する審査 

 

107 食品衛生

法第52条第1

項及び食品

衛生法施行

令第 35条の

規定に基づ

く乳製品製

造業の許可

の更新の申

請に対する

審査 

(略) 

108 食品衛生

法第52条第1

項及び食品

衛生法施行

令第 35条の

規定に基づ

く集乳業の

許可の申請

に対する審

査 

9,600円 

109 食品衛生

法第52条第1

項及び食品

衛生法施行

令第 35条の

規定に基づ

く集乳業の

許可の更新

の申請に対

する審査 

 

6,700円 

110 食品衛生

法第52条第1

項及び食品

衛生法施行

令第 35条の

9,600円 
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規定に基づ

く食品の放

射線照射業

の許可の申

請に対する

審査 

111 食品衛生

法第55条第1

項及び食品

衛生法施行

令第35条の

規定に基づ

く食品の放

射線照射業

の許可の更

新の申請に

対する審査 

14,700円 

112 食品衛生

法第55条第1

項及び食品

衛生法施行

令第35条の

規定に基づ

く菓子製造

業の許可の

申請に対す

る審査 

14,000円 

113 食品衛生

法第55条第1

項及び食品

衛生法施行

令第35条の

規定に基づ

く菓子製造

業の許可の

更新の申請

に対する審

査 

9,800円 

114 食品衛生 14,000円 

規定に基づ

く乳類販売

業の許可の

申請に対す

る審査 

 

111 食品衛生

法第52条第1

項及び食品

衛生法施行

令第 35条の

規定に基づ

く乳類販売

業の許可の

更新の申請

に対する審

査 

6,700円 

112 食品衛生

法第52条第1

項及び食品

衛生法施行

令第 35条の

規定に基づ

く食肉処理

業の許可の

申請に対す

る審査 

21,000円 

113 食品衛生

法第52条第1

項及び食品

衛生法施行

令第 35条の

規定に基づ

く食肉処理

業の許可の

更新の申請

に対する審

査 

14,700円 

114 食品衛生 9,600円 
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法第55条第1

項及び食品

衛生法施行

令第35条の

規定に基づ

くアイスク

リーム類製

造業の許可

の申請に対

する審査 

115 食品衛生

法第55条第1

項及び食品

衛生法施行

令第35条の

規定に基づ

くアイスク

リーム類製

造業の許可

の更新の申

請に対する

審査 

9,800円 

116 食品衛生

法第55条第1

項及び食品

衛生法施行

令第35条の

規定に基づ

く乳製品製

造業の許可

の申請に対

する審査 

(略) 

117 食品衛生

法第55条第1

項及び食品

衛生法施行

令第35条の

規定に基づ

く乳製品製

(略) 

法第52条第1

項及び食品

衛生法施行

令第 35条の

規定に基づ

く食肉販売

業の許可の

申請に対す

る審査 

 

115 食品衛生

法第52条第1

項及び食品

衛生法施行

令第 35条の

規定に基づ

く食肉販売

業の許可の

更新の申請

に対する審

査 

 

6,700円 

116 食品衛生

法第52条第1

項及び食品

衛生法施行

令第 35条の

規定に基づ

く食肉製品

製造業の許

可の申請に

対する審査 

(略) 

117 食品衛生

法第52条第1

項及び食品

衛生法施行

令第 35条の

規定に基づ

く食肉製品

(略) 
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造業の許可

の更新の申

請に対する

審査 

118 食品衛生

法第55条第1

項及び食品

衛生法施行

令第35条の

規定に基づ

く清涼飲料

水製造業の

許可の申請

に対する審

査 

21,000円 

119 食品衛生

法第55条第1

項及び食品

衛生法施行

令第35条の

規定に基づ

く清涼飲料

水製造業の

許可の更新

の申請に対

する審査 

14,700円 

120 食品衛生

法第55条第1

項及び食品

衛生法施行

令第35条の

規定に基づ

く食肉製品

製造業の許

可の申請に

対する審査 

 

(略) 

121 食品衛生

法第55条第1

(略) 

製造業の許

可の更新の

申請に対す

る審査 

118 食品衛生

法第52条第1

項及び食品

衛生法施行

令第 35条の

規定に基づ

く魚介類販

売業の許可

の申請に対

する審査 

 

9,600円 

119 食品衛生

法第52条第1

項及び食品

衛生法施行

令第 35条の

規定に基づ

く魚介類販

売業の許可

の更新の申

請に対する

審査 

6,700円 

120 食品衛生

法第52条第1

項及び食品

衛生法施行

令第 35条の

規定に基づ

く魚介類競

り売り営業

の許可の申

請に対する

審査 

(略) 

121 食品衛生

法第52条第1

(略) 

－67－



項及び食品

衛生法施行

令第35条の

規定に基づ

く食肉製品

製造業の許

可の更新の

申請に対す

る審査 

122 食品衛生

法第55条第1

項及び食品

衛生法施行

令第35条の

規定に基づ

く水産製品

製造業の許

可の申請に

対する審査 

 

(略) 

123 食品衛生

法第55条第1

項及び食品

衛生法施行

令第35条の

規定に基づ

く水産製品

製造業の許

可の更新の

申請に対す

る審査 

(略) 

124 食品衛生

法第55条第1

項及び食品

衛生法施行

令第35条の

規定に基づ

く氷雪製造

業の許可の

(略) 

項及び食品

衛生法施行

令第 35条の

規定に基づ

く魚介類競

り売り営業

の許可の更

新の申請に

対する審査 

122 食品衛生

法第52条第1

項及び食品

衛生法施行

令第 35条の

規定に基づ

く魚肉練り

製品製造業

の許可の申

請に対する

審査 

(略) 

123 食品衛生

法第52条第1

項及び食品

衛生法施行

令第 35条の

規定に基づ

く魚肉練り

製品製造業

の許可の更

新の申請に

対する審査 

(略) 

124 食品衛生

法第52条第1

項及び食品

衛生法施行

令第 35条の

規定に基づ

く食品の冷

凍又は冷蔵

(略) 
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申請に対す

る審査 

 

125 食品衛生

法第55条第1

項及び食品

衛生法施行

令第35条の

規定に基づ

く氷雪製造

業の許可の

更新の申請

に対する審

査 

 

(略) 

126 食品衛生

法第55条第1

項及び食品

衛生法施行

令第35条の

規定に基づ

く液卵製造

業の許可の

申請に対す

る審査 

 

14,000円 

127 食品衛生

法第55条第1

項及び食品

衛生法施行

令第35条の

規定に基づ

く液卵製造

業の許可の

更新の申請

に対する審

査 

9,800円 

128 食品衛生

法第55条第1

(略) 

業の許可の

申請に対す

る審査 

125 食品衛生

法第52条第1

項及び食品

衛生法施行

令第 35条の

規定に基づ

く食品の冷

凍又は冷蔵

業の許可の

更新の申請

に対する審

査 

(略) 

126 食品衛生

法第52条第1

項及び食品

衛生法施行

令第 35条の

規定に基づ

く食品の放

射線照射業

の許可の申

請に対する

審査 

21,000円 

127 食品衛生

法第52条第1

項及び食品

衛生法施行

令第 35条の

規定に基づ

く食品の放

射線照射業

の許可の更

新の申請に

対する審査 

14,700円 

128 食品衛生

法第52条第1

(略) 
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項及び食品

衛生法施行

令第35条の

規定に基づ

く食用油脂

製造業の許

可の申請に

対する審査 

 

129 食品衛生

法第55条第1

項及び食品

衛生法施行

令第35条の

規定に基づ

く食用油脂

製造業の許

可の更新の

申請に対す

る審査 

(略) 

130 食品衛生

法第55条第1

項及び食品

衛生法施行

令第35条の

規定に基づ

くみそ又は

しょうゆ製

造業の許可

の申請に対

する審査 

16,000円 

131 食品衛生

法第55条第1

項及び食品

衛生法施行

令第35条の

規定に基づ

くみそ又は

しょうゆ製

11,200円 

項及び食品

衛生法施行

令第 35条の

規定に基づ

く清涼飲料

水製造業の

許可の申請

に対する審

査 

129 食品衛生

法第52条第1

項及び食品

衛生法施行

令第 35条の

規定に基づ

く清涼飲料

水製造業の

許可の更新

の申請に対

する審査 

(略) 

130 食品衛生

法第52条第1

項及び食品

衛生法施行

令第 35条の

規定に基づ

く乳酸菌飲

料製造業の

許可の申請

に対する審

査 

14,000円 

131 食品衛生

法第52条第1

項及び食品

衛生法施行

令第 35条の

規定に基づ

く乳酸菌飲

料製造業の

9,800円 
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造業の許可

の更新の申

請に対する

審査 

132 食品衛生

法第55条第1

項及び食品

衛生法施行

令第35条の

規定に基づ

く酒類製造

業の許可の

申請に対す

る審査 

16,000円 

133 食品衛生

法第55条第1

項及び食品

衛生法施行

令第35条の

規定に基づ

く酒類製造

業の許可の

更新の申請

に対する審

査 

11,200円 

134 食品衛生

法第55条第1

項及び食品

衛生法施行

令第35条の

規定に基づ

く豆腐製造

業の許可の

申請に対す

る審査 

(略) 

135 食品衛生

法第55条第1

項及び食品

衛生法施行

(略) 

許可の更新

の申請に対

する審査 

 

132 食品衛生

法第52条第1

項及び食品

衛生法施行

令第 35条の

規定に基づ

く氷雪製造

業の許可の

申請に対す

る審査 

21,000円 

133 食品衛生

法第52条第1

項及び食品

衛生法施行

令第 35条の

規定に基づ

く氷雪製造

業の許可の

更新の申請

に対する審

査 

14,700円 

134 食品衛生

法第52条第1

項及び食品

衛生法施行

令第 35条の

規定に基づ

く氷雪販売

業の許可の

申請に対す

る審査 

(略) 

135 食品衛生

法第52条第1

項及び食品

衛生法施行

(略) 
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令第35条の

規定に基づ

く豆腐製造

業の許可の

更新の申請

に対する審

査 

136 食品衛生

法第55条第1

項及び食品

衛生法施行

令第35条の

規定に基づ

く納豆製造

業の許可の

申請に対す

る審査 

14,000円 

137 食品衛生

法第55条第1

項及び食品

衛生法施行

令第35条の

規定に基づ

く納豆製造

業の許可の

更新の申請

に対する審

査 

9,800円 

138 食品衛生

法第55条第1

項及び食品

衛生法施行

令第35条の

規定に基づ

く麺類製造

業の許可の

申請に対す

る審査 

 

14,000円 

令第 35条の

規定に基づ

く氷雪販売

業の許可の

更新の申請

に対する審

査 

136 食品衛生

法第52条第1

項及び食品

衛生法施行

令第 35条の

規定に基づ

く食用油脂

製造業の許

可の申請に

対する審査 

21,000円 

137 食品衛生

法第52条第1

項及び食品

衛生法施行

令第 35条の

規定に基づ

く食用油脂

製造業の許

可の更新の

申請に対す

る審査 

14,700円 

138 食品衛生

法第52条第1

項及び食品

衛生法施行

令第 35条の

規定に基づ

くマーガリ

ン又はショ

ートニング

製造業の許

可の申請に

21,000円 
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139 食品衛生

法第55条第1

項及び食品

衛生法施行

令第35条の

規定に基づ

く麺類製造

業の許可の

更新の申請

に対する審

査 

 

 

9,800円 

140 食品衛生

法第55条第1

項及び食品

衛生法施行

令第35条の

規定に基づ

くそうざい

製造業の許

可の申請に

対する審査 

21,000円 

141 食品衛生

法第55条第1

項及び食品

衛生法施行

令第35条の

規定に基づ

くそうざい

製造業の許

可の更新の

申請に対す

る審査 

14,700円 

142 食品衛生

法第55条第1

項及び食品

衛生法施行

25,000円 

対する審査 

139 食品衛生

法第52条第1

項及び食品

衛生法施行

令第 35条の

規定に基づ

くマーガリ

ン又はショ

ートニング

製造業の許

可の更新の

申請に対す

る審査 

14,700円 

140 食品衛生

法第52条第1

項及び食品

衛生法施行

令第 35条の

規定に基づ

くみそ製造

業の許可の

申請に対す

る審査 

16,000円 

141 食品衛生

法第52条第1

項及び食品

衛生法施行

令第 35条の

規定に基づ

くみそ製造

業の許可の

更新の申請

に対する審

査 

11,200円 

142 食品衛生

法第52条第1

項及び食品

衛生法施行

16,000円 
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令第35条の

規定に基づ

く複合型そ

うざい製造

業の許可の

申請に対す

る審査 

143 食品衛生

法第55条第1

項及び食品

衛生法施行

令第35条の

規定に基づ

く複合型そ

うざい製造

業の許可の

更新の申請

に対する審

査 

17,500円 

144 食品衛生

法第55条第1

項及び食品

衛生法施行

令第35条の

規定に基づ

く冷凍食品

製造業の許

可の申請に

対する審査 

21,000円 

145 食品衛生

法第55条第1

項及び食品

衛生法施行

令第35条の

規定に基づ

く冷凍食品

製造業の許

可の更新の

申請に対す

14,700円 

令第 35条の

規定に基づ

くしょうゆ

製造業の許

可の申請に

対する審査 

 

143 食品衛生

法第52条第1

項及び食品

衛生法施行

令第 35条の

規定に基づ

くしょうゆ

製造業の許

可の更新の

申請に対す

る審査 

 

11,200円 

144 食品衛生

法第52条第1

項及び食品

衛生法施行

令第 35条の

規定に基づ

くソース類

製造業の許

可の申請に

対する審査 

16,000円 

145 食品衛生

法第52条第1

項及び食品

衛生法施行

令第 35条の

規定に基づ

くソース類

製造業の許

可の更新の

申請に対す

11,200円 
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る審査 

146 食品衛生

法第55条第1

項及び食品

衛生法施行

令第35条の

規定に基づ

く複合型冷

凍食品製造

業の許可の

申請に対す

る審査 

25,000円 

147 食品衛生

法第55条第1

項及び食品

衛生法施行

令第35条の

規定に基づ

く複合型冷

凍食品製造

業の許可の

更新の申請

に対する審

査 

17,500円 

148 食品衛生

法第55条第1

項及び食品

衛生法施行

令第35条の

規定に基づ

く漬物製造

業の許可の

申請に対す

る審査 

(略) 

149 食品衛生

法第55条第1

項及び食品

衛生法施行

令第35条の

(略) 

る審査 

146 食品衛生

法第52条第1

項及び食品

衛生法施行

令第 35条の

規定に基づ

く酒類製造

業の許可の

申請に対す

る審査 

 

16,000円 

147 食品衛生

法第52条第1

項及び食品

衛生法施行

令第 35条の

規定に基づ

く酒類製造

業の許可の

更新の申請

に対する審

査 

 

11,200円 

148 食品衛生

法第52条第1

項及び食品

衛生法施行

令第 35条の

規定に基づ

く豆腐製造

業の許可の

申請に対す

る審査 

(略) 

149 食品衛生

法第52条第1

項及び食品

衛生法施行

令第 35条の

(略) 
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規定に基づ

く漬物製造

業の許可の

更新の申請

に対する審

査 

150 食品衛生

法第55条第1

項及び食品

衛生法施行

令第35条の

規定に基づ

く密封包装

食品製造業

の許可の申

請に対する

審査 

21,000円 

151 食品衛生

法第55条第1

項及び食品

衛生法施行

令第35条の

規定に基づ

く密封包装

食品製造業

の許可の更

新の申請に

対する審査 

14,700円 

152 食品衛生

法第55条第1

項及び食品

衛生法施行

令第35条の

規定に基づ

く食品の小

分け業の許

可の申請に

対する審査 

(略) 

153 食品衛生 (略) 

規定に基づ

く豆腐製造

業の許可の

更新の申請

に対する審

査 

150 食品衛生

法第52条第1

項及び食品

衛生法施行

令第 35条の

規定に基づ

く納豆製造

業の許可の

申請に対す

る審査 

 

14,000円 

151 食品衛生

法第52条第1

項及び食品

衛生法施行

令第 35条の

規定に基づ

く納豆製造

業の許可の

更新の申請

に対する審

査 

9,800円 

152 食品衛生

法第52条第1

項及び食品

衛生法施行

令第 35条の

規定に基づ

く麺類製造

業の許可の

申請に対す

る審査 

(略) 

153 食品衛生 (略) 
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法第55条第1

項及び食品

衛生法施行

令第35条の

規定に基づ

く食品の小

分け業の許

可の更新の

申請に対す

る審査 

154 食品衛生

法第55条第1

項及び食品

衛生法施行

令第35条の

規定に基づ

く添加物製

造業の許可

の申請に対

する審査 

(略) 

155 食品衛生

法第55条第1

項及び食品

衛生法施行

令第35条の

規定に基づ

く添加物製

造業の許可

の更新の申

請に対する

審査 

(略) 

156 削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

法第52条第1

項及び食品

衛生法施行

令第 35条の

規定に基づ

く麺類製造

業の許可の

更新の申請

に対する審

査 

154 食品衛生

法第52条第1

項及び食品

衛生法施行

令第 35条の

規定に基づ

くそうざい

製造業の許

可の申請に

対する審査 

(略) 

155 食品衛生

法第52条第1

項及び食品

衛生法施行

令第 35条の

規定に基づ

くそうざい

製造業の許

可の更新の

申請に対す

る審査 

(略) 

156 食品衛生

法第52条第1

項及び食品

衛生法施行

令第 35条の

規定に基づ

く缶詰又は

瓶詰食品製

21,000円 
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157 削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

158 削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

159 削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

160～193 (略) (略) 

194 医薬品、

医療機器等

(略) 

造業の許可

の申請に対

する審査 

157 食品衛生

法第52条第1

項及び食品

衛生法施行

令第 35条の

規定に基づ

く缶詰又は

瓶詰食品製

造業の許可

の更新の申

請に対する

審査 

14,700円 

158 食品衛生

法第52条第1

項及び食品

衛生法施行

令第 35条の

規定に基づ

く添加物製

造業の許可

の申請に対

する審査 

21,000円 

159 食品衛生

法第52条第1

項及び食品

衛生法施行

令第 35条の

規定に基づ

く添加物製

造業の許可

の更新の申

請に対する

審査 

14,700円 

160～193 (略) (略) 

194 医薬品、

医療機器等

(略) 
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の品質、有効

性及び安全

性の確保等

に関する法

律第12条第4

項の規定に

基づく薬局

製造販売医

薬品の製造

販売業の許

可の更新の

申請に対す

る審査 

  195 (略) (略) 

196 医薬品、

医療機器等

の品質、有効

性及び安全

性の確保等

に関する法

律第13条第4

項の規定に

基づく薬局

製造販売医

薬品の製造

業の許可の

更新の申請

に対する審

査 

(略) 

197 (略) (略) 

198 医薬品、

医療機器等

の品質、有効

性及び安全

性の確保等

に関する法

律第14条第

15項の規定

に基づく薬

(略) 

の品質、有効

性及び安全

性の確保等

に関する法

律第12条第2

項の規定に

基づく薬局

製造販売医

薬品の製造

販売業の許

可の更新の

申請に対す

る審査 

  195 (略) (略) 

196 医薬品、

医療機器等

の品質、有効

性及び安全

性の確保等

に関する法

律第13条第3

項の規定に

基づく薬局

製造販売医

薬品の製造

業の許可の

更新の申請

に対する審

査 

(略) 

197 (略) (略) 

198 医薬品、

医療機器等

の品質、有効

性及び安全

性の確保等

に関する法

律第 14条第

13項の規定

に基づく薬

(略) 
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局製造販売

医薬品の製

造販売の承

認事項の変

更の承認の

申請に対す

る審査 

199～201 (略) (略) 

202 医薬品、

医療機器等

の品質、有効

性及び安全

性の確保等

に関する法

律第39条第6

項の規定に

基づく高度

管理医療機

器等の販売

業又は貸与

業の許可の

更新の申請

に対する審

査 

(略) 

203 医薬品、

医療機器等

の品質、有効

性及び安全

性の確保等

に関する法

律施行令第2

条の3第1項

の規定に基

づく薬局の

開設の許可

証の書換え

交付 

(略) 

204 医薬品、

医療機器等

(略) 

局製造販売

医薬品の製

造販売の承

認事項の変

更の承認の

申請に対す

る審査 

199～201 (略) (略) 

202 医薬品、

医療機器等

の品質、有効

性及び安全

性の確保等

に関する法

律第39条第4

項の規定に

基づく高度

管理医療機

器等の販売

業又は貸与

業の許可の

更新の申請

に対する審

査 

(略) 

203 医薬品、

医療機器等

の品質、有効

性及び安全

性の確保等

に関する法

律施行令第1

条の5第1項

の規定に基

づく薬局の

開設の許可

証の書換え

交付 

(略) 

204 医薬品、

医療機器等

(略) 
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の品質、有効

性及び安全

性の確保等

に関する法

律施行令第2

条の4第1項

の規定に基

づく薬局の

開設の許可

証の再交付 

205～260 (略) (略) 

261 都市の低

炭素化の促

進に関する

法律(平成24

年法律第84

号)第53条第

1項の規定に

よる認定の

申請に対す

る審査 

1 (略) 

ア及びイ (略) 

ウ (略) 

(1) (略) 

(2) 300平方メー

トルを超え1,000

平方メートル以

内のもの 15,00 

0円 

(3) 1,000平方メー 

トルを超え2,000

平方メートル以

内のもの 25,00 

0円 

(4)～(7) (略) 

2 (略) 

ア及びイ (略) 

ウ (略) 

(1) (略) 

(ｱ) (略) 

(ｲ) 300平 方 メ

ートルを超え

1,000平方メー

トル以内のも

の 276,000円 

(ｳ) 1,000平方メ 

ートルを超え

2,000平方メー

の品質、有効

性及び安全

性の確保等

に関する法

律施行令第1

条の6第1項

の規定に基

づく薬局の

開設の許可

証の再交付 

205～260 (略) (略) 

261 都市の低

炭素化の促

進に関する

法律(平成24

年法律第 84

号)第53条第

1項の規定に

よる認定の

申請に対す

る審査 

1 (略) 

ア及びイ (略) 

ウ (略) 

(1) (略)  

 

 

 

 

 

(2) 300平方メー  

トルを超え2,000

平方メートル以

内のもの 27,00 

0円 

(3)～(6) (略)  

2 (略) 

ア及びイ (略) 

ウ (略) 

(1) (略)  

(ｱ) (略)  

 

 

 

 

 

(ｲ) 300平 方 メ

ートルを超え

2,000平方メー
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トル以内のも

の 356,000円 

(ｴ)～(ｷ) (略) 

(2) (略) 

(ｱ) (略) 

(ｲ) 300平 方 メ

ートルを超え

1,000平方メー

トル以内のも

の 107,000円 

(ｳ) 1,000平方メ

ートルを超え

2,000平方メー

トル以内のも

の 141,000円 

(ｴ)～(ｷ) (略) 

(摘要) 

1～8 (略) 

  262～265 (略) (略) 

266 建築物の

エネルギー

消費性能の

向上に関す

る法律第12

条第1項の規

定による建

築物エネル

ギー消費性

能適合性判

定 

(略) 

ア 建築物エネルギー

消費性能基準等を定

める省令第1条第1項

第1号ただし書又はイ

による評価の場合  

用途の区分に応じ、次

に掲げる金額 

 

(1) 工場等以外の用

途に供する場合  

床面積の合計の区

分に応じ、次に掲げ

る金額  

  (ｱ) 300平方メー  

トル以上1,000平

方メートル未満

のもの 276,000

円 

  (ｲ) 1,000平方メー

トル以内のも

の 389,000円 

(ｳ)～(ｶ) (略) 

(2) (略) 

(ｱ) (略) 

 

 

 

 

 

(ｲ) 300平方 メ  

ートルを超え

2,000平方メー

トル以内のも

の 140,000円 

(ｳ)～(ｶ) (略) 

(摘要) 

1～8 (略) 

  262～265 (略) (略) 

266 建築物の

エネルギー

消費性能の

向上に関す

る法律第 12

条第1項の規

定による建

築物エネル

ギー消費性

能適合性判

定 

(略) 

ア 建築物エネルギー

消費性能基準等を定

める省令第1条第1項

第1号ただし書又はイ

による評価の場合  

床面積の合計の区分

に応じ、次に掲げる金

額 

(1) 2,000平方メート

ル未満のもの 354 

,000円 

(2) 2,000平方メート

ル以上5,000平方メ

ートル未満のもの  

 505,000円 

(3) 5,000平方メート

ル以上10,000平方

メートル未満のも

の 622,000円 
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トル以上2,000平

方メートル未満

のもの 356,000

円 

  (ｳ) 2,000平方メー

トル以上5,000平

方メートル未満

のもの 505,000

円 

  (ｴ) 5,000平方メー

トル以上 10,000

平方メートル未

満のもの 622,0 

00円 

  (ｵ) 10,000平方メ  

ー ト ル 以 上

25,000 平方メー

トル未満のもの 

 735,000円 

  (ｶ) 25,000平方メ  

ートル以上のも

の 839,000円 

(2) 工場等の用途に

供する場合 床面

積の合計の区分に

応じ、次に掲げる金

額 

(ｱ) 300平方メー  

トル以上1,000平

方メートル未満

のもの 29,000

円 

  (ｲ) 1,000平方メー

トル以上2,000平

方メートル未満 

のもの 41,000

円 

  (ｳ) 2,000平方メー

トル以上5,000平

方メートル未満

(4) 10,000平方メー

トル以上25,000平

方メートル未満の

もの 735,000円 

(5) 25,000平方メー

トル以上のもの  

839,000円 
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のもの 98,000

円 

  (ｴ) 5,000平方メー

トル以上 10,000

平方メートル未

満のもの 146,0 

00円 

  (ｵ) 10,000平方メ  

ー ト ル 以 上

25,000 平方メー

トル未満のもの 

 180,000円 

  (ｶ) 25,000平方メ  

ートル以上のも

の 223,000円 

イ 建築物エネルギー

消費性能基準等を定

める省令第1条第1項

第1号ロによる評価の

場合 用途の区分に

応じ、次に掲げる金額 

 

(1) 工場等以外の用

途に供する場合  

床面積の合計の区

分に応じ、次に掲げ

る金額 

  (ｱ) 300平方メー  

トル以上1,000平

方メートル未満

のもの 107,000

円 

  (ｲ) 1,000平方メー

トル以上2,000平

方メートル未満

のもの 141,000

円 

(ｳ) 2,000平方メー

トル以上5,000平

方メートル未満

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 建築物エネルギー

消費性能基準等を定

める省令第1条第1項

第1号ロによる評価の

場合 床面積の合計

の区分に応じ、次に掲

げる金額 

(1) 2,000平方メート

ル未満のもの 140 

,000円 

(2) 2,000平方メート

ル以上5,000平方メ

ートル未満のもの  

 227,000円 

(3) 5,000平方メート

ル以上10,000平方

メートル未満のも

の 297,000円 

(4) 10,000平方メー

トル以上25,000平

方メートル未満の

もの 356,000円 

(5) 25,000平方メー

トル以上のもの  

418,000円 
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のもの 227,000

円 

  (ｴ) 5,000平方メー

トル以上 10,000

平方メートル未

満のもの 297,0 

00円 

  (ｵ) 10,000平方メ  

ー ト ル 以 上

25,000 平方メー

トル未満のもの 

 356,000円 

  (ｶ) 25,000平方メ  

ートル以上のも

の 418,000円 

(2) 工場等の用途に

供する場合 床面

積の合計の区分に

応じ、次に掲げる金

額 

(ｱ) 300平方メー  

トル以上1,000平

方メートル未満

のもの 25,000

円 

  (ｲ) 1,000平方メー

トル以上2,000平

方メートル未満

のもの 36,000 

   円 

  (ｳ) 2,000平方メー

トル以上5,000平

方メートル未満

のもの 92,000

円 

  (ｴ) 5,000平方メー

トル以上 10,000

平方メートル未

満のもの 138,0 

00円 
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  (ｵ) 10,000平方メ  

ー ト ル 以 上

25,000 平方メー

トル未満のもの 

 172,000円 

  (ｶ) 25,000平方メ  

ートル以上のも

の 214,000円 

(摘要) 

1 (略) 

2 工場等とは、非住宅

部分の全部を工場、倉

庫、危険物の貯蔵若し

くは処理に供するも

の、水産物の増殖場若

しくは養殖場、卸売市

場又は火葬場若しく

はと畜場、汚染処理

場、ごみ焼却場その他

の処理施設の用途に

供する建築物をいう。 

267 (略) (略) 

268 建築物の

エネルギー

消費性能の

向上に関す

る法律第13

条第2項の規

定による建

築物エネル

ギー消費性

能適合性判

定 

(略) 

ア 建築物エネルギー

消費性能基準等を定

める省令第1条第1項

第1号ただし書又はイ

による評価の場合  

用途の区分に応じ、次

に掲げる金額 

 

(1) 工場等以外の用

途に供する場合  

床面積の合計の区

分に応じ、次に掲げ

る金額  

  (ｱ) 300平方メー  

トル以上1,000平

方メートル未満

 

 

 

 

 

 

 

 

(摘要) 

(略) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

267 (略) (略) 

268 建築物の

エネルギー

消費性能の

向上に関す

る法律第 13

条第2項の規

定による建

築物エネル

ギー消費性

能適合性判

定 

(略) 

ア 建築物エネルギー

消費性能基準等を定

める省令第1条第1項

第1号ただし書又はイ

による評価の場合  

床面積の合計の区分

に応じ、次に掲げる金

額 

(1) 2,000平方メート

ル未満のもの 354 

,000円 

(2) 2,000平方メート

ル以上5,000平方メ

ートル未満のもの  

 505,000円 

(3) 5,000平方メート
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のもの 276,000

円 

  (ｲ) 1,000平方メー

トル以上2,000平

方メートル未満

のもの 356,000

円 

  (ｳ) 2,000平方メー

トル以上5,000平

方メートル未満

のもの 505,000

円 

  (ｴ) 5,000平方メー

トル以上 10,000

平方メートル未

満のもの 622,0 

00円 

  (ｵ) 10,000平方メ  

ー ト ル 以 上

25,000 平方メー

トル未満のもの 

 735,000円 

  (ｶ) 25,000平方メ  

ートル以上のも

の 839,000円 

(2) 工場等の用途に

供する場合 床面

積の合計の区分に

応じ、次に掲げる金

額 

(ｱ) 300平方メー  

トル以上1,000平

方メートル未満

のもの 29,000

円 

  (ｲ) 1,000平方メー

トル以上2,000平

方メートル未満 

のもの 41,000

円 

ル以上10,000平方

メートル未満のも

の 622,000円 

(4) 10,000平方メー

トル以上25,000平

方メートル未満の

もの 735,000円 

(5) 25,000平方メー

トル以上のもの  

839,000円 
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  (ｳ) 2,000平方メー

トル以上5,000平

方メートル未満

のもの 98,000

円 

  (ｴ) 5,000平方メー

トル以上 10,000

平方メートル未

満のもの 146,0 

00円 

  (ｵ) 10,000平方メ  

ー ト ル 以 上

25,000 平方メー

トル未満のもの 

 180,000円 

  (ｶ) 25,000平方メ  

ートル以上のも

の 223,000円 

イ 建築物エネルギー

消費性能基準等を定

める省令第1条第1項

第1号ロによる評価の

場合 用途の区分に

応じ、次に掲げる金額 

 

(1) 工場等以外の用

途に供する場合  

床面積の合計の区

分に応じ、次に掲げ

る金額 

  (ｱ) 300平方メー  

トル以上1,000平

方メートル未満

のもの 107,000

円 

  (ｲ) 1,000平方メー

トル以上2,000平

方メートル未満

のもの 141,000

円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 建築物エネルギー

消費性能基準等を定

める省令第1条第1項

第1号ロによる評価の

場合 床面積の合計

の区分に応じ、次に掲

げる金額 

(1) 2,000平方メート

ル未満のもの 140 

,000円 

(2) 2,000平方メート

ル以上5,000平方メ

ートル未満のもの  

 227,000円 

(3) 5,000平方メート

ル以上10,000平方

メートル未満のも

の 297,000円 

(4) 10,000平方メー

トル以上25,000平

方メートル未満の

もの 356,000円 
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(ｳ) 2,000平方メー

トル以上5,000平

方メートル未満

のもの 227,000

円 

  (ｴ) 5,000平方メー

トル以上 10,000

平方メートル未

満のもの 297,0 

00円 

  (ｵ) 10,000平方メ  

ー ト ル 以 上

25,000 平方メー

トル未満のもの 

 356,000円 

  (ｶ) 25,000平方メ  

ートル以上のも

の 418,000円 

(2) 工場等の用途に

供する場合 床面

積の合計の区分に

応じ、次に掲げる金

額 

(ｱ) 300平方メー  

トル以上1,000平

方メートル未満

のもの 25,000

円 

  (ｲ) 1,000平方メー

トル以上2,000平

方メートル未満

のもの 36,000 

   円 

  (ｳ) 2,000平方メー

トル以上5,000平

方メートル未満

のもの 92,000

円 

  (ｴ) 5,000平方メー

トル以上 10,000

(5) 25,000平方メー

トル以上のもの  

418,000円 
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平方メートル未

満のもの 138,0 

00円 

  (ｵ) 10,000平方メ  

ー ト ル 以 上

25,000 平方メー

トル未満のもの 

 172,000円 

  (ｶ) 25,000平方メ  

ートル以上のも

の 214,000円 

(摘要) 

1 (略) 

2 工場等とは、非住宅

部分の全部を工場、倉

庫、危険物の貯蔵若し

くは処理に供するも

の、水産物の増殖場若

しくは養殖場、卸売市

場又は火葬場若しく

はと畜場、汚染処理

場、ごみ焼却場その他

の処理施設の用途に

供する建築物をいう。 

269 (略) (略) 

270 建築物の

エネルギー

消費性能の

向上に関す

る法律第34

条第1項の規

定による認

定の申請に

対する審査 

1 (略) 

ア (略) 

イ (略) 

(1) (略) 

(2) 300平方メー  

トル以上1,000平

方メートル未満

のもの 15,000

円 

(3) 1,000平方メー

トル以上2,000平

方メートル未満

のもの 25,000

円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(摘要) 

(略) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

269 (略) (略) 

270 建築物の

エネルギー

消費性能の

向上に関す

る法律第 29

条第1項の規

定による認

定の申請に

対する審査 

1 (略) 

ア (略) 

イ (略) 

(1) (略)  

 

 

 

 

 

(2) 300平方メー

トル以上2,000平

方メートル未満

のもの 26,000

円 
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(4)～(7) (略)  

2 (略) 

ア (略) 

イ (略) 

(1) (略) 

(ｱ) (略) 

(ｲ) 300平 方 メ  

ー ト ル 以 上

1,000平方メー

トル未満のも

の 276,000円 

(ｳ) 1,000平方メ

ー ト ル 以 上

2,000平方メー

トル未満のも

の 356,000円 

(ｴ)～(ｷ) (略) 

(2) (略) 

(ｱ) (略)  

(ｲ) 300平 方 メ  

ー ト ル 以 上

1,000平方メー

トル未満のも

の 107,000円 

(ｳ) 1,000平方メ

ー ト ル 以 上

2,000平方メー

トル未満のも

の 141,000円 

(ｴ)～(ｷ) (略) 

(摘要) 

1～4 (略) 

5 建築物のエネルギー

消費性能の向上に関

する法律第34条第3項

各号に掲げる事項が

記載されている場合

の認定の申請の手数

料の金額は、建築物ご

とにそれぞれ表に定

(3)～(6) (略)  

2 (略) 

ア (略) 

イ (略) 

(1) (略) 

(ｱ) (略)  

 

 

 

 

 

(ｲ) 300平 方 メ  

ー ト ル 以 上

2,000平方メー

トル未満のも

の 354,000円 

(ｳ)～(ｶ) (略) 

(2) (略) 

(ｱ) (略)  

 

 

 

 

 

(ｲ) 300平 方 メ  

ー ト ル 以 上

2,000平方メー

トル未満のも

の 140,000円 

(ｳ)～(ｶ) (略) 

(摘要) 

1～4 (略) 

5 建築物のエネルギー

消費性能の向上に関

する法律第29条第3項

各号に掲げる事項が

記載されている場合

の認定の申請の手数

料の金額は、建築物ご

とにそれぞれ表に定
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める金額の合計金額

とする。 

6 建築物のエネルギー

消費性能の向上に関

する法律第35条第2項

の規定による申出が

あった場合の認定の

申請の手数料の金額

は、表に定める金額

に、建築基準法第18

条第2項 (同法第87条

第1項において準用す

る場合を含む。)の規

定による計画の通知

の項に掲げる区分に

応じ、それぞれ同項金

額の欄に定める金額

を加算した金額とす

る。 

271 建築物の

エネルギー

消費性能の

向上に関す

る法律第36

条第1項の規

定による変

更の認定の

申請に対す

る審査 

建築物のエネルギー消

費性能の向上に関する

法律第34条第1項の規定

による認定の申請の項

に掲げる区分に応じ、そ

れぞれ同項金額の欄に

定める金額に2分の1を

乗じて得た金額 

(摘要) 

1 建築物のエネルギー

消費性能の向上に関

する法律第34条第3項

各号に掲げる事項が

記載されている場合

の変更の認定の申請

の手数料の金額は、建

築物のエネルギー消

費性能の向上に関す

る法律第34条第1項の

規定による認定の申

める金額の合計金額

とする。 

6 建築物のエネルギー

消費性能の向上に関

する法律第30条第2項

の規定による申出が

あった場合の認定の

申請の手数料の金額

は、表に定める金額

に、建築基準法第18

条第2項(同法第87条

第1項において準用す

る場合を含む。)の規

定による計画の通知

の項に掲げる区分に

応じ、それぞれ同項金

額の欄に定める金額

を加算した金額とす

る。 

271 建築物の

エネルギー

消費性能の

向上に関す

る法律第 31

条第1項の規

定による変

更の認定の

申請に対す

る審査 

建築物のエネルギー消

費性能の向上に関する

法律第29条第1項の規定

による認定の申請の項

に掲げる区分に応じ、そ

れぞれ同項金額の欄に

定める金額に2分の1を

乗じて得た金額 

(摘要) 

1 建築物のエネルギー

消費性能の向上に関

する法律第29条第3項

各号に掲げる事項が

記載されている場合

の変更の認定の申請

の手数料の金額は、建

築物のエネルギー消

費性能の向上に関す

る法律第29条第1項の

規定による認定の申
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請の項の摘要の5の規

定を準用する。この場

合において、同項の摘

要の5の規定中「認定

の申請」とあるのは

「変更の認定の申請」

と、「建築物」とある

のは「建築物(変更に係

る建築物に限る。)」と、

「それぞれ表に定め

る金額」とあるのは

「建築物のエネルギ

ー消費性能の向上に

関する法律第34条第1

項の規定による認定

の申請の項に掲げる

区分に応じ、それぞれ

同項金額の欄に定め

る金額に2分の1を乗

じて得た金額(変更の

認定の申請に係る計

画に他の建築物を追

加する場合には、同欄

に定める金額)」とす

る。 

2 建築物のエネルギー

消費性能の向上に関

する法律第35条第2項

の規定による申出が

あった場合の変更の

認定の申請の手数料

の金額は、建築物のエ

ネルギー消費性能の

向上に関する法律第

34条第1項の規定によ

る認定の申請の項の

摘要の6の規定を準用

する。この場合におい

て、同項の摘要の6の

規定中「認定の申請」

請の項の摘要の5の規

定を準用する。この場

合において、同項の摘

要の5の規定中「認定

の申請」とあるのは

「変更の認定の申請」

と、「建築物」とある

のは「建築物(変更に

係る建築物に限る。)」

と、「それぞれ表に定

める金額」とあるのは

「建築物のエネルギ

ー消費性能の向上に

関する法律第29条第1

項の規定による認定

の申請の項に掲げる

区分に応じ、それぞれ

同項金額の欄に定め

る金額に2分の1を乗

じて得た金額(変更の

認定の申請に係る計

画に他の建築物を追

加する場合には、同欄

に定める金額)」とす

る。 

2 建築物のエネルギー

消費性能の向上に関

する法律第30条第2項

の規定による申出が

あった場合の変更の

認定の申請の手数料

の金額は、建築物のエ

ネルギー消費性能の

向上に関する法律第

29条第1項の規定によ

る認定の申請の項の

摘要の6の規定を準用

する。この場合におい

て、同項の摘要の6の

規定中「認定の申請」
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とあるのは「変更の認

定の申請」と、「表に

定める金額」とあるの

は「建築物のエネルギ

ー消費性能の向上に

関する法律第34条第1

項の規定による認定

の申請の項に掲げる

区分に応じ、それぞれ

同項金額の欄に定め

る金額に2分の1を乗

じて得た金額」とす

る。 

272 建築物の

エネルギー

消費性能の

向上に関す

る法律第41

条第1項の規

定による認

定の申請に

対する審査 

1 認定の申請に建築物

のエネルギー消費性

能の向上に関する法

律第15条第1項に規定

する登録建築物エネ

ルギー消費性能判定

機関が交付した適合

証(住宅部分に係る申

請にあっては、住宅の

品質確保の促進等に

関する法律第5条第1

項に規定する登録住

宅性能評価機関が交

付した適合証)、建築

物のエネルギー消費

性能の向上に関する

法律第12条第6項に規

定する適合判定通知

書の写し及び建築基

準法第7条第5項、第7

条の2第5項若しくは

第18条第18項に規定

する検査済証(以下こ

の項において「検査済

証」という。)の写し、

建築物のエネルギー

とあるのは「変更の認

定の申請」と、「表に

定める金額」とあるの

は「建築物のエネルギ

ー消費性能の向上に

関する法律第29条第1

項の規定による認定

の申請の項に掲げる

区分に応じ、それぞれ

同項金額の欄に定め

る金額に2分の1を乗

じて得た金額」とす

る。 

272 建築物の

エネルギー

消費性能の

向上に関す

る法律第 36

条第1項の規

定による認

定の申請に

対する審査 

1 認定の申請に建築物

のエネルギー消費性

能の向上に関する法

律第15条第1項に規定

する登録建築物エネ

ルギー消費性能判定

機関が交付した適合

証(住宅部分に係る申

請にあっては、住宅の

品質確保の促進等に

関する法律第5条第1

項に規定する登録住

宅性能評価機関が交

付した適合証)、建築

物のエネルギー消費

性能の向上に関する

法律第12条第6項に規

定する適合判定通知

書の写し及び建築基

準法第7条第5項、第7

条の2第5項若しくは

第18条第18項に規定

する検査済証(以下こ

の項において「検査済

証」という。)の写し、

建築物のエネルギー
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消費性能の向上に関

する法律第35条第1項

の認定に係る建築物

のエネルギー消費性

能の向上に関する法

律施行規則(平成28年

国土交通省令第5号)

第25条第2項の通知書

の写し及び検査済証

の写し、都市の低炭素

化の促進に関する法

律第54条第1項に基づ

く認定に係る都市の

低炭素化の促進に関

する法律施行規則(平

成24年国土交通省令

第86号)第43条第2項

の通知書の写し及び

検査済証の写し又は

住宅の品質確保の促

進等に関する法律第6

条第3項に規定する建

設住宅性能評価書(日

本住宅性能表示基準

に基づく断熱等性能

等級4及び一次エネル

ギー消費量等級4又は

等級5(建築物のエネ

ルギー消費性能の向

上に関する法律の施

行の際現に存する建

築物の住宅部分につ

いては、日本住宅性能

表示基準に基づく一

次エネルギー消費量

等級3、等級4又は等級

5)に適合しているも

のに限る。)の写し(以

下この項において「適

合証等」という。)の

消費性能の向上に関

する法律第30条第1項

の認定に係る建築物

のエネルギー消費性

能の向上に関する法

律施行規則(平成28年

国土交通省令第5号 )

第25条第2項の通知書

の写し及び検査済証

の写し、都市の低炭素

化の促進に関する法

律第54条第1項に基づ

く認定に係る都市の

低炭素化の促進に関

する法律施行規則(平

成24年国土交通省令

第86号)第43条第2項

の通知書の写し及び

検査済証の写し又は

住宅の品質確保の促

進等に関する法律第6

条第3項に規定する建

設住宅性能評価書(日

本住宅性能表示基準

に基づく断熱等性能

等級4及び一次エネル

ギー消費量等級4又は

等級5(建築物のエネ

ルギー消費性能の向

上に関する法律の施

行の際現に存する建

築物の住宅部分につ

いては、日本住宅性能

表示基準に基づく一

次エネルギー消費量

等級3、等級4又は等級

5)に適合しているも

のに限る。)の写し(以

下この項において「適

合証等」という。)の
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添付がある場合 建

築物の部分の区分に

応じ、次に掲げる金額 

ア (略) 

イ (略) 

(1) (略) 

(2) 300平方メー

トル以上1,000平

方メートル未満

のもの 15,000

円 

(3) 1,000平方メー

トル以上2,000平

方メートル未満

のもの 25,000

円 

(4)～(7) (略) 

2 (略) 

ア (略) 

イ (略) 

(1) (略) 

(ｱ) (略) 

(ｲ) 300平 方 メ  

ー ト ル 以 上

1,000平方メー

トル未満のも

の 276,000円 

(ｳ) 1,000平方メ

ー ト ル 以 上

2,000平方メー

トル未満のも

の 356,000円 

(ｴ)～(ｷ) (略) 

(2) (略) 

(ｱ) (略) 

(ｲ) 300平 方 メ  

ー ト ル 以 上

1,000平方メー

トル未満のも

の 107,000円 

添付がある場合 建

築物の部分の区分に

応じ、次に掲げる金額 

ア (略) 

イ (略) 

(1) (略) 

 

 

 

 

 

(2) 300平方メー

トル以上2,000平

方メートル未満

のもの 26,000

円 

(3)～(6) (略)  

2 (略) 

ア (略) 

イ (略) 

(1) (略) 

(ｱ) (略) 

 

 

 

 

 

(ｲ) 300平 方 メ  

ー ト ル 以 上

2,000平方メー

トル未満のも

の 354,000円 

(ｳ)～(ｶ) (略) 

(2) (略) 

(ｱ) (略)  
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(ｳ) 1,000平方メ

ー ト ル 以 上

2,000平方メー

トル未満のも

の 141,000円 

(ｴ)～(ｷ) (略) 

(摘要) 

1及び2 (略) 

273及び274 

(略) 

(略) 

    
 

(ｲ) 300平 方 メ  

ー ト ル 以 上

2,000平方メー

トル未満のも

の 140,000円 

(ｳ)～(ｶ) (略) 

(摘要) 

1及び2 (略)  

273及び274 

(略) 

(略) 

    
 

  
附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当

該各号に定める日から施行する。 

 ⑴ 別表第３の９２の項から１５９の項までの改正規定及び附則第３項の規定 令和３

年６月１日 

 ⑵ 別表第３の１９４の項、１９６の項、１９８の項及び２０２の項から２０４の項ま

での改正規定 令和３年８月１日 

 （経過措置） 

２ 改正後の別表第３の２６１の項、２６６の項、２６８の項、２７０の項及び２７２の

項の規定は、令和３年４月１日以後の申請に係る手数料について適用し、同日前の申請

に係る手数料については、なお従前の例による。 

３ 附則第１項第１号に掲げる規定による改正後の船橋市手数料条例の規定は、令和３年

６月１日以後の申請に係る手数料について適用し、同日前の申請に係る手数料について

は、なお従前の例による。 

 

 

 

理 由 

 

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の一部改正に伴い、所要の改正等を行

う必要がある。これが、この条例案を提出する理由である。 
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議案第２７号 

 

 船橋市営住宅条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  令和３年２月１５日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹 

 

 

   船橋市営住宅条例の一部を改正する条例 

 

 船橋市営住宅条例（平成９年船橋市条例第１１号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

別表 別表 

名称 位置 

(略) (略) 

船橋市芝山第

一借上公営住

宅 

船橋市芝山2丁目5番1

棟、2棟、3棟、4棟、5棟、

6棟、7棟、8棟、9棟、10

棟、11棟、12棟、13棟、

15棟 

船橋市行田第

二借上公営住

宅 

船橋市行田2丁目2番1

棟、2棟、3棟、5棟 

船橋市行田第

三借上公営住

宅 

船橋市行田3丁目1番1

棟、4棟、5棟、6棟、7棟、

8棟、9棟、11棟、12棟、

14棟、15棟 

(略) (略) 

船橋市芝山第

二借上公営住

宅 

船橋市芝山1丁目40番2

棟、3棟、4棟、5棟、6棟、

7棟、8棟 

船橋市芝山第

三借上公営住

宅 

船橋市芝山3丁目10番2

棟 

 

名称 位置 

(略) (略) 

船橋市芝山第

一借上公営住

宅 

船橋市芝山2丁目5番2

棟、5棟、7棟、8棟、9棟、

10棟、11棟、12棟、15

棟 

 

船橋市行田第

二借上公営住

宅 

船橋市行田2丁目2番1

棟、2棟、3棟 

 

船橋市行田第

三借上公営住

宅 

船橋市行田3丁目1番1

棟、4棟、5棟、6棟、8棟、

9棟、11棟、12棟、14棟、

15棟 

(略) (略) 

船橋市芝山第

二借上公営住

宅 

船橋市芝山1丁目40番8

棟 
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附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和４年３月３１日までの間において規則で定める日から施行する。た

だし、次項の規定は、公布の日から施行する。 

 （準備行為） 

２ 改正後の船橋市営住宅条例別表に規定する船橋市芝山第一借上公営住宅、船橋市行田

第二借上公営住宅、船橋市行田第三借上公営住宅、船橋市芝山第二借上公営住宅及び船

橋市芝山第三借上公営住宅に係る同条例第８条第２項に規定する市営住宅の入居者の決

定の手続その他の行為については、この条例の施行の日前においても行うことができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理 由 

 

新たに市営住宅を設置するについて、その名称及び位置を規定する必要がある。これが、

この条例案を提出する理由である。 
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議案第２８号 

 

船橋市いじめ問題対策連絡協議会及び船橋市いじめ問題調査委員会条例を次のように制

定する。 

 

令和３年２月１５日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

船橋市いじめ問題対策連絡協議会及び船橋市いじめ問題調査委員会条例 

 

目次 

 第１章 総則（第１条） 

 第２章 船橋市いじめ問題対策連絡協議会（第２条―第７条） 

 第３章 船橋市いじめ問題調査委員会（第８条―第１５条） 

 第４章 雑則（第１６条） 

 附則 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この条例は、いじめ防止対策推進法（平成２５年法律第７１号。以下「法」とい

う。）の規定に基づく船橋市いじめ問題対策連絡協議会及び船橋市いじめ問題調査委員

会の設置並びに組織及び運営に関し、必要な事項を定めるものとする。 

第２章 船橋市いじめ問題対策連絡協議会 

（設置） 

第２条 法第１４条第１項の規定に基づき、船橋市いじめ問題対策連絡協議会（以下「協

議会」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第３条 協議会は、いじめの防止等（法第１条に規定するいじめの防止等をいう。以下同

じ。）に関係する機関及び団体相互の連絡調整を行い、当該機関及び団体の連携の推進
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に関し必要な事項を協議する。 

（組織） 

第４条 協議会は、委員２０人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから船橋市教育委員会（以下「教育委員会」という。）

が委嘱し、又は任命する。 

⑴ 小学校長、中学校長、高等学校長及び特別支援学校長 

⑵ 関係行政機関の職員 

⑶ 市職員 

⑷ その他教育委員会が必要があると認める者 

 （委員） 

第５条 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任

期は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

（会長及び副会長） 

第６条 協議会に会長及び副会長を置き、委員の互選により定める。 

２ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職

務を代理する。 

（会議） 

第７条 協議会の会議は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 協議会は、委員の半数以上が出席をしなければ、会議を開くことができない。 

３ 協議会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決すると

ころによる。 

第３章 船橋市いじめ問題調査委員会 

（設置） 

第８条 法第１４条第３項の規定に基づき、船橋市いじめ問題調査委員会（以下「委員会」

という。）を置く。 

（所掌事務） 

第９条 委員会は、次に掲げる事務を行う。 

⑴ いじめの防止等のための対策に関し、意見を述べること。 
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⑵ 教育委員会の諮問に応じ、法第２８条第１項に規定する重大事態に関し、調査審議

すること。 

（組織） 

第１０条 委員会は、委員５人以内をもって組織する。 

２ 委員会に、特別の事項を調査審議させるため必要があるときは、臨時委員を置くこと

ができる。 

３ 委員及び臨時委員は、教育、法律、医療、心理、福祉等に関する専門的な知識経験を

有する者のうちから教育委員会が委嘱する。 

（委員及び臨時委員） 

第１１条 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の

任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

３ 臨時委員は、その者の委嘱に係る特別の事項に関する調査審議が終了したときは、解

任されるものとする。 

（守秘義務） 

第１２条 委員及び臨時委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退

いた後も、同様とする。 

（委員長及び副委員長） 

第１３条 委員会に委員長及び副委員長を置き、委員の互選により定める。 

２ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、

その職務を代理する。 

（会議） 

第１４条 委員会の会議は、委員長が招集し、その議長となる。 

２ 委員会は、委員（特別の事項を調査審議する場合にあっては、そのために置かれた臨

時委員を含む。以下同じ。）の半数以上が出席をしなければ、会議を開くことができな

い。 

３ 委員会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決すると

ころによる。 

 （意見の聴取等） 
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第１５条 委員会は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、意

見若しくは説明を聴き、又は資料の提出を求めることができる。 

第４章 雑則 

（委任） 

第１６条 この条例に定めるもののほか、協議会及び委員会の運営に関し必要な事項は、

教育委員会が別に定める。 

附 則 

この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理 由 

 

いじめ防止対策推進法に基づき、いじめ問題対策連絡協議会及びいじめ問題調査委員会

の設置に関し、所要の定めをする必要がある。これが、この条例案を提出する理由である。 
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議案第２９号 

 

   包括外部監査契約の締結について 

 

 包括外部監査契約を次のとおり締結する。 

 

  令和３年２月１５日提出 

 

船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

記 

 

１ 契 約 の 目 的  当該契約に基づく監査及び監査の結果に関する報告 

２ 契 約 の 始 期  令和３年４月１日 

３ 契 約 の 金 額  １４，０００，０００円を上限とする額 

４ 費用の支払方法  監査の結果に関する報告提出後に支払うものとする。ただし、 

契約の金額の範囲内で概算払をすることができるものとする。 

５ 契約の相手方  住所 東京都墨田区八広３丁目４番１４号 

           氏名 松 原  創 

           資格 公認会計士 

 

 

 

 

 

理 由 

 

 包括外部監査契約の締結について、地方自治法第２５２条の３６第１項の規定により議

会の議決を得る必要がある。 
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議案第３０号 

 

   千葉県競馬組合規約の一部を改正する規約の制定に関する協議について 

 

千葉県競馬組合の組織改正に伴い、千葉県競馬組合規約の一部を改正する規約を次のと

おり制定することについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項の

規定により、関係地方公共団体と協議するに当たり、同法第２９０条の規定により議会の

議決を求める。 

 

  令和３年２月１５日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹 

 

 

   千葉県競馬組合規約の一部を改正する規約 

 

 千葉県競馬組合規約（昭和３５年自治許第３８号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

(組合の管理者及び副管理者) (組合の管理者及び副管理者) 

第8条 組合に管理者及び副管理者2人を置

く。 

第8条 組合に管理者及び副管理者1人を置

く。 

2 管理者は、千葉県知事の職にある者をも

って充てる。 

2 管理者は、千葉県知事の職にある者をも

ってあて、副管理者は、各市の長の互選に

よる。 

3 副管理者2人のうち、1人は各市の長が互

選した者をもって、1人は管理者が業務に

関し優れた識見を有する者の中から選任

した者をもって充てる。 

 

4 副管理者の任期は、2年とする。ただし、

再任を妨げない。 

3 副管理者の任期は、2年とする。ただし、

当該市の長の職を失ったときは、その職を

失うものとする。 

5 前項の規定にかかわらず、第3項の規定

により各市の長が互選した者をもって充

てられた副管理者は、市の長の職を失った 
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 ときは、その職を失う。 改正前 

   附 則 

 この規約は、令和３年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理 由 

 

千葉県競馬組合規約の一部を改正する規約の制定に関する協議については、地方自治法

第２９０条の規定により議会の議決を得る必要がある。 
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議案第３１号 

 

   専決処分の承認を求めることについて 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、次のとおり専 

決処分したので、同条第３項の規定により議会に報告し、その承認を求める。 

 

  令和３年２月１５日提出 

 

船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

   専  決  処  分  書 

 

 令和２年度船橋市一般会計予算については、予算の補正に特に緊急を要するため議会を

招集する時間的余裕がないので、地方自治法第１７９条第１項の規定により次のとおり専

決処分する。 

 

  令和３年１月１２日 

 

船 橋 市 長  松  戸   徹 
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議案第３２号 

 

   市道の路線認定について 

 

 市道の路線を次のとおり認定する。 

 

  令和３年２月１５日提出 

 

船 橋 市 長  松  戸   徹  

認定    
 

路線番号 起       点 終       点 
路  線  内  訳 

備  考 
巾 員 m 延 長 m 

66P003 二和西２丁目 126-28 二和西２丁目 130-3 
2.00 

21.17  

2.70 

合 計   
 

21.17  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理 由 

 

 市道の路線認定について、道路法第８条第２項の規定により議会の議決を得る必要があ

る。 
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議案第３３号 

 

   船橋市総合計画後期基本計画の期間の変更について 

 

 船橋市総合計画後期基本計画の期間について、次のとおり変更する。 

 

  令和３年２月１５日提出 

 

船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

  計画の期間  変更前  平成２４年４月１日から平成３３年３月３１日まで 

         変更後  平成２４年４月１日から令和４年３月３１日まで 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理 由 

 

 船橋市総合計画後期基本計画の期間の変更について、船橋市市政に係る重要な計画の議

決等に関する条例第３条の規定により議会の議決を得る必要がある。 
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議案第３４号 

 

船橋市養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例

を次のように制定する。 

 

令和３年２月１５日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

船橋市養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する

条例 

 

船橋市養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年船橋市条

例第５４号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

(基本方針) (基本方針) 

第3条 (略) 第3条 (略) 

2及び3 (略) 2及び3 (略) 

4 養護老人ホームは、入所者の人権の擁

護、虐待の防止等のため、必要な体制の整

備を行うとともに、その職員に対し、研修

を実施する等の措置を講じなければなら

ない。 

 

(運営規程) (運営規程) 

第8条 (各号列記以外の部分略) 第8条 (各号列記以外の部分略) 

(1)～(6) (略) (1)～(6) (略) 

(7) 虐待の防止のための措置に関する事

項 

 

(8) (略) (7) (略) 

(非常災害対策) (非常災害対策) 

第9条 (略) 第9条 (略) 

2 (略) 2 (略) 

3 養護老人ホームは、前項に規定する訓練  
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の実施に当たって、地域住民の参加が得ら

れるよう連携に努めなければならない。 

(職員の配置の基準) (職員の配置の基準) 

第13条 (略) 第13条 (略) 

2～11 (略) 2～11 (略) 

12 (各号列記以外の部分略) 12 (各号列記以外の部分略) 

(1) 養護老人ホーム 生活相談員、栄養

士又は調理員、事務員その他の職員 

(1) 養護老人ホーム 栄養士又は調理

員、事務員その他の職員 

(2)～(5) (略) (2)～(5) (略) 

(処遇の方針) (処遇の方針) 

第17条 (略) 第17条 (略) 

2～5 (略) 2～5 (略) 

6 (各号列記以外の部分略) 6 (各号列記以外の部分略) 

(1) 身体的拘束等の適正化のための対策

を検討する委員会(テレビ電話装置その

他の情報通信機器(以下「テレビ電話装

置等」という。)を活用して行うことが

できるものとする。)を3月に1回以上開

催するとともに、その結果について、支

援員その他の従業者に周知徹底を図る

こと。 

(1) 身体的拘束等の適正化のための対策

を検討する委員会を3月に1回以上開催

するとともに、その結果について、支援

員その他の従業者に周知徹底を図るこ

と。 

(2)及び(3) (略) (2)及び(3) (略) 

(施設長の責務) (施設長の責務) 

第22条 (略) 第22条 (略) 

2 施設長は、職員に第8条から第10条まで、

第15条から前条まで及び次条から第31条

までの規定を遵守させるために必要な指

揮命令を行うものとする。 

2 施設長は、職員に第8条から第10条まで、

第15条から前条まで及び次条から第30条

までの規定を遵守させるために必要な指

揮命令を行うものとする。 

(勤務体制の確保等) (勤務体制の確保等) 

第24条 (略) 第24条 (略) 

2 (略) 2 (略) 

3 養護老人ホームは、職員に対し、その資

質の向上のための研修の機会を確保しな

ければならない。その際、当該養護老人ホ

ームは、全ての職員(看護師、准看護師、

介護福祉士、介護支援専門員、介護保険法

第8条第2項に規定する政令で定める者等

の資格を有する者その他これに類する者

を除く。)に対し、認知症介護に係る基礎

的な研修を受講させるために必要な措置

3 養護老人ホームは、職員に対し、その資

質の向上のための研修の機会を確保しな

ければならない。 
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を講じなければならない。 

4 養護老人ホームは、適切なサービスの提

供を確保する観点から、職場において行わ

れる性的な言動又は優越的な関係を背景

とした言動であって業務上必要かつ相当

な範囲を超えたものにより職員の就業環

境が害されることを防止するための方針

の明確化等の必要な措置を講じなければ

ならない。 

 

(業務継続計画の策定等)  

第24条の2 養護老人ホームは、感染症や非

常災害の発生時において、入所者に対する

処遇を継続的に行うための、及び非常時の

体制で早期の業務再開を図るための計画

(以下「業務継続計画」という。)を策定し、

当該業務継続計画に従い必要な措置を講

じなければならない。 

 

2 養護老人ホームは、職員に対し、業務継

続計画について周知するとともに、必要な

研修及び訓練を定期的に実施しなければ

ならない。 

 

3 養護老人ホームは、定期的に業務継続計

画の見直しを行い、必要に応じて業務継続

計画の変更を行うものとする。 

 

(衛生管理等) (衛生管理等) 

第25条 (略) 第25条 (略) 

2 (各号列記以外の部分略) 2 (各号列記以外の部分略) 

(1) 当該養護老人ホームにおける感染症

及び食中毒の予防及びまん延の防止の

ための対策を検討する委員会(テレビ電

話装置等を活用して行うことができる

ものとする。)をおおむね3月に1回以上

開催するとともに、その結果について、

支援員その他の職員に周知徹底を図る

こと。 

(1) 当該養護老人ホームにおける感染症

及び食中毒の予防及びまん延の防止の

ための対策を検討する委員会をおおむ

ね3月に1回以上開催するとともに、そ

の結果について、支援員その他の職員に

周知徹底を図ること。 

(2) (略) (2) (略) 

(3) 当該養護老人ホームにおいて、支援

員その他の職員に対し、感染症及び食中

毒の予防及びまん延の防止のための研

修並びに感染症の予防及びまん延の防

(3) 当該養護老人ホームにおいて、支援

員その他の職員に対し、感染症及び食中

毒の予防及びまん延の防止のための研

修を定期的に実施すること。 
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止のための訓練を定期的に実施するこ

と。 

(4) (略) (4) (略) 

(事故発生の防止及び発生時の対応) (事故発生の防止及び発生時の対応) 

第30条 (各号列記以外の部分略) 第30条 (各号列記以外の部分略) 

(1)及び(2) (略) (1)及び(2) (略) 

(3) 事故発生の防止のための委員会(テ

レビ電話装置等を活用して行うことが

できるものとする。)及び支援員その他

の職員に対する研修を定期的に行うこ

と。 

(3) 事故発生の防止のための委員会及び

支援員その他の職員に対する研修を定

期的に行うこと。 

(4) 前3号に掲げる措置を適切に実施す

るための担当者を置くこと。 

 

2～4 (略) 2～4 (略) 

(虐待の防止)  

第31条 養護老人ホームは、虐待の発生又

はその再発を防止するため、次に掲げる措

置を講じなければならない。 

 

 (1) 当該養護老人ホームにおける虐待の

防止のための対策を検討する委員会(テ

レビ電話装置等を活用して行うことが

できるものとする。)を定期的に開催す

るとともに、その結果について、職員に

周知徹底を図ること。 

 

 (2) 当該養護老人ホームにおける虐待の

防止のための指針を整備すること。 

 

 (3) 当該養護老人ホームにおいて、職員

に対し、虐待の防止のための研修を定期

的に実施すること。 

 

(4) 前3号に掲げる措置を適切に実施す

るための担当者を置くこと。 

 

(電磁的記録)  

第32条 養護老人ホーム及びその職員は、

作成、保存その他これらに類するもののう

ち、この条例の規定において書面(書面、

書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複

本その他文字、図形等人の知覚によって認

識することができる情報が記載された紙

その他の有体物をいう。以下この条におい 
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て同じ。)で行うことが規定されている又

は想定されるものについては、書面に代え

て、当該書面に係る電磁的記録により行う

ことができる。 

 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

（虐待の防止に係る経過措置） 

２ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、改正後の船橋市養護老人ホー

ムの設備及び運営に関する基準を定める条例（以下「新条例」という。）第３条第４項及

び第３１条の規定の適用については、これらの規定中「講じなければ」とあるのは、「講

じるよう努めなければ」とし、新条例第８条の規定の適用については、同条中「、次に」

とあるのは「、虐待の防止のための措置に関する事項に関する規程を定めておくよう努

めるとともに、次に」と、「重要事項」とあるのは「重要事項（虐待の防止のための措置

に関する事項を除く。）」とする。 

（業務継続計画の策定等に係る経過措置） 

３ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新条例第２４条の２の規定の

適用については、同条中「講じなければ」とあるのは「講じるよう努めなければ」と、

「実施しなければ」とあるのは「実施するよう努めなければ」と、「行うものとする」と

あるのは「行うよう努めるものとする」とする。 

（認知症に係る基礎的な研修の受講に関する経過措置） 

４ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新条例第２４条第３項の規定

の適用については、同項中「講じなければ」とあるのは、「講じるよう努めなければ」と

する。 

（事故発生の防止及び発生時の対応に係る経過措置） 

５ この条例の施行の日から起算して６月を経過する日までの間、新条例第３０条第１項

の規定の適用については、同項中「次に掲げる措置を講じなければ」とあるのは、「第１

号から第３号までに掲げる措置を講じるとともに、第４号に掲げる措置を講じるよう努

めなければ」とする。 

（感染症の予防及びまん延の防止のための訓練に係る経過措置） 

６ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新条例第２５条第２項第３号
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の規定にかかわらず、養護老人ホームは、その職員に対し、感染症及び食中毒の予防及

びまん延の防止のための研修を定期的に実施するとともに、感染症の予防及びまん延の

防止のための訓練を定期的に実施するよう努めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理 由 

 

 養護老人ホームの設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い、所要の改正を行う必要

がある。これが、この条例案を提出する理由である。 
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議案第３５号 

 

船橋市特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する

条例を次のように制定する。 

 

令和３年２月１５日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

船橋市特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正

する条例 

 

船橋市特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年船橋

市条例第５３号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

目次 目次 

第1章 (略) 第1章 (略) 

第2章 基本方針並びに人員、設備及び運

営に関する基準(第3条―第32条の

2) 

第2章 基本方針並びに人員、設備及び運

営に関する基準(第3条―第32条) 

第3章～第5章 (略) 第3章～第5章 (略) 

第6章 雑則(第54条)  

附則 附則 

(基本方針) (基本方針) 

第3条 (略) 第3条 (略) 

2～4 (略) 2～4 (略) 

5 特別養護老人ホームは、入所者の人権の

擁護、虐待の防止等のため、必要な体制の

整備を行うとともに、その職員に対し、研

修を実施する等の措置を講じなければな

らない。 

 

(職員の専従) (職員の専従) 

第7条 特別養護老人ホームの職員は、専ら 第7条 特別養護老人ホームの職員は、専ら
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当該特別養護老人ホームの職務に従事す

る者でなければならない。ただし、入所者

の処遇に支障がない場合は、この限りでな

い。 

当該特別養護老人ホームの職務に従事す

る者でなければならない。ただし、特別養

護老人ホーム(ユニット型特別養護老人ホ

ームを除く。以下この条において同じ。)

にユニット型特別養護老人ホームを併設

する場合の特別養護老人ホーム及びユニ

ット型特別養護老人ホームの介護職員及

び看護職員(第41条第2項(第53条において

準用する場合を含む。)の規定に基づき配

置される看護職員に限る。以下この条にお

いて同じ。)、特別養護老人ホームにユニ

ット型地域密着型特別養護老人ホームを

併設する場合の特別養護老人ホーム及び

ユニット型地域密着型特別養護老人ホー

ムの介護職員及び看護職員、地域密着型特

別養護老人ホーム(ユニット型地域密着型

特別養護老人ホームを除く。以下この条に

おいて同じ。)にユニット型特別養護老人

ホームを併設する場合の地域密着型特別

養護老人ホーム及びユニット型特別養護

老人ホームの介護職員及び看護職員又は

地域密着型特別養護老人ホームにユニッ

ト型地域密着型特別養護老人ホームを併

設する場合の地域密着型特別養護老人ホ

ーム及びユニット型地域密着型特別養護

老人ホームの介護職員及び看護職員を除

き、入所者の処遇に支障がない場合は、こ

の限りでない。 

(運営規程) (運営規程) 

第8条 (各号列記以外の部分略) 第8条 (各号列記以外の部分略) 

(1)～(7) (略) (1)～(7) (略) 

(8) 虐待の防止のための措置に関する事

項 

 

(9) (略) (8) (略) 

(非常災害対策) (非常災害対策) 

第9条 (略) 第9条 (略) 

2 (略) 2 (略) 

3 特別養護老人ホームは、前項に規定する

訓練の実施に当たって、地域住民の参加が

得られるよう連携に努めなければならな
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い。 

(処遇の方針) (処遇の方針) 

第16条 (略) 第16条 (略) 

2～5 (略) 2～5 (略) 

6 (各号列記以外の部分略) 6 (各号列記以外の部分略) 

 (1) 身体的拘束等の適正化のための対策

を検討する委員会(テレビ電話装置その

他の情報通信機器(以下「テレビ電話装

置等」という。)を活用して行うことが

できるものとする。)を3月に1回以上開

催するとともに、その結果について、介

護職員その他の従業者に周知徹底を図

ること。 

(1) 身体的拘束等の適正化のための対策

を検討する委員会を3月に1回以上開催

するとともに、その結果について、介護

職員その他の従業者に周知徹底を図る

こと。 

(2)及び(3) (略) (2)及び(3) (略) 

7 (略) 7 (略) 

(施設長の責務) (施設長の責務) 

第24条 (略) 第24条 (略) 

2 施設長は、職員に第8条から第10条まで

及び第13条から第32条の2までの規定を

遵守させるために必要な指揮命令を行う

ものとする。 

2 施設長は、職員に第8条から第10条まで

及び第13条から第32条までの規定を遵守

させるために必要な指揮命令を行うもの

とする。 

(勤務体制の確保等) (勤務体制の確保等) 

第25条 (略) 第25条 (略) 

2 (略) 2 (略) 

3 特別養護老人ホームは、職員に対し、そ

の資質の向上のための研修の機会を確保

しなければならない。その際、当該特別養

護老人ホームは、全ての職員(看護師、准

看護師、介護福祉士、介護支援専門員、介

護保険法(平成9年法律第123号)第8条第2

項に規定する政令で定める者等の資格を

有する者その他これに類する者を除く。)

に対し、認知症介護に係る基礎的な研修を

受講させるために必要な措置を講じなけ

ればならない。 

3 特別養護老人ホームは、職員に対し、そ

の資質の向上のための研修の機会を確保

しなければならない。 

4 特別養護老人ホームは、適切なサービス

の提供を確保する観点から、職場において

行われる性的な言動又は優越的な関係を

背景とした言動であって業務上必要かつ

相当な範囲を超えたものにより職員の就

 

－13－



業環境が害されることを防止するための

方針の明確化等の必要な措置を講じなけ

ればならない。 

 (業務継続計画の策定等)  

第25条の2 特別養護老人ホームは、感染症

や非常災害の発生時において、入所者に対

するサービスの提供を継続的に実施する

ための、及び非常時の体制で早期の業務再

開を図るための計画(以下「業務継続計画」

という。)を策定し、当該業務継続計画に

従い必要な措置を講じなければならない。 

 

2 特別養護老人ホームは、職員に対し、業

務継続計画について周知するとともに、必

要な研修及び訓練を定期的に実施しなけ

ればならない。 

 

3 特別養護老人ホームは、定期的に業務継

続計画の見直しを行い、必要に応じて業務

継続計画の変更を行うものとする。 

 

(衛生管理等) (衛生管理等) 

第27条 (略) 第27条 (略) 

2 (各号列記以外の部分略) 2 (各号列記以外の部分略) 

(1) 当該特別養護老人ホームにおける感

染症及び食中毒の予防及びまん延の防

止のための対策を検討する委員会(テレ

ビ電話装置等を活用して行うことがで

きるものとする。)をおおむね3月に1回

以上開催するとともに、その結果につい

て、介護職員その他の職員に周知徹底を

図ること。 

(1) 当該特別養護老人ホームにおける感

染症及び食中毒の予防及びまん延の防

止のための対策を検討する委員会をお

おむね3月に1回以上開催するととも

に、その結果について、介護職員その他

の職員に周知徹底を図ること。 

(2) (略) (2) (略) 

(3) 当該特別養護老人ホームにおいて、

介護職員その他の職員に対し、感染症及

び食中毒の予防及びまん延の防止のた

めの研修並びに感染症の予防及びまん

延の防止のための訓練を定期的に実施

すること。 

(3) 当該特別養護老人ホームにおいて、

介護職員その他の職員に対し、感染症及

び食中毒の予防及びまん延の防止のた

めの研修を定期的に実施すること。 

(4) (略) (4) (略) 

(事故発生の防止及び発生時の対応) (事故発生の防止及び発生時の対応) 

第32条 (各号列記以外の部分略) 第32条 (各号列記以外の部分略) 

(1)及び(2) (略) (1)及び(2) (略) 
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(3) 事故発生の防止のための委員会(テ

レビ電話装置等を活用して行うことが

できるものとする。)及び職員に対する

研修を定期的に行うこと。 

(3) 事故発生の防止のための委員会及び

職員に対する研修を定期的に行うこと。 

(4) 前3号に掲げる措置を適切に実施す

るための担当者を置くこと。 

 

2～4 (略) 2～4 (略) 

(虐待の防止)  

第32条の2 特別養護老人ホームは、虐待の

発生又はその再発を防止するため、次に掲

げる措置を講じなければならない。 

 

 (1) 当該特別養護老人ホームにおける虐

待の防止のための対策を検討する委員

会(テレビ電話装置等を活用して行うこ

とができるものとする。)を定期的に開

催するとともに、その結果について、介

護職員その他の従業者に周知徹底を図

ること。 

 

 (2) 当該特別養護老人ホームにおける虐

待の防止のための指針を整備すること。 

 

 (3) 当該特別養護老人ホームにおいて、

介護職員その他の従業者に対し、虐待の

防止のための研修を定期的に実施する

こと。 

 

 (4) 前3号に掲げる措置を適切に実施す

るための担当者を置くこと。 

 

(基本方針) (基本方針) 

第34条 (略) 第34条 (略) 

2 (略) 2 (略) 

3 ユニット型特別養護老人ホームは、入居

者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必

要な体制の整備を行うとともに、その職員

に対し、研修を実施する等の措置を講じな

ければならない。 

 

(運営規程) (運営規程) 

第35条 (各号列記以外の部分略) 第35条 (各号列記以外の部分略) 

(1)～(8) (略) (1)～(8) (略) 

(9) 虐待の防止のための措置に関する事

項 

 

(10) (略) (9) (略) 
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(設備の基準) (設備の基準) 

第36条 (略) 第36条 (略) 

2及び3 (略) 2及び3 (略) 

4 (各号列記以外の部分略) 4 (各号列記以外の部分略) 

(1) (略) (1) (略) 

ア (略) ア (略) 

(ｱ) (略) (ｱ) (略) 

(ｲ) 居室は、いずれかのユニットに

属するものとし、当該ユニットの共

同生活室に近接して一体的に設け

ること。ただし、一のユニットの入

居定員は、原則としておおむね10

人以下とし、15人を超えないもの

とする。 

(ｲ) 居室は、いずれかのユニットに

属するものとし、当該ユニットの共

同生活室に近接して一体的に設け

ること。ただし、一のユニットの入

居定員は、おおむね10人以下とし

なければならない。 

(ｳ) (略) (ｳ) (略) 

(ｴ) 一の居室の床面積等は、10.65平

方メートル以上((ｱ)ただし書の場合

にあっては、21.3平方メートル以

上)とすること。 

(ｴ) 一の居室の床面積等は、10.65平

方メートル以上((ｱ)ただし書の場合

にあっては、21.3平方メートル以

上)とすること。この場合において、

ユニットに属さない居室を改修し

たものにあっては、入居者同士の視

線の遮断の確保を前提にした上で、

居室を隔てる壁について、天井との

間に一定の隙間が生じていること

は差し支えない。 

(ｵ)～(ｹ) (略) (ｵ)～(ｹ) (略) 

イ～エ (略) イ～エ (略) 

(2)～(4) (略) (2)～(4) (略) 

5及び6 (略) 5及び6 (略) 

(サービスの取扱方針) (サービスの取扱方針) 

第37条 (略) 第37条 (略) 

2～7 (略) 2～7 (略) 

8 (各号列記以外の部分略) 8 (各号列記以外の部分略) 

(1) 身体的拘束等の適正化のための対策

を検討する委員会(テレビ電話装置等を

活用して行うことができるものとす

る。)を3月に1回以上開催するとともに、

その結果について、介護職員その他の従

業者に周知徹底を図ること。 

(1) 身体的拘束等の適正化のための対策

を検討する委員会を3月に1回以上開催

するとともに、その結果について、介護

職員その他の従業者に周知徹底を図る

こと。 

(2)及び(3) (略) (2)及び(3) (略) 
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9 (略) 9 (略) 

(勤務体制の確保等) (勤務体制の確保等) 

第41条 (略) 第41条 (略) 

2及び3 (略) 2及び3 (略) 

4 ユニット型特別養護老人ホームは、職員

に対し、その資質の向上のための研修の機

会を確保しなければならない。その際、当

該ユニット型特別養護老人ホームは、全て

の職員(看護師、准看護師、介護福祉士、

介護支援専門員、介護保険法第8条第2項

に規定する政令で定める者等の資格を有

する者その他これに類する者を除く。)に

対し、認知症介護に係る基礎的な研修を受

講させるために必要な措置を講じなけれ

ばならない。 

4 ユニット型特別養護老人ホームは、職員

に対し、その資質の向上のための研修の機

会を確保しなければならない。 

5 ユニット型特別養護老人ホームは、適切

なサービスの提供を確保する観点から、職

場において行われる性的な言動又は優越

的な関係を背景とした言動であって業務

上必要かつ相当な範囲を超えたものによ

り職員の就業環境が害されることを防止

するための方針の明確化等の必要な措置

を講じなければならない。 

 

(準用) (準用) 

第43条 第4条から第7条まで、第9条、第10

条、第13条から第15条まで、第19条、第

21条から第24条まで、第25条の2及び第27

条から第32条の2までの規定は、ユニット

型特別養護老人ホームについて準用する。

この場合において、第10条第2項第3号中

「第16条第5項」とあるのは「第37条第7

項」と、同項第4号中「第30条第2項」と

あるのは「第43条において準用する第30

条第2項」と、同項第5号中「第32条第3項」

とあるのは「第43条において準用する第

32条第3項」と、第24条第2項中「第8条か

ら第10条まで及び第13条から第32条の2

まで」とあるのは「第35条及び第37条か

ら第42条まで並びに第43条において準用

する第9条、第10条、第13条から第15条ま

第43条 第4条から第7条まで、第9条、第10

条、第13条から第15条まで、第19条、第

21条から第24条まで及び第27条から第32

条までの規定は、ユニット型特別養護老人

ホームについて準用する。この場合におい

て、第10条第2項第3号中「第16条第5項」

とあるのは「第37条第7項」と、同項第4

号中「第30条第2項」とあるのは「第43条

において準用する第30条第2項」と、同項

第5号中「第32条第3項」とあるのは「第

43条において準用する第32条第3項」と、

第24条第2項中「第8条から第10条まで及

び第13条から第32条まで」とあるのは「第

35条及び第37条から第42条まで並びに第

43条において準用する第9条、第10条、第

13条から第15条まで、第19条、第21条か
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で、第19条、第21条から第24条まで、第

25条の2及び第27条から第32条の2まで」

と読み替えるものとする。 

ら第24条まで及び第27条から第32条ま

で」と読み替えるものとする。 

(職員の配置の基準) (職員の配置の基準) 

第46条 地域密着型特別養護老人ホームに

は、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、

当該各号に定める員数の職員を置かなけ

ればならない。ただし、他の社会福祉施設

等の栄養士との連携を図ることにより当

該地域密着型特別養護老人ホームの効果

的な運営を期待することができる場合で

あって、入所者の処遇に支障がないとき

は、第5号に掲げる栄養士を置かないこと

ができる。 

第46条 地域密着型特別養護老人ホームに

は、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、

当該各号に定める員数の職員を置かなけ

ればならない。 

(1)～(7) (略) (1)～(7) (略) 

2～8 (略) 2～8 (略) 

9 (各号列記以外の部分略) 9 (各号列記以外の部分略) 

(1) 特別養護老人ホーム 生活相談員、

栄養士、機能訓練指導員又は調理員、事

務員その他の職員 

(1) 特別養護老人ホーム 栄養士、機能

訓練指導員又は調理員、事務員その他の

職員 

(2)～(5) (略) (2)～(5) (略) 

10～15 (略) 10～15 (略) 

(地域との連携等) (地域との連携等) 

第48条 地域密着型特別養護老人ホーム

は、その運営に当たっては、入所者、入所

者の家族、地域住民の代表者、市の職員又

は当該地域密着型特別養護老人ホームが

所在する区域を管轄する介護保険法第

115条の46第1項に規定する地域包括支援

センターの職員、地域密着型特別養護老人

ホームについて知見を有する者等により

構成される協議会(テレビ電話装置等を活

用して行うことができるものとする。ただ

し、入所者又はその家族(以下この項にお

いて「入所者等」という。)が参加する場

合にあっては、テレビ電話装置等の活用に

ついて当該入所者等の同意を得なければ

ならない。)(以下「運営推進会議」という。)

を設置し、おおむね2月に1回以上、運営

推進会議に対し活動状況を報告し、運営推

第48条 地域密着型特別養護老人ホーム

は、その運営に当たっては、入所者、入所

者の家族、地域住民の代表者、市の職員又

は当該地域密着型特別養護老人ホームが

所在する区域を管轄する介護保険法(平成

9年法律第123号)第115条の46第1項に規

定する地域包括支援センターの職員、地域

密着型特別養護老人ホームについて知見

を有する者等により構成される協議会(以

下「運営推進会議」という。)を設置し、

おおむね2月に1回以上、運営推進会議に

対し活動状況を報告し、運営推進会議によ

る評価を受けるとともに、運営推進会議か

ら必要な要望、助言等を聴く機会を設けな

ければならない。 
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進会議による評価を受けるとともに、運営

推進会議から必要な要望、助言等を聴く機

会を設けなければならない。 

2～4 (略) 2～4 (略) 

(準用) (準用) 

第49条 第3条から第10条まで、第13条から

第16条まで、第18条から第30条まで、第

32条及び第32条の2の規定は、地域密着型

特別養護老人ホームについて準用する。こ

の場合において、第10条第2項第3号中「第

16条第5項」とあるのは「第49条において

準用する第16条第5項」と、同項第4号中

「第30条第2項」とあるのは「第49条にお

いて準用する第30条第2項」と、同項第5

号中「第32条第3項」とあるのは「第49条

において準用する第32条第3項」と、第24

条第2項中「第8条から第10条まで及び第

13条から第32条の2まで」とあるのは「第

47条及び第48条並びに第49条において準

用する第8条から第10条まで、第13条から

第16条まで、第18条から第30条まで、第

32条及び第32条の2」と読み替えるものと

する。 

第49条 第3条から第10条まで、第13条から

第16条まで、第18条から第30条まで及び

第32条の規定は、地域密着型特別養護老

人ホームについて準用する。この場合にお

いて、第10条第2項第3号中「第16条第5

項」とあるのは「第49条において準用す

る第16条第5項」と、同項第4号中「第30

条第2項」とあるのは「第49条において準

用する第30条第2項」と、同項第5号中「第

32条第3項」とあるのは「第49条において

準用する第32条第3項」と、第24条第2項

中「第8条から第10条まで及び第13条から

第32条まで」とあるのは「第47条及び第

48条並びに第49条において準用する第8

条から第10条まで、第13条から第16条ま

で、第18条から第30条まで及び第32条」

と読み替えるものとする。 

(設備の基準) (設備の基準) 

第51条 (略) 第51条 (略) 

2及び3 (略) 2及び3 (略) 

4 (各号列記以外の部分略) 4 (各号列記以外の部分略) 

(1) (略) (1) (略) 

ア (略) ア (略) 

(ｱ) (略) (ｱ) (略) 

(ｲ) 居室は、いずれかのユニットに

属するものとし、当該ユニットの共

同生活室に近接して一体的に設け

ること。ただし、一のユニットの入

居定員は、原則としておおむね10

人以下とし、15人を超えないもの

とする。 

(ｲ) 居室は、いずれかのユニットに

属するものとし、当該ユニットの共

同生活室に近接して一体的に設け

ること。ただし、一のユニットの入

居定員は、おおむね10人以下とし

なければならない。 

(ｳ) (略) (ｳ) (略) 

(ｴ) 一の居室の床面積等は、10.65平

方メートル以上((ｱ)ただし書の場合

(ｴ) 一の居室の床面積等は、10.65平

方メートル以上((ｱ)ただし書の場合
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にあっては、21.3平方メートル以

上)とすること。 

にあっては、21.3平方メートル以上

とすること。この場合において、ユ

ニットに属さない居室を改修した

ものにあっては、入居者同士の視線

の遮断の確保を前提にした上で、居

室を隔てる壁について、天井との間

に一定の隙間が生じていることは

差し支えない。 

(ｵ)～(ｹ) (略) (ｵ)～(ｹ) (略) 

イ～エ (略) イ～エ (略) 

(2)～(4) (略) (2)～(4) (略) 

5～7 (略) 5～7 (略) 

(準用) (準用) 

第53条 第4条から第7条まで、第9条、第10

条、第13条から第15条まで、第19条、第

21条から第24条まで、第25条の2、第27

条から第30条まで、第32条、第32条の2、

第34条、第35条、第37条、第39条から第

42条まで及び第48条の規定は、ユニット

型地域密着型特別養護老人ホームについ

て準用する。この場合において、第10条

第2項第3号中「第16条第5項」とあるのは

「第53条において準用する第37条第7項」

と、同項第4号中「第30条第2項」とある

のは「第53条において準用する第30条第2

項」と、同項第5号中「第32条第3項」と

あるのは「第53条において準用する第32

条第3項」と、第24条第2項中「第8条から

第10条まで及び第13条から第32条の2ま

で」とあるのは「第52条並びに第53条に

おいて準用する第9条、第10条、第13条か

ら第15条まで、第19条、第21条から第24

条まで、第25条の2、第27条から第30条ま

で、第32条、第32条の2、第35条、第37

条、第39条から第42条まで及び第48条」

と読み替えるものとする。 

第53条 第4条から第7条まで、第9条、第10

条、第13条から第15条まで、第19条、第

21条から第24条まで、第27条から第30条

まで、第32条、第34条、第35条、第37条、

第39条から第42条まで及び第48条の規定

は、ユニット型地域密着型特別養護老人ホ

ームについて準用する。この場合におい

て、第10条第2項第3号中「第16条第5項」

とあるのは「第53条において準用する第

37条第7項」と、同項第4号中「第30条第2

項」とあるのは「第53条において準用す

る第30条第2項」と、同項第5号中「第32

条第3項」とあるのは「第53条において準

用する第32条第3項」と、第24条第2項中

「第8条から第10条まで及び第13条から

第32条まで」とあるのは「第52条並びに

第53条において準用する第9条、第10条、

第13条から第15条まで、第19条、第21条

から第24条まで、第27条から第30条まで、

第32条、第35条、第37条、第39条から第

42条まで及び第48条」と読み替えるもの

とする。 

   第6章 雑則  

 (電磁的記録等)  

第54条 特別養護老人ホーム及びその職員

は、作成、保存その他これらに類するもの
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のうち、この条例の規定において書面(書

面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、

複本その他文字、図形等人の知覚によって

認識することができる情報が記載された

紙その他の有体物をいう。以下この条にお

いて同じ。)で行うことが規定されている

又は想定されるもの(次項に規定するもの

を除く。)については、書面に代えて、当

該書面に係る電磁的記録により行うこと

ができる。 

2 特別養護老人ホーム及びその職員は、説

明、同意その他これらに類するもの(以下

「説明等」という。)のうち、この条例の

規定において書面で行うことが規定され

ている又は想定されるものについては、当

該説明等の相手方の承諾を得て、書面に代

えて、電磁的方法によることができる。 

 

附 則 附 則 

1～3 (略) 1～3 (略) 

4 一般病床、精神病床又は療養病床を有す

る病院の一般病床、精神病床又は療養病床

を令和6年3月31日までの間に転換(当該

病院の一般病床、精神病床又は療養病床の

病床数を減少させるとともに、当該病院の

施設を介護老人保健施設、軽費老人ホーム

(法第20条の6に規定する軽費老人ホーム

をいう。以下同じ。)その他の要介護者、

要支援者その他の者を入所又は入居させ

るための施設の用に供することをいう。)

を行って、特別養護老人ホームを開設しよ

うとする場合において、当該転換に係る食

堂及び機能訓練室については、第11条第4

項第9号ア及び第45条第4項第9号アの規

定にかかわらず、食堂は、1平方メートル

に入所定員を乗じて得た面積以上を有し、

機能訓練室は、40平方メートル以上の面

積を有しなければならない。この場合にお

いて、食事の提供又は機能訓練を行う際に

当該食事の提供又は機能訓練に支障がな

い広さを確保することができるときは、同

4 一般病床、精神病床又は療養病床を有す

る病院の一般病床、精神病床又は療養病床

を平成36年3月31日までの間に転換(当該

病院の一般病床、精神病床又は療養病床の

病床数を減少させるとともに、当該病院の

施設を介護老人保健施設、軽費老人ホーム

(法第20条の6に規定する軽費老人ホーム

をいう。以下同じ。)その他の要介護者、

要支援者その他の者を入所又は入居させ

るための施設の用に供することをいう。)

を行って、特別養護老人ホームを開設しよ

うとする場合において、当該転換に係る食

堂及び機能訓練室については、第11条第4

項第9号ア及び第45条第4項第9号アの規

定にかかわらず、食堂は、1平方メートル

に入所定員を乗じて得た面積以上を有し、

機能訓練室は、40平方メートル以上の面

積を有しなければならない。この場合にお

いて、食事の提供又は機能訓練を行う際に

当該食事の提供又は機能訓練に支障がな

い広さを確保することができるときは、同
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一の場所とすることができるものとする。 一の場所とすることができるものとする。 

5 一般病床又は療養病床を有する診療所

の一般病床又は療養病床を令和6年3月31

日までの間に転換(当該診療所の一般病床

又は療養病床の病床数を減少させるとと

もに、当該診療所の施設を介護老人保健施

設、軽費老人ホームその他の要介護者、要

支援者その他の者を入所又は入居させる

ための施設の用に供することをいう。)を

行って、特別養護老人ホームを開設しよう

とする場合において、当該転換に係る食堂

及び機能訓練室については、第11条第4項

第9号ア及び第45条第4項第9号アの規定

にかかわらず、次の各号に掲げる基準のい

ずれかに適合するものとする。 

5 一般病床又は療養病床を有する診療所

の一般病床又は療養病床を平成36年3月

31日までの間に転換(当該診療所の一般病

床又は療養病床の病床数を減少させると

ともに、当該診療所の施設を介護老人保健

施設、軽費老人ホームその他の要介護者、

要支援者その他の者を入所又は入居させ

るための施設の用に供することをいう。)

を行って、特別養護老人ホームを開設しよ

うとする場合において、当該転換に係る食

堂及び機能訓練室については、第11条第4

項第9号ア及び第45条第4項第9号アの規

定にかかわらず、次の各号に掲げる基準の

いずれかに適合するものとする。 

(1)及び(2) (略) (1)及び(2) (略) 

6 一般病床、精神病床若しくは療養病床を

有する病院の一般病床、精神病床若しくは

療養病床又は一般病床若しくは療養病床

を有する診療所の一般病床若しくは療養

病床を令和6年3月31日までの間に転換

(当該病院の一般病床、精神病床若しくは

療養病床又は当該診療所の一般病床若し

くは療養病床の病床数を減少させるとと

もに、当該病院又は診療所の施設を介護老

人保健施設、軽費老人ホームその他の要介

護者、要支援者その他の者を入所又は入居

させるための施設の用に供することをい

う。)を行って、特別養護老人ホームを開

設しようとする場合において、第11条第6

項第1号、第36条第6項第1号、第45条第6

項第1号及び第51条第6項第1号の規定に

かかわらず、当該転換に係る廊下の幅につ

いては、1.2メートル以上(中廊下にあって

は、1.6メートル以上)とする。 

6 一般病床、精神病床若しくは療養病床を

有する病院の一般病床、精神病床若しくは

療養病床又は一般病床若しくは療養病床

を有する診療所の一般病床若しくは療養

病床を平成36年3月31日までの間に転換

(当該病院の一般病床、精神病床若しくは

療養病床又は当該診療所の一般病床若し

くは療養病床の病床数を減少させるとと

もに、当該病院又は診療所の施設を介護老

人保健施設、軽費老人ホームその他の要介

護者、要支援者その他の者を入所又は入居

させるための施設の用に供することをい

う。)を行って、特別養護老人ホームを開

設しようとする場合において、第11条第6

項第1号、第36条第6項第1号、第45条第6

項第1号及び第51条第6項第1号の規定に

かかわらず、当該転換に係る廊下の幅につ

いては、1.2メートル以上(中廊下にあって

は、1.6メートル以上)とする。 

7 (略) 7 (略) 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。 
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 （虐待の防止に係る経過措置） 

２ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、改正後の船橋市特別養護老人

ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例（以下「新条例」という。）第３条第５

項（新条例第４９条において準用する場合を含む。）、第３２条の２（新条例第４３条、

第４９条及び第５３条において準用する場合を含む。）及び第３４条第３項（新条例第５

３条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、これらの規定中「講じな

ければ」とあるのは、「講じるよう努めなければ」とし、新条例第８条（新条例第４９条

において準用する場合を含む。）及び第３５条（新条例第５３条において準用する場合を

含む。）の規定の適用については、これらの規定中「、次に」とあるのは「、虐待の防止

のための措置に関する事項に関する規程を定めておくよう努めるとともに、次に」と、

「重要事項」とあるのは「重要事項（虐待の防止のための措置に関する事項を除く。）」

とする。 

（業務継続計画の策定等に係る経過措置） 

３ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新条例第２５条の２（新条例

第４３条、第４９条及び第５３条において準用する場合を含む。）の規定の適用について

は、これらの規定中「講じなければ」とあるのは「講じるよう努めなければ」と、「実施

しなければ」とあるのは「実施するよう努めなければ」と、「行うものとする」とあるの

は「行うよう努めるものとする」とする。 

（認知症に係る基礎的な研修の受講に関する経過措置） 

４ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新条例第２５条第３項（新条

例第４９条において準用する場合を含む。）及び第４１条第４項（新条例第５３条におい

て準用する場合を含む。）の規定の適用については、これらの規定中「講じなければ」と

あるのは、「講じるよう努めなければ」とする。 

（ユニットの定員に係る経過措置） 

５ この条例の施行の日以降、当分の間、新条例第３６条第４項第１号ア(ｲ)の規定に基づ

き入居定員が１０人を超えるユニットを整備するユニット型特別養護老人ホームは、新

条例第１２条第１項第４号（後段に係る部分を除く。）及び第４１条第２項の基準を満た

すほか、ユニット型特別養護老人ホームにおける夜間及び深夜を含めた介護職員並びに

看護師及び准看護師の配置の実態を勘案して職員を配置するよう努めるものとする。 

６ 前項の規定は、新条例第５１条第４項第１号ア(ｲ)の規定の適用について準用する。こ
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の場合において、前項中「第１２条第１項第４号」とあるのは「第４６条第１項第４号」

と、「第４１条第２項」とあるのは「第５３条において準用する第４１条第２項」と読み

替えるものとする。 

７ この条例の施行の際現に存する建物（基本的な設備が完成しているものを含み、この

条例の施行の後に増築され、又は全面的に改築された部分を除く。）の居室であって、改

正前の第３６条第４項第１号ア(ｴ)（後段に係る部分に限る。）又は第５１条第４項第１

号ア(ｴ)（後段に係る部分に限る。）の規定の要件を満たしている居室については、なお

従前の例による。 

（事故発生の防止及び発生時の対応に係る経過措置） 

８ この条例の施行の日から起算して６月を経過する日までの間、新条例第３２条第１項

（新条例第４３条、第４９条及び第５３条において準用する場合を含む。）の規定の適用

については、これらの規定中「次に掲げる措置を講じなければ」とあるのは、「第１号か

ら第３号までに掲げる措置を講じるとともに、第４号に掲げる措置を講じるよう努めな

ければ」とする。 

（感染症の予防及びまん延の防止のための訓練に係る経過措置） 

９ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新条例第２７条第２項第３号

（新条例第４３条、第４９条及び第５３条において準用する場合を含む。）の規定にかか

わらず、特別養護老人ホームは、その職員に対し、感染症及び食中毒の予防及びまん延

の防止のための研修を定期的に実施するとともに、感染症の予防及びまん延の防止のた

めの訓練を定期的に実施するよう努めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

理 由 

 

 特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い、所要の改正等を行

う必要がある。これが、この条例案を提出する理由である。 
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議案第３６号 

 

船橋市軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例

を次のように制定する。 

 

令和３年２月１５日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

船橋市軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する

条例 

 

船橋市軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年船橋市条

例第５５号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

(基本方針) (基本方針) 

第3条 (略) 第3条 (略) 

2及び3 (略) 2及び3 (略) 

4 軽費老人ホームは、入所者の人権の擁

護、虐待の防止等のため、必要な体制の整

備を行うとともに、その職員に対し、研修

を実施する等の措置を講じなければなら

ない。 

 

(運営規程) (運営規程) 

第8条 (各号列記以外の部分略) 第8条 (各号列記以外の部分略) 

(1)～(6) (略) (1)～(6) (略) 

(7) 虐待の防止のための措置に関する事

項 

 

(8) (略) (7) (略) 

(非常災害対策) (非常災害対策) 

第9条 (略) 第9条 (略) 

2 (略) 2 (略) 

3 軽費老人ホームは、前項に規定する訓練  
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の実施に当たって、地域住民の参加が得ら

れるよう連携に努めなければならない。 

(サービス提供の方針) (サービス提供の方針) 

第18条 (略) 第18条 (略) 

2～4 (略) 2～4 (略) 

5 (各号列記以外の部分略) 5 (各号列記以外の部分略) 

(1) 身体的拘束等の適正化のための対策

を検討する委員会(テレビ電話装置その

他の情報通信機器(以下「テレビ電話装

置等」という。)を活用して行うことが

できるものとする。)を3月に1回以上開

催するとともに、その結果について、介

護職員その他の従業者に周知徹底を図

ること。 

(1) 身体的拘束等の適正化のための対策

を検討する委員会を3月に1回以上開催

するとともに、その結果について、介護

職員その他の従業者に周知徹底を図る

こと。 

(2)及び(3) (略) (2)及び(3) (略) 

(施設長の責務) (施設長の責務) 

第23条 (略) 第23条 (略) 

2 施設長は、職員に第8条から第10条まで、

第13条から前条まで及び次条から第35条

までの規定を遵守させるために必要な指

揮命令を行うものとする。 

2 施設長は、職員に第8条から第10条まで、

第13条から前条まで及び次条から第34条

までの規定を遵守させるために必要な指

揮命令を行うものとする。 

(勤務体制の確保等) (勤務体制の確保等) 

第25条 (略) 第25条 (略) 

2 (略) 2 (略) 

3 軽費老人ホームは、職員に対し、その資

質の向上のための研修の機会を確保しな

ければならない。その際、当該軽費老人ホ

ームは、全ての職員(看護師、准看護師、

介護福祉士、介護支援専門員、介護保険法

(平成9年法律第123号)第8条第2項に規定

する政令で定める者等の資格を有する者

その他これに類する者を除く。)に対し、

認知症介護に係る基礎的な研修を受講さ

せるために必要な措置を講じなければな

らない。 

3 軽費老人ホームは、職員に対し、その資

質の向上のための研修の機会を確保しな

ければならない。 

4 軽費老人ホームは、適切なサービスの提

供を確保する観点から、職場において行わ

れる性的な言動又は優越的な関係を背景

とした言動であって業務上必要かつ相当

な範囲を超えたものにより職員の就業環
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境が害されることを防止するための方針

の明確化等の必要な措置を講じなければ

ならない。 

(業務継続計画の策定等)  

第25条の2 軽費老人ホームは、感染症や非

常災害の発生時において、入所者に対する

サービスの提供を継続的に実施するため

の、及び非常時の体制で早期の業務再開を

図るための計画(以下「業務継続計画」と

いう。)を策定し、当該業務継続計画に従

い必要な措置を講じなければならない。 

 

2 軽費老人ホームは、職員に対し、業務継

続計画について周知するとともに、必要な

研修及び訓練を定期的に実施しなければ

ならない。 

 

3 軽費老人ホームは、定期的に業務継続計

画の見直しを行い、必要に応じて業務継続

計画の変更を行うものとする。 

 

(衛生管理等) (衛生管理等) 

第27条 (略) 第27条 (略) 

2 (各号列記以外の部分略) 2 (各号列記以外の部分略) 

(1) 当該軽費老人ホームにおける感染症

及び食中毒の予防及びまん延の防止の

ための対策を検討する委員会(テレビ電

話装置等を活用して行うことができる

ものとする。)をおおむね3月に1回以上

開催するとともに、その結果について、

介護職員その他の職員に対し、周知徹底

を図ること。 

(1) 当該軽費老人ホームにおける感染症

及び食中毒の予防及びまん延の防止の

ための対策を検討する委員会をおおむ

ね3月に1回以上開催するとともに、そ

の結果について、介護職員その他の職員

に対し、周知徹底を図ること。 

(2) (略) (2) (略) 

(3) 当該軽費老人ホームにおいて、介護

職員その他の職員に対し、感染症及び食

中毒の予防及びまん延の防止のための

研修並びに感染症の予防及びまん延の

防止のための訓練を定期的に実施する

こと。 

(3) 当該軽費老人ホームにおいて、介護

職員その他の職員に対し、感染症及び食

中毒の予防及びまん延の防止のための

研修を定期的に実施すること。 

(4) (略) (4) (略) 

(掲示) (掲示) 

第29条 (略) 第29条 (略) 

2 軽費老人ホームは、前項に規定する事項  
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を記載した書面を当該軽費老人ホームに

備え付け、かつ、これをいつでも関係者に

自由に閲覧させることにより、同項の規定

による掲示に代えることができる。 

(事故発生の防止及び発生時の対応) (事故発生の防止及び発生時の対応) 

第34条 (各号列記以外の部分略) 第34条 (各号列記以外の部分略) 

(1)及び(2) (略) (1)及び(2) (略) 

(3) 事故発生の防止のための委員会(テ

レビ電話装置等を活用して行うことが

できるものとする。)及び職員に対する

研修を定期的に行うこと。 

(3) 事故発生の防止のための委員会及び

職員に対する研修を定期的に行うこと。 

(4) 前3号に掲げる措置を適切に実施す

るための担当者を置くこと。 

 

2～4 (略) 2～4 (略) 

 (虐待の防止)  

第35条 軽費老人ホームは、虐待の発生又

はその再発を防止するため、次に掲げる措

置を講じなければならない。 

 

(1) 当該軽費老人ホームにおける虐待の

防止のための対策を検討する委員会(テ

レビ電話装置等を活用して行うことが

できるものとする。)を定期的に開催す

るとともに、その結果について、職員に

周知徹底を図ること。 

 

 (2) 当該軽費老人ホームにおける虐待の

防止のための指針を整備すること。 

 

 (3) 当該軽費老人ホームにおいて、職員

に対し、虐待の防止のための研修を定期

的に実施すること。 

 

 (4) 前3号に掲げる措置を適切に実施す

るための担当者を置くこと。 

 

 (電磁的記録等)  

第36条 軽費老人ホーム及びその職員は、

作成、交付、保存その他これらに類するも

ののうち、この条例の規定において書面

(書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、

副本、複本その他文字、図形等人の知覚に

よって認識することができる情報が記載

された紙その他の有体物をいう。以下この

条において同じ。)で行うことが規定され
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ている又は想定されるもの(次項に規定す

るものを除く。)については、書面に代え

て、当該書面に係る電磁的記録により行う

ことができる。 

2 軽費老人ホーム及びその職員は、交付、

説明、同意、承諾、締結その他これらに類

するもの(以下「交付等」という｡)のうち、

この条例の規定において書面で行うこと

が規定されている又は想定されるものに

ついては、当該交付等の相手方の承諾を得

て、書面に代えて、電磁的方法によること

ができる。 

 

附 則 附 則 

(経過的軽費老人ホーム) (経過的軽費老人ホーム) 

第2条 この条例の施行の際現に存する軽

費老人ホーム(この条例の施行の後に増築

され、又は全面的に改築された部分を除

く。)のうち、軽費老人ホームA型(次条か

ら附則第10条までの規定に適合する軽費

老人ホームをいう。以下同じ。)に該当す

るものとして市長が指定するものについ

ては、第3条から第35条までの規定にかか

わらず、次条から附則第10条までに定め

るところによる。 

第2条 この条例の施行の際現に存する軽

費老人ホーム(この条例の施行の後に増築

され、又は全面的に改築された部分を除

く。)のうち、軽費老人ホームA型(次条か

ら附則第10条までの規定に適合する軽費

老人ホームをいう。以下同じ。)に該当す

るものとして市長が指定するものについ

ては、第3条から第34条までの規定にかか

わらず、次条から附則第10条までに定め

るところによる。 

(軽費老人ホームA型に係る基本方針) (軽費老人ホームA型に係る基本方針) 

第3条 (略) 第3条 (略) 

2及び3 (略) 2及び3 (略) 

4 軽費老人ホームA型は、入所者の人権の

擁護、虐待の防止等のため、必要な体制の

整備を行うとともに、その職員に対し、研

修を実施する等の措置を講じなければな

らない。 

 

(準用) (準用) 

第10条 第4条から第10条まで、第13条から

第16条まで、第18条から第21条まで、第

23条及び第25条から第35条までの規定

は、軽費老人ホームA型について準用す

る。この場合において、第23条第2項中「第

8条から第10条まで、第13条から前条まで

及び次条から第35条まで」とあるのは、 

第10条 第4条から第10条まで、第13条から

第16条まで、第18条から第21条まで、第

23条及び第25条から第34条までの規定

は、軽費老人ホームA型について準用す

る。この場合において、第23条第2項中「第

8条から第10条まで、第13条から前条まで

及び次条から第34条まで」とあるのは、 
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「附則第7条から附則第9条まで並びに附

則第10条において準用する第8条から第

10条まで、第13条から第16条まで、第18

条から第21条まで及び第25条から第35条

まで」と読み替えるものとする。 

「附則第7条から附則第9条まで並びに附

則第10条において準用する第8条から第

10条まで、第13条から第16条まで、第18

条から第21条まで及び第25条から第34条

まで」と読み替えるものとする。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

（虐待の防止に係る経過措置） 

２ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、改正後の船橋市軽費老人ホー

ムの設備及び運営に関する基準を定める条例（以下「新条例」という。）第３条第４項、

第３５条（新条例附則第１０条において準用する場合を含む。）及び附則第３条第４項の

規定の適用については、これらの規定中「講じなければ」とあるのは、「講じるよう努め

なければ」とし、新条例第８条（新条例附則第１０条において準用する場合を含む。）の

規定の適用については、これらの規定中「、次に」とあるのは「、虐待の防止のための

措置に関する事項に関する規程を定めておくよう努めるとともに、次に」と、「重要事項」

とあるのは「重要事項（虐待の防止のための措置に関する事項を除く。）」とする。 

（業務継続計画の策定等に係る経過措置） 

３ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新条例第２５条の２（新条例

附則第１０条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、これらの規定中

「講じなければ」とあるのは「講じるよう努めなければ」と、「実施しなければ」とある

のは「実施するよう努めなければ」と、「行うものとする」とあるのは「行うよう努める

ものとする」とする。 

（認知症に係る基礎的な研修の受講に関する経過措置） 

４ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新条例第２５条第３項（新条

例附則第１０条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、これらの規定

中「講じなければ」とあるのは、「講じるよう努めなければ」とする。 

（事故発生の防止及び発生時の対応に係る経過措置） 

５ この条例の施行の日から起算して６月を経過する日までの間、新条例第３４条第１項

（新条例附則第１０条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、これら

の規定中「次に掲げる措置を講じなければ」とあるのは、「第１号から第３号までに掲げ
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る措置を講じるとともに、第４号に掲げる措置を講じるよう努めなければ」とする。 

（感染症の予防及びまん延の防止のための訓練に係る経過措置） 

６ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新条例第２７条第２項第３号

（新条例附則第１０条において準用する場合を含む。）の規定にかかわらず、軽費老人ホ

ームは、その職員に対し、感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための研修を定

期的に実施するとともに、感染症の予防及びまん延の防止のための訓練を定期的に実施

するよう努めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理 由 

 

 軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い、所要の改正を行う必要

がある。これが、この条例案を提出する理由である。 
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議案第３７号 

 

 船橋市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条

例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  令和３年２月１５日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹 

 

 

船橋市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定め

る条例の一部を改正する条例 

 

 船橋市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条

例（平成２４年船橋市条例第５６号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

目次 目次 

第1章～第13章 (略) 第1章～第13章 (略) 

第14章 雑則(第206条)  

附則 附則 

第5条 (略) 第5条 (略) 

2 (略) 2 (略) 

3 指定地域密着型サービス事業者は、利用

者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必

要な体制の整備を行うとともに、その従業

者に対し、研修を実施する等の措置を講じ

なければならない。 

 

4 指定地域密着型サービス事業者は、指定

地域密着型サービスを提供するに当たっ

ては、法第118条の2第1項に規定する介護

保険等関連情報その他必要な情報を活用

し、適切かつ有効に行うよう努めなければ

ならない。 

 

(定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業 (定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業
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者の員数) 者の員数) 

第8条 (略) 第8条 (略) 

2～4 (略) 2～4 (略) 

5 (各号列記以外の部分略) 5 (各号列記以外の部分略) 

(1) 指定短期入所生活介護事業所(指定

居宅サービス等の事業の人員、設備及び

運営に関する基準(平成11年厚生省令第

37号。以下「指定居宅サービス等基準」

という。)第121条第1項に規定する指定

短期入所生活介護事業所をいう。第49

条第4項第1号及び第153条第12項にお

いて同じ。) 

(1) 指定短期入所生活介護事業所(指定

居宅サービス等の事業の人員、設備及び

運営に関する基準(平成11年厚生省令第

37号。以下「指定居宅サービス等基準」

という。)第121条第1項に規定する指定

短期入所生活介護事業所をいう。第153

条第12項において同じ。) 

(2) 指定短期入所療養介護事業所(指定

居宅サービス等基準第142条第1項に規

定する指定短期入所療養介護事業所を

いう。第49条第4項第2号において同

じ。) 

(2) 指定短期入所療養介護事業所 

(3) 指定特定施設(指定居宅サービス等

基準第174条第1項に規定する指定特定

施設をいう。第49条第4項第3号におい

て同じ。) 

(3) 指定特定施設 

(4) 指定小規模多機能型居宅介護事業所

(第84条第1項に規定する指定小規模多

機能型居宅介護事業所をいう。第49条

第4項第4号において同じ。) 

(4) 指定小規模多機能型居宅介護事業所

(第84条第1項に規定する指定小規模多

機能型居宅介護事業所をいう。) 

(5) 指定認知症対応型共同生活介護事業

所(第112条第1項に規定する指定認知症

対応型共同生活介護事業所をいう。第

49条第4項第5号、第66条第1項、第67

条、第84条第6項、第85条第3項及び第

86条において同じ。) 

(5) 指定認知症対応型共同生活介護事業

所(第112条第1項に規定する指定認知症

対応型共同生活介護事業所をいう。第

66条第1項、第67条、第84条第6項、第

85条第3項及び第86条において同じ。) 

(6) 指定地域密着型特定施設(第131条第

1項に規定する指定地域密着型特定施

設をいう。第49条第4項第6号、第66条

第1項、第67条第1項及び第84条第6項に

おいて同じ。) 

(6) 指定地域密着型特定施設(第131条第

1項に規定する指定地域密着型特定施

設をいう。第66条第1項、第67条第1項

及び第84条第6項において同じ。) 

(7) 指定地域密着型介護老人福祉施設

(第152条第1項に規定する指定地域密

着型介護老人福祉施設をいう。第49条

第4項第7号、第66条第1項、第67条第1

(7) 指定地域密着型介護老人福祉施設

(第152条第1項に規定する指定地域密

着型介護老人福祉施設をいう。第66条

第1項、第67条第1項及び第84条第6項に

－34－



項及び第84条第6項において同じ。) おいて同じ。) 

(8) 指定看護小規模多機能型居宅介護事

業所(第193条第1項に規定する指定看

護小規模多機能型居宅介護事業所をい

う。第49条第4項第8号及び第8章から第

11章までにおいて同じ。) 

(8) 指定看護小規模多機能型居宅介護事

業所(第193条第1項に規定する指定看

護小規模多機能型居宅介護事業所をい

う。第8章から第11章までにおいて同

じ。) 

(9)～(12) (略) (9)～(12) (略) 

6 随時訪問サービスを行う訪問介護員等

は、専ら当該随時訪問サービスの提供に当

たる者でなければならない。ただし、利用

者の処遇に支障がない場合は、当該指定定

期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の

定期巡回サービス又は同一施設内にある

指定訪問介護事業所若しくは指定夜間対

応型訪問介護事業所の職務に従事するこ

とができる。 

6 随時訪問サービスを行う訪問介護員等

は、専ら当該随時訪問サービスの提供に当

たる者でなければならない。ただし、利用

者の処遇に支障がない場合は、当該定期巡

回・随時対応型訪問介護看護事業所の定期

巡回サービス又は同一施設内にある指定

訪問介護事業所若しくは指定夜間対応型

訪問介護事業所の職務に従事することが

できる。 

7～12 (略) 7～12 (略) 

(運営規程) (運営規程) 

第33条 (各号列記以外の部分略) 第33条 (各号列記以外の部分略) 

(1)～(7) (略) (1)～(7) (略) 

(8) 虐待の防止のための措置に関する事

項 

 

(9) (略) (8) (略) 

(勤務体制の確保等) (勤務体制の確保等) 

第34条 (略) 第34条 (略) 

2～4 (略) 2～4 (略) 

5 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護

事業者は、適切な指定定期巡回・随時対応

型訪問介護看護の提供を確保する観点か

ら、職場において行われる性的な言動又は

優越的な関係を背景とした言動であって

業務上必要かつ相当な範囲を超えたもの

により定期巡回・随時対応型訪問介護看護

従業者の就業環境が害されることを防止

するための方針の明確化等の必要な措置

を講じなければならない。 

 

(業務継続計画の策定等)  

第34条の2 指定定期巡回・随時対応型訪問

介護看護事業者は、感染症や非常災害の発

生時において、利用者に対する指定定期巡
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回・随時対応型訪問介護看護の提供を継続

的に実施するための、及び非常時の体制で

早期の業務再開を図るための計画(以下

「業務継続計画」という。)を策定し、当

該業務継続計画に従い必要な措置を講じ

なければならない。 

2 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護

事業者は、定期巡回・随時対応型訪問介護

看護従業者に対し、業務継続計画について

周知するとともに、必要な研修及び訓練を

定期的に実施しなければならない。 

 

3 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護

事業者は、定期的に業務継続計画の見直し

を行い、必要に応じて業務継続計画の変更

を行うものとする。 

 

(衛生管理等) (衛生管理等) 

第35条 (略) 第35条 (略) 

2 (略) 2 (略) 

3 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護

事業者は、当該指定定期巡回・随時対応型

訪問介護看護事業所において感染症が発

生し、又はまん延しないように、次に掲げ

る措置を講じなければならない。 

 

(1) 当該指定定期巡回・随時対応型訪問

介護看護事業所における感染症の予防

及びまん延の防止のための対策を検討

する委員会(テレビ電話装置その他の情

報通信機器(以下「テレビ電話装置等」

という。)を活用して行うことができる

ものとする。)をおおむね6月に1回以上

開催するとともに、その結果について、

定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業

者に周知徹底を図ること。 

 

(2) 当該指定定期巡回・随時対応型訪問

介護看護事業所における感染症の予防

及びまん延の防止のための指針を整備

すること。 

 

(3) 当該指定定期巡回・随時対応型訪問

介護看護事業所において、定期巡回・随

時対応型訪問介護看護従業者に対し、感
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染症の予防及びまん延の防止のための

研修及び訓練を定期的に実施すること。 

(掲示) (掲示) 

第36条 (略) 第36条 (略) 

2 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護

事業者は、前項に規定する事項を記載した

書面を当該指定定期巡回・随時対応型訪問

介護看護事業所に備え付け、かつ、これを

いつでも関係者に自由に閲覧させること

により、同項の規定による掲示に代えるこ

とができる。 

 

(地域との連携等) (地域との連携等) 

第41条 指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護事業者は、指定定期巡回・随時対応

型訪問介護看護の提供に当たっては、利用

者、利用者の家族、地域住民の代表者、地

域の医療関係者、市の職員又は当該指定定

期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所が

所在する区域を管轄する地域包括支援セ

ンターの職員、定期巡回・随時対応型訪問

介護看護について知見を有する者等によ

り構成される協議会(テレビ電話装置等を

活用して行うことができるものとする。た

だし、利用者又はその家族(以下この項、

第61条の17第1項及び第89条において「利

用者等」という。)が参加する場合にあっ

ては、テレビ電話装置等の活用について当

該利用者等の同意を得なければならな

い。)(以下この項において「介護・医療連

携推進会議」という。)を設置し、おおむ

ね6月に1回以上、介護・医療連携推進会

議に対して指定定期巡回・随時対応型訪問

介護看護の提供状況等を報告し、介護・医

療連携推進会議による評価を受けるとと

もに、介護・医療連携推進会議から必要な

要望、助言等を聴く機会を設けなければな

らない。 

第41条 指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護事業者は、指定定期巡回・随時対応

型訪問介護看護の提供に当たっては、利用

者、利用者の家族、地域住民の代表者、地

域の医療関係者、市の職員又は当該指定定

期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所が

所在する区域を管轄する地域包括支援セ

ンターの職員、定期巡回・随時対応型訪問

介護看護について知見を有する者等によ

り構成される協議会(以下この項において

「介護・医療連携推進会議」という。)を

設置し、おおむね6月に1回以上、介護・

医療連携推進会議に対して指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護の提供状況等

を報告し、介護・医療連携推進会議による

評価を受けるとともに、介護・医療連携推

進会議から必要な要望、助言等を聴く機会

を設けなければならない。 

2～4 (略) 2～4 (略) 

(虐待の防止)  

第42条の2 指定定期巡回・随時対応型訪問  
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介護看護事業者は、虐待の発生又はその再

発を防止するため、次に掲げる措置を講じ

なければならない。 

(1) 当該指定定期巡回・随時対応型訪問

介護看護事業所における虐待の防止の

ための対策を検討する委員会(テレビ電

話装置等を活用して行うことができる

ものとする。)を定期的に開催するとと

もに、その結果について、定期巡回・随

時対応型訪問介護看護従業者に周知徹

底を図ること。 

 

(2) 当該指定定期巡回・随時対応型訪問

介護看護事業所における虐待の防止の

ための指針を整備すること。 

 

(3) 当該指定定期巡回・随時対応型訪問

介護看護事業所において、定期巡回・随

時対応型訪問介護看護従業者に対し、虐

待の防止のための研修を定期的に実施

すること。 

 

(4) 前3号に掲げる措置を適切に実施す

るための担当者を置くこと。 

 

(訪問介護員等の員数) (訪問介護員等の員数) 

第49条 (各号列記以外の部分略) 第49条 (各号列記以外の部分略) 

(1) オペレーションセンター従業者 オ

ペレーター(指定夜間対応型訪問介護を

提供する時間帯を通じて利用者からの

通報を受け付ける業務に当たる従業者

をいう。以下この章において同じ。)と

して1人以上及び利用者の面接その他

の業務を行う者として1人以上確保さ

れるために必要な員数以上 

(1) オペレーションセンター従業者 オ

ペレーター(指定夜間対応型訪問介護を

提供する時間帯を通じて専ら利用者か

らの通報を受け付ける業務に当たる従

業者をいう。以下この章において同じ。)

として1人以上及び利用者の面接その

他の業務を行う者として1人以上確保

されるために必要な員数以上。この場合

において、利用者の処遇に支障がないと

きは、オペレーターは、当該夜間対応型

訪問介護事業所の定期巡回サービス、同

一敷地内の指定訪問介護事業所若しく

は指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護事業所の職務又は利用者以外の者か

らの通報を受け付ける業務に従事する

ことができる。 

(2) (略) (2) (略) 
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(3) 随時訪問サービスを行う訪問介護員

等 指定夜間対応型訪問介護を提供す

る時間帯を通じて随時訪問サービスの

提供に当たる訪問介護員等が1人以上

確保されるために必要な員数以上 

(3) 随時訪問サービスを行う訪問介護員

等 指定夜間対応型訪問介護を提供す

る時間帯を通じて専ら随時訪問サービ

スの提供に当たる訪問介護員等が1人

以上確保されるために必要な員数以上。

この場合において、利用者の処遇に支障

がないときは、当該夜間対応型訪問介護

事業所の定期巡回サービス又は同一敷

地内にある指定訪問介護事業所若しく

は指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護事業所の職務に従事することができ

る。 

2 (略) 2 (略) 

3 オペレーターは、専らその職務に従事す

る者でなければならない。ただし、利用者

の処遇に支障がない場合は、当該指定夜間

対応型訪問介護事業所の定期巡回サービ

ス、同一敷地内の指定訪問介護事業所若し

くは指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護事業所の職務又は利用者以外の者から

の通報を受け付ける業務に従事すること

ができる。 

 

4 指定夜間対応型訪問介護事業所の同一

敷地内に次に掲げるいずれかの施設等が

ある場合において、当該施設等の入所者等

の処遇に支障がないときは、前項本文の規

定にかかわらず、当該施設等の従業者をオ

ペレーターとして充てることができる。 

 

(1) 指定短期入所生活介護事業所  

(2) 指定短期入所療養介護事業所  

(3) 指定特定施設  

(4) 指定小規模多機能型居宅介護事業所  

(5) 指定認知症対応型共同生活介護事業

所 

 

(6) 指定地域密着型特定施設  

(7) 指定地域密着型介護老人福祉施設  

(8) 指定看護小規模多機能型居宅介護事

業所 

 

(9) 指定介護老人福祉施設  

(10) 介護老人保健施設  
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(11) 指定介護療養型医療施設  

(12) 介護医療院  

5 随時訪問サービスを行う訪問介護員等

は、専ら当該随時訪問サービスの提供に当

たる者でなければならない。ただし、利用

者の処遇に支障がない場合は、当該指定夜

間対応型訪問介護事業所の定期巡回サー

ビス又は同一敷地内にある指定訪問介護

事業所若しくは指定定期巡回・随時対応型

訪問介護看護事業所の職務に従事するこ

とができる。 

 

6 当該指定夜間対応型訪問介護事業所の

利用者に対するオペレーションセンター

サービスの提供に支障がない場合は、第3

項本文及び前項本文の規定にかかわらず、

オペレーターは、随時訪問サービスに従事

することができる。 

 

7 前項の規定によりオペレーターが随時

訪問サービスに従事している場合におい

て、当該指定夜間対応型訪問介護事業所の

利用者に対する随時訪問サービスの提供

に支障がないときは、第1項の規定にかか

わらず、随時訪問サービスを行う訪問介護

員等を置かないことができる。 

 

(運営規程) (運営規程) 

第57条 (各号列記以外の部分略) 第57条 (各号列記以外の部分略) 

(1)～(7) (略) (1)～(7) (略) 

(8) 虐待の防止のための措置に関する事

項 

 

(9) (略) (8) (略) 

(勤務体制の確保等) (勤務体制の確保等) 

第58条 (略) 第58条 (略) 

2 指定夜間対応型訪問介護事業者は、指定

夜間対応型訪問介護事業所ごとに、当該指

定夜間対応型訪問介護事業所の訪問介護

員等によって定期巡回サービス及び随時

訪問サービスを提供しなければならない。

ただし、指定夜間対応型訪問介護事業所

が、適切に指定夜間対応型訪問介護を利用

者に提供する体制を構築しており、他の指

2 指定夜間対応型訪問介護事業者は、指定

夜間対応型訪問介護事業所ごとに、当該指

定夜間対応型訪問介護事業所の訪問介護

員等によって定期巡回サービス及び随時

訪問サービスを提供しなければならない。

ただし、随時訪問サービスについては、他

の指定訪問介護事業所との連携を図るこ

とにより当該指定夜間対応型訪問介護事
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定訪問介護事業所又は指定定期巡回・随時

対応型訪問介護看護事業所(以下この条に

おいて「指定訪問介護事業所等」という。)

との密接な連携を図ることにより当該指

定夜間対応型訪問介護事業所の効果的な

運営を期待することができる場合であっ

て、利用者の処遇に支障がないときは、市

長が地域の実情を勘案し適切と認める範

囲内において、指定夜間対応型訪問介護の

事業の一部を、当該他の指定訪問介護事業

所等の従業者に行わせることができる。 

業所の効果的な運営を期待することがで

きる場合であって、利用者の処遇に支障が

ないときは、当該他の指定訪問介護事業所

の訪問介護員等に行わせることができる。 

3 前項本文の規定にかかわらず、オペレー

ションセンターサービスについては、市長

が地域の実情を勘案し適切と認める範囲

内において、複数の指定夜間対応型訪問介

護事業所の間の契約に基づき、当該複数の

指定夜間対応型訪問介護事業所が密接な

連携を図ることにより、一体的に利用者又

はその家族等からの通報を受けることが

できる。 

3 前項の規定にかかわらず、指定夜間対応

型訪問介護事業者が指定定期巡回・随時対

応型訪問介護看護事業者の指定を併せて

受け、かつ、指定夜間対応型訪問介護の事

業と指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護の事業とが同一敷地内において一体的

に運営されている場合(第34条第2項ただ

し書の規定により当該夜間対応型訪問介

護事業所の従業者が当該指定定期巡回・随

時対応型訪問介護看護事業所の職務を行

うことにつき市長に認められている場合

に限る。)であって、利用者の処遇に支障

がないときは、市長が地域の実情を勘案し

適切と認める範囲内において、定期巡回サ

ービス又は随時訪問サービスの事業の一

部を他の指定訪問介護事業所又は指定夜

間対応型訪問介護事業所の従業者に行わ

せることができる。 

4 (略) 4 (略) 

5 指定夜間対応型訪問介護事業者は、適切

な指定夜間対応型訪問介護の提供を確保

する観点から、職場において行われる性的

な言動又は優越的な関係を背景とした言

動であって業務上必要かつ相当な範囲を

超えたものにより夜間対応型訪問介護従

業者の就業環境が害されることを防止す

るための方針の明確化等の必要な措置を

講じなければならない。 

 

(地域との連携等) (地域との連携等) 
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第59条 (略) 第59条 (略) 

2 指定夜間対応型訪問介護事業者は、指定

夜間対応型訪問介護事業所の所在する建

物と同一の建物に居住する利用者に対し

て指定夜間対応型訪問介護を提供する場

合には、当該建物に居住する利用者以外の

者に対しても、指定夜間対応型訪問介護の

提供を行うよう努めなければならない。 

 

(準用) (準用) 

第61条 第11条から第24条まで、第29条、

第30条、第34条の2から第40条まで及び第

42条から第43条までの規定は、夜間対応

型訪問介護の事業について準用する。この

場合において、第11条第1項、第21条、第

34条の2第2項、第35条第1項並びに第3項

第1号及び第3号、第36条第1項並びに第42

条の2第1号及び第3号中「定期巡回・随時

対応型訪問介護看護従業者」とあるのは

「夜間対応型訪問介護従業者」と、第16

条中「計画作成責任者」とあるのは「オペ

レーションセンター従業者(オペレーショ

ンセンターを設置しない場合にあっては、

訪問介護員等)」と、第29条中「定期巡回・

随時対応型訪問介護看護従業者」とあるの

は「訪問介護員等」と、「定期巡回・随時

対応型訪問介護看護(随時対応サービスを

除く。)」とあるのは「夜間対応型訪問介

護」と読み替えるものとする。 

第61条 第11条から第24条まで、第29条、

第30条、第35条から第40条まで、第42条

及び第43条の規定は、夜間対応型訪問介

護の事業について準用する。この場合にお

いて、第11条第1項、第21条、第35条及び

第36条中「定期巡回・随時対応型訪問介

護看護従業者」とあるのは「夜間対応型訪

問介護従業者」と、第16条中「計画作成

責任者」とあるのは「オペレーションセン

ター従業者(オペレーションセンターを設

置しない場合にあっては、訪問介護員等)」

と、第29条中「定期巡回・随時対応型訪

問介護看護従業者」とあるのは「訪問介護

員等」と、「定期巡回・随時対応型訪問介

護看護(随時対応サービスを除く。)」とあ

るのは「夜間対応型訪問介護」と読み替え

るものとする。 

(運営規程) (運営規程) 

第61条の12 (各号列記以外の部分略) 第61条の12 (各号列記以外の部分略) 

(1)～(9) (略) (1)～(9) (略) 

(10) 虐待の防止のための措置に関する

事項 

 

(11) (略) (10) (略) 

(勤務体制の確保等) (勤務体制の確保等) 

第61条の13 (略) 第61条の13 (略) 

2 (略) 2 (略) 

3 指定地域密着型通所介護事業者は、地域

密着型通所介護従業者の資質の向上のた

めに、その研修の機会を確保しなければな

3 指定地域密着型通所介護事業者は、地域

密着型通所介護従業者の資質の向上のた

めに、その研修の機会を確保しなければな
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らない。その際、当該指定地域密着型通所

介護事業者は、全ての地域密着型通所介護

従業者(看護師、准看護師、介護福祉士、

介護支援専門員、法第8条第2項に規定す

る政令で定める者等の資格を有する者そ

の他これに類する者を除く。)に対し、認

知症介護に係る基礎的な研修を受講させ

るために必要な措置を講じなければなら

ない。 

らない。 

4 指定地域密着型通所介護事業者は、適切

な指定地域密着型通所介護の提供を確保

する観点から、職場において行われる性的

な言動又は優越的な関係を背景とした言

動であって業務上必要かつ相当な範囲を

超えたものにより地域密着型通所介護従

業者の就業環境が害されることを防止す

るための方針の明確化等の必要な措置を

講じなければならない。 

 

(非常災害対策) (非常災害対策) 

第61条の15 (略) 第61条の15 (略) 

2 指定地域密着型通所介護事業者は、前項

に規定する訓練の実施に当たって、地域住

民の参加が得られるよう連携に努めなけ

ればならない。 

 

(衛生管理等) (衛生管理等) 

第61条の16 (略) 第61条の16 (略) 

2 指定地域密着型通所介護事業者は、当該

指定地域密着型通所介護事業所において

感染症が発生し、又はまん延しないよう

に、次に掲げる措置を講じなければならな

い。 

2 指定地域密着型通所介護事業者は、当該

指定地域密着型通所介護事業所において

感染症が発生し、又はまん延しないように

必要な措置を講ずるよう努めなければな

らない。 

(1) 当該指定地域密着型通所介護事業所

における感染症の予防及びまん延の防

止のための対策を検討する委員会(テレ

ビ電話装置等を活用して行うことがで

きるものとする。)をおおむね6月に1回

以上開催するとともに、その結果につい

て、地域密着型通所介護従業者に周知徹

底を図ること。 

 

(2) 当該指定地域密着型通所介護事業所  
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における感染症の予防及びまん延の防

止のための指針を整備すること。 

(3) 当該指定地域密着型通所介護事業所

において、地域密着型通所介護従業者に

対し、感染症の予防及びまん延の防止の

ための研修及び訓練を定期的に実施す

ること。 

 

(地域との連携等) (地域との連携等) 

第61条の17 指定地域密着型通所介護事業

者は、指定地域密着型通所介護の提供に当

たっては、利用者、利用者の家族、地域住

民の代表者、指定地域密着型通所介護事業

所が所在する市の職員又は当該指定地域

密着型通所介護事業所が所在する区域を

管轄する法第115条の46第1項に規定する

地域包括支援センターの職員、地域密着型

通所介護について知見を有する者等によ

り構成される協議会(テレビ電話装置等を

活用して行うことができるものとする。た

だし、利用者等が参加する場合にあって

は、テレビ電話装置等の活用について当該

利用者等の同意を得なければならな

い。)(以下この項において「運営推進会議」

という。)を設置し、おおむね6月に1回以

上、運営推進会議に対し活動状況を報告

し、運営推進会議による評価を受けるとと

もに、運営推進会議から必要な要望、助言

等を聴く機会を設けなければならない。 

第61条の17 指定地域密着型通所介護事業

者は、指定地域密着型通所介護の提供に当

たっては、利用者、利用者の家族、地域住

民の代表者、指定地域密着型通所介護事業

所が所在する市の職員又は当該指定地域

密着型通所介護事業所が所在する区域を

管轄する法第115条の46第1項に規定する

地域包括支援センターの職員、地域密着型

通所介護について知見を有する者等によ

り構成される協議会(以下この項において

「運営推進会議」という。)を設置し、お

おむね6月に1回以上、運営推進会議に対

し活動状況を報告し、運営推進会議による

評価を受けるとともに、運営推進会議から

必要な要望、助言等を聴く機会を設けなけ

ればならない。 

2～5 (略) 2～5 (略) 

(準用) (準用) 

第61条の20 第11条から第15条まで、第17

条から第20条まで、第22条、第24条、第

30条、第34条の2、第36条から第40条まで、

第42条の2、第43条及び第55条の規定は、

指定地域密着型通所介護の事業について

準用する。この場合において、第11条第1

項中「第33条に規定する運営規程」とあ

るのは「第61条の12に規定する重要事項

に関する規程」と、同項、第34条の2第2

項、第36条第1項並びに第42条の2第1号及

第61条の20 第11条から第15条まで、第17

条から第20条まで、第22条、第24条、第

30条、第36条から第40条まで、第43条及

び第55条の規定は、指定地域密着型通所

介護の事業について準用する。この場合に

おいて、第11条第1項中「第33条に規定す

る運営規程」とあるのは「第61条の12に

規定する重要事項に関する規程」と、「定

期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」

とあるのは「地域密着型通所介護従業者」
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び第3号中「定期巡回・随時対応型訪問介

護看護従業者」とあるのは「地域密着型通

所介護従業者」と読み替えるものとする。 

と、第36条中「定期巡回・随時対応型訪

問介護看護従業者」とあるのは「地域密着

型通所介護従業者」と読み替えるものとす

る。 

(準用) (準用) 

第61条の20の3 第11条から第15条まで、第

17条から第20条まで、第22条、第24条、

第30条、第34条の2、第36条から第40条ま

で、第42条の2、第43条、第55条、第61

条の2、第61条の4及び第61条の5第4項並

びに前節(第61条の20を除く。)の規定は、

共生型地域密着型通所介護の事業につい

て準用する。この場合において、第11条

第1項中「第33条に規定する運営規程」と

あるのは「運営規程(第61条の12に規定す

る運営規程をいう。第36条第1項において

同じ。)」と、「定期巡回・随時対応型訪問

介護看護従業者」とあるのは「共生型地域

密着型通所介護の提供に当たる従業者(以

下「共生型地域密着型通所介護従業者」と

いう。)」と、第34条の2第2項、第36条第

1項並びに第42条の2第1号及び第3号中

「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業

者」とあるのは「共生型地域密着型通所介

護従業者」と、第61条の5第4項中「前項

ただし書の場合(指定地域密着型通所介護

事業者が第1項に掲げる設備を利用し、夜

間及び深夜に指定地域密着型通所介護以

外のサービスを提供する場合に限る。)」

とあるのは「共生型地域密着型通所介護事

業者が共生型地域密着型通所介護事業所

の設備を利用し、夜間及び深夜に共生型地

域密着型通所介護以外のサービスを提供

する場合」と、第61条の9第4号、第61条

の10第5項、第61条の13第3項及び第4項並

びに第61条の16第2項第1号及び第3号中

「地域密着型通所介護従業者」とあるのは

「共生型地域密着型通所介護従業者」と、

第61条の19第2項第2号中「次条において

準用する第22条第2項」とあるのは「第22

第61条の20の3 第11条から第15条まで、第

17条から第20条まで、第22条、第24条、

第30条、第36条から第40条まで、第43条、

第55条、第61条の2、第61条の4及び第61

条の5第4項並びに前節(第61条の20を除

く。)の規定は、共生型地域密着型通所介

護の事業について準用する。この場合にお

いて、第11条第1項中「第33条に規定する

運営規程」とあるのは「運営規程(第61条

の12に規定する運営規程をいう。第36条

において同じ。)」と、「定期巡回・随時対

応型訪問介護看護従業者」とあるのは「共

生型地域密着型通所介護の提供に当たる

従業者(以下「共生型地域密着型通所介護

従業者」という。)」と、第36条中「定期

巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」と

あるのは「共生型地域密着型通所介護従業

者」と、第61条の5第4項中「前項ただし

書の場合(指定地域密着型通所介護事業者

が第1項に掲げる設備を利用し、夜間及び

深夜に指定地域密着型通所介護以外のサ

ービスを提供する場合に限る。)」とある

のは「共生型地域密着型通所介護事業者が

共生型地域密着型通所介護事業所の設備

を利用し、夜間及び深夜に共生型地域密着

型通所介護以外のサービスを提供する場

合」と、第61条の9第4号、第61条の10第5

項及び第61条の13第3項中「地域密着型通

所介護従業者」とあるのは「共生型地域密

着型通所介護従業者」と、第61条の19第2

項第2号中「次条において準用する第22条

第2項」とあるのは「第22条第2項」と、

同項第3号中「次条において準用する第30

条」とあるのは「第30条」と、同項第4号

中「次条において準用する第40条第2項」
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条第2項」と、同項第3号中「次条におい

て準用する第30条」とあるのは「第30条」

と、同項第4号中「次条において準用する

第40条第2項」とあるのは「第40条第2項」

と読み替えるものとする。 

とあるのは「第40条第2項」と読み替える

ものとする。 

(運営規程) (運営規程) 

第61条の34 (各号列記以外の部分略) 第61条の34 (各号列記以外の部分略) 

(1)～(8) (略) (1)～(8) (略) 

(9) 虐待の防止のための措置に関する事

項 

 

(10) (略) (9) (略) 

(安全・サービス提供管理委員会の設置) (安全・サービス提供管理委員会の設置) 

第61条の36 指定療養通所介護事業者は、

安全かつ適切なサービスの提供を確保す

るため、地域の医療関係団体に属する者、

地域の保健、医療又は福祉の分野を専門と

する者その他指定療養通所介護の安全か

つ適切なサービスの提供を確保するため

に必要と認められる者から構成される安

全・サービス提供管理委員会(テレビ電話

装置等を活用して行うことができるもの

とする。)(次項において「委員会」という。)

を設置しなければならない。 

第61条の36 指定療養通所介護事業者は、

安全かつ適切なサービスの提供を確保す

るため、地域の医療関係団体に属する者、

地域の保健、医療又は福祉の分野を専門と

する者その他指定療養通所介護の安全か

つ適切なサービスの提供を確保するため

に必要と認められる者から構成される安

全・サービス提供管理委員会(次項におい

て「委員会」という。)を設置しなければ

ならない。 

2及び3 (略) 2及び3 (略) 

(準用) (準用) 

第61条の38 第12条から第15条まで、第18

条から第20条まで、第22条、第24条、第

30条、第34条の2、第36条から第40条まで、

第42条の2、第43条、第61条の7(第3項第2

号を除く。)、第61条の8及び第61条の13

から第61条の18までの規定は、指定療養

通所介護の事業について準用する。この場

合において、第34条の2第2項、第36条第1

項並びに第42条の2第1号及び第3号中「定

期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」

とあるのは「療養通所介護従業者」と、第

36条第1項中「運営規程」とあるのは「第

61条の34に規定する重要事項に関する規

程」と、第61条の13第3項及び第4項並び

第61条の38 第12条から第15条まで、第18

条から第20条まで、第22条、第24条、第

30条、第36条から第40条まで、第43条、

第61条の7(第3項第2号を除く。)、第61条

の8及び第61条の13から第61条の18まで

の規定は、指定療養通所介護の事業につい

て準用する。この場合において、第36条

中「運営規程」とあるのは「第61条の34

に規定する重要事項に関する規程」と、

「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業

者」とあるのは「療養通所介護従業者」と、

第61条の13第3項中「地域密着型通所介護

従業者」とあるのは「療養通所介護従業者」

と、第61条の17第1項中「地域密着型通所
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に第61条の16第2項第1号及び第3号中「地

域密着型通所介護従業者」とあるのは「療

養通所介護従業者」と、第61条の17第1項

中「地域密着型通所介護について知見を有

する者」とあるのは「療養通所介護につい

て知見を有する者」と、「6月」とあるの

は「12月」と、同条第3項中「当たっては」

とあるのは「当たっては、利用者の状態に

応じて」と、第61条の18第4項中「第61

条の5第4項」とあるのは「第61条の26第4

項」と読み替えるものとする。 

介護について知見を有する者」とあるのは

「療養通所介護について知見を有する者」

と、「6月」とあるのは「12月」と、同条

第3項中「当たっては」とあるのは「当た

っては、利用者の状態に応じて」と、第

61条の18第4項中「第61条の5第4項」とあ

るのは「第61条の26第4項」と読み替える

ものとする。 

(従業者の員数) (従業者の員数) 

第66条 指定認知症対応型共同生活介護事

業所若しくは指定介護予防認知症対応型

共同生活介護事業所(指定地域密着型介護

予防サービスの事業の人員、設備及び運営

並びに指定地域密着型介護予防サービス

に係る介護予防のための効果的な支援の

方法に関する基準(平成18年厚生労働省令

第36号。以下「指定地域密着型介護予防

サービス基準」という。)第70条第1項に規

定する指定介護予防認知症対応型共同生

活介護事業所をいう。次条において同じ。)

の居間若しくは食堂又は指定地域密着型

特定施設若しくは指定地域密着型介護老

人福祉施設の食堂若しくは共同生活室に

おいて、これらの事業所又は施設(第68条

第1項において「本体事業所等」という。)

の利用者、入居者又は入所者とともに行う

指定認知症対応型通所介護(以下「共用型

指定認知症対応型通所介護」という。)の

事業を行う者(以下「共用型指定認知症対

応型通所介護事業者」という。)が当該事

業を行う事業所(以下「共用型指定認知症

対応型通所介護事業所」という。)に置く

べき従業者の員数は、当該利用者、当該入

居者又は当該入所者の数と当該共用型指

定認知症対応型通所介護の利用者(当該共

用型指定認知症対応型通所介護事業者が

共用型指定介護予防認知症対応型通所介

第66条 指定認知症対応型共同生活介護事

業所若しくは指定介護予防認知症対応型

共同生活介護事業所(指定地域密着型介護

予防サービスの事業の人員、設備及び運営

並びに指定地域密着型介護予防サービス

に係る介護予防のための効果的な支援の

方法に関する基準(平成18年厚生労働省令

第36号。以下「指定地域密着型介護予防

サービス基準」という。)第70条第1項に規

定する指定介護予防認知症対応型共同生

活介護事業所をいう。次条において同じ。)

の居間若しくは食堂又は指定地域密着型

特定施設若しくは指定地域密着型介護老

人福祉施設の食堂若しくは共同生活室に

おいて、これらの事業所又は施設の利用

者、入居者又は入所者とともに行う指定認

知症対応型通所介護(以下「共用型指定認

知症対応型通所介護」という。)の事業を

行う者(以下「共用型指定認知症対応型通

所介護事業者」という。)が当該事業を行

う事業所(以下「共用型指定認知症対応型

通所介護事業所」という。)に置くべき従

業者の員数は、当該利用者、当該入居者又

は当該入所者の数と当該共用型指定認知

症対応型通所介護の利用者(当該共用型指

定認知症対応型通所介護事業者が共用型

指定介護予防認知症対応型通所介護事業

者の指定を併せて受け、かつ、共用型指定
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護事業者の指定を併せて受け、かつ、共用

型指定認知症対応型通所介護の事業と共

用型指定介護予防認知症対応型通所介護

の事業とが同一の事業所において一体的

に運営されている場合にあっては、当該事

業所における共用型指定認知症対応型通

所介護又は共用型指定介護予防認知症対

応型通所介護の利用者。次条において同

じ。)の数を合計した数について、第112

条、第132条若しくは第153条又は指定地

域密着型介護予防サービス基準条例第72

条に規定する従業者の員数を満たすため

に必要な員数以上とする。 

認知症対応型通所介護の事業と共用型指

定介護予防認知症対応型通所介護の事業

とが同一の事業所において一体的に運営

されている場合にあっては、当該事業所に

おける共用型指定認知症対応型通所介護

又は共用型指定介護予防認知症対応型通

所介護の利用者。次条において同じ。)の

数を合計した数について、第112条、第132

条若しくは第153条又は指定地域密着型

介護予防サービス基準条例第72条に規定

する従業者の員数を満たすために必要な

員数以上とする。 

2 (略) 2 (略) 

(利用定員等) (利用定員等) 

第67条 (略) 第67条 (略) 

2 共用型指定認知症対応型通所介護事業

者は、指定居宅サービス、指定地域密着型

サービス、指定居宅介護支援、指定介護予

防サービス、指定地域密着型介護予防サー

ビス若しくは指定介護予防支援の事業又

は介護保険施設若しくは指定介護療養型

医療施設の運営(第84条第7項、第113条第

2項及び第193条第8項において「指定居宅

サービス事業等」という。)について3年以

上の経験を有する者でなければならない。 

2 共用型指定認知症対応型通所介護事業

者は、指定居宅サービス、指定地域密着型

サービス、指定居宅介護支援、指定介護予

防サービス、指定地域密着型介護予防サー

ビス若しくは指定介護予防支援の事業又

は介護保険施設若しくは指定介護療養型

医療施設の運営(第84条第7項及び第193

条第8項において「指定居宅サービス事業

等」という。)について3年以上の経験を有

する者でなければならない。 

(管理者) (管理者) 

第68条 共用型指定認知症対応型通所介護

事業者は、共用型指定認知症対応型通所介

護事業所ごとに専らその職務に従事する

常勤の管理者を置かなければならない。た

だし、共用型指定認知症対応型通所介護事

業所の管理上支障がない場合は、当該共用

型指定認知症対応型通所介護事業所の他

の職務に従事し、又は同一敷地内にある他

の事業所、施設等の職務に従事することが

できるものとする。なお、共用型指定認知

症対応型通所介護事業所の管理上支障が

ない場合は、当該共用型指定認知症対応型

通所介護事業所の他の職務に従事し、か

第68条 共用型指定認知症対応型通所介護

事業者は、共用型指定認知症対応型通所介

護事業所ごとに専らその職務に従事する

常勤の管理者を置かなければならない。た

だし、共用型指定認知症対応型通所介護事

業所の管理上支障がない場合は、当該共用

型指定認知症対応型通所介護事業所の他

の職務に従事し、又は同一敷地内にある他

の事業所、施設等の職務に従事することが

できるものとする。 
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つ、同一敷地内にある他の本体事業所等の

職務に従事することとしても差し支えな

い。 

2 (略) 2 (略) 

(運営規程) (運営規程) 

第75条 (各号列記以外の部分略) 第75条 (各号列記以外の部分略) 

(1)～(9) (略) (1)～(9) (略) 

(10) 虐待の防止のための措置に関する

事項 

 

(11) (略) (10) (略) 

(準用) (準用) 

第82条 第11条から第15条まで、第17条か

ら第20条まで、第22条、第24条、第30条、

第34条の2、第36条から第40条まで、第42

条の2、第43条、第55条、第61条の6、第

61条の7、第61条の11及び第61条の13か

ら第61条の18までの規定は、指定認知症

対応型通所介護の事業について準用する。

この場合において、第11条第1項中「第33

条に規定する運営規程」とあるのは「第

75条に規定する重要事項に関する規程」

と、同項、第34条の2第2項、第36条第1

項並びに第42条の2第1号及び第3号中「定

期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」

とあるのは「認知症対応型通所介護従業

者」と、第61条の13第3項及び第4項並び

に第61条の16第2項第1号及び第3号中「地

域密着型通所介護従業者」とあるのは「認

知症対応型通所介護従業者」と、第61条

の17第1項中「地域密着型通所介護につい

て知見を有する者」とあるのは「認知症対

応型通所介護について知見を有する者」

と、第61条の18第4項中「第61条の5第4

項」とあるのは「第65条第4項」と読み替

えるものとする。 

第82条 第11条から第15条まで、第17条か

ら第20条まで、第22条、第24条、第30条、

第36条から第40条まで、第43条、第55条、

第61条の6、第61条の7、第61条の11及び

第61条の13から第61条の18までの規定

は、指定認知症対応型通所介護の事業につ

いて準用する。この場合において、第11

条第1項中「第33条に規定する運営規程」

とあるのは「第75条に規定する重要事項

に関する規程」と、「定期巡回・随時対応

型訪問介護看護従業者」とあるのは「認知

症対応型通所介護従業者」と、第36条中

「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業

者」とあるのは「認知症対応型通所介護従

業者」と、第61条の17第1項中「地域密着

型通所介護について知見を有する者」とあ

るのは「認知症対応型通所介護について知

見を有する者」と、第61条の18第4項中「第

61条の5第4項」とあるのは「第65条第4

項」と読み替えるものとする。 

(従業者の員数等) (従業者の員数等) 

第84条 (略) 第84条 (略) 

2～5 (略) 2～5 (略) 

6 (表以外の部分略) 6 (表以外の部分略) 
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当該指定小

規模多機能

型居宅介護

事業所に中

欄に掲げる

施設等のい

ずれかが併

設されてい

る場合 

指定認知症対

応型共同生活

介護事業所、

指定地域密着

型特定施設、

指定地域密着

型介護老人福

祉施設、指定

介護老人福祉

施設、介護老

人保健施設、

指定介護療養

型 医 療 施 設

(医療法(昭和

23 年法 律第

205号 )第7条

第2項第4号に

規定する療養

病床を有する

診療所である

ものに限る。)

又は介護医療

院 

(略) 

当該指定小

規模多機能

型居宅介護

事業所の同

一敷地内に

中欄に掲げ

る施設等の

いずれかが

ある場合 

この表の前項

中欄に掲げる

施設等、指定

居宅サービス

の事業を行う

事業所、指定

定期巡回・随

時対応型訪問

介護看護事業

所、指定地域

密着型通所介

護事業所又は

指定認知症対

応型通所介護

事業所 

 

(略) 

当該指定小

規模多機能

型居宅介護

事業所に中

欄に掲げる

施設等のい

ずれかが併

設されてい

る場合 

指定認知症対

応型共同生活

介護事業所、

指定地域密着

型特定施設、

指定地域密着

型介護老人福

祉施設、指定

介護療養型医

療施設 (医療

法 (昭和23年

法律第205号)

第7条第2項第

4号に規定す

る療養病床を

有する診療所

であるものに

限る。)又は介

護医療院 

 

 

 

 

(略) 

当該指定小

規模多機能

型居宅介護

事業所の同

一敷地内に

中欄に掲げ

る施設等の

いずれかが

ある場合 

この表の前項

中欄に掲げる

施設等、指定

居宅サービス

の事業を行う

事業所、指定

定期巡回・随

時対応型訪問

介護看護事業

所、指定地域

密着型通所介

護事業所、指

定認知症対応

型通所介護事

業所、指定介

護老人福祉施 

(略) 
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 設又は介護老

人保健施設 

 

 

7 第1項の規定にかかわらず、サテライト

型指定小規模多機能型居宅介護事業所に

置くべき訪問サービスの提供に当たる小

規模多機能型居宅介護従業者については、

本体事業所(指定居宅サービス事業等その

他の保健医療又は福祉に関する事業につ

いて3年以上の経験を有する指定小規模多

機能型居宅介護事業者又は指定看護小規

模多機能型居宅介護事業者により設置さ

れる当該指定小規模多機能型居宅介護事

業所以外の指定小規模多機能型居宅介護

事業所又は指定看護小規模多機能型居宅

介護事業所であって当該指定小規模多機

能型居宅介護事業所に対して指定小規模

多機能型居宅介護の提供に係る支援を行

うものをいう。以下この章において同じ。)

の職員により当該サテライト型指定小規

模多機能型居宅介護事業所の登録者の処

遇が適切に行われると認められるときは、

1人以上とすることができる。 

7 第1項の規定にかかわらず、サテライト

型指定小規模多機能型居宅介護事業所に

置くべき訪問サービスの提供に当たる小

規模多機能型居宅介護従業者については、

本体事業所(指定小規模多機能型居宅介護

事業所であって、指定居宅サービス事業等

その他の保健医療又は福祉に関する事業

について3年以上の経験を有する指定小規

模多機能型居宅介護事業者又は指定看護

小規模多機能型居宅介護事業者により設

置される当該指定小規模多機能型居宅介

護事業所以外の指定小規模多機能型居宅

介護事業所又は指定看護小規模多機能型

居宅介護事業所であって当該指定小規模

多機能型居宅介護事業所に対して指定小

規模多機能型居宅介護の提供に係る支援

を行うものをいう。以下この章において同

じ。)の職員により当該サテライト型指定

小規模多機能型居宅介護事業所の登録者

の処遇が適切に行われると認められると

きは、1人以上とすることができる。 

8～13 (略) 8～13 (略) 

(管理者) (管理者) 

第85条 (略) 第85条 (略) 

2 (略) 2 (略) 

3 前2項の管理者は、特別養護老人ホーム、

老人デイサービスセンター、介護老人保健

施設、介護医療院、指定小規模多機能型居

宅介護事業所、指定認知症対応型共同生活

介護事業所、指定複合型サービス事業所

(第195条に規定する指定複合型サービス

事業所をいう。次条において同じ。)等の

従業者又は訪問介護員等(介護福祉士又は

法第8条第2項に規定する政令で定める者

をいう。次条、第113条第3項、第114条及

び第195条において同じ。)として3年以上

認知症である者の介護に従事した経験を

3 前2項の管理者は、特別養護老人ホーム、

老人デイサービスセンター、介護老人保健

施設、介護医療院、指定小規模多機能型居

宅介護事業所、指定認知症対応型共同生活

介護事業所、指定複合型サービス事業所

(第195条に規定する指定複合型サービス

事業所をいう。次条において同じ。)等の

従業者又は訪問介護員等(介護福祉士又は

法第8条第2項に規定する政令で定める者

をいう。次条、第113条第2項、第114条及

び第195条において同じ。)として3年以上

認知症である者の介護に従事した経験を
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有する者であって、省令第64条第3項の厚

生労働大臣が定める研修を修了している

ものでなければならない。 

有する者であって、省令第64条第3項の厚

生労働大臣が定める研修を修了している

ものでなければならない。 

(心身の状況等の把握) (心身の状況等の把握) 

第89条 指定小規模多機能型居宅介護事業

者は、指定小規模多機能型居宅介護の提供

に当たっては、介護支援専門員(第84条第

12項の規定により介護支援専門員を配置

していないサテライト型指定小規模多機

能型居宅介護事業所にあっては、本体事業

所の介護支援専門員。以下この条及び第

95条において同じ。)が開催するサービス

担当者会議(介護支援専門員が居宅サービ

ス計画の作成のために居宅サービス計画

の原案に位置付けた指定居宅サービス等

の担当者を招集して行う会議(テレビ電話

装置等を活用して行うことができるもの

とする。ただし、利用者等が参加する場合

にあっては、テレビ電話装置等の活用につ

いて当該利用者等の同意を得なければな

らない。)をいう。)等を通じて、利用者の

心身の状況、その置かれている環境、他の

保健医療サービス又は福祉サービスの利

用状況等の把握に努めなければならない。 

第89条 指定小規模多機能型居宅介護事業

者は、指定小規模多機能型居宅介護の提供

に当たっては、介護支援専門員(第84条第

12項の規定により介護支援専門員を配置

していないサテライト型指定小規模多機

能型居宅介護事業所にあっては、本体事業

所の介護支援専門員。以下この条及び第

95条において同じ。)が開催するサービス

担当者会議(介護支援専門員が居宅サービ

ス計画の作成のために居宅サービス計画

の原案に位置付けた指定居宅サービス等

の担当者を召集して行う会議をいう。)等

を通じて、利用者の心身の状況、その置か

れている環境、他の保健医療サービス又は

福祉サービスの利用状況等の把握に努め

なければならない。 

(運営規程) (運営規程) 

第102条 (各号列記以外の部分略) 第102条 (各号列記以外の部分略) 

(1)～(9) (略) (1)～(9) (略) 

(10) 虐待の防止のための措置に関する

事項 

 

(11) (略) (10) (略) 

(準用) (準用) 

第110条 第11条から第15条まで、第22条、

第24条、第30条、第34条の2、第36条から

第40条まで、第42条から第43条まで、第

61条の11、第61条の13、第61条の16及び

第61条の17の規定は、指定小規模多機能

型居宅介護の事業について準用する。この

場合において、第11条第1項中「第33条に

規定する運営規程」とあるのは「第102条

に規定する重要事項に関する規程」と、同

第110条 第11条から第15条まで、第22条、

第24条、第30条、第36条から第40条まで、

第42条、第43条、第61条の11、第61条の

13、第61条の16及び第61条の17の規定

は、指定小規模多機能型居宅介護の事業に

ついて準用する。この場合において、第11

条第1項中「第33条に規定する運営規程」

とあるのは「第102条に規定する重要事項

に関する規程」と、「定期巡回・随時対応
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項、第34条の2第2項、第36条第1項並びに

第42条の2第1号及び第3号中「定期巡回・

随時対応型訪問介護看護従業者」とあるの

は「小規模多機能型居宅介護従業者」と、

第61条の11第2項中「この節」とあるのは

「第8章第4節」と、第61条の13第3項及び

第4項並びに第61条の16第2項第1号及び

第3号中「地域密着型通所介護従業者」と

あるのは「小規模多機能型居宅介護従業

者」と、第61条の17第1項中「地域密着型

通所介護について知見を有する者」とある

のは「小規模多機能型居宅介護について知

見を有する者」と、「6月」とあるのは「2

月」と、「活動状況」とあるのは「通いサ

ービス及び宿泊サービスの提供回数等の

活動状況」と読み替えるものとする。 

型訪問介護看護従業者」とあるのは「小規

模多機能型居宅介護従業者」と、第36条

中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従

業者」とあるのは「小規模多機能型居宅介

護従業者」と、第61条の11第2項中「この

節」とあるのは「第8章第4節」と、第61

条の13第3項中「地域密着型通所介護従業

者」とあるのは「小規模多機能型居宅介護

従業者」と、第61条の17第1項中「地域密

着型通所介護について知見を有する者」と

あるのは「小規模多機能型居宅介護につい

て知見を有する者」と、「6月」とあるの

は「2月」と、「活動状況」とあるのは「通

いサービス及び宿泊サービスの提供回数

等の活動状況」と読み替えるものとする。 

(従業者の員数) (従業者の員数) 

第112条 指定認知症対応型共同生活介護

の事業を行う者(以下「指定認知症対応型

共同生活介護事業者」という。)が当該事

業を行う事業所(以下「指定認知症対応型

共同生活介護事業所」という。)ごとに置

くべき指定認知症対応型共同生活介護の

提供に当たる従業者(以下「介護従業者」

という。)の員数は、当該事業所を構成す

る共同生活住居ごとに、夜間及び深夜の時

間帯以外の時間帯に指定認知症対応型共

同生活介護の提供に当たる介護従業者を、

常勤換算方法で、当該共同生活住居の利用

者(当該指定認知症対応型共同生活介護事

業者が指定介護予防認知症対応型共同生

活介護事業者の指定を併せて受け、かつ、

指定認知症対応型共同生活介護の事業と

指定介護予防認知症対応型共同生活介護

の事業とが同一の事業所において一体的

に運営されている場合にあっては、当該事

業所における指定認知症対応型共同生活

介護又は指定介護予防認知症対応型共同

生活介護の利用者。以下この条及び第115

条において同じ。)の数が3又はその端数を

第112条 指定認知症対応型共同生活介護

の事業を行う者(以下「指定認知症対応型

共同生活介護事業者」という。)が当該事

業を行う事業所(以下「指定認知症対応型

共同生活介護事業所」という。)ごとに置

くべき指定認知症対応型共同生活介護の

提供に当たる従業者(以下「介護従業者」

という。)の員数は、当該事業所を構成す

る共同生活住居ごとに、夜間及び深夜の時

間帯以外の時間帯に指定認知症対応型共

同生活介護の提供に当たる介護従業者を、

常勤換算方法で、当該共同生活住居の利用

者(当該指定認知症対応型共同生活介護事

業者が指定介護予防認知症対応型共同生

活介護事業者の指定を併せて受け、かつ、

指定認知症対応型共同生活介護の事業と

指定介護予防認知症対応型共同生活介護

の事業とが同一の事業所において一体的

に運営されている場合にあっては、当該事

業所における指定認知症対応型共同生活

介護又は指定介護予防認知症対応型共同

生活介護の利用者。以下この条及び第115

条において同じ。)の数が3又はその端数を
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増すごとに1人以上とするほか、夜間及び

深夜の時間帯を通じて1人以上の介護従

業者に夜間及び深夜の勤務(夜間及び深夜

の時間帯に行われる勤務(宿直勤務を除

く。)をいう。以下この項において同じ。)

を行わせるために必要な員数以上とする。

ただし、当該指定認知症対応型共同生活介

護事業所の有する共同生活住居の数が3

である場合において、当該共同生活住居が

全て同一の階において隣接し、介護従業者

が円滑な利用者の状況把握及び速やかな

対応を行うことが可能な構造である場合

であって、当該指定認知症対応型共同生活

介護事業者による安全対策が講じられ、利

用者の安全性が確保されていると認めら

れるときは、夜間及び深夜の時間帯に指定

認知症対応型共同生活介護事業所ごとに

置くべき介護従業者の員数は、夜間及び深

夜の時間帯を通じて2人以上の介護従業

者に夜間及び深夜の勤務を行わせるため

に必要な員数以上とすることができる。 

増すごとに1人以上とするほか、夜間及び

深夜の時間帯を通じて1人以上の介護従

業者に夜間及び深夜の勤務(夜間及び深夜

の時間帯に行われる勤務(宿直勤務を除

く。)をいう。)を行わせるために必要な員

数以上とする。 

2～4 (略) 2～4 (略) 

5 指定認知症対応型共同生活介護事業者

は、指定認知症対応型共同生活介護事業所

ごとに、保健医療サービス又は福祉サービ

スの利用に係る計画の作成に関し知識及

び経験を有する者であって認知症対応型

共同生活介護計画の作成を担当させるの

に適当と認められるものを専らその職務

に従事する計画作成担当者としなければ

ならない。ただし、利用者の処遇に支障が

ない場合は、当該指定認知症対応型共同生

活介護事業所における他の職務に従事す

ることができるものとする。 

5 指定認知症対応型共同生活介護事業者

は、共同生活住居ごとに、保健医療サービ

ス又は福祉サービスの利用に係る計画の

作成に関し知識及び経験を有する者であ

って認知症対応型共同生活介護計画の作

成を担当させるのに適当と認められるも

のを専らその職務に従事する計画作成担

当者としなければならない。ただし、利用

者の処遇に支障がない場合は、当該共同生

活住居における他の職務に従事すること

ができるものとする。 

6～8 (略) 6～8 (略) 

9 第7項本文の規定にかかわらず、サテラ

イト型指定認知症対応型共同生活介護事

業所については、介護支援専門員である計

画作成担当者に代えて、第6項の厚生労働

大臣が定める研修を修了している者を置
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くことができる。 

10 (略) 9 (略) 

11 指定認知症対応型共同生活介護事業者

が指定介護予防認知症対応型共同生活介

護事業者の指定を併せて受け、かつ、指定

認知症対応型共同生活介護の事業と指定

介護予防認知症対応型共同生活介護の事

業とが同一の事業所において一体的に運

営されている場合については、指定地域密

着型介護予防サービス基準条例第72条第

1項から第10項までに規定する人員に関

する基準を満たすことをもって、前各項に

規定する基準を満たしているものとみな

すことができる。 

10 指定認知症対応型共同生活介護事業者

が指定介護予防認知症対応型共同生活介

護事業者の指定を併せて受け、かつ、指定

認知症対応型共同生活介護の事業と指定

介護予防認知症対応型共同生活介護の事

業とが同一の事業所において一体的に運

営されている場合については、指定地域密

着型介護予防サービス基準条例第72条第

1項から第9項までに規定する人員に関す

る基準を満たすことをもって、前各項に規

定する基準を満たしているものとみなす

ことができる。 

(管理者) (管理者) 

第113条 (略) 第113条 (略) 

2 前項本文の規定にかかわらず、共同生活

住居の管理上支障がない場合は、サテライ

ト型指定認知症対応型共同生活介護事業

所における共同生活住居の管理者は、本体

事業所(指定居宅サービス事業等その他の

保健医療又は福祉に関する事業について

3年以上の経験を有する指定認知症対応

型共同生活介護事業者により設置される

当該指定認知症対応型共同生活介護事業

所以外の指定認知症対応型共同生活介護

事業所であって当該指定認知症対応型共

同生活介護事業所に対して指定認知症対

応型共同生活介護の提供に係る支援を行

うものをいう。以下この章において同じ。)

における共同生活住居の管理者をもって

充てることができる。 

 

3 共同生活住居の管理者は、適切な指定認

知症対応型共同生活介護を提供するため

に必要な知識及び経験を有し、特別養護老

人ホーム、老人デイサービスセンター、介

護老人保健施設、介護医療院、指定認知症

対応型共同生活介護事業所等の従業者又

は訪問介護員等として、3年以上認知症で

ある者の介護に従事した経験を有する者

2 共同生活住居の管理者は、適切な指定認

知症対応型共同生活介護を提供するため

に必要な知識及び経験を有し、特別養護老

人ホーム、老人デイサービスセンター、介

護老人保健施設、介護医療院、指定認知症

対応型共同生活介護事業所等の従業者又

は訪問介護員等として、3年以上認知症で

ある者の介護に従事した経験を有する者
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であって、省令第91条第3項の厚生労働大

臣が定める研修を修了しているものでな

ければならない。 

であって、省令第91条第2項の厚生労働大

臣が定める研修を修了しているものでな

ければならない。 

第115条 指定認知症対応型共同生活介護

事業所は、共同生活住居を有するものと

し、その数は1以上3以下(サテライト型指

定認知症対応型共同生活介護事業所にあ

っては、1又は2)とする。 

第115条 指定認知症対応型共同生活介護

事業所は、共同生活住居を有するものと

し、その数は1又は2とする。ただし、指

定認知症対応型共同生活介護事業所に係

る用地の確保が困難であることその他地

域の実情により指定認知症対応型共同生

活介護事業所の効率的運営に必要と認め

られる場合は、一の事業所における共同生

活住居の数を3とすることができる。 

2～7 (略) 2～7 (略) 

(指定認知症対応型共同生活介護の取扱方

針) 

(指定認知症対応型共同生活介護の取扱方

針) 

第119条 (略) 第119条 (略) 

2～6 (略) 2～6 (略) 

7 (各号列記以外の部分略) 7 (各号列記以外の部分略) 

(1) 身体的拘束等の適正化のための対策

を検討する委員会(テレビ電話装置等を

活用して行うことができるものとす

る。)を3月に1回以上開催するととも

に、その結果について、介護従業者その

他の従業者に周知徹底を図ること。 

(1) 身体的拘束等の適正化のための対策

を検討する委員会を3月に1回以上開催

するとともに、その結果について、介護

従業者その他の従業者に周知徹底を図

ること。 

(2)及び(3) (略) (2)及び(3) (略) 

8 指定認知症対応型共同生活介護事業者

は、自らその提供する指定認知症対応型共

同生活介護の質の評価を行うとともに、定

期的に次に掲げるいずれかの評価を受け

て、それらの結果を公表し、常にその改善

を図らなければならない。 

8 指定認知症対応型共同生活介護事業者

は、自らその提供する指定認知症対応型共

同生活介護の質の評価を行うとともに、定

期的に外部の者による評価を受けて、それ

らの結果を公表し、常にその改善を図らな

ければならない。 

(1) 外部の者による評価  

(2) 第130条において準用する第61条の

17第1項に規定する運営推進会議にお

ける評価 

 

(管理者による管理) (管理者による管理) 

第123条 共同生活住居の管理者は、同時に

介護保険施設、指定居宅サービス、指定地

域密着型サービス(サテライト型指定認知

症対応型共同生活介護事業所の場合は、本

第123条 共同生活住居の管理者は、同時に

介護保険施設、指定居宅サービス、指定地

域密着型サービス、指定介護予防サービス

若しくは指定地域密着型介護予防サービ
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体事業所が提供する指定認知症対応型共

同生活介護を除く。)、指定介護予防サー

ビス若しくは指定地域密着型介護予防サ

ービスの事業を行う事業所、病院、診療所

又は社会福祉施設を管理する者であって

はならない。ただし、これらの事業所、施

設等が同一敷地内にあること等により当

該共同生活住居の管理上支障がない場合

は、この限りでない。 

スの事業を行う事業所、病院、診療所又は

社会福祉施設を管理する者であってはな

らない。ただし、これらの事業所、施設等

が同一敷地内にあること等により当該共

同生活住居の管理上支障がない場合は、こ

の限りでない。 

(運営規程) (運営規程) 

第124条 (各号列記以外の部分略) 第124条 (各号列記以外の部分略) 

(1)～(6) (略) (1)～(6) (略) 

(7) 虐待の防止のための措置に関する事

項 

 

(8) (略) (7) (略) 

(勤務体制の確保等) (勤務体制の確保等) 

第125条 (略) 第125条 (略) 

2 (略) 2 (略) 

3 指定認知症対応型共同生活介護事業者

は、介護従業者の資質の向上のために、そ

の研修の機会を確保しなければならない。

その際、当該指定認知症対応型共同生活介

護事業者は、全ての介護従業者(看護師、

准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、

法第8条第2項に規定する政令で定める者

等の資格を有する者その他これに類する

者を除く。)に対し、認知症介護に係る基

礎的な研修を受講させるために必要な措

置を講じなければならない。 

3 指定認知症対応型共同生活介護事業者

は、介護従業者の資質の向上のために、そ

の研修の機会を確保しなければならない。 

4 指定認知症対応型共同生活介護事業者

は、適切な指定認知症対応型共同生活介護

の提供を確保する観点から、職場において

行われる性的な言動又は優越的な関係を

背景とした言動であって業務上必要かつ

相当な範囲を超えたものにより介護従業

者の就業環境が害されることを防止する

ための方針の明確化等の必要な措置を講

じなければならない。 

 

(準用) (準用) 

第130条 第11条、第12条、第14条、第15 第130条 第11条、第12条、第14条、第15
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条、第24条、第30条、第34条の2、第36

条から第38条まで、第40条、第42条から

第43条まで、第61条の11、第61条の16、

第61条の17第1項から第4項まで、第101

条、第104条及び第106条の規定は、指定

認知症対応型共同生活介護の事業につい

て準用する。この場合において、第11条

第1項中「第33条に規定する運営規程」と

あるのは「第124条に規定する重要事項に

関する規程」と、同項、第34条の2第2項、

第36条第1項並びに第42条の2第1号及び

第3号中「定期巡回・随時対応型訪問介護

看護従業者」とあるのは「介護従業者」と、

第61条の11第2項中「この節」とあるのは

「第9章第4節」と、第61条の16第2項第1

号及び第3号中「地域密着型通所介護従業

者」とあるのは「介護従業者」と、第61

条の17第1項中「地域密着型通所介護につ

いて知見を有する者」とあるのは「認知症

対応型共同生活介護について知見を有す

る者」と、「6月」とあるのは「2月」と、

第101条中「小規模多機能型居宅介護従業

者」とあるのは「介護従業者」と、第104

条中「指定小規模多機能型居宅介護事業

者」とあるのは「指定認知症対応型共同生

活介護事業者」と読み替えるものとする。 

条、第24条、第30条、第36条から第38条

まで、第40条、第42条、第43条、第61条

の11、第61条の16、第61条の17第1項か

ら第4項まで、第101条、第104条及び第

106条の規定は、指定認知症対応型共同生

活介護の事業について準用する。この場合

において、第11条第1項中「第33条に規定

する運営規程」とあるのは「第124条に規

定する重要事項に関する規程」と、「定期

巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」と

あるのは「介護従業者」と、第36条中「定

期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」

とあるのは「介護従業者」と、第61条の

11第2項中「この節」とあるのは「第9章

第4節」と、第61条の17第1項中「地域密

着型通所介護について知見を有する者」と

あるのは「認知症対応型共同生活介護につ

いて知見を有する者」と、「6月」とある

のは「2月」と、第101条中「小規模多機

能型居宅介護従業者」とあるのは「介護従

業者」と、第104条中「指定小規模多機能

型居宅介護事業者」とあるのは「指定認知

症対応型共同生活介護事業者」と読み替え

るものとする。 

(指定地域密着型特定施設入居者生活介護

の取扱方針) 

(指定地域密着型特定施設入居者生活介護

の取扱方針) 

第140条 (略) 第140条 (略) 

2～5 (略) 2～5 (略) 

6 (各号列記以外の部分略) 6 (各号列記以外の部分略) 

(1) 身体的拘束等の適正化のための対策

を検討する委員会(テレビ電話装置等を

活用して行うことができるものとす

る。)を3月に1回以上開催するとともに、

その結果について、介護職員その他の従

業者に周知徹底を図ること。 

(1) 身体的拘束等の適正化のための対策

を検討する委員会を3月に1回以上開催

するとともに、その結果について、介護

職員その他の従業者に周知徹底を図る

こと。 

(2)及び(3) (略) (2)及び(3) (略) 

7 (略) 7 (略) 

(運営規程) (運営規程) 
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第147条 (各号列記以外の部分略) 第147条 (各号列記以外の部分略) 

(1)～(8) (略) (1)～(8) (略) 

(9) 虐待の防止のための措置に関する事

項 

 

(10) (略) (9) (略) 

(勤務体制の確保等) (勤務体制の確保等) 

第148条 (略) 第148条 (略) 

2及び3 (略) 2及び3 (略) 

4 指定地域密着型特定施設入居者生活介

護事業者は、地域密着型特定施設従業者の

資質の向上のために、その研修の機会を確

保しなければならない。その際、当該指定

地域密着型特定施設入居者生活介護事業

者は、全ての地域密着型特定施設従業者

(看護師、准看護師、介護福祉士、介護支

援専門員、法第8条第2項に規定する政令

で定める者等の資格を有する者その他こ

れに類する者を除く。)に対し、認知症介

護に係る基礎的な研修を受講させるため

に必要な措置を講じなければならない。 

4 指定地域密着型特定施設入居者生活介

護事業者は、地域密着型特定施設従業者の

資質の向上のために、その研修の機会を確

保しなければならない。 

5 指定地域密着型特定施設入居者生活介

護事業者は、適切な指定地域密着型特定施

設入居者生活介護の提供を確保する観点

から、職場において行われる性的な言動又

は優越的な関係を背景とした言動であっ

て業務上必要かつ相当な範囲を超えたも

のにより地域密着型特定施設従業者の就

業環境が害されることを防止するための

方針の明確化等の必要な措置を講じなけ

ればならない。 

 

(準用) (準用) 

第151条 第14条、第15条、第24条、第30

条、第34条の2、第36条から第40条まで、

第42条から第43条まで、第61条の11、第

61条の15、第61条の16、第61条の17第1

項から第4項まで及び第101条の規定は、

指定地域密着型特定施設入居者生活介護

の事業について準用する。この場合におい

て、第34条の2第2項、第36条第1項並びに

第42条の2第1号及び第3号中「定期巡回・

第151条 第14条、第15条、第24条、第30

条、第36条から第40条まで、第42条、第

43条、第61条の11、第61条の15、第61条

の16、第61条の17第1項から第4項まで及

び第101条の規定は、指定地域密着型特定

施設入居者生活介護の事業について準用

する。この場合において、第36条中「定

期巡回・随時対応型介護看護従業者」とあ

るのは「地域密着型特定施設従業者」と、
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随時対応型訪問介護看護従業者」とあるの

は「地域密着型特定施設従業者」と、第

61条の11第2項中「この節」とあるのは「第

10章第4節」と、第61条の16第2項第1号及

び第3号中「地域密着型通所介護従業者」

とあるのは「地域密着型特定施設従業者」

と、第61条の17第1項中「地域密着型通所

介護について知見を有する者」とあるのは

「地域密着型特定施設入居者生活介護に

ついて知見を有する者」と、「6月」とあ

るのは「2月」と読み替えるものとする。 

第61条の11第2項中「この節」とあるのは

「第10章第4節」と、第61条の17第1項中

「地域密着型通所介護について知見を有

する者」とあるのは「地域密着型特定施設

入居者生活介護について知見を有する者」

と、「6月」とあるのは「2月」と読み替え

るものとする。 

第153条 指定地域密着型介護老人福祉施

設に置くべき従業者の員数は、次の各号に

掲げる区分に応じ、当該各号に定めるとこ

ろによる。ただし、他の社会福祉施設等の

栄養士又は管理栄養士との連携を図るこ

とにより当該指定地域密着型介護老人福

祉施設の効果的な運営を期待することが

できる場合であって、入所者の処遇に支障

がないときは、第4号に掲げる栄養士又は

管理栄養士を置かないことができる。 

第153条 指定地域密着型介護老人福祉施

設に置くべき従業者の員数は、次の各号に

掲げる区分に応じ、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

(1)～(3) (略) (1)～(3) (略) 

(4) 栄養士又は管理栄養士 1人以上 (4) 栄養士 1人以上 

(5)及び(6) (略) (5)及び(6) (略) 

2 (略) 2 (略) 

3 指定地域密着型介護老人福祉施設の従

業者は、専ら当該指定地域密着型介護老人

福祉施設の職務に従事する者でなければ

ならない。ただし、入所者の処遇に支障が

ない場合は、この限りでない。 

3 指定地域密着型介護老人福祉施設の従

業者は、専ら当該指定地域密着型介護老人

福祉施設の職務に従事する者でなければ

ならない。ただし、指定地域密着型介護老

人福祉施設(ユニット型指定地域密着型介

護老人福祉施設を除く。以下この項におい

て同じ。)にユニット型指定介護老人福祉

施設(指定介護老人福祉施設の人員、設備

及び運営に関する基準(平成11年厚生省令

第39号)第38条に規定するユニット型指

定介護老人福祉施設をいう。以下この項に

おいて同じ。)を併設する場合の指定地域

密着型介護老人福祉施設及びユニット型

指定介護老人福祉施設の介護職員及び看

護職員(船橋市指定介護老人福祉施設の人
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員、設備及び運営に関する基準等を定める

条例(平成24年船橋市条例第58号)第53条

第2項の規定に基づき配置される看護職

員に限る。)又は指定地域密着型介護老人

福祉施設にユニット型指定地域密着型介

護老人福祉施設を併設する場合の指定地

域密着型介護老人福祉施設及びユニット

型指定地域密着型介護老人福祉施設の介

護職員及び看護職員(第189条第2項の規

定に基づき配置される看護職員に限る。)

を除き、入所者の処遇に支障がない場合

は、この限りでない。 

4～7 (略) 4～7 (略) 

8 第1項第2号及び第4号から第6号までの

規定にかかわらず、サテライト型居住施設

の生活相談員、栄養士若しくは管理栄養

士、機能訓練指導員又は介護支援専門員に

ついては、次に掲げる本体施設の場合に

は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各

号に定める従業者により当該サテライト

型居住施設の入所者の処遇が適切に行わ

れると認められるときは、これを置かない

ことができる。 

8 第1項第2号及び第4号から第6号までの

規定にかかわらず、サテライト型居住施設

の生活相談員、栄養士、機能訓練指導員又

は介護支援専門員については、次に掲げる

本体施設の場合には、次の各号に掲げる区

分に応じ、当該各号に定める従業者により

当該サテライト型居住施設の入所者の処

遇が適切に行われると認められるときは、

これを置かないことができる。 

(1) 指定介護老人福祉施設又は指定地域

密着型介護老人福祉施設 生活相談員、

栄養士若しくは管理栄養士、機能訓練指

導員又は介護支援専門員 

(1) 指定介護老人福祉施設又は指定地域

密着型介護老人福祉施設 栄養士、機能

訓練指導員又は介護支援専門員 

(2) 介護老人保健施設 支援相談員、栄

養士若しくは管理栄養士、理学療法士、

作業療法士若しくは言語聴覚士又は介

護支援専門員 

(2) 介護老人保健施設 支援相談員、栄

養士、理学療法士、作業療法士若しくは

言語聴覚士又は介護支援専門員 

(3) 病院 栄養士若しくは管理栄養士

(病床数100床以上の病院の場合に限

る。)又は介護支援専門員(指定介護療養

型医療施設の場合に限る。) 

(3) 病院 栄養士(病床数100床以上の病

院の場合に限る。)又は介護支援専門員

(指定介護療養型医療施設の場合に限

る。) 

(4) 介護医療院 栄養士若しくは管理栄

養士又は介護支援専門員 

(4) 介護医療院 栄養士又は介護支援専

門員 

9～12 (略) 9～12 (略) 

13 指定地域密着型介護老人福祉施設に指

定通所介護事業所、指定短期入所生活介護

13 指定地域密着型介護老人福祉施設に指

定通所介護事業所、指定短期入所生活介護
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事業所等、指定地域密着型通所介護事業所

又は併設型指定認知症対応型通所介護の

事業を行う事業所若しくは指定地域密着

型介護予防サービス基準第5条第1項に規

定する併設型指定介護予防認知症対応型

通所介護の事業を行う事業所が併設され

る場合においては、当該併設される事業所

の生活相談員、栄養士又は機能訓練指導員

については、当該指定地域密着型介護老人

福祉施設の生活相談員、栄養士若しくは管

理栄養士又は機能訓練指導員により当該

事業所の利用者の処遇が適切に行われる

と認められるときは、これを置かないこと

ができる。 

事業所等、指定地域密着型通所介護事業所

又は併設型指定認知症対応型通所介護の

事業を行う事業所若しくは指定地域密着

型介護予防サービス基準第5条第1項に規

定する併設型指定介護予防認知症対応型

通所介護の事業を行う事業所が併設され

る場合においては、当該併設される事業所

の生活相談員、栄養士又は機能訓練指導員

については、当該指定地域密着型介護老人

福祉施設の生活相談員、栄養士又は機能訓

練指導員により当該事業所の利用者の処

遇が適切に行われると認められるときは、

これを置かないことができる。 

14～17 (略) 14～17 (略) 

(指定地域密着型介護老人福祉施設入所者

生活介護の取扱方針) 

(指定地域密着型介護老人福祉施設入所者

生活介護の取扱方針) 

第159条 (略) 第159条 (略) 

2～5 (略) 2～5 (略) 

6 (各号列記以外の部分略) 6 (各号列記以外の部分略) 

(1) 身体的拘束等の適正化のための対策

を検討する委員会(テレビ電話装置等を

活用して行うことができるものとす

る。)を3月に1回以上開催するとともに、

その結果について、介護職員その他の従

業者に周知徹底を図ること。 

(1) 身体的拘束等の適正化のための対策

を検討する委員会を3月に1回以上開催

するとともに、その結果について、介護

職員その他の従業者に周知徹底を図る

こと。 

(2)及び(3) (略) (2)及び(3) (略) 

7 (略) 7 (略) 

(地域密着型施設サービス計画の作成) (地域密着型施設サービス計画の作成) 

第160条 (略) 第160条 (略) 

2～5 (略) 2～5 (略) 

6 計画担当介護支援専門員は、サービス担

当者会議(入所者に対する指定地域密着型

介護老人福祉施設入所者生活介護の提供

に当たる他の担当者(以下この条において

「担当者」という。)を招集して行う会議

(テレビ電話装置等を活用して行うことが

できるものとする。ただし、入所者又はそ

の家族(以下この項において「入所者等」

という。)が参加する場合にあっては、テ

6 計画担当介護支援専門員は、サービス担

当者会議(入所者に対する指定地域密着型

介護老人福祉施設入所者生活介護の提供

に当たる他の担当者(以下この条において

「担当者」という。)を召集して行う会議

をいう。以下この章において同じ。)の開

催、担当者に対する照会等により、当該地

域密着型施設サービス計画の原案の内容

について、担当者から、専門的な見地から
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レビ電話装置等の活用について当該入所

者等の同意を得なければならない。)をい

う。以下この章において同じ。)の開催、

担当者に対する照会等により、当該地域密

着型施設サービス計画の原案の内容につ

いて、担当者から、専門的な見地からの意

見を求めるものとする。 

の意見を求めるものとする。 

7～12 (略) 7～12 (略) 

(栄養管理)  

第165条の2 指定地域密着型介護老人福祉

施設は、入所者の栄養状態の維持及び改善

を図り、自立した日常生活を営むことがで

きるよう、各入所者の状態に応じた栄養管

理を計画的に行わなければならない。 

 

(口腔
く う

衛生の管理)  

第165条の3 指定地域密着型介護老人福祉

施設は、入所者の口腔の健康の保持を図

り、自立した日常生活を営むことができる

よう、口腔衛生の管理体制を整備し、各入

所者の状態に応じた口腔衛生の管理を計

画的に行わなければならない。 

 

(運営規程) (運営規程) 

第170条 (各号列記以外の部分略) 第170条 (各号列記以外の部分略) 

(1)～(7) (略) (1)～(7) (略) 

(8) 虐待の防止のための措置に関する事

項 

 

(9) (略) (8) (略) 

(勤務体制の確保等) (勤務体制の確保等) 

第171条 (略) 第171条 (略) 

2 (略) 2 (略) 

3 指定地域密着型介護老人福祉施設は、従

業者に対し、その資質の向上のための研修

の機会を確保しなければならない。その

際、当該指定地域密着型介護老人福祉施設

は、全ての従業者(看護師、准看護師、介

護福祉士、介護支援専門員、法第8条第2

項に規定する政令で定める者等の資格を

有する者その他これに類する者を除く。)

に対し、認知症介護に係る基礎的な研修を

受講させるために必要な措置を講じなけ

3 指定地域密着型介護老人福祉施設は、従

業者に対し、その資質の向上のための研修

の機会を確保しなければならない。 
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ればならない。 

4 指定地域密着型介護老人福祉施設は、適

切な指定地域密着型介護老人福祉施設入

所者生活介護の提供を確保する観点から、

職場において行われる性的な言動又は優

越的な関係を背景とした言動であって業

務上必要かつ相当な範囲を超えたものに

より従業者の就業環境が害されることを

防止するための方針の明確化等の必要な

措置を講じなければならない。 

 

(衛生管理等) (衛生管理等) 

第173条 (略) 第173条 (略) 

2 (各号列記以外の部分略) 2 (各号列記以外の部分略) 

(1) 当該指定地域密着型介護老人福祉施

設における感染症及び食中毒の予防及

びまん延の防止のための対策を検討す

る委員会(テレビ電話装置等を活用して

行うことができるものとする。)をおお

むね3月に1回以上開催するとともに、

その結果について、介護職員その他の従

業者に周知徹底を図ること。 

(1) 当該指定地域密着型介護老人福祉施

設における感染症及び食中毒の予防及

びまん延の防止のための対策を検討す

る委員会をおおむね3月に1回以上開催

するとともに、その結果について、介護

職員その他の従業者に周知徹底を図る

こと。 

(2) (略) (2) (略) 

(3) 当該指定地域密着型介護老人福祉施

設において、介護職員その他の従業者に

対し、感染症及び食中毒の予防及びまん

延の防止のための研修並びに感染症の

予防及びまん延の防止のための訓練を

定期的に実施すること。 

(3) 当該指定地域密着型介護老人福祉施

設において、介護職員その他の従業者に

対し、感染症及び食中毒の予防及びまん

延の防止のための研修を定期的に実施

すること。 

(4) (略) (4) (略) 

(事故発生の防止及び発生時の対応) (事故発生の防止及び発生時の対応) 

第177条 (各号列記以外の部分略) 第177条 (各号列記以外の部分略) 

(1)及び(2) (略) (1)及び(2) (略) 

(3) 事故発生の防止のための委員会(テ

レビ電話装置等を活用して行うことが

できるものとする。)及び従業者に対す

る研修を定期的に行うこと。 

(3) 事故発生の防止のための委員会及び

従業者に対する研修を定期的に行うこ

と。 

(4) 前3号に掲げる措置を適切に実施す

るための担当者を置くこと。 

 

2～4 (略) 2～4 (略) 

(準用) (準用) 
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第179条 第11条、第12条、第14条、第15

条、第24条、第30条、第34条の2、第36

条、第38条、第40条、第42条の2、第43

条、第61条の11、第61条の15及び第61条

の17第1項から第4項までの規定は、指定

地域密着型介護老人福祉施設について準

用する。この場合において、第11条第1項

中「第33条に規定する運営規程」とある

のは「第170条に規定する重要事項に関す

る規程」と、同項、第34条の2第2項、第

36条第1項並びに第42条の2第1号及び第3

号中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護

従業者」とあるのは「従業者」と、第15

条第1項中「指定定期巡回・随時対応型訪

問介護看護の提供の開始に際し、」とある

のは「入所の際に」と、同条第2項中「指

定居宅介護支援が利用者に対して行われ

ていない等の場合であって必要と認める

ときは、要介護認定」とあるのは「要介護

認定」と、第61条の11第2項中「この節」

とあるのは「第11章第4節」と、第61条の

17第1項中「地域密着型通所介護について

知見を有する者」とあるのは「地域密着型

介護老人福祉施設入所者生活介護につい

て知見を有する者」と、「6月」とあるの

は「2月」と読み替えるものとする。 

第179条 第11条、第12条、第14条、第15

条、第24条、第30条、第36条、第38条、

第40条、第43条、第61条の11、第61条の

15及び第61条の17第1項から第4項までの

規定は、指定地域密着型介護老人福祉施設

について準用する。この場合において、第

11条第1項中「第33条に規定する運営規

程」とあるのは「第170条に規定する重要

事項に関する規程」と、「定期巡回・随時

対応型訪問介護看護従業者」とあるのは

「従業者」と、第15条第1項中「指定定期

巡回・随時対応型訪問介護看護の提供の開

始に際し、」とあるのは「入所の際に」と、

同条第2項中「指定居宅介護支援が利用者

に対して行われていない等の場合であっ

て必要と認めるときは、要介護認定」とあ

るのは「要介護認定」と、第36条中「定

期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」

とあるのは「従業者」と、第61条の11第2

項中「この節」とあるのは「第11章第4節」

と、第61条の17第1項中「地域密着型通所

介護について知見を有する者」とあるのは

「地域密着型介護老人福祉施設入所者生

活介護について知見を有する者」と、「6

月」とあるのは「2月」と読み替えるもの

とする。 

第182条 (各号列記以外の部分略) 第182条 (各号列記以外の部分略) 

(1) (略) (1) (略) 

ア (略) ア (略) 

(ｱ) (略) (ｱ) (略) 

(ｲ) 居室は、いずれかのユニットに

属するものとし、当該ユニットの共

同生活室に近接して一体的に設け

ること。ただし、一のユニットの入

居定員は、原則としておおむね10

人以下とし、15人を超えないもの

とする。 

(ｲ) 居室は、いずれかのユニットに

属するものとし、当該ユニットの共

同生活室に近接して一体的に設け

ること。ただし、一のユニットの入

居定員は、おおむね10人以下とし

なければならない。 

(ｳ) 一の居室の床面積等は、10.65平

方メートル以上((ｱ)ただし書の場合

にあっては、21.3平方メートル以

(ｳ) 一の居室の床面積等は、10.65平

方メートル以上((ｱ)ただし書の場合

にあっては、21.3平方メートル以
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上)とすること。 上)とすること。この場合において、

ユニットに属さない居室を改修し

たものについては、入居者同士の視

線の遮断の確保を前提にした上で、

居室を隔てる壁について、天井との

間に一定の隙間が生じていても差

し支えない。 

(ｴ) (略) (ｴ) (略) 

イ～エ (略) イ～エ (略) 

(2)～(4) (略) (2)～(4) (略) 

2及び3 (略) 2及び3 (略) 

(指定地域密着型介護老人福祉施設入所者

生活介護の取扱方針) 

(指定地域密着型介護老人福祉施設入所者

生活介護の取扱方針) 

第184条 (略) 第184条 (略) 

2～7 (略) 2～7 (略) 

8 (各号列記以外の部分略) 8 (各号列記以外の部分略) 

(1) 身体的拘束等の適正化のための対策

を検討する委員会(テレビ電話装置等を

活用して行うことができるものとす

る。)を3月に1回以上開催するとともに、

その結果について、介護職員その他の従

業者に周知徹底を図ること。 

(1) 身体的拘束等の適正化のための対策

を検討する委員会を3月に1回以上開催

するとともに、その結果について、介護

職員その他の従業者に周知徹底を図る

こと。 

(2)及び(3) (略) (2)及び(3) (略) 

9 (略) 9 (略) 

(運営規程) (運営規程) 

第188条 (各号列記以外の部分略) 第188条 (各号列記以外の部分略) 

(1)～(8) (略) (1)～(8) (略) 

(9) 虐待の防止のための措置に関する事

項 

 

(10) (略) (9) (略) 

(勤務体制の確保等) (勤務体制の確保等) 

第189条 (略) 第189条 (略) 

2及び3 (略) 2及び3 (略) 

4 ユニット型指定地域密着型介護老人福

祉施設は、従業者に対し、その資質の向上

のための研修の機会を確保しなければな

らない。その際、当該ユニット型指定地域

密着型介護老人福祉施設は、全ての従業者

(看護師、准看護師、介護福祉士、介護支

援専門員、法第8条第2項に規定する政令

4 ユニット型指定地域密着型介護老人福

祉施設は、従業者に対し、その資質の向上

のための研修の機会を確保しなければな

らない。 
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で定める者等の資格を有する者その他こ

れに類する者を除く。)に対し、認知症介

護に係る基礎的な研修を受講させるため

に必要な措置を講じなければならない。 

5 ユニット型指定地域密着型介護老人福

祉施設は、適切な指定地域密着型介護老人

福祉施設入所者生活介護の提供を確保す

る観点から、職場において行われる性的な

言動又は優越的な関係を背景とした言動

であって業務上必要かつ相当な範囲を超

えたものにより従業者の就業環境が害さ

れることを防止するための方針の明確化

等の必要な措置を講じなければならない。 

 

(準用) (準用) 

第191条 第11条、第12条、第14条、第15

条、第24条、第30条、第34条の2、第36

条、第38条、第40条、第42条の2、第43

条、第61条の11、第61条の15、第61条の

17第1項から第4項まで、第155条から第

157条まで、第160条、第163条、第165条

から第169条まで及び第173条から第178

条までの規定は、ユニット型指定地域密着

型介護老人福祉施設について準用する。こ

の場合において、第11条第1項中「第33条

に規定する運営規程」とあるのは「第188

条に規定する重要事項に関する規程」と、

同項、第34条の2第2項、第36条第1項並び

に第42条の2第1号及び第3号中「定期巡

回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあ

るのは「従業者」と、第15条第1項中「指

定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提

供の開始に際し、」とあるのは「入居の際

に」と、同条第2項中「指定居宅介護支援

が利用者に対して行われていない等の場

合であって必要と認めるときは、要介護認

定」とあるのは「要介護認定」と、第61

条の11第2項中「この節」とあるのは「第

11章第5節」と、第61条の17第1項中「地

域密着型通所介護について知見を有する

者」とあるのは「地域密着型介護老人福祉

第191条 第11条、第12条、第14条、第15

条、第24条、第30条、第36条、第38条、

第40条、第43条、第61条の11、第61条の

15、第61条の17第1項から第4項まで、第

155条から第157条まで、第160条、第163

条、第165条から第169条まで及び第173

条から第178条までの規定は、ユニット型

指定地域密着型介護老人福祉施設につい

て準用する。この場合において、第11条

第1項中「第33条に規定する運営規程」と

あるのは「第188条に規定する重要事項に

関する規程」と、「定期巡回・随時対応型

訪問介護看護従業者」とあるのは「従業者」

と、第15条第1項中「指定定期巡回・随時

対応型訪問介護看護の提供の開始に際

し、」とあるのは「入居の際に」と、同条

第2項中「指定居宅介護支援が利用者に対

して行われていない等の場合であって必

要と認めるときは、要介護認定」とあるの

は「要介護認定」と、第36条中「定期巡

回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあ

るのは「従業者」と、第61条の11第2項中

「この節」とあるのは「第11章第5節」と、

第61条の17第1項中「地域密着型通所介護

について知見を有する者」とあるのは「地

域密着型介護老人福祉施設入所者生活介
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施設入所者生活介護について知見を有す

る者」と、「6月」とあるのは「2月」と、

第169条中「第160条」とあるのは「第191

条において準用する第160条」と、同条第

5号中「第159条第5項」とあるのは「第184

条第7項」と、同条第6号中「第179条」と

あるのは「第191条」と、同条第7号中「第

177条第3項」とあるのは「第191条におい

て準用する第177条第3項」と、第178条第

2項第2号中「第157条第2項」とあるのは

「第191条において準用する第157条第2

項」と、同項第3号中「第159条第5項」と

あるのは「第184条第7項」と、同項第4号

及び第5号中「次条」とあるのは「第191

条」と、同項第6号中「前条第3項」とあ

るのは「第191条において準用する前条第

3項」と読み替えるものとする。 

護について知見を有する者」と、「6月」

とあるのは「2月」と、第169条中「第160

条」とあるのは「第191条において準用す

る第160条」と、同条第5号中「第159条第

5項」とあるのは「第184条第7項」と、同

条第6号中「第179条」とあるのは「第191

条」と、同条第7号中「第177条第3項」と

あるのは「第191条において準用する第

177条第3項」と、第178条第2項第2号中「第

157条第2項」とあるのは「第191条におい

て準用する第157条第2項」と、同項第3号

中「第159条第5項」とあるのは「第184

条第7項」と、同項第4号及び第5号中「次

条」とあるのは「第191条」と、同項第6

号中「前条第3項」とあるのは「第191条

において準用する前条第3項」と読み替え

るものとする。 

(準用) (準用) 

第204条 第11条から第15条まで、第22条、

第24条、第30条、第34条の2、第36条から

第40条まで、第42条から第43条まで、第

61条の11、第61条の13、第61条の16、第

61条の17、第89条から第92条まで、第95

条から第97条まで、第99条、第100条、第

102条から第106条まで及び第108条の規

定は、指定看護小規模多機能型居宅介護の

事業について準用する。この場合におい

て、第11条第1項中「第33条に規定する運

営規程」とあるのは「第204条において準

用する第102条に規定する重要事項に関

する規程」と、同項、第34条の2第2項、

第36条第1項並びに第42条の2第1号及び

第3号中「定期巡回・随時対応型訪問介護

看護従業者」とあるのは「看護小規模多機

能型居宅介護従業者」と、第61条の11第2

項中「この節」とあるのは「第12章第4節」

と、第61条の13第3項及び第4項並びに第

61条の16第2項第1号及び第3号中「地域密

着型通所介護従業者」とあるのは「看護小

規模多機能型居宅介護従業者」と、第61

第204条 第11条から第15条まで、第22条、

第24条、第30条、第36条から第40条まで、

第42条、第43条、第61条の11、第61条の

13、第61条の16、第61条の17、第89条か

ら第92条まで、第95条から第97条まで、

第99条、第100条、第102条から第106条

まで及び第108条の規定は、指定看護小規

模多機能型居宅介護の事業について準用

する。この場合において、第11条第1項中

「第33条に規定する運営規程」とあるの

は「第204条において準用する第102条に

規定する重要事項に関する規程」と、「定

期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」

とあるのは「看護小規模多機能型居宅介護

従業者」と、第36条中「定期巡回・随時

対応型訪問介護看護従業者」とあるのは

「看護小規模多機能型居宅介護従業者」

と、第61条の11第2項中「この節」とある

のは「第12章第4節」と、第61条の13第3

項中「地域密着型通所介護従業者」とある

のは「看護小規模多機能型居宅介護従業

者」と、第61条の17第1項中「地域密着型
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条の17第1項中「地域密着型通所介護につ

いて知見を有する者」とあるのは「看護小

規模多機能型居宅介護について知見を有

する者」と、「6月」とあるのは「2月」と、

「活動状況」とあるのは「通いサービス及

び宿泊サービスの提供回数等の活動状況」

と、第89条中「第84条第12項」とあるの

は「第193条第13項」と、第91条及び第99

条中「小規模多機能型居宅介護従業者」と

あるのは「看護小規模多機能型居宅介護従

業者」と、第108条中「第84条第6項」と

あるのは「第193条第7項各号」と読み替

えるものとする。 

通所介護について知見を有する者」とある

のは「看護小規模多機能型居宅介護につい

て知見を有する者」と、「6月」とあるの

は「2月」と、「活動状況」とあるのは「通

いサービス及び宿泊サービスの提供回数

等の活動状況」と、第89条中「第84条第

12項」とあるのは「第193条第13項」と、

第91条及び第99条中「小規模多機能型居

宅介護従業者」とあるのは「看護小規模多

機能型居宅介護従業者」と、第108条中「第

84条第6項」とあるのは「第193条第7項各

号」と読み替えるものとする。 

第14章 雑則  

(電磁的記録等)  

第206条 指定地域密着型サービス事業者

及び指定地域密着型サービスの提供に当

たる者は、作成、保存その他これらに類す

るもののうち、この条例の規定において書

面(書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、

副本、複本その他文字、図形等人の知覚に

よって認識することができる情報が記載

された紙その他の有体物をいう。以下この

条において同じ。)で行うことが規定され

ている又は想定されるもの(第14条第1項

(第61条、第61条の20、第61条の20の3、

第61条の38、第82条、第110条、第130条、

第151条、第179条、第191条及び第204条

において準用する場合を含む。)、第117

条第1項、第138条第1項及び第157条第1

項(第191条において準用する場合を含

む。)並びに次項に規定するものを除く。)

については、書面に代えて、当該書面に係

る電磁的記録により行うことができる。 

 

2 指定地域密着型サービス事業者及び指

定地域密着型サービスの提供に当たる者

は、交付、説明、同意、承諾、締結その他

これらに類するもの(以下「交付等」とい

う。)のうち、この条例の規定において書

面で行うことが規定されている又は想定
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されるものについては、当該交付等の相手

方の承諾を得て、書面に代えて、電磁的方

法によることができる。 

附 則 附 則 

1～3 (略) 1～3 (略) 

4 一般病床、精神病床又は療養病床を有す

る病院の一般病床、精神病床又は療養病床

を令和6年3月31日までの間に転換(当該

病院の一般病床、精神病床又は療養病床の

病床数を減少させるとともに、当該病院の

施設を介護老人保健施設、軽費老人ホーム

(老人福祉法(昭和38年法律第133号)第20

条の6に規定する軽費老人ホームをいう。

以下同じ。)その他の要介護者、要支援者

その他の者を入所又は入居させるための

施設の用に供することをいう。)を行って、

指定地域密着型介護老人福祉施設を開設

しようとする場合において、当該転換に係

る食堂及び機能訓練室については、第154

条第1項第7号アの規定にかかわらず、食

堂は、1平方メートルに入所定員を乗じて

得た面積以上を有し、機能訓練室は、40

平方メートル以上の面積を有しなければ

ならない。この場合において、食事の提供

又は機能訓練を行う際に当該食事の提供

又は機能訓練に支障がない広さを確保す

ることができるときは、同一の場所とする

ことができるものとする。 

4 一般病床、精神病床又は療養病床を有す

る病院の一般病床、精神病床又は療養病床

を平成36年3月31日までの間に転換(当該

病院の一般病床、精神病床又は療養病床の

病床数を減少させるとともに、当該病院の

施設を介護老人保健施設、軽費老人ホーム

(老人福祉法(昭和38年法律第133号)第20

条の6に規定する軽費老人ホームをいう。

以下同じ。)その他の要介護者、要支援者

その他の者を入所又は入居させるための

施設の用に供することをいう。)を行って、

指定地域密着型介護老人福祉施設を開設

しようとする場合において、当該転換に係

る食堂及び機能訓練室については、第154

条第1項第7号アの規定にかかわらず、食

堂は、1平方メートルに入所定員を乗じて

得た面積以上を有し、機能訓練室は、40

平方メートル以上の面積を有しなければ

ならない。この場合において、食事の提供

又は機能訓練を行う際に当該食事の提供

又は機能訓練に支障がない広さを確保す

ることができるときは、同一の場所とする

ことができるものとする。 

5 一般病床又は療養病床を有する診療所

の一般病床又は療養病床を令和6年3月31

日までの間に転換(当該診療所の一般病床

又は療養病床の病床数を減少させるとと

もに、当該診療所の施設を介護老人保健施

設、軽費老人ホームその他の要介護者、要

支援者その他の者を入所し、又は入居させ

るための施設の用に供することをいう。)

を行って、指定地域密着型介護老人福祉施

設を開設しようとする場合において、当該

転換に係る食堂及び機能訓練室について

は、第154条第1項第7号アの規定にかかわ

5 一般病床又は療養病床を有する診療所

の一般病床又は療養病床を平成36年3月

31日までの間に転換(当該診療所の一般病

床又は療養病床の病床数を減少させると

ともに、当該診療所の施設を介護老人保健

施設、軽費老人ホームその他の要介護者、

要支援者その他の者を入所し、又は入居さ

せるための施設の用に供することをい

う。)を行って、指定地域密着型介護老人

福祉施設を開設しようとする場合におい

て、当該転換に係る食堂及び機能訓練室に

ついては、第154条第1項第7号アの規定に

－70－



らず、次の各号に掲げる基準のいずれかに

適合するものとする。 

かかわらず、次の各号に掲げる基準のいず

れかに適合するものとする。 

(1)及び(2) (略) (1)及び(2) (略) 

6 一般病床、精神病床若しくは療養病床を

有する病院の一般病床、精神病床若しくは

療養病床又は一般病床若しくは療養病床

を有する診療所の一般病床若しくは療養

病床を令和6年3月31日までの間に転換

(当該病院の一般病床、精神病床若しくは

療養病床又は当該診療所の一般病床若し

くは療養病床の病床数を減少させるとと

もに、当該病院又は診療所の施設を介護老

人保健施設、軽費老人ホームその他の要介

護者、要支援者その他の者を入所し、又は

入居させるための施設の用に供すること

をいう。)を行って、指定地域密着型介護

老人福祉施設を開設しようとする場合に

おいて、第154条第1項第8号及び第182条

第1項第4号の規定にかかわらず、当該転

換に係る廊下の幅については、1.2メート

ル以上(中廊下にあっては、1.6メートル以

上)とする。 

6 一般病床、精神病床若しくは療養病床を

有する病院の一般病床、精神病床若しくは

療養病床又は一般病床若しくは療養病床

を有する診療所の一般病床若しくは療養

病床を平成36年3月31日までの間に転換

(当該病院の一般病床、精神病床若しくは

療養病床又は当該診療所の一般病床若し

くは療養病床の病床数を減少させるとと

もに、当該病院又は診療所の施設を介護老

人保健施設、軽費老人ホームその他の要介

護者、要支援者その他の者を入所し、又は

入居させるための施設の用に供すること

をいう。)を行って、指定地域密着型介護

老人福祉施設を開設しようとする場合に

おいて、第154条第1項第8号及び第182条

第1項第4号の規定にかかわらず、当該転

換に係る廊下の幅については、1.2メート

ル以上(中廊下にあっては、1.6メートル以

上)とする。 

7及び8 (略) 7及び8 (略) 

9 第132条の規定にかかわらず、療養病床

等を有する病院又は病床を有する診療所

の開設者が、当該病院の療養病床等又は当

該診療所の病床を令和6年3月31日までの

間に転換(当該病院の療養病床等又は当該

診療所の病床の病床数を減少させるとと

もに、当該病院等の施設を介護医療院、軽

費老人ホームその他の要介護者、要支援者

その他の者を入所又は入居させるための

施設の用に供することをいう。次項におい

て同じ。)を行って指定地域密着型特定施

設入居者生活介護の事業を行う医療機関

併設型指定地域密着型特定施設(介護老人

保健施設、介護医療院又は病院若しくは診

療所に併設される指定地域密着型特定施

設をいう。以下この項及び次項において同

じ。)の生活相談員、機能訓練指導員及び

9 第132条の規定にかかわらず、療養病床

等を有する病院又は病床を有する診療所

の開設者が、当該病院の療養病床等又は当

該診療所の病床を平成36年3月31日まで

の間に転換(当該病院の療養病床等又は当

該診療所の病床の病床数を減少させると

ともに、当該病院等の施設を介護医療院、

軽費老人ホームその他の要介護者、要支援

者その他の者を入所又は入居させるため

の施設の用に供することをいう。次項にお

いて同じ。)を行って指定地域密着型特定

施設入居者生活介護の事業を行う医療機

関併設型指定地域密着型特定施設(介護老

人保健施設、介護医療院又は病院若しくは

診療所に併設される指定地域密着型特定

施設をいう。以下この項及び次項において

同じ。)の生活相談員、機能訓練指導員及
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計画作成担当者の員数の基準は、次の各号

に掲げる区分に応じ、当該各号に定めると

ころによる。 

び計画作成担当者の員数の基準は、次の各

号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める

ところによる。 

(1)及び(2) (略) (1)及び(2) (略) 

10 第134条の規定にかかわらず、療養病床

等を有する病院又は病床を有する診療所

の開設者が、当該病院の療養病床等又は当

該診療所の病床を令和6年3月31日までの

間に転換を行って指定地域密着型特定施 

10 第134条の規定にかかわらず、療養病床

等を有する病院又は病床を有する診療所

の開設者が、当該病院の療養病床等又は当

該診療所の病床を平成36年3月31日まで

の間に転換を行って指定地域密着型特定 

設入居者生活介護の事業を行う場合の医

療機関併設型指定地域密着型特定施設に

おいては、併設される介護老人保健施設、

介護医療院又は病院若しくは診療所の施

設を利用することにより、当該医療機関併

設型指定地域密着型特定施設の利用者の

処遇が適切に行われると認められるとき

は、当該医療機関併設型指定地域密着型特

定施設に浴室、便所及び食堂を設けないこ

とができる。 

施設入居者生活介護の事業を行う場合の

医療機関併設型指定地域密着型特定施設

においては、併設される介護老人保健施

設、介護医療院又は病院若しくは診療所の

施設を利用することにより、当該医療機関

併設型指定地域密着型特定施設の利用者

の処遇が適切に行われると認められると

きは、当該医療機関併設型指定地域密着型

特定施設に浴室、便所及び食堂を設けない

ことができる。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

（虐待の防止に係る経過措置） 

２ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、改正後の船橋市指定地域密着

型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（以下「新条例」

という。）第５条第３項及び第４２条の２（新条例第６１条、第６１条の２０、第６１条

の２０の３、第６１条の３８、第８２条、第１１０条、第１３０条、第１５１条、第１

７９条、第１９１条及び第２０４条において準用する場合を含む。）の規定の適用につい

ては、これらの規定中「講じなければ」とあるのは、「講じるよう努めなければ」とし、

新条例第３３条、第５７条、第６１条の１２（新条例第６１条の２０の３において準用

する場合を含む。）、第６１条の３４、第７５条、第１０２条（新条例第２０４条におい

て準用する場合を含む。）、第１２４条、第１４７条、第１７０条及び第１８８条の規定

の適用については、これらの規定中「、次に」とあるのは「、虐待の防止のための措置

に関する事項に関する規程を定めておくよう努めるとともに、次に」と、「重要事項」と
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あるのは「重要事項（虐待の防止のための措置に関する事項を除く。）」とする。 

（業務継続計画の策定等に係る経過措置） 

３ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新条例第３４条の２（新条例

第６１条、第６１条の２０、第６１条の２０の３、第６１条の３８、第８２条、第１１

０条、第１３０条、第１５１条、第１７９条、第１９１条及び第２０４条において準用

する場合を含む。）の規定の適用については、これらの規定中「講じなければ」とあるの

は「講じるよう努めなければ」と、「実施しなければ」とあるのは「実施するよう努めな

ければ」と、「行うものとする」とあるのは「行うよう努めるものとする」とする。 

（感染症の予防及びまん延の防止のための措置に係る経過措置） 

４ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新条例第３５条第３項（新条

例第６１条において準用する場合を含む。）及び第６１条の１６第２項（新条例第６１条

の２０の３、第６１条の３８、第８２条、第１１０条、第１３０条、第１５１条及び第

２０４条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、これらの規定中「講

じなければ」とあるのは、「講じるよう努めなければ」とする。 

（認知症に係る基礎的な研修の受講に関する経過措置） 

５ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新条例第６１条の１３第３項

（新条例第６１条の２０の３、第６１条の３８、第８２条、第１１０条及び第２０４条

において準用する場合を含む。）、第１２５条第３項、第１４８条第４項、第１７１条第

３項及び第１８９条第４項の規定の適用については、これらの規定中「講じなければ」

とあるのは、「講じるよう努めなければ」とする。 

（ユニットの定員に係る経過措置） 

６ この条例の施行の日以降、当分の間、新条例第１８２条第１項第１号ア(ｲ)の規定に基

づき入居定員が１０人を超えるユニットを整備するユニット型指定地域密着型介護老人

福祉施設は、新条例第１５３条第１項第３号（後段に係る部分を除く。）及び第１８９条

第２項の基準を満たすほか、ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設における夜間

及び深夜を含めた介護職員並びに看護師及び准看護師の配置の実態を勘案して職員を配

置するよう努めるものとする。 

７ この条例の施行の際現に存する建物（基本的な設備が完成しているものを含み、この

条例の施行の後に増築され、又は全面的に改築された部分を除く。）の居室であって、改

正前の第１８２条第１項第１号ア(ｳ)（後段に係る部分に限る。）の規定の要件を満たし
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ている居室については、なお従前の例による。 

（栄養管理に係る経過措置） 

８ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新条例第１６５条の２（新条

例第１９１条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、これらの規定中

「行わなければ」とあるのは、「行うよう努めなければ」とする。 

（口腔
くう

衛生の管理に係る経過措置） 

９ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新条例第１６５条の３（新条

例第１９１条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、これらの規定中

「行わなければ」とあるのは、「行うよう努めなければ」とする。 

（事故発生の防止及び発生時の対応に係る経過措置） 

１０ この条例の施行の日から起算して６月を経過する日までの間、新条例第１７７条第

１項（新条例第１９１条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、これ

らの規定中「次に掲げる措置を講じなければ」とあるのは、「第１号から第３号に掲げる

措置を講じるとともに、第４号に掲げる措置を講じるよう努めなければ」とする。 

（感染症の予防及びまん延の防止のための訓練に係る経過措置） 

１１ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新条例第１７３条第２項第

３号（新条例第１９１条において準用する場合を含む。）の規定にかかわらず、指定地域

密着型介護老人福祉施設は、その従業者に対し、感染症及び食中毒の予防及びまん延の

防止のための研修を定期的に実施するとともに、感染症の予防及びまん延の防止のため

の訓練を定期的に実施するよう努めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

理 由 

 

指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い、

所要の改正等を行う必要がある。これが、この条例案を提出する理由である。 
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議案第３８号 

 

 船橋市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密

着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定め

る条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  令和３年２月１５日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹 

 

 

船橋市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地

域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基

準等を定める条例の一部を改正する条例 

 

 船橋市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密

着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定め

る条例（平成２４年船橋市条例第５７号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

目次 目次 

第1章～第7章 (略) 第1章～第7章 (略) 

第8章 雑則(第93条)  

附則 附則 

第4条 (略) 第4条 (略) 

2 (略) 2 (略) 

3 指定地域密着型介護予防サービス事業

者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等

のため、必要な体制の整備を行うととも

に、その従業者に対し、研修を実施する等

の措置を講じなければならない。 

 

4 指定地域密着型介護予防サービス事業

者は、指定地域密着型介護予防サービスを

提供するに当たっては、法第118条の2第1
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項に規定する介護保険等関連情報その他

必要な情報を活用し、適切かつ有効に行う

よう努めなければならない。 

(従業者の員数) (従業者の員数) 

第9条 指定認知症対応型共同生活介護事

業所若しくは指定介護予防認知症対応型

共同生活介護事業所(第72条第1項に規定

する指定介護予防認知症対応型共同生活

介護事業所をいう。次条において同じ。)

の居間若しくは食堂又は指定地域密着型

特定施設(指定地域密着型サービスの事業

の人員、設備及び運営に関する基準(平成

18年厚生労働省令第34号。以下「指定地

域密着型サービス基準」という。)第109

条第1項に規定する指定地域密着型特定

施設をいう。次条及び第45条第6項におい

て同じ。)若しくは指定地域密着型介護老

人福祉施設(指定地域密着型サービス基準

第130条第1項に規定する指定地域密着型

介護老人福祉施設をいう。次条及び第45

条第6項において同じ。)の食堂若しくは共

同生活室において、これらの事業所又は施

設(第11条第1項において「本体事業所等」

という。)の利用者、入居者又は入所者と

ともに行う指定介護予防認知症対応型通

所介護(以下「共用型指定介護予防認知症

対応型通所介護」という。)の事業を行う

者(以下「共用型指定介護予防認知症対応

型通所介護事業者」という。)が当該事業

を行う事業所(以下「共用型指定介護予防

認知症対応型通所介護事業所」という。)

に置くべき従業者の員数は、当該利用者、

当該入居者又は当該入所者の数と当該共

用型指定介護予防認知症対応型通所介護

の利用者(当該共用型指定介護予防認知症

対応型通所介護事業者が共用型指定認知

症対応型通所介護事業者の指定を併せて

受け、かつ、共用型指定介護予防認知症対

応型通所介護の事業と共用型指定認知症

対応型通所介護の事業とが同一の事業所

第9条 指定認知症対応型共同生活介護事

業所若しくは指定介護予防認知症対応型

共同生活介護事業所(第72条第1項に規定

する指定介護予防認知症対応型共同生活

介護事業所をいう。次条において同じ。)

の居間若しくは食堂又は指定地域密着型

特定施設(指定地域密着型サービスの事業

の人員、設備及び運営に関する基準(平成

18年厚生労働省令第34号。以下「指定地

域密着型サービス基準」という。)第109

条第1項に規定する指定地域密着型特定

施設をいう。次条及び第45条第6項におい

て同じ。)若しくは指定地域密着型介護老

人福祉施設(指定地域密着型サービス基準

第130条第1項に規定する指定地域密着型

介護老人福祉施設をいう。次条及び第45

条第6項において同じ。)の食堂若しくは共

同生活室において、これらの事業所又は施

設の利用者、入居者又は入所者とともに行

う指定介護予防認知症対応型通所介護(以

下「共用型指定介護予防認知症対応型通所

介護」という。)の事業を行う者(以下「共

用型指定介護予防認知症対応型通所介護

事業者」という。)が当該事業を行う事業

所(以下「共用型指定介護予防認知症対応

型通所介護事業所」という。)に置くべき

従業者の員数は、当該利用者、当該入居者

又は当該入所者の数と当該共用型指定介

護予防認知症対応型通所介護の利用者(当

該共用型指定介護予防認知症対応型通所

介護事業者が共用型指定認知症対応型通

所介護事業者の指定を併せて受け、かつ、

共用型指定介護予防認知症対応型通所介

護の事業と共用型指定認知症対応型通所

介護の事業とが同一の事業所において一

体的に運営されている場合にあっては、当
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において一体的に運営されている場合に

あっては、当該事業所における共用型指定

介護予防認知症対応型通所介護又は共用

型指定認知症対応型通所介護の利用者。次

条において同じ。)の数を合計した数につ

いて、第72条又は指定地域密着型サービ

ス基準条例第112条、第132条若しくは第

153条の規定を満たすために必要な員数

以上とする。 

該事業所における共用型指定介護予防認

知症対応型通所介護又は共用型指定認知

症対応型通所介護の利用者。次条において

同じ。)の数を合計した数について、第72

条又は指定地域密着型サービス基準条例

第112条、第132条若しくは第153条の規定

を満たすために必要な員数以上とする。 

2 (略) 2 (略) 

(管理者) (管理者) 

第11条 共用型指定介護予防認知症対応型

通所介護事業者は、共用型指定介護予防認

知症対応型通所介護事業所ごとに専らそ

の職務に従事する常勤の管理者を置かな

ければならない。ただし、共用型指定介護

予防認知症対応型通所介護事業所の管理

上支障がない場合は、当該共用型指定介護

予防認知症対応型通所介護事業所の他の

職務に従事し、又は同一敷地内にある他の

事業所、施設等の職務に従事することがで

きるものとする。なお、共用型指定介護予

防認知症対応型通所介護事業所の管理上

支障がない場合は、当該共用型指定介護予

防認知症対応型通所介護事業所の他の職

務に従事し、かつ、同一敷地内にある他の

本体事業所等の職務に従事することとし

ても差し支えない。 

第11条 共用型指定介護予防認知症対応型

通所介護事業者は、共用型指定介護予防認

知症対応型通所介護事業所ごとに専らそ

の職務に従事する常勤の管理者を置かな

ければならない。ただし、共用型指定介護

予防認知症対応型通所介護事業所の管理

上支障がない場合は、当該共用型指定介護

予防認知症対応型通所介護事業所の他の

職務に従事し、又は同一敷地内にある他の

事業所、施設等の職務に従事することがで

きるものとする。 

2 (略) 2 (略) 

(運営規程) (運営規程) 

第28条 (各号列記以外の部分略) 第28条 (各号列記以外の部分略) 

(1)～(9) (略) (1)～(9) (略) 

(10) 虐待の防止のための措置に関する

事項 

 

(11) (略) (10) (略) 

(勤務体制の確保等) (勤務体制の確保等) 

第29条 (略) 第29条 (略) 

2 (略) 2 (略) 

3 指定介護予防認知症対応型通所介護事

業者は、介護予防認知症対応型通所介護従

3 指定介護予防認知症対応型通所介護事

業者は、介護予防認知症対応型通所介護従
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業者の資質の向上のために、その研修の機

会を確保しなければならない。その際、当

該指定介護予防認知症対応型通所介護事

業者は、全ての介護予防認知症対応型通所

介護従業者(看護師、准看護師、介護福祉

士、介護支援専門員、法第8条第2項に規

定する政令で定める者等の資格を有する

者その他これに類する者を除く。)に対し、

認知症介護に係る基礎的な研修を受講さ

せるために必要な措置を講じなければな

らない。 

業者の資質の向上のために、その研修の機

会を確保しなければならない。 

4 指定介護予防認知症対応型通所介護事

業者は、適切な指定介護予防認知症対応型

通所介護の提供を確保する観点から、職場

において行われる性的な言動又は優越的

な関係を背景とした言動であって業務上

必要かつ相当な範囲を超えたものにより

介護予防認知症対応型通所介護従業者の

就業環境が害されることを防止するため

の方針の明確化等の必要な措置を講じな

ければならない。 

 

(業務継続計画の策定等)  

第29条の2 指定介護予防認知症対応型通

所介護事業者は、感染症や非常災害の発生

時において、利用者に対する指定介護予防

認知症対応型通所介護の提供を継続的に

実施するための、及び非常時の体制で早期

の業務再開を図るための計画(以下「業務

継続計画」という。)を策定し、当該業務

継続計画に従い必要な措置を講じなけれ

ばならない。 

 

2 指定介護予防認知症対応型通所介護事

業者は、介護予防認知症対応型通所介護従

業者に対し、業務継続計画について周知す

るとともに、必要な研修及び訓練を定期的

に実施しなければならない。 

 

3 指定介護予防認知症対応型通所介護事

業者は、定期的に業務継続計画の見直しを

行い、必要に応じて業務継続計画の変更を

行うものとする。 
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(非常災害対策) (非常災害対策) 

第31条 (略) 第31条 (略) 

2 指定介護予防認知症対応型通所介護事

業者は、前項に規定する訓練の実施に当た

って、地域住民の参加が得られるよう連携

に努めなければならない。 

 

(衛生管理等) (衛生管理等) 

第32条 (略) 第32条 (略) 

2 指定介護予防認知症対応型通所介護事

業者は、当該指定介護予防認知症対応型通

所介護事業所において感染症が発生し、又

はまん延しないように、次に掲げる措置を

講じなければならない。 

2 指定介護予防認知症対応型通所介護事

業者は、当該指定介護予防認知症対応型通

所介護事業所において感染症が発生し、又

はまん延しないように必要な措置を講ず

るよう努めなければならない。 

(1) 当該指定介護予防認知症対応型通所

介護事業所における感染症の予防及び

まん延の防止のための対策を検討する

委員会(テレビ電話装置その他の情報通

信機器(以下「テレビ電話装置等」とい

う。)を活用して行うことができるもの

とする。)をおおむね6月に1回以上開催

するとともに、その結果について、介護

予防認知症対応型通所介護従業者に周

知徹底を図ること。 

 

(2) 当該指定介護予防認知症対応型通所

介護事業所における感染症の予防及び

まん延の防止のための指針を整備する

こと。 

 

(3) 当該指定介護予防認知症対応型通所

介護事業所において、介護予防認知症対

応型通所介護従業者に対し、感染症の予

防及びまん延の防止のための研修及び

訓練を定期的に実施すること。 

 

(掲示) (掲示) 

第33条 (略) 第33条 (略) 

2 指定介護予防認知症対応型通所介護事

業者は、前項に規定する事項を記載した書

面を当該指定介護予防認知症対応型通所

介護事業所に備え付け、かつ、これをいつ

でも関係者に自由に閲覧させることによ

り、同項の規定による掲示に代えることが
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できる。 

(虐待の防止)  

第38条の2 指定介護予防認知症対応型通

所介護事業者は、虐待の発生又はその再発

を防止するため、次に掲げる措置を講じな

ければならない。 

 

(1) 当該指定介護予防認知症対応型通所

介護事業所における虐待の防止のため

の対策を検討する委員会(テレビ電話装

置等を活用して行うことができるもの

とする。)を定期的に開催するとともに、

その結果について、介護予防認知症対応

型通所介護従業者に周知徹底を図るこ

と。 

 

(2) 当該指定介護予防認知症対応型通所

介護事業所における虐待の防止のため

の指針を整備すること。 

 

(3) 当該指定介護予防認知症対応型通所

介護事業所において、介護予防認知症対

応型通所介護従業者に対し、虐待の防止

のための研修を定期的に実施すること。 

 

(4) 前3号に掲げる措置を適切に実施す

るための担当者を置くこと。 

 

(地域との連携等) (地域との連携等) 

第40条 指定介護予防認知症対応型通所介

護事業者は、指定介護予防認知症対応型通

所介護の提供に当たっては、利用者、利用

者の家族、地域住民の代表者、指定介護予

防認知症対応型通所介護事業所が所在す

る市の職員又は当該指定介護予防認知症

対応型通所介護事業所が所在する区域を

管轄する法第115条の46第1項に規定する

地域包括支援センターの職員、介護予防認

知症対応型通所介護について知見を有す

る者等により構成される協議会(テレビ電

話装置等を活用して行うことができるも

のとする。ただし、利用者又はその家族(以

下この項及び第50条において「利用者等」

という。)が参加する場合にあっては、テ

レビ電話装置等の活用について当該利用

第40条 指定介護予防認知症対応型通所介

護事業者は、指定介護予防認知症対応型通

所介護の提供に当たっては、利用者、利用

者の家族、地域住民の代表者、指定介護予

防認知症対応型通所介護事業所が所在す

る市の職員又は当該指定介護予防認知症

対応型通所介護事業所が所在する区域を

管轄する法第115条の46第1項に規定する

地域包括支援センターの職員、介護予防認

知症対応型通所介護について知見を有す

る者等により構成される協議会(以下この

項において「運営推進会議」という。)を

設置し、おおむね6月に1回以上、運営推

進会議に対し活動状況を報告し、運営推進

会議による評価を受けるとともに、運営推

進会議から必要な要望、助言等を聴く機会
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者等の同意を得なければならない。)(以下

この項において「運営推進会議」という。)

を設置し、おおむね6月に1回以上、運営

推進会議に対し活動状況を報告し、運営推

進会議による評価を受けるとともに、運営

推進会議から必要な要望、助言等を聴く機

会を設けなければならない。 

を設けなければならない。 

2～5 (略) 2～5 (略) 

(従業者の員数等) (従業者の員数等) 

第45条 (略) 第45条 (略) 

2～5 (略) 2～5 (略) 

6 (表以外の部分略) 6 (表以外の部分略) 

当該指定

介護予防

小規模多

機能型居

宅介護事

業所に中

欄に掲げ

る施設等

のいずれ

かが併設

されてい

る場合 

指定認知症対応型

共同生活介護事業

所、指定地域密着型

特定施設、指定地域

密着型介護老人福

祉施設、指定介護老

人福祉施設、介護老

人保健施設、指定介

護療養型医療施設

(医療法(昭和23年法

律第205号)第7条第

2項第4号に規定す

る療養病床を有す

る診療所であるも

のに限る。)又は介護

医療院 

(略) 

当該指定

介護予防

小規模多

機能型居

宅介護事

業所の同

一敷地内

に中欄に

掲げる施

設等のい

ずれかが 

この表の前項中欄

に掲げる施設等、指

定居宅サービスの

事業を行う事業所、

指定定期巡回・随時

対応型訪問介護看

護事業所、指定地域

密着型通所介護事

業所又は指定認知

症対応型通所介護

事業所 

(略) 

当該指定

介護予防

小規模多

機能型居

宅介護事

業所に中

欄に掲げ

る施設等

のいずれ

かが併設

されてい

る場合 

指定認知症対応型

共同生活介護事業

所、指定地域密着型

特定施設、指定地域

密着型介護老人福

祉施設、指定介護療

養型医療施設(医療

法(昭和23年法律第

205号)第7条第2項

第4号に規定する療

養病床を有する診

療所であるものに

限る。)又は介護医療

院 

 

 

(略) 

当該指定

介護予防

小規模多

機能型居

宅介護事

業所の同

一敷地内

に中欄に

掲げる施

設等のい

ずれかが 

この表の前項中欄

に掲げる施設等、指

定居宅サービスの

事業を行う事業所、

指定定期巡回・随時

対応型訪問介護看

護事業所、指定地域

密着型通所介護事

業所、指定認知症対

応型通所介護事業

所、指定介護老人福 

(略) 
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ある場合 

 

  

 

ある場合 祉施設又は介護老

人保健施設 

 

 

7 第1項の規定にかかわらず、サテライト

型指定介護予防小規模多機能型居宅介護

事業所に置くべき訪問サービスの提供に

当たる介護予防小規模多機能型居宅介護

従業者については、本体事業所(指定居宅

サービス事業等その他の保健医療又は福

祉に関する事業について3年以上の経験

を有する指定介護予防小規模多機能型居

宅介護事業者又は指定看護小規模多機能

型居宅介護事業者により設置される当該

指定介護予防小規模多機能型居宅介護事

業所以外の指定介護予防小規模多機能型

居宅介護事業所又は指定看護小規模多機

能型居宅介護事業所であって当該指定介

護予防小規模多機能型居宅介護事業所に

対して指定介護予防小規模多機能型居宅

介護の提供に係る支援を行うものをいう。

以下この章において同じ。)の従業者によ

り当該サテライト型指定介護予防小規模

多機能型居宅介護事業所の登録者の処遇

が適切に行われると認められるときは、1

人以上とすることができる。 

7 第1項の規定にかかわらず、サテライト

型指定介護予防小規模多機能型居宅介護

事業所に置くべき訪問サービスの提供に

当たる介護予防小規模多機能型居宅介護

従業者については、本体事業所(指定介護

予防小規模多機能型居宅介護事業所であ

って、指定居宅サービス事業等その他の保

健医療又は福祉に関する事業について3

年以上の経験を有する指定介護予防小規

模多機能型居宅介護事業者又は指定看護

小規模多機能型居宅介護事業者により設

置される当該指定介護予防小規模多機能

型居宅介護事業所以外の指定介護予防小

規模多機能型居宅介護事業所又は指定看

護小規模多機能型居宅介護事業所であっ

て当該指定介護予防小規模多機能型居宅

介護事業所に対して指定介護予防小規模

多機能型居宅介護の提供に係る支援を行

うものをいう。以下同じ。)の従業者によ

り当該サテライト型指定介護予防小規模

多機能型居宅介護事業所の登録者の処遇

が適切に行われると認められるときは、1

人以上とすることができる。 

8～13 (略) 8～13 (略) 

(管理者) (管理者) 

第46条 (略) 第46条 (略) 

2 (略) 2 (略) 

3 前2項の管理者は、特別養護老人ホーム、

老人デイサービスセンター、介護老人保健

施設、介護医療院、指定認知症対応型共同

生活介護事業所、指定複合型サービス事業

所(指定地域密着型サービス基準第173条

に規定する指定複合型サービス事業所を

いう。次条において同じ。)、指定介護予

防小規模多機能型居宅介護事業所等の従

業者又は訪問介護員等(介護福祉士又は法

第8条第2項に規定する政令で定める者を

3 前2項の管理者は、特別養護老人ホーム、

老人デイサービスセンター、介護老人保健

施設、介護医療院、指定認知症対応型共同

生活介護事業所、指定複合型サービス事業

所(指定地域密着型サービス基準第173条

に規定する指定複合型サービス事業所を

いう。次条において同じ。)、指定介護予

防小規模多機能型居宅介護事業所等の従

業者又は訪問介護員等(介護福祉士又は法

第8条第2項に規定する政令で定める者を
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いう。次条、第73条第3項及び第74条にお

いて同じ。)として3年以上認知症である者

の介護に従事した経験を有する者であっ

て、省令第45条第3項の厚生労働大臣が定

める研修を修了しているものでなければ

ならない。 

いう。次条、第73条第2項及び第74条にお

いて同じ。)として3年以上認知症である者

の介護に従事した経験を有する者であっ

て、省令第45条第3項の厚生労働大臣が定

める研修を修了しているものでなければ

ならない。 

(心身の状況等の把握) (心身の状況等の把握) 

第50条 指定介護予防小規模多機能型居宅

介護事業者は、指定介護予防小規模多機能

型居宅介護の提供に当たっては、介護支援

専門員(第45条第12項の規定により、介護

支援専門員を配置していないサテライト

型指定介護予防小規模多機能型居宅介護

事業所にあっては、本体事業所の介護支援

専門員。以下この条及び第68条において

同じ。)が開催するサービス担当者会議(介

護支援専門員が指定介護予防サービス等

の利用に係る計画の作成のために指定介

護予防サービス等の利用に係る計画の原

案に位置付けた指定介護予防サービス等

の担当者を招集して行う会議(テレビ電話

装置等を活用して行うことができるもの

とする。ただし、利用者等が参加する場合

にあっては、テレビ電話装置等の活用につ

いて当該利用者等の同意を得なければな

らない。)をいう。)等を通じて、利用者の

心身の状況、その置かれている環境、他の

保健医療サービス又は福祉サービスの利

用状況等の把握に努めなければならない。 

第50条 指定介護予防小規模多機能型居宅

介護事業者は、指定介護予防小規模多機能

型居宅介護の提供に当たっては、介護支援

専門員(第45条第12項の規定により、介護

支援専門員を配置していないサテライト

型指定介護予防小規模多機能型居宅介護

事業所にあっては、本体事業所の介護支援

専門員。以下この条及び第68条において

同じ。)が開催するサービス担当者会議(介

護支援専門員が指定介護予防サービス等

の利用に係る計画の作成のために指定介

護予防サービス等の利用に係る計画の原

案に位置付けた指定介護予防サービス等

の担当者を召集して行う会議をいう。)等

を通じて、利用者の心身の状況、その置か

れている環境、他の保健医療サービス又は

福祉サービスの利用状況等の把握に努め

なければならない。 

(運営規程) (運営規程) 

第58条 (各号列記以外の部分略) 第58条 (各号列記以外の部分略) 

(1)～(9) (略) (1)～(9) (略) 

(10) 虐待の防止のための措置に関する

事項 

 

(11) (略) (10) (略) 

(準用) (準用) 

第66条 第12条から第16条まで、第22条、

第24条、第25条、第27条、第29条、第29

条の2、第32条から第40条まで(第38条第4

項を除く。)の規定は、指定介護予防小規

第66条 第12条から第16条まで、第22条、

第24条、第25条、第27条、第29条、第32

条から第37条まで及び第38条(第4項を除

く。)から第40条までの規定は、指定介護
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模多機能型居宅介護の事業について準用

する。この場合において、第12条第1項中

「第28条に規定する運営規程」とあるの

は「第58条に規定する重要事項に関する

規程」と、同項、第29条第3項及び第4項、

第29条の2第2項、第32条第2項第1号及び

第3号、第33条第1項並びに第38条の2第1

号及び第3号中「介護予防認知症対応型通

所介護従業者」とあるのは「介護予防小規

模多機能型居宅介護従業者」と、第27条

第2項中「この節」とあるのは「第5章第4

節」と、第40条第1項中「介護予防認知症

対応型通所介護について知見を有する者」

とあるのは「介護予防小規模多機能型居宅

介護について知見を有する者」と、「6月」

とあるのは「2月」と、「活動状況」とあ

るのは「通いサービス及び宿泊サービスの

提供回数等の活動状況」と読み替えるもの

とする。 

予防小規模多機能型居宅介護の事業につ

いて準用する。この場合において、第12

条第1項中「第28条に規定する運営規程」

とあるのは「第58条に規定する重要事項

に関する規程」と、「介護予防認知症対応

型通所介護従業者」とあるのは「介護予防

小規模多機能型居宅介護従業者」と、第

27条第2項中「この節」とあるのは「第5

章第4節」と、第29条第3項及び第33条中

「介護予防認知症対応型通所介護従業者」

とあるのは「介護予防小規模多機能型居宅

介護従業者」と、第40条第1項中「介護予

防認知症対応型通所介護について知見を

有する者」とあるのは「介護予防小規模多

機能型居宅介護について知見を有する者」

と、「6月」とあるのは「2月」と、「活動

状況」とあるのは「通いサービス及び宿泊

サービスの提供回数等の活動状況」と読み

替えるものとする。 

(従業者の員数) (従業者の員数) 

第72条 指定介護予防認知症対応型共同生

活介護の事業を行う者(以下「指定介護予

防認知症対応型共同生活介護事業者」とい

う。)が当該事業を行う事業所(以下「指定

介護予防認知症対応型共同生活介護事業

所」という。)ごとに置くべき指定介護予

防認知症対応型共同生活介護の提供に当

たる従業者(以下「介護従業者」という。)

の員数は、当該事業所を構成する共同生活

住居ごとに、夜間及び深夜の時間帯以外の

時間帯に指定介護予防認知症対応型共同

生活介護の提供に当たる介護従業者を、常

勤換算方法で、当該共同生活住居の利用者

(当該指定介護予防認知症対応型共同生活

介護事業者が指定認知症対応型共同生活

介護事業者の指定を併せて受け、かつ、指

定介護予防認知症対応型共同生活介護の

事業と指定認知症対応型共同生活介護の

事業とが同一の事業所において一体的に

運営されている場合にあっては、当該事業

第72条 指定介護予防認知症対応型共同生

活介護の事業を行う者(以下「指定介護予

防認知症対応型共同生活介護事業者」とい

う。)が当該事業を行う事業所(以下「指定

介護予防認知症対応型共同生活介護事業

所」という。)ごとに置くべき指定介護予

防認知症対応型共同生活介護の提供に当

たる従業者(以下「介護従業者」という。)

の員数は、当該事業所を構成する共同生活

住居ごとに、夜間及び深夜の時間帯以外の

時間帯に指定介護予防認知症対応型共同

生活介護の提供に当たる介護従業者を、常

勤換算方法で、当該共同生活住居の利用者

(当該指定介護予防認知症対応型共同生活

介護事業者が指定認知症対応型共同生活

介護事業者の指定を併せて受け、かつ、指

定介護予防認知症対応型共同生活介護の

事業と指定認知症対応型共同生活介護の

事業とが同一の事業所において一体的に

運営されている場合にあっては、当該事業
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所における指定介護予防認知症対応型共

同生活介護又は指定認知症対応型共同生

活介護の利用者。以下この条及び第75条

において同じ。)の数が3又はその端数を増

すごとに1人以上とするほか、夜間及び深

夜の時間帯を通じて1人以上の介護従業

者に夜間及び深夜の勤務(夜間及び深夜の

時間帯に行われる勤務(宿直勤務を除く。)

をいう。以下この項において同じ。)を行

わせるために必要な員数以上とする。ただ

し、当該指定介護予防認知症対応型共同生

活介護事業所の有する共同生活住居の数

が3である場合において、当該共同生活住

居が全て同一の階において隣接し、介護従

業者が円滑な利用者の状況把握及び速や

かな対応を行うことが可能な構造である

場合であって、当該指定介護予防認知症対

応型共同生活介護事業者による安全対策

が講じられ、利用者の安全性が確保されて

いると認められるときは、夜間及び深夜の

時間帯に指定介護予防認知症対応型共同

生活介護事業所ごとに置くべき介護従業

者の員数は、夜間及び深夜の時間帯を通じ

て2人以上の介護従業者に夜間及び深夜

の勤務を行わせるために必要な員数以上

とすることができる。 

所における指定介護予防認知症対応型共

同生活介護又は指定認知症対応型共同生

活介護の利用者。以下この条及び第73条

において同じ。)の数が3又はその端数を増

すごとに1人以上とするほか、夜間及び深

夜の時間帯を通じて1人以上の介護従業

者に夜間及び深夜の勤務(夜間及び深夜の

時間帯に行われる勤務(宿直勤務を除く。)

をいう。)を行わせるために必要な員数以

上とする。 

2～4 (略) 2～4 (略) 

5 指定介護予防認知症対応型共同生活介

護事業者は、指定介護予防認知症対応型共

同生活介護事業所ごとに、保健医療サービ

ス又は福祉サービスの利用に係る計画の

作成に関し知識及び経験を有する者であ

って介護予防認知症対応型共同生活介護

計画の作成を担当させるのに適当と認め

られるものを専らその職務に従事する計

画作成担当者としなければならない。ただ

し、利用者の処遇に支障がない場合は、当

該指定介護予防認知症対応型共同生活介

護事業所における他の職務に従事するこ

とができるものとする。 

5 指定介護予防認知症対応型共同生活介

護事業者は、共同生活住居ごとに、保健医

療サービス又は福祉サービスの利用に係

る計画の作成に関し知識及び経験を有す

る者であって介護予防認知症対応型共同

生活介護計画の作成を担当させるのに適

当と認められるものを専らその職務に従

事する計画作成担当者としなければなら

ない。ただし、利用者の処遇に支障がない

場合は、当該共同生活住居における他の職

務に従事することができるものとする。 
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6～8 (略) 6～8 (略) 

9 第7項本文の規定にかかわらず、サテラ

イト型指定介護予防認知症対応型共同生

活介護事業所については、介護支援専門員

である計画作成担当者に代えて、第6項の

厚生労働大臣が定める研修を修了してい

る者を置くことができる。 

 

10 (略) 9 (略) 

11 指定介護予防認知症対応型共同生活介

護事業者が指定認知症対応型共同生活介

護事業者の指定を併せて受け、かつ、指定

介護予防認知症対応型共同生活介護の事

業と指定認知症対応型共同生活介護の事

業とが同一の事業所において一体的に運

営されている場合については、指定地域密

着型サービス基準条例第112条第1項から

第10項までに規定する人員に関する基準

を満たすことをもって、前各項に規定する

基準を満たしているものとみなすことが

できる。 

10 指定介護予防認知症対応型共同生活介

護事業者が指定認知症対応型共同生活介

護事業者の指定を併せて受け、かつ、指定

介護予防認知症対応型共同生活介護の事

業と指定認知症対応型共同生活介護の事

業とが同一の事業所において一体的に運

営されている場合については、指定地域密

着型サービス基準条例第112条第1項から

第9項までに規定する人員に関する基準

を満たすことをもって、前各項に規定する

基準を満たしているものとみなすことが

できる。 

(管理者) (管理者) 

第73条 (略) 第73条 (略) 

2 前項本文の規定にかかわらず、共同生活

住居の管理上支障がない場合は、サテライ

ト型指定介護予防認知症対応型共同生活

介護事業所における共同生活住居の管理

者は、本体事業所(指定居宅サービス事業

等その他の保健医療又は福祉に関する事

業について3年以上の経験を有する指定

介護予防認知症対応型共同生活介護事業

者により設置される当該指定介護予防認

知症対応型共同生活介護事業所以外の指

定介護予防認知症対応型共同生活介護事

業所であって当該指定介護予防認知症対

応型共同生活介護事業所に対して指定介

護予防認知症対応型共同生活介護の提供

に係る支援を行うものをいう。以下この章

において同じ。)における共同生活住居の

管理者をもって充てることができる。 

 

3 (略) 2 (略) 
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第75条 指定介護予防認知症対応型共同生

活介護事業所は、共同生活住居を有するも

のとし、その数は1以上3以下(サテライト

型指定介護予防認知症対応型共同生活介

護事業所にあっては、1又は2)とする。 

第75条 指定介護予防認知症対応型共同生

活介護事業所は、共同生活住居を有するも

のとし、その数は1又は2とする。ただし、

指定介護予防認知症対応型共同生活介護

事業所に係る用地の確保が困難であるこ

とその他地域の実情により指定介護予防

認知症対応型共同生活介護事業所の効率

的運営に必要と認められる場合は、一の事

業所における共同生活住居の数を3とす

ることができる。 

2～7 (略) 2～7 (略) 

(身体的拘束等の禁止) (身体的拘束等の禁止) 

第79条 (略) 第79条 (略) 

2 (略) 2 (略) 

3 (各号列記以外の部分略) 3 (各号列記以外の部分略) 

(1) 身体的拘束等の適正化のための対策

を検討する委員会(テレビ電話装置等を

活用して行うことができるものとす

る。)を3月に1回以上開催するとともに、

その結果について、介護従業者その他の

従業者に周知徹底を図ること。 

(1) 身体的拘束等の適正化のための対策

を検討する委員会を3月に1回以上開催

するとともに、その結果について、介護

従業者その他の従業者に周知徹底を図

ること。 

(2)及び(3) (略) (2)及び(3) (略) 

(管理者による管理) (管理者による管理) 

第80条 共同生活住居の管理者は、同時に

介護保険施設、指定居宅サービス、指定地

域密着型サービス、指定介護予防サービス

若しくは地域密着型介護予防サービス(サ

テライト型指定介護予防認知症対応型共

同生活介護事業所の場合は、本体事業所が

提供する指定介護予防認知症対応型共同

生活介護を除く。)の事業を行う事業所、

病院、診療所又は社会福祉施設を管理する

者であってはならない。ただし、これらの

事業所、施設等が同一敷地内にあること等

により当該共同生活住居の管理上支障が

ない場合は、この限りでない。 

第80条 共同生活住居の管理者は、同時に

介護保険施設、指定居宅サービス、指定地

域密着型サービス、指定介護予防サービス

若しくは地域密着型介護予防サービスの

事業を行う事業所、病院、診療所又は社会

福祉施設を管理する者であってはならな

い。ただし、これらの事業所、施設等が同

一敷地内にあること等により当該共同生

活住居の管理上支障がない場合は、この限

りでない。 

(運営規程) (運営規程) 

第81条 (各号列記以外の部分略) 第81条 (各号列記以外の部分略) 

(1)～(6) (略) (1)～(6) (略) 

(7) 虐待の防止のための措置に関する事  
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項 

(8) (略) (7) (略) 

(勤務体制の確保等) (勤務体制の確保等) 

第82条 (略) 第82条 (略) 

2 (略) 2 (略) 

3 指定介護予防認知症対応型共同生活介

護事業者は、介護従業者の資質の向上のた

めに、その研修の機会を確保しなければな

らない。その際、当該指定介護予防認知症

対応型共同生活介護事業者は、全ての介護

従業者(看護師、准看護師、介護福祉士、

介護支援専門員、法第8条第2項に規定す

る政令で定める者等の資格を有する者そ

の他これに類する者を除く。)に対し、認

知症介護に係る基礎的な研修を受講させ

るために必要な措置を講じなければなら

ない。 

3 指定介護予防認知症対応型共同生活介

護事業者は、介護従業者の資質の向上のた

めに、その研修の機会を確保しなければな

らない。 

4 指定介護予防認知症対応型共同生活介

護事業者は、適切な指定介護予防認知症対

応型共同生活介護の提供を確保する観点

から、職場において行われる性的な言動又

は優越的な関係を背景とした言動であっ

て業務上必要かつ相当な範囲を超えたも

のにより介護従業者の就業環境が害され

ることを防止するための方針の明確化等

の必要な措置を講じなければならない。 

 

(準用) (準用) 

第87条 第12条、第13条、第15条、第16条、

第24条、第25条、第27条、第29条の2、第

32条から第35条まで、第37条から第40条

まで(第38条第4項及び第40条第5項を除

く。)、第57条、第60条及び第62条の規定

は、指定介護予防認知症対応型共同生活介

護の事業について準用する。この場合にお

いて、第12条第1項中「第28条に規定する

運営規程」とあるのは「第81条に規定す

る重要事項に関する規程」と、同項、第

29条の2第2項、第32条第2項第1号及び第3

号、第33条第1項並びに第38条の2第1号及

び第3号中「介護予防認知症対応型通所介

第87条 第12条、第13条、第15条、第16条、

第24条、第25条、第27条、第32条から第

35条まで、第37条、第38条(第4項を除く。)

から第40条(第5項を除く。)まで、第57条、

第60条及び第62条の規定は、指定介護予

防認知症対応型共同生活介護の事業につ

いて準用する。この場合において、第12

条第1項中「第28条に規定する運営規程」

とあるのは「第81条に規定する重要事項

に関する規程」と、「介護予防認知症対応

型通所介護従業者」とあるのは「介護従業

者」と、第27条第2項中「この節」とある

のは「第6章第4節」と、第33条中「介護
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護従業者」とあるのは「介護従業者」と、

第27条第2項中「この節」とあるのは「第

6章第4節」と、第40条第1項中「介護予防

認知症対応型通所介護について知見を有

する者」とあるのは「介護予防認知症対応

型共同生活介護について知見を有する者」

と、「6月」とあるのは「2月」と、第57条

中「介護予防小規模多機能型居宅介護従業

者」とあるのは「介護従業者」と、第60

条中「指定介護予防小規模多機能型居宅介

護事業者」とあるのは「指定介護予防認知

症対応型共同生活介護事業者」と読み替え

るものとする。 

予防認知症対応型通所介護従業者」とある

のは「介護従業者」と、第40条第1項中「介

護予防認知症対応型通所介護について知

見を有する者」とあるのは「介護予防認知

症対応型共同生活介護について知見を有

する者」と、「6月」とあるのは「2月」と、

第57条中「介護予防小規模多機能型居宅

介護従業者」とあるのは「介護従業者」と、

第60条中「指定介護予防小規模多機能型

居宅介護事業者」とあるのは「指定介護予

防認知症対応型共同生活介護事業者」と読

み替えるものとする。 

(指定介護予防認知症対応型共同生活介護

の基本取扱方針) 

(指定介護予防認知症対応型共同生活介護

の基本取扱方針) 

第88条 (略) 第88条 (略) 

2 指定介護予防認知症対応型共同生活介

護事業者は、自らその提供する指定介護予

防認知症対応型共同生活介護の質の評価

を行うとともに、定期的に次に掲げるいず

れかの評価を受けて、それらの結果を公表

し、常にその改善を図らなければならな

い。 

2 指定介護予防認知症対応型共同生活介

護事業者は、自らその提供する指定介護予

防認知症対応型共同生活介護の質の評価

を行うとともに、定期的に外部の者による

評価を受けて、それらの結果を公表し、常

にその改善を図らなければならない。 

(1) 外部の者による評価  

(2) 前条において準用する第40条第1項

に規定する運営推進会議における評価 

 

3～5 (略) 3～5 (略) 

第8章 雑則  

(電磁的記録等)  

第93条 指定地域密着型介護予防サービス

事業者及び指定地域密着型介護予防サー

ビスの提供に当たる者は、作成、保存その

他これらに類するもののうち、この条例の

規定において書面(書面、書類、文書、謄

本、抄本、正本、副本、複本その他文字、

図形等人の知覚によって認識することが

できる情報が記載された紙その他の有体

物をいう。以下この条において同じ。)で

行うことが規定されている又は想定され

るもの(第15条第1項(第66条及び第87条
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において準用する場合を含む。)及び第77

条第1項並びに次項に規定するものを除

く。)については、書面に代えて、当該書

面に係る電磁的記録により行うことがで

きる。 

2 指定地域密着型介護予防サービス事業

者及び指定地域密着型介護予防サービス

の提供に当たる者は、交付、説明、同意、

承諾その他これらに類するもの(以下「交

付等」という。)のうち、この条例の規定

において書面で行うことが規定されてい

る又は想定されるものについては、当該交

付等の相手方の承諾を得て、書面に代え

て、電磁的方法によることができる。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

（虐待の防止に係る経過措置） 

２ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、改正後の船橋市指定地域密着

型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービ

スに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例（以下「新

条例」という。）第４条第３項及び第３８条の２（新条例第６６条及び第８７条において

準用する場合を含む。）の規定の適用については、これらの規定中「講じなければ」とあ

るのは、「講じるよう努めなければ」とし、新条例第２８条、第５８条及び第８１条の規

定の適用については、これらの規定中「、次に」とあるのは「、虐待の防止のための措

置に関する事項に関する規程を定めておくよう努めるとともに、次に」と、「重要事項」

とあるのは「重要事項（虐待の防止のための措置に関する事項を除く。）」とする。 

（業務継続計画の策定等に係る経過措置） 

３ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新条例第２９条の２（新条例

第６６条及び第８７条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、これら

の規定中「講じなければ」とあるのは「講じるよう努めなければ」と、「実施しなければ」

とあるのは「実施するよう努めなければ」と、「行うものとする」とあるのは「行うよう

努めるものとする」とする。 
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（感染症の予防及びまん延の防止のための措置に係る経過措置） 

４ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新条例第３２条第２項（新条

例第６６条及び第８７条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、これ

らの規定中「講じなければ」とあるのは、「講じるよう努めなければ」とする。 

（認知症に係る基礎的な研修の受講に関する経過措置） 

５ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新条例第２９条第３項（新条

例第６６条において準用する場合を含む。）及び第８２条第３項の規定の適用については、

これらの規定中「講じなければ」とあるのは、「講じるよう努めなければ」とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理 由 

 

指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介

護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準の一部改正に伴

い、所要の改正を行う必要がある。これが、この条例案を提出する理由である。 
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議案第３９号 

 

 船橋市指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例の一部

を改正する条例を次のように制定する。 

 

  令和３年２月１５日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

   船橋市指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例の

一部を改正する条例 

 

 船橋市指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成

２４年船橋市条例第５８号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

目次 目次 

第1章～第7章 (略) 第1章～第7章 (略) 

第8章 雑則(第56条)  

附則 附則 

第4条 (略) 第4条 (略) 

2及び3 (略) 2及び3 (略) 

4 指定介護老人福祉施設は、入所者の人権

の擁護、虐待の防止等のため、必要な体制

の整備を行うとともに、その従業者に対

し、研修を実施する等の措置を講じなけれ

ばならない。 

 

5 指定介護老人福祉施設は、指定介護福祉

施設サービスを提供するに当たっては、法

第118条の2第1項に規定する介護保険等

関連情報その他必要な情報を活用し、適切

かつ有効に行うよう努めなければならな

い。 

 

第5条 法第88条第1項に規定する指定介護 第5条 法第88条第1項に規定する指定介護
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老人福祉施設に置くべき従業者の員数は、

次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に

定めるところによる。ただし、入所定員が

40人を超えない指定介護老人福祉施設に

あっては、他の社会福祉施設等の栄養士又

は管理栄養士との連携を図ることにより

当該指定介護老人福祉施設の効果的な運

営を期待することができる場合であって、

入所者の処遇に支障がないときは、第4号

に掲げる栄養士又は管理栄養士を置かな

いことができる。 

老人福祉施設に置くべき従業者の員数は、

次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に

定めるところによる。ただし、入所定員が

40人を超えない指定介護老人福祉施設に

あっては、他の社会福祉施設等の栄養士と

の連携を図ることにより当該指定介護老

人福祉施設の効果的な運営を期待するこ

とができる場合であって、入所者の処遇に

支障がないときは、第4号に掲げる栄養士

を置かないことができる。 

(1)～(3) (略) (1)～(3) (略) 

(4) 栄養士又は管理栄養士 1人以上 (4) 栄養士 1人以上 

(5)及び(6) (略) (5)及び(6) (略) 

2及び3 (略) 2及び3 (略) 

4 指定介護老人福祉施設の従業者は、専ら

当該指定介護老人福祉施設の職務に従事

する者でなければならない。ただし、入所

者の処遇に支障がない場合は、この限りで

ない。 

4 指定介護老人福祉施設の従業者は、専ら

当該指定介護老人福祉施設の職務に従事

する者でなければならない。ただし、指定

介護老人福祉施設(ユニット型指定介護老

人福祉施設を除く。以下この項において同

じ。)にユニット型指定介護老人福祉施設

を併設する場合の指定介護老人福祉施設

及びユニット型指定介護老人福祉施設の

介護職員及び看護職員(第53条第2項の規

定に基づき配置される看護職員に限る。)

又は指定介護老人福祉施設にユニット型

指定地域密着型介護老人福祉施設(指定地

域密着型サービスの事業の人員、設備及び

運営に関する基準(平成18年厚生労働省令

第34号)第158条に規定するユニット型指

定地域密着型介護老人福祉施設をいう。以

下この項において同じ。)を併設する場合

の指定介護老人福祉施設及びユニット型

指定地域密着型介護老人福祉施設の介護

職員及び看護職員(船橋市指定地域密着型

サービスの事業の人員、設備及び運営に関

する基準等を定める条例(平成24年船橋市

条例第56号)第189条第2項の規定に基づ

き配置される看護職員に限る。)を除き、

入所者の処遇に支障がない場合は、この限
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りでない。 

5～10 (略) 5～10 (略) 

(指定介護福祉施設サービスの取扱方針) (指定介護福祉施設サービスの取扱方針) 

第16条 (略) 第16条 (略) 

2～5 (略) 2～5 (略) 

6 (各号列記以外の部分略) 6 (各号列記以外の部分略)  

(1) 身体的拘束等の適正化のための対策

を検討する委員会(テレビ電話装置その

他の情報通信機器(以下「テレビ電話装

置等」という。)を活用して行うことが

できるものとする。)を3月に1回以上開

催するとともに、その結果について、介

護職員その他の従業者に周知徹底を図

ること。 

(1) 身体的拘束等の適正化のための対策

を検討する委員会を3月に1回以上開催

するとともに、その結果について、介護

職員その他の従業者に周知徹底を図る

こと。 

(2)及び(3) (略) (2)及び(3) (略) 

7 (略) 7 (略) 

(栄養管理)  

第22条の2 指定介護老人福祉施設は、入所

者の栄養状態の維持及び改善を図り、自立

した日常生活を営むことができるよう、各

入所者の状態に応じた栄養管理を計画的

に行わなければならない。 

 

(口腔
く う

衛生の管理)  

第22条の3 指定介護老人福祉施設は、入所

者の口腔の健康の保持を図り、自立した日

常生活を営むことができるよう、口腔衛生

の管理体制を整備し、各入所者の状態に応

じた口腔衛生の管理を計画的に行わなけ

ればならない。 

 

(運営規程) (運営規程) 

第29条 (各号列記以外の部分略) 第29条 (各号列記以外の部分略) 

(1)～(7) (略) (1)～(7) (略) 

(8) 虐待の防止のための措置に関する事

項 

 

(9) (略) (8) (略) 

(勤務体制の確保等) (勤務体制の確保等) 

第30条 (略) 第30条 (略) 

2 (略) 2 (略) 

3 指定介護老人福祉施設は、従業者に対

し、その資質の向上のための研修の機会を

3 指定介護老人福祉施設は、従業者に対

し、その資質の向上のための研修の機会を
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確保しなければならない。その際、当該指

定介護老人福祉施設は、全ての従業者(看

護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専

門員、法第8条第2項に規定する政令で定

める者等の資格を有する者その他これに

類する者を除く。)に対し、認知症介護に

係る基礎的な研修を受講させるために必

要な措置を講じなければならない。 

確保しなければならない。 

4 指定介護老人福祉施設は、適切な指定介

護福祉施設サービスの提供を確保する観

点から、職場において行われる性的な言動

又は優越的な関係を背景とした言動であ

って業務上必要かつ相当な範囲を超えた

ものにより従業者の就業環境が害される

ことを防止するための方針の明確化等の

必要な措置を講じなければならない。 

 

 (業務継続計画の策定等)  

第30条の2 指定介護老人福祉施設は、感染

症や非常災害の発生時において、入所者に

対する指定介護福祉施設サービスの提供

を継続的に実施するための、及び非常時の

体制で早期の業務再開を図るための計画

(以下「業務継続計画」という。)を策定し、

当該業務継続計画に従い必要な措置を講

じなければならない。 

 

2 指定介護老人福祉施設は、従業者に対し、

業務継続計画について周知するとともに、

必要な研修及び訓練を定期的に実施しな

ければならない。 

 

3 指定介護老人福祉施設は、定期的に業務

継続計画の見直しを行い、必要に応じて業

務継続計画の変更を行うものとする。 

 

(非常災害対策) (非常災害対策) 

第32条 (略) 第32条 (略) 

2 指定介護老人福祉施設は、前項に規定す

る訓練の実施に当たって、地域住民の参加

が得られるよう連携に努めなければなら

ない。 

 

(衛生管理等) (衛生管理等) 

第33条 (略) 第33条 (略) 
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2 (各号列記以外の部分略) 2 (各号列記以外の部分略) 

(1) 当該指定介護老人福祉施設における

感染症及び食中毒の予防及びまん延の

防止のための対策を検討する委員会(テ

レビ電話装置等を活用して行うことが

できるものとする。)をおおむね3月に1

回以上開催するとともに、その結果につ

いて、介護職員その他の従業者に周知徹

底を図ること。 

(1) 当該指定介護老人福祉施設における

感染症及び食中毒の予防及びまん延の

防止のための対策を検討する委員会を

おおむね3月に1回以上開催するととも

に、その結果について、介護職員その他

の従業者に周知徹底を図ること。 

(2) (略) (2) (略) 

(3) 当該指定介護老人福祉施設におい

て、介護職員その他の従業者に対し、感

染症及び食中毒の予防及びまん延の防

止のための研修並びに感染症の予防及

びまん延の防止のための訓練を定期的

に実施すること。 

(3) 当該指定介護老人福祉施設におい

て、介護職員その他の従業者に対し、感

染症及び食中毒の予防及びまん延の防

止のための研修を定期的に実施するこ

と。 

(4) 前3号に掲げるもののほか、省令第27

条第2項第4号の厚生労働大臣が定める

感染症又は食中毒の発生が疑われる際

の対処等に関する手順に沿った対応を

行うこと。 

(4) 前3号に掲げるもののほか、省令第27

条第2項第4号の厚生労働大臣が定める

感染症及び食中毒の発生が疑われる際

の対処等に関する手順に沿った対応を

行うこと。 

(掲示) (掲示) 

第35条 (略) 第35条 (略) 

2 指定介護老人福祉施設は、前項に規定す

る事項を記載した書面を当該指定介護老

人福祉施設に備え付け、かつ、これをいつ

でも関係者に自由に閲覧させることによ

り、同項の規定による掲示に代えることが

できる。 

 

(事故発生の防止及び発生時の対応) (事故発生の防止及び発生時の対応) 

第41条 (各号列記以外の部分略) 第41条 (各号列記以外の部分略) 

(1)及び(2) (略) (1)及び(2) (略) 

(3) 事故発生の防止のための委員会(テ

レビ電話装置等を活用して行うことが

できるものとする。)及び従業者に対す

る研修を定期的に行うこと。 

(3) 事故発生の防止のための委員会及び

従業者に対する研修を定期的に行うこ

と。 

(4) 前3号に掲げる措置を適切に実施す

るための担当者を置くこと。 

 

2～4 (略) 2～4 (略) 

(虐待の防止)  
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第41条の2 指定介護老人福祉施設は、虐待

の発生又はその再発を防止するため、次に

掲げる措置を講じなければならない。 

 

 (1) 当該指定介護老人福祉施設における

虐待の防止のための対策を検討する委

員会(テレビ電話装置等を活用して行う

ことができるものとする。)を定期的に

開催するとともに、その結果について、

介護職員その他の従業者に周知徹底を

図ること。 

 

 (2) 当該指定介護老人福祉施設における

虐待の防止のための指針を整備するこ

と。 

 

 (3) 当該指定介護老人福祉施設におい

て、介護職員その他の従業者に対し、虐

待の防止のための研修を定期的に実施

すること。 

 

 (4) 前3号に掲げる措置を適切に実施す

るための担当者を置くこと。 

 

(基本方針) (基本方針) 

第45条 (略) 第45条 (略) 

2 (略) 2 (略) 

3 ユニット型指定介護老人福祉施設は、入

居者の人権の擁護、虐待の防止等のため、

必要な体制の整備を行うとともに、その従

業者に対し、研修を実施する等の措置を講

じなければならない。 

 

4 ユニット型指定介護老人福祉施設は、指

定介護福祉施設サービスを提供するに当

たっては、法第118条の2第1項に規定する

介護保険等関連情報その他必要な情報を

活用し、適切かつ有効に行うよう努めなけ

ればならない。 

 

第46条 (各号列記以外の部分略) 第46条 (各号列記以外の部分略) 

(1) (略) (1) (略)  

ア (略) ア (略) 

(ｱ) (略) (ｱ) (略) 

(ｲ) 居室は、いずれかのユニットに

属するものとし、当該ユニットの共

同生活室に近接して一体的に設け

(ｲ) 居室は、いずれかのユニットに

属するものとし、当該ユニットの共

同生活室に近接して一体的に設け
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ること。ただし、一のユニットの入

居定員は、原則としておおむね10

人以下とし、15人を超えないもの

とする。 

ること。ただし、一のユニットの入

居定員は、おおむね10人以下とし

なければならない。 

(ｳ) 一の居室の床面積等は、10.65平

方メートル以上((ｱ)ただし書の場合

にあっては、21.3平方メートル以

上)とすること。 

(ｳ) 一の居室の床面積等は、10.65平

方メートル以上((ｱ)ただし書の場合

にあっては、21.3平方メートル以

上)とすること。この場合において、

ユニットに属さない居室を改修し

たものについては、入居者同士の視

線の遮断の確保を前提にした上で、

居室を隔てる壁について、天井との

間に一定の隙間が生じていること

は差し支えない。 

(ｴ) (略) (ｴ) (略) 

イ～エ (略) イ～エ (略) 

(2)～(5) (略) (2)～(5) (略) 

2及び3 (略) 2及び3 (略) 

(指定介護福祉施設サービスの取扱方針) (指定介護福祉施設サービスの取扱方針) 

第48条 (略) 第48条 (略) 

2～7 (略) 2～7 (略) 

8 (各号列記以外の部分略) 8 (各号列記以外の部分略) 

(1) 身体的拘束等の適正化のための対策

を検討する委員会(テレビ電話装置等を

活用して行うことができるものとす

る。)を3月に1回以上開催するとともに、

その結果について、介護職員その他の従

業者に周知徹底を図ること。 

(1) 身体的拘束等の適正化のための対策

を検討する委員会を3月に1回以上開催

するとともに、その結果について、介護

職員その他の従業者に周知徹底を図る

こと。 

(2)及び(3) (略) (2)及び(3) (略) 

9 (略) 9 (略) 

(運営規程) (運営規程) 

第52条 (各号列記以外の部分略) 第52条 (各号列記以外の部分略) 

(1)～(8) (略) (1)～(8) (略) 

(9) 虐待の防止のための措置に関する事

項 

 

(10) (略) (9) (略) 

(勤務体制の確保等) (勤務体制の確保等) 

第53条 (略) 第53条 (略) 

2及び3 (略) 2及び3 (略) 

4 ユニット型指定介護老人福祉施設は、従 4 ユニット型指定介護老人福祉施設は、従
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業者に対し、その資質の向上のための研修

の機会を確保しなければならない。その

際、当該ユニット型指定介護老人福祉施設

は、全ての従業者(看護師、准看護師、介

護福祉士、介護支援専門員、法第8条第2

項に規定する政令で定める者等の資格を

有する者その他これに類する者を除く。)

に対し、認知症介護に係る基礎的な研修を

受講させるために必要な措置を講じなけ

ればならない。 

業者に対し、その資質の向上のための研修

の機会を確保しなければならない。 

5 ユニット型指定介護老人福祉施設は、適

切な指定介護福祉施設サービスの提供を

確保する観点から、職場において行われる

性的な言動又は優越的な関係を背景とし

た言動であって業務上必要かつ相当な範

囲を超えたものにより従業者の就業環境

が害されることを防止するための方針の

明確化等の必要な措置を講じなければな

らない。 

 

(準用) (準用) 

第55条 第7条から第13条まで、第15条、第

17条、第20条、第22条から第28条まで、

第30条の2及び第32条から第43条までの

規定は、ユニット型指定介護老人福祉施設

について準用する。この場合において、第

7条第1項中「第29条に規定する運営規程」

とあるのは「第52条に規定する重要事項

に関する規程」と、第27条第2項中「この

章」とあるのは「第7章第3節」と、第28

条中「第17条」とあるのは「第55条にお

いて準用する第17条」と、同条第5号及び

第43条第2項第3号中「第16条第5項」とあ

るのは「第48条第7項」と、第28条第6号

及び第43条第2項第5号中「第39条第2項」

とあるのは「第55条において準用する第

39条第2項」と、第28条第7号及び第43条

第2項第6号中「第41条第3項」とあるのは

「第55条において準用する第41条第3項」

と、同項第2号中「第13条第2項」とある

のは「第55条において準用する第13条第2

第55条 第7条から第13条まで、第15条、第

17条、第20条、第22条から第28条まで及

び第32条から第43条までの規定は、ユニ

ット型指定介護老人福祉施設について準

用する。この場合において、第7条第1項

中「第29条に規定する運営規程」とある

のは「第52条に規定する重要事項に関す

る規程」と、第27条第2項中「この章」と

あるのは「第7章第3節」と、第28条中「第

17条」とあるのは「第55条において準用

する第17条」と、同条第5号及び第43条第

2項第3号中「第16条第5項」とあるのは「第

48条第7項」と、第28条第6号及び第43条

第2項第5号中「第39条第2項」とあるのは

「第55条において準用する第39条第2項」

と、第28条第7号及び第43条第2項第6号中

「第41条第3項」とあるのは「第55条にお

いて準用する第41条第3項」と、同項第2

号中「第13条第2項」とあるのは「第55条

において準用する第13条第2項」と、同項
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項」と、同項第4号中「第25条」とあるの

は「第55条において準用する第25条」と

読み替えるものとする。 

第4号中「第25条」とあるのは「第55条に

おいて準用する第25条」と読み替えるも

のとする。 

   第8章 雑則  

 (電磁的記録等)  

第56条 指定介護老人福祉施設及びその従

業者は、作成、保存その他これらに類する

もののうち、この条例の規定において書面

(書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、

副本、複本その他文字、図形等人の知覚に

よって認識することができる情報が記載

された紙その他の有体物をいう。以下この

条において同じ。)で行うことが規定され

ている又は想定されるもの(第10条第1項

(前条において準用する場合を含む。)及び

第13条第1項(前条において準用する場合

を含む。)並びに次項に規定するものを除

く。)については、書面に代えて、当該書

面に係る電磁的記録により行うことがで

きる。 

 

2 指定介護老人福祉施設及びその従業者

は、交付、説明、同意、承諾その他これら

に類するもの(以下「交付等」という。)の

うち、この条例の規定において書面で行う

ことが規定されている又は想定されるも

のについては、当該交付等の相手方の承諾

を得て、書面に代えて、電磁的方法による

ことができる。 

 

附 則 附 則 

1～3 (略) 1～3 (略) 

4 一般病床、精神病床又は療養病床を有す

る病院の一般病床、精神病床又は療養病床

を令和6年3月31日までの間に転換(当該

病院の一般病床、精神病床又は療養病床の

病床数を減少させるとともに、当該病院の

施設を介護老人保健施設、軽費老人ホーム

(老人福祉法第20条の6に規定する軽費老

人ホームをいう。以下同じ。)その他の要

介護者、要支援者その他の者を入所又は入

居させるための施設の用に供することを

4 一般病床、精神病床又は療養病床を有す

る病院の一般病床、精神病床又は療養病床

を平成36年3月31日までの間に転換(当該

病院の一般病床、精神病床又は療養病床の

病床数を減少させるとともに、当該病院の

施設を介護老人保健施設、軽費老人ホーム

(老人福祉法第20条の6に規定する軽費老

人ホームをいう。以下同じ。)その他の要

介護者、要支援者その他の者を入所又は入

居させるための施設の用に供することを
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いう。)を行って、指定介護老人福祉施設

を開設しようとする場合において、当該転

換に係る食堂及び機能訓練室については、

第6条第1項第7号アの規定にかかわらず、

食堂は、1平方メートルに入所定員を乗じ

て得た面積以上を有し、機能訓練室は、4

0平方メートル以上の面積を有しなけれ

ばならない。この場合において、食事の提

供又は機能訓練を行う際に当該食事の提

供又は機能訓練に支障がない広さを確保

することができるときは、同一の場所とす

ることができるものとする。 

いう。)を行って、指定介護老人福祉施設

を開設しようとする場合において、当該転

換に係る食堂及び機能訓練室については、

第6条第1項第7号アの規定にかかわらず、

食堂は、1平方メートルに入所定員を乗じ

て得た面積以上を有し、機能訓練室は、4

0平方メートル以上の面積を有しなけれ

ばならない。この場合において、食事の提

供又は機能訓練を行う際に当該食事の提

供又は機能訓練に支障がない広さを確保

することができるときは、同一の場所とす

ることができるものとする。 

5 一般病床又は療養病床を有する診療所

の一般病床又は療養病床を令和6年3月31

日までの間に転換(当該診療所の一般病床

又は療養病床の病床数を減少させるとと

もに、当該診療所の施設を介護老人保健施

設、軽費老人ホームその他の要介護者、要

支援者その他の者を入所又は入居させる

ための施設の用に供することをいう。)を

行って、指定介護老人福祉施設を開設しよ

うとする場合において、当該転換に係る食

堂及び機能訓練室については、第6条第1

項第7号アの規定にかかわらず、次の各号

に掲げる基準のいずれかに適合するもの

とする。 

5 一般病床又は療養病床を有する診療所

の一般病床又は療養病床を平成36年3月3

1日までの間に転換(当該診療所の一般病

床又は療養病床の病床数を減少させると

ともに、当該診療所の施設を介護老人保健

施設、軽費老人ホームその他の要介護者、

要支援者その他の者を入所又は入居させ

るための施設の用に供することをいう。)

を行って、指定介護老人福祉施設を開設し

ようとする場合において、当該転換に係る

食堂及び機能訓練室については、第6条第

1項第7号アの規定にかかわらず、次の各

号に掲げる基準のいずれかに適合するも

のとする。 

(1)及び(2) (略) (1)及び(2) (略) 

6 一般病床、精神病床若しくは療養病床を

有する病院の一般病床、精神病床若しくは

療養病床又は一般病床若しくは療養病床

を有する診療所の一般病床若しくは療養

病床を令和6年3月31日までの間に転換

(当該病院の一般病床、精神病床若しくは

療養病床又は当該診療所の一般病床若し

くは療養病床の病床数を減少させるとと

もに、当該病院又は診療所の施設を介護老

人保健施設、軽費老人ホームその他の要介

護者、要支援者その他の者を入所又は入居

させるための施設の用に供することをい

う。)を行って、指定介護老人福祉施設を

6 一般病床、精神病床若しくは療養病床を

有する病院の一般病床、精神病床若しくは

療養病床又は一般病床若しくは療養病床

を有する診療所の一般病床若しくは療養

病床を平成36年3月31日までの間に転換

(当該病院の一般病床、精神病床若しくは

療養病床又は当該診療所の一般病床若し

くは療養病床の病床数を減少させるとと

もに、当該病院又は診療所の施設を介護老

人保健施設、軽費老人ホームその他の要介

護者、要支援者その他の者を入所又は入居

させるための施設の用に供することをい

う。)を行って、指定介護老人福祉施設を
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開設しようとする場合において、第6条第

1項第8号及び第46条第1項第4号の規定に

かかわらず、当該転換に係る廊下の幅につ

いては、1.2メートル以上(中廊下にあって

は1.6メートル以上)とする。 

開設しようとする場合において、第6条第

1項第8号及び第46条第1項第4号の規定に

かかわらず、当該転換に係る廊下の幅につ

いては、1.2メートル以上(中廊下にあって

は1.6メートル以上)とする。 

7及び8 (略) 7及び8 (略) 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

 （虐待の防止に係る経過措置） 

２ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、改正後の船橋市指定介護老人

福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（以下「新条例」という。）

第４条第４項、第４１条の２（新条例第５５条において準用する場合を含む。）及び第４

５条第３項の規定の適用については、これらの規定中「講じなければ」とあるのは、「講

じるよう努めなければ」とし、新条例第２９条及び第５２条の規定の適用については、

これらの規定中「、次に」とあるのは「、虐待の防止のための措置に関する事項に関す

る規程を定めておくよう努めるとともに、次に」と、「重要事項」とあるのは「重要事項

（虐待の防止のための措置に関する事項を除く。）」とする。 

 （業務継続計画の策定等に係る経過措置） 

３ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新条例第３０条の２（新条例

第５５条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、これらの規定中「講

じなければ」とあるのは「講じるよう努めなければ」と、「実施しなければ」とあるのは

「実施するよう努めなければ」と、「行うものとする」とあるのは「行うよう努めるもの

とする」とする。 

 （認知症に係る基礎的な研修の受講に関する経過措置） 

４ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新条例第３０条第３項及び第

５３条第４項の規定の適用については、これらの規定中「講じなければ」とあるのは、

「講じるよう努めなければ」とする。 

 （ユニットの定員に係る経過措置） 

５ この条例の施行の日以降、当分の間、新条例第４６条第１項第１号ア(ｲ)の規定に基づ

き入居定員が１０人を超えるユニットを整備するユニット型指定介護老人福祉施設は、
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新条例第５条第１項第３号（後段に係る部分を除く。）及び第５３条第２項の基準を満た

すほか、ユニット型指定介護老人福祉施設における夜間及び深夜を含めた介護職員並び

に看護師及び准看護師の配置の実態を勘案して職員を配置するよう努めるものとする。 

６ この条例の施行の際現に存する建物（基本的な設備が完成しているものを含み、この

条例の施行の後に増築され、又は全面的に改築された部分を除く。）の居室であって、改

正前の第４６条第１項第１号ア(ｳ)（後段に係る部分に限る。）の規定の要件を満たして

いる居室については、なお従前の例による。 

 （栄養管理に係る経過措置） 

７ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新条例第２２条の２（新条例

第５５条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、これらの規定中「行

わなければ」とあるのは、「行うよう努めなければ」とする。 

 （口腔
くう

衛生の管理に係る経過措置） 

８ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新条例第２２条の３（新条例

第５５条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、これらの規定中「行

わなければ」とあるのは、「行うよう努めなければ」とする。 

 （事故発生の防止及び発生時の対応に係る経過措置） 

９ この条例の施行の日から起算して６月を経過する日までの間、新条例第４１条第１項

（新条例第５５条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、これらの規

定中「次に掲げる措置を講じなければ」とあるのは、「第１号から第３号までに掲げる措

置を講じるとともに、第４号に掲げる措置を講じるよう努めなければ」とする。 

 （感染症の予防及びまん延の防止のための訓練に係る経過措置） 

１０ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新条例第３３条第２項第３

号（新条例第５５条において準用する場合を含む。）の規定にかかわらず、指定介護老人

福祉施設は、その従業者に対し、感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための研

修を定期的に実施するとともに、感染症の予防及びまん延の防止のための訓練を定期的

に実施するよう努めるものとする。 
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理 由 

 

 指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い、所要の改

正等を行う必要がある。これが、この条例案を提出する理由である。 
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議案第４０号 

 

 船橋市介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例の

一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  令和３年２月１５日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

   船橋市介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条

例の一部を改正する条例 

 

 船橋市介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例（平

成２４年船橋市条例第５９号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

目次 目次 

第1章～第6章 (略) 第1章～第6章 (略) 

第7章 雑則(第55条)  

附則 附則 

第3条 (略) 第3条 (略) 

2及び3 (略) 2及び3 (略) 

4 介護老人保健施設は、入所者の人権の擁

護、虐待の防止等のため、必要な体制の整

備を行うとともに、その従業者に対し、研

修を実施する等の措置を講じなければな

らない。 

 

5 介護老人保健施設は、介護保健施設サー

ビスを提供するに当たっては、法第118条

の2第1項に規定する介護保険等関連情報

その他必要な情報を活用し、適切かつ有効

に行うよう努めなければならない。 

 

第4条 (各号列記以外の部分略) 第4条 (各号列記以外の部分略) 

(1)～(4) (略) (1)～(4) (略) 
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(5) 栄養士又は管理栄養士 入所定員

100以上の介護老人保健施設にあって

は、1人以上 

(5) 栄養士 入所定員100以上の介護老

人保健施設にあっては、1人以上 

(6)及び(7) (略) (6)及び(7) (略) 

2及び3 (略) 2及び3 (略) 

4 介護老人保健施設の従業者は、専ら当該

介護老人保健施設の職務に従事する者で

なければならない。ただし、入所者の処遇

に支障がない場合には、この限りでない。 

4 介護老人保健施設の従業者は、専ら当該

介護老人保健施設の職務に従事する者で

なければならない。ただし、介護老人保健

施設(ユニット型介護老人保健施設を除

く。以下この項において同じ。)にユニッ

ト型介護老人保健施設を併設する場合の

介護老人保健施設及びユニット型介護老

人保健施設の介護職員を除き、入所者の処

遇に支障がない場合には、この限りでな

い。 

5 (略) 5 (略) 

6 第1項第3号から第6号までの規定にかか

わらず、サテライト型小規模介護老人保健

施設の支援相談員、理学療法士、作業療法

士若しくは言語聴覚士、栄養士若しくは管

理栄養士又は介護支援専門員については、

次に掲げる本体施設の場合には、次の各号

に掲げる区分に応じ、当該各号に定める従

業者により当該サテライト型小規模介護

老人保健施設の入所者の処遇が適切に行

われると認められるときは、これを置かな

いことができる。 

6 第1項第3号から第6号までの規定にかか

わらず、サテライト型小規模介護老人保健

施設の支援相談員、理学療法士、作業療法

士若しくは言語聴覚士、栄養士又は介護支

援専門員については、次に掲げる本体施設

の場合には、次の各号に掲げる区分に応

じ、当該各号に定める従業者により当該サ

テライト型小規模介護老人保健施設の入

所者の処遇が適切に行われると認められ

るときは、これを置かないことができる。 

(1) 介護老人保健施設 医師、支援相談

員、理学療法士、作業療法士若しくは言

語聴覚士、栄養士若しくは管理栄養士又

は介護支援専門員 

(1) 介護老人保健施設 医師、支援相談

員、理学療法士、作業療法士若しくは言

語聴覚士、栄養士又は介護支援専門員 

(2) 介護医療院 医師、栄養士若しくは

管理栄養士又は介護支援専門員 

(2) 介護医療院 医師、栄養士又は介護

支援専門員 

(3) 病院 医師、栄養士若しくは管理栄

養士(病床数100以上の病院の場合に限

る。)又は介護支援専門員(指定介護療養

型医療施設の場合に限る。) 

(3) 病院 医師、栄養士(病床数100以上

の病院の場合に限る。)又は介護支援専

門員(指定介護療養型医療施設の場合に

限る。) 

(4) (略) (4) (略) 

7 第1項第3号から第6号までの規定にかか

わらず、医療機関併設型小規模介護老人保

7 第1項第3号から第6号までの規定にかか

わらず、医療機関併設型小規模介護老人保
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健施設の支援相談員、理学療法士、作業療

法士若しくは言語聴覚士、栄養士若しくは

管理栄養士又は介護支援専門員の員数の

基準は、次に定めるところによる。 

健施設の支援相談員、理学療法士、作業療

法士若しくは言語聴覚士、栄養士又は介護

支援専門員の員数の基準は、次に定めると

ころによる。 

(1) 理学療法士、作業療法士若しくは言

語聴覚士又は栄養士若しくは管理栄養

士にあっては、併設される介護医療院又

は病院若しくは診療所の理学療法士、作

業療法士若しくは言語聴覚士又は栄養

士若しくは管理栄養士により当該医療

機関併設型小規模介護老人保健施設の

入所者の処遇が適切に行われると認め

られるときは、置かないことができるこ

と。 

(1) 理学療法士、作業療法士若しくは言

語聴覚士又は栄養士にあっては、併設さ

れる介護医療院又は病院若しくは診療

所の理学療法士、作業療法士若しくは言

語聴覚士又は栄養士により当該医療機

関併設型小規模介護老人保健施設の入

所者の処遇が適切に行われると認めら

れるときは、置かないことができるこ

と。 

(2) (略) (2) (略) 

(構造設備に関する基準) (構造設備に関する基準) 

第6条 (各号列記以外の部分略) 第6条 (各号列記以外の部分略) 

(1) (略) (1) (略) 

ア (略) ア (略) 

イ (略) イ (略) 

(ｱ) 消防局長又は消防署長と相談の

上、第32条第1項に規定する計画に

入所者の円滑かつ迅速な避難を確

保するために必要な事項を定める

こと。 

(ｱ) 消防局長又は消防署長と相談の

上、第32条に規定する計画に入所

者の円滑かつ迅速な避難を確保す

るために必要な事項を定めること。 

(ｲ) 第32条第1項に規定する訓練に

ついては、同項に規定する計画に従

い、昼間及び夜間において行うこ

と。 

(ｲ) 第32条に規定する訓練について

は、同条に規定する計画に従い、昼

間及び夜間において行うこと。 

(ｳ) (略) (ｳ) (略) 

(2)～(7) (略) (2)～(7) (略) 

2 (略) 2 (略) 

(介護保健施設サービスの取扱方針) (介護保健施設サービスの取扱方針) 

第16条 (略) 第16条 (略) 

2～5 (略) 2～5 (略) 

6 (各号列記以外の部分略) 6 (各号列記以外の部分略) 

(1) 身体的拘束等の適正化のための対策

を検討する委員会(テレビ電話装置その

他の情報通信機器(以下「テレビ電話装

置等」という。)を活用して行うことが

(1) 身体的拘束等の適正化のための対策

を検討する委員会を3月に1回以上開催

するとともに、その結果について、介護

職員その他の従業者に周知徹底を図る
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できるものとする。)を3月に1回以上開

催するとともに、その結果について、介

護職員その他の従業者に周知徹底を図

ること。 

こと。 

(2)及び(3) (略) (2)及び(3) (略) 

7 (略) 7 (略) 

(栄養管理)  

第20条の2 介護老人保健施設は、入所者の

栄養状態の維持及び改善を図り、自立した

日常生活を営むことができるよう、各入所

者の状態に応じた栄養管理を計画的に行

わなければならない。 

 

(口腔
く う

衛生の管理)  

第20条の3 介護老人保健施設は、入所者の

口腔の健康の保持を図り、自立した日常生

活を営むことができるよう、口腔衛生の管

理体制を整備し、各入所者の状態に応じた

口腔衛生の管理を計画的に行わなければ

ならない。 

 

(運営規程) (運営規程) 

第29条 (各号列記以外の部分略) 第29条 (各号列記以外の部分略) 

(1)～(6) (略) (1)～(6) (略) 

(7) 虐待の防止のための措置に関する事

項 

 

(8) (略) (7) (略) 

(勤務体制の確保等) (勤務体制の確保等) 

第30条 (略) 第30条 (略) 

2 (略) 2 (略) 

3 介護老人保健施設は、従業者の資質の向

上のために、その研修の機会を確保しなけ

ればならない。その際、当該介護老人保健

施設は、全ての従業者(看護師、准看護師、

介護福祉士、介護支援専門員、法第8条第

2項に規定する政令で定める者等の資格

を有する者その他これに類する者を除

く。)に対し、認知症介護に係る基礎的な

研修を受講させるために必要な措置を講

じなければならない。 

3 介護老人保健施設は、従業者の資質の向

上のために、その研修の機会を確保しなけ

ればならない。 

4 介護老人保健施設は、適切な介護保健施

設サービスの提供を確保する観点から、職
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場において行われる性的な言動又は優越

的な関係を背景とした言動であって業務

上必要かつ相当な範囲を超えたものによ

り従業者の就業環境が害されることを防

止するための方針の明確化等の必要な措

置を講じなければならない。 

 (業務継続計画の策定等)  

第30条の2 介護老人保健施設は、感染症や

非常災害の発生時において、入所者に対す

る介護保健施設サービスの提供を継続的

に実施するための、及び非常時の体制で早

期の業務再開を図るための計画(以下「業

務継続計画」という。)を策定し、当該業

務継続計画に従い必要な措置を講じなけ

ればならない。 

 

2 介護老人保健施設は、従業者に対し、業

務継続計画について周知するとともに、必

要な研修及び訓練を定期的に実施しなけ

ればならない。 

 

3 介護老人保健施設は、定期的に業務継続

計画の見直しを行い、必要に応じて業務継

続計画の変更を行うものとする。 

 

(非常災害対策) (非常災害対策) 

第32条 (略) 第32条 (略) 

2 介護老人保健施設は、前項に規定する訓

練の実施に当たって、地域住民の参加が得

られるよう連携に努めなければならない。 

 

(衛生管理等) (衛生管理等) 

第33条 (略) 第33条 (略) 

2 (各号列記以外の部分略) 2 (各号列記以外の部分略) 

(1) 当該介護老人保健施設における感染

症及び食中毒の予防及びまん延の防止

のための対策を検討する委員会(テレビ

電話装置等を活用して行うことができ

るものとする。)をおおむね3月に1回以

上開催するとともに、その結果につい

て、介護職員その他の従業者に周知徹底

を図ること。 

(1) 当該介護老人保健施設における感染

症及び食中毒の予防及びまん延の防止

のための対策を検討する委員会をおお

むね3月に1回以上開催するとともに、

その結果について、介護職員その他の従

業者に周知徹底を図ること。 

(2) (略) (2) (略) 

(3) 当該介護老人保健施設において、介 (3) 当該介護老人保健施設において、介

－111－



護職員その他の従業者に対し、感染症及

び食中毒の予防及びまん延の防止のた

めの研修並びに感染症の予防及びまん

延の防止のための訓練を定期的に実施

すること。 

護職員その他の従業者に対し、感染症及

び食中毒の予防及びまん延の防止のた

めの研修を定期的に実施すること。 

(4) (略) (4) (略) 

(掲示) (掲示) 

第35条 (略) 第35条 (略) 

2 介護老人保健施設は、前項に規定する事

項を記載した書面を当該介護老人保健施

設に備え付け、かつ、これをいつでも関係

者に自由に閲覧させることにより、同項の

規定による掲示に代えることができる。 

 

(事故発生の防止及び発生時の対応) (事故発生の防止及び発生時の対応) 

第40条 (各号列記以外の部分略) 第40条 (各号列記以外の部分略) 

(1)及び(2) (略) (1)及び(2) (略) 

(3) 事故発生の防止のための委員会(テ

レビ電話装置等を活用して行うことが

できるものとする。)及び従業者に対す

る研修を定期的に行うこと。 

(3) 事故発生の防止のための委員会及び

従業者に対する研修を定期的に行うこ

と。 

(4) 前3号に掲げる措置を適切に実施す

るための担当者を置くこと。 

 

2～4 (略) 2～4 (略) 

(虐待の防止)  

第40条の2 介護老人保健施設は、虐待の発

生又はその再発を防止するため、次に掲げ

る措置を講じなければならない。 

 

 (1) 当該介護老人保健施設における虐待

の防止のための対策を検討する委員会

(テレビ電話装置等を活用して行うこと

ができるものとする。)を定期的に開催

するとともに、その結果について、介護

職員その他の従業者に周知徹底を図る

こと。 

 

 (2) 当該介護老人保健施設における虐待

の防止のための指針を整備すること。 

 

 (3) 当該介護老人保健施設において、介

護職員その他の従業者に対し、虐待の防

止のための研修を定期的に実施するこ

と。 
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 (4) 前3号に掲げる措置を適切に実施す

るための担当者を置くこと。 

 

(基本方針) (基本方針) 

第44条 (略) 第44条 (略) 

2 (略) 2 (略) 

3 ユニット型介護老人保健施設は、入居者

の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要

な体制の整備を行うとともに、その従業者

に対し、研修を実施する等の措置を講じな

ければならない。 

 

4 ユニット型介護老人保健施設は、介護保

健施設サービスを提供するに当たっては、

法第118条の2第1項に規定する介護保険

等関連情報その他必要な情報を活用し、適

切かつ有効に行うよう努めなければなら

ない。 

 

第45条 (略) 第45条 (略) 

2～5 (略) 2～5 (略) 

6 (各号列記以外の部分略) 6 (各号列記以外の部分略)  

(1) (略) (1) (略) 

ア (略) ア (略) 

イ (略) イ (略) 

(ｱ) 消防局長又は消防署長と相談の

上、第54条において準用する第32

条第1項に規定する計画に入居者

の円滑かつ迅速な避難を確保する

ために必要な事項を定めること。 

(ｱ) 消防局長又は消防署長と相談の

上、第54条において準用する第32

条に規定する計画に入居者の円滑

かつ迅速な避難を確保するために

必要な事項を定めること。 

(ｲ) 第54条において準用する第32条

第1項に規定する訓練については、

同項に規定する計画に従い、昼間及

び夜間において行うこと。 

(ｲ) 第54条において準用する第32条

に規定する訓練については、同条に

規定する計画に従い、昼間及び夜間

において行うこと。 

(ｳ) (略) (ｳ) (略) 

(2)～(7) (略) (2)～(7) (略) 

7 (略) 7 (略) 

(介護保健施設サービスの取扱方針) (介護保健施設サービスの取扱方針) 

第47条 (略) 第47条 (略) 

2～7 (略) 2～7 (略) 

8 (各号列記以外の部分略) 8 (各号列記以外の部分略) 

(1) 身体的拘束等の適正化のための対策

を検討する委員会(テレビ電話装置等を

(1) 身体的拘束等の適正化のための対策

を検討する委員会を3月に1回以上開催
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活用して行うことができるものとす

る。)を3月に1回以上開催するとともに、

その結果について、介護職員その他の従

業者に周知徹底を図ること。 

するとともに、その結果について、介護

職員その他の従業者に周知徹底を図る

こと。 

(2)及び(3) (略) (2)及び(3) (略) 

9 (略) 9 (略) 

(運営規程) (運営規程) 

第51条 (各号列記以外の部分略) 第51条 (各号列記以外の部分略) 

(1)～(7) (略) (1)～(7) (略) 

(8) 虐待の防止のための措置に関する事

項 

 

(9) (略) (8) (略) 

(勤務体制の確保等) (勤務体制の確保等) 

第52条 (略) 第52条 (略) 

2及び3 (略) 2及び3 (略) 

4 ユニット型介護老人保健施設は、従業者

に対し、その資質の向上のための研修の機

会を確保しなければならない。その際、当

該ユニット型介護老人保健施設は、全ての

従業者(看護師、准看護師、介護福祉士、

介護支援専門員、法第8条第2項に規定す

る政令で定める者等の資格を有する者そ

の他これに類する者を除く。)に対し、認

知症介護に係る基礎的な研修を受講させ

るために必要な措置を講じなければなら

ない。 

4 ユニット型介護老人保健施設は、従業者

に対し、その資質の向上のための研修の機

会を確保しなければならない。 

5 ユニット型介護老人保健施設は、適切な

介護保健施設サービスの提供を確保する

観点から、職場において行われる性的な言

動又は優越的な関係を背景とした言動で

あって業務上必要かつ相当な範囲を超え

たものにより従業者の就業環境が害され

ることを防止するための方針の明確化等

の必要な措置を講じなければならない。 

 

(準用) (準用) 

第54条 第7条から第13条まで、第15条、第

17条から第20条の3まで、第23条、第25

条から第28条まで、第30条の2及び第32

条から第42条までの規定は、ユニット型

介護老人保健施設について準用する。この

第54条 第7条から第13条まで、第15条、第

17条から第20条まで、第23条、第25条か

ら第28条まで及び第32条から第42条まで

の規定は、ユニット型介護老人保健施設に

ついて準用する。この場合において、第7
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場合において、第7条第1項中「第29条に

規定する運営規程」とあるのは「第51条

に規定する重要事項に関する規程」と、第

27条第2項中「この章」とあるのは「第6

章第3節」と、第28条中「第17条」とある

のは「第54条において準用する第17条」

と、同条第4号及び第42条第2項第6号中

「第38条第2項」とあるのは「第54条にお

いて準用する第38条第2項」と、第28条第

5号及び第42条第2項第7号中「第40条第3

項」とあるのは「第54条において準用す

る第40条第3項」と、同項第2号中「第12

条第4項」とあるのは「第54条において準

用する第12条第4項」と、同項第3号中「第

13条第2項」とあるのは「第54条において

準用する第13条第2項」と、同項第4号中

「第16条第5項」とあるのは「第47条第7

項」と、同項第5号中「第25条」とあるの

は「第54条において準用する第25条」と

読み替えるものとする。 

条第1項中「第29条に規定する運営規程」

とあるのは「第51条に規定する重要事項

に関する規程」と、第27条第2項中「この

章」とあるのは「第6章第3節」と、第28

条中「第17条」とあるのは「第54条にお

いて準用する第17条」と、同条第4号及び

第42条第2項第6号中「第38条第2項」とあ

るのは「第54条において準用する第38条

第2項」と、第28条第5号及び第42条第2

項第7号中「第40条第3項」とあるのは「第

54条において準用する第40条第3項」と、

同項第2号中「第12条第4項」とあるのは

「第54条において準用する第12条第4項」

と、同項第3号中「第13条第2項」とある

のは「第54条において準用する第13条第2

項」と、同項第4号中「第16条第5項」と

あるのは「第47条第7項」と、同項第5号

中「第25条」とあるのは「第54条におい

て準用する第25条」と読み替えるものと

する。 

   第7章 雑則  

 (電磁的記録等)  

第55条 介護老人保健施設及びその従業者

は、作成、保存その他これらに類するもの

のうち、この条例の規定において書面(書

面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、

複本その他文字、図形等人の知覚によって

認識することができる情報が記載された

紙その他の有体物をいう。以下この条にお

いて同じ。)で行うことが規定されている

又は想定されるもの(第10条第1項(前条に

おいて準用する場合を含む。)及び第13条

第1項(前条において準用する場合を含

む。)並びに次項に規定するものを除く。)

については、書面に代えて、当該書面に係

る電磁的記録により行うことができる。 

 

2 介護老人保健施設及びその従業者は、交

付、説明、同意、承諾その他これらに類す

るもの(以下「交付等」という。)のうち、

この条例の規定において書面で行うこと
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が規定されている又は想定されるものに

ついては、当該交付等の相手方の承諾を得

て、書面に代えて、電磁的方法によること

ができる。 

附 則 附 則 

1及び2 (略) 1及び2 (略) 

3 一般病床、精神病床又は療養病床を有す

る病院の開設者が、当該病院の一般病床、

精神病床又は療養病床を令和6年3月31日

までの間に転換(病院の一般病床、精神病

床若しくは療養病床又は診療所の一般病

床若しくは療養病床の病床数を減少させ

るとともに、当該病院又は診療所の施設を

介護老人保健施設、軽費老人ホーム(老人

福祉法(昭和38年法律第133号)第20条の6

に規定する軽費老人ホームをいう。)その

他の要介護者、要支援者その他の者を入所

し、又は入居させるための施設の用に供す

ることをいう。以下同じ。)を行って介護

老人保健施設を開設する場合における当

該転換に係る食堂については、第5条第2

項第2号中「2平方メートル」とあるのは、

「1平方メートル」とする。 

3 一般病床、精神病床又は療養病床を有す

る病院の開設者が、当該病院の一般病床、

精神病床又は療養病床を平成36年3月31

日までの間に転換(病院の一般病床、精神

病床若しくは療養病床又は診療所の一般

病床若しくは療養病床の病床数を減少さ

せるとともに、当該病院又は診療所の施設

を介護老人保健施設、軽費老人ホーム(老

人福祉法(昭和38年法律第133号)第20条

の6に規定する軽費老人ホームをいう。)

その他の要介護者、要支援者その他の者を

入所し、又は入居させるための施設の用に

供することをいう。以下同じ。)を行って

介護老人保健施設を開設する場合におけ

る当該転換に係る食堂については、第5条

第2項第2号中「2平方メートル」とあるの

は、「1平方メートル」とする。 

4 一般病床又は療養病床を有する診療所

の開設者が、当該診療所の一般病床又は療

養病床を令和6年3月31日までの間に転換

を行って介護老人保健施設(ユニット型介

護老人保健施設を除く。)を開設する場合

における当該転換に係る食堂については、

第5条第2項第2号の規定にかかわらず、次

の各号に掲げる基準のいずれかに適合す

るものとする。 

4 一般病床又は療養病床を有する診療所

の開設者が、当該診療所の一般病床又は療

養病床を平成36年3月31日までの間に転

換を行って介護老人保健施設(ユニット型

介護老人保健施設を除く。)を開設する場

合における当該転換に係る食堂について

は、第5条第2項第2号の規定にかかわら

ず、次の各号に掲げる基準のいずれかに適

合するものとする。 

(1)及び(2) (略) (1)及び(2) (略) 

5 一般病床、精神病床若しくは療養病床を

有する病院又は一般病床若しくは療養病

床を有する診療所の開設者が、当該病院の

一般病床、精神病床若しくは療養病床又は

当該診療所の一般病床若しくは療養病床

を令和6年3月31日までの間に転換を行っ

て介護老人保健施設を開設する場合にお

5 一般病床、精神病床若しくは療養病床を

有する病院又は一般病床若しくは療養病

床を有する診療所の開設者が、当該病院の

一般病床、精神病床若しくは療養病床又は

当該診療所の一般病床若しくは療養病床

を平成36年3月31日までの間に転換を行

って介護老人保健施設を開設する場合に
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ける当該転換に係る建物については、第6

条第1項第1号の規定は、適用しない。 

おける当該転換に係る建物については、第

6条第1項第1号の規定は、適用しない。 

6 (略) 6 (略) 

7 一般病床、精神病床若しくは療養病床を

有する病院又は一般病床若しくは療養病

床を有する診療所の開設者が、当該病院の

一般病床、精神病床若しくは療養病床又は

当該診療所の一般病床若しくは療養病床

を令和6年3月31日までの間に転換を行っ

て介護老人保健施設を開設する場合にお

ける当該転換に係る屋内の直通階段及び

エレベーターについては、第6条第1項第2

号中「屋内の直通階段及びエレベーターを

それぞれ1以上設けること」とあるのは、

「屋内の直通階段を2以上設けること。た

だし、エレベーターが設置されているもの

又は2階以上の各階における療養室の床

面積の合計がそれぞれ50平方メートル(主

要構造部が耐火構造であるか、又は不燃材

料で造られている建築物にあっては、100

平方メートル)以下のものについては、屋

内の直通階段を1とすることができる」と

する。 

7 一般病床、精神病床若しくは療養病床を

有する病院又は一般病床若しくは療養病

床を有する診療所の開設者が、当該病院の

一般病床、精神病床若しくは療養病床又は

当該診療所の一般病床若しくは療養病床

を平成36年3月31日までの間に転換を行

って介護老人保健施設を開設する場合に

おける当該転換に係る屋内の直通階段及

びエレベーターについては、第6条第1項

第2号中「屋内の直通階段及びエレベータ

ーをそれぞれ1以上設けること」とあるの

は、「屋内の直通階段を2以上設けるこ

と。ただし、エレベーターが設置されてい

るもの又は2階以上の各階における療養

室の床面積の合計がそれぞれ50平方メー

トル(主要構造部が耐火構造であるか、又

は不燃材料で造られている建築物にあっ

ては、100平方メートル)以下のものについ

ては、屋内の直通階段を1とすることがで

きる」とする。 

8 (略) 

9 一般病床、精神病床若しくは療養病床を

有する病院又は一般病床若しくは療養病

床を有する診療所の開設者が、当該病院の

一般病床、精神病床若しくは療養病床又は

当該診療所の一般病床若しくは療養病床

を令和6年3月31日までの間に転換を行っ

て介護老人保健施設を開設する場合にお

ける当該転換に係る療養室に隣接する廊

下については、第6条第1項第5号ア及び第

45条第6項第5号アの規定にかかわらず、

幅は、1.2メートル以上(中廊下にあって

は、1.6メートル以上)とする。 

8 (略) 

9 一般病床、精神病床若しくは療養病床を

有する病院又は一般病床若しくは療養病

床を有する診療所の開設者が、当該病院の

一般病床、精神病床若しくは療養病床又は

当該診療所の一般病床若しくは療養病床

を平成36年3月31日までの間に転換を行

って介護老人保健施設を開設する場合に

おける当該転換に係る療養室に隣接する

廊下については、第6条第1項第5号ア及び

第45条第6項第5号アの規定にかかわら

ず、幅は、1.2メートル以上(中廊下にあっ

ては、1.6メートル以上)とする。 

10 (略) 10 (略) 

   附 則 

 （施行期日） 
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１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

 （虐待の防止に係る経過措置） 

２ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、改正後の船橋市介護老人保健

施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例（以下「新条例」とい

う。）第３条第４項、第４０条の２（新条例第５４条において準用する場合を含む。）及

び第４４条第３項の規定の適用については、これらの規定中「講じなければ」とあるの

は、「講じるよう努めなければ」とし、新条例第２９条及び第５１条の規定の適用につい

ては、これらの規定中「、次に」とあるのは「、虐待の防止のための措置に関する事項

に関する規程を定めておくよう努めるとともに、次に」と、「重要事項」とあるのは「重

要事項（虐待の防止のための措置に関する事項を除く。）」とする。 

 （業務継続計画の策定等に係る経過措置） 

３ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新条例第３０条の２（新条例

第５４条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、これらの規定中「講

じなければ」とあるのは「講じるよう努めなければ」と、「実施しなければ」とあるのは

「実施するよう努めなければ」と、「行うものとする」とあるのは「行うよう努めるもの

とする」とする。 

 （認知症に係る基礎的な研修の受講に関する経過措置） 

４ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新条例第３０条第３項及び第

５２条第４項の規定の適用については、これらの規定中「講じなければ」とあるのは、

「講じるよう努めなければ」とする。 

 （栄養管理に係る経過措置） 

５ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新条例第２０条の２（新条例

第５４条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、これらの規定中「行

わなければ」とあるのは、「行うよう努めなければ」とする。 

 （口腔
くう

衛生の管理に係る経過措置） 

６ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新条例第２０条の３（新条例

第５４条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、これらの規定中「行

わなければ」とあるのは、「行うよう努めなければ」とする。 

 （事故発生の防止及び発生時の対応に係る経過措置） 

７ この条例の施行の日から起算して６月を経過する日までの間、新条例第４０条第１項
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（新条例第５４条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、これらの規

定中「次に掲げる措置を講じなければ」とあるのは、「第１号から第３号までに掲げる措

置を講じるとともに、第４号に掲げる措置を講じるよう努めなければ」とする。 

 （感染症の予防及びまん延の防止のための訓練に係る経過措置） 

８ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新条例第３３条第２項第３号

（新条例第５４条において準用する場合を含む。）の規定にかかわらず、介護老人保健施

設は、その従業者に対し、感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための研修を定

期的に実施するとともに、感染症の予防及びまん延の防止のための訓練を定期的に実施

するよう努めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理 由 

 

 介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準の一部改正に伴い、所

要の改正等を行う必要がある。これが、この条例案を提出する理由である。 
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議案第４１号 

 

船橋市介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例の一部を

改正する条例を次のように制定する。 

 

令和３年２月１５日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

船橋市介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例の一

部を改正する条例 

 

船橋市介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例（平成３

０年船橋市条例第３９号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

目次 目次 

第1章～第6章 (略) 第1章～第6章 (略) 

第7章 雑則(第55条)  

附則 附則 

第3条 (略) 第3条 (略) 

2及び3 (略) 2及び3 (略) 

4 介護医療院は、入所者の人権の擁護、虐

待の防止等のため、必要な体制の整備を行

うとともに、その従業者に対し、研修を実

施する等の措置を講じなければならない。 

 

5 介護医療院は、介護医療院サービスを提

供するに当たっては、法第118条の2第1項

に規定する介護保険等関連情報その他必

要な情報を活用し、適切かつ有効に行うよ

う努めなければならない。 

 

第4条 (各号列記以外の部分略) 第4条 (各号列記以外の部分略) 

(1)～(4) (略) (1)～(4) (略) 

(5) 栄養士又は管理栄養士 入所定員 (5) 栄養士 入所定員100以上の介護医
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100以上の介護医療院にあっては、1人

以上 

療院にあっては、1人以上 

(6)～(8) (略) (6)～(8) (略) 

2及び3 (略) 2及び3 (略) 

4 介護医療院の従業者は、専ら当該介護医

療院の職務に従事する者でなければなら

ない。ただし、入所者の処遇に支障がない

場合には、この限りでない。 

4 介護医療院の従業者は、専ら当該介護医

療院の職務に従事する者でなければなら

ない。ただし、介護医療院(ユニット型介

護医療院を除く。以下この項において同

じ。)にユニット型介護医療院を併設する

場合の介護医療院及びユニット型介護医

療院の介護職員を除き、入所者の処遇に支

障がない場合には、この限りでない。 

5及び6 (略) 5及び6 (略) 

(構造設備に関する基準) (構造設備に関する基準) 

第6条 (各号列記以外の部分略) 第6条 (各号列記以外の部分略) 

(1) (略) (1) (略) 

ア (略) ア (略) 

イ (略) イ (略) 

(ｱ) 消防局長又は消防署長と相談の

上、第32条第1項の計画に入所者の

円滑かつ迅速な避難を確保するた

めに必要な事項を定めること。 

(ｱ) 消防局長又は消防署長と相談の

上、第32条の計画に入所者の円滑

かつ迅速な避難を確保するために

必要な事項を定めること。 

(ｲ) 第32条第1項の規定による訓練

については、同項の計画に従い、昼

間及び夜間において行うこと。 

(ｲ) 第32条の規定による訓練につい

ては、同条の計画に従い、昼間及び

夜間において行うこと。 

(ｳ) (略) (ｳ) (略) 

(2)～(8) (略) (2)～(8) (略) 

2 (略) 2 (略) 

(介護医療院サービスの取扱方針) (介護医療院サービスの取扱方針) 

第16条 (略) 第16条 (略) 

2～5 (略) 2～5 (略) 

6 (各号列記以外の部分略) 6 (各号列記以外の部分略) 

(1) 身体的拘束等の適正化のための対策

を検討する委員会(テレビ電話装置その

他の情報通信機器(以下「テレビ電話装

置等」という。)を活用して行うことが

できるものとする。)を3月に1回以上開

催するとともに、その結果について、介

護職員その他の従業者に周知徹底を図

ること。 

(1) 身体的拘束等の適正化のための対策

を検討する委員会を3月に1回以上開催

するとともに、その結果について、介護

職員その他の従業者に周知徹底を図る

こと。 
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(2)及び(3) (略) (2)及び(3) (略) 

7 (略) 7 (略) 

(施設サービス計画の作成) (施設サービス計画の作成) 

第17条 (略) 第17条 (略) 

2～5 (略) 2～5 (略) 

6 計画担当介護支援専門員は、サービス担

当者会議(入所者に対する介護医療院サー

ビスの提供に当たる他の担当者(以下この

条において「担当者」という。)を招集し

て行う会議(テレビ電話装置等を活用して

行うことができるものとする。ただし、入

所者又はその家族(以下この項において

「入所者等」という。)が参加する場合に

あっては、テレビ電話装置等の活用につい

て当該入所者等の同意を得なければなら

ない。)をいう。第11項において同じ。)

の開催、担当者に対する照会等により、当

該施設サービス計画の原案の内容につい

て、担当者から、専門的な見地からの意見

を求めるものとする。 

6 計画担当介護支援専門員は、サービス担

当者会議(入所者に対する介護医療院サー

ビスの提供に当たる他の担当者(以下この

条において「担当者」という。)を招集し

て行う会議をいう。第11項において同じ。)

の開催、担当者に対する照会等により、当

該施設サービス計画の原案の内容につい

て、担当者から、専門的な見地からの意見

を求めるものとする。 

7～12 (略) 7～12 (略) 

(栄養管理)  

第20条の2 介護医療院は、入所者の栄養状

態の維持及び改善を図り、自立した日常生

活を営むことができるよう、各入所者の状

態に応じた栄養管理を計画的に行わなけ

ればならない。 

 

(口腔
く う

衛生の管理)  

第20条の3 介護医療院は、入所者の口腔の

健康の保持を図り、自立した日常生活を営

むことができるよう、口腔衛生の管理体制

を整備し、各入所者の状態に応じた口腔衛

生の管理を計画的に行わなければならな

い。 

 

(運営規程) (運営規程) 

第29条 介護医療院は、次に掲げる施設の

運営についての重要事項に関する規程(第

35条第1項において「運営規程」という。)

を定めておかなければならない。 

第29条 介護医療院は、次に掲げる施設の

運営についての重要事項に関する規程(第

35条において「運営規程」という。)を定

めておかなければならない。 

(1)～(6) (略) (1)～(6) (略) 

－123－



(7) 虐待の防止のための措置に関する事

項 

 

(8) (略) (7) (略) 

(勤務体制の確保等) (勤務体制の確保等) 

第30条 (略) 第30条 (略) 

2 (略) 2 (略) 

3 介護医療院は、従業者に対し、その資質

の向上のために、その研修の機会を確保し

なければならない。その際、当該介護医療

院は、全ての従業者(看護師、准看護師、

介護福祉士、介護支援専門員、法第8条第

2項に規定する政令で定める者等の資格

を有する者その他これに類する者を除

く。)に対し、認知症介護に係る基礎的な

研修を受講させるために必要な措置を講

じなければならない。 

3 介護医療院は、従業者に対し、その資質

の向上のために、その研修の機会を確保し

なければならない。 

4 介護医療院は、適切な介護医療院サービ

スの提供を確保する観点から、職場におい

て行われる性的な言動又は優越的な関係

を背景とした言動であって業務上必要か

つ相当な範囲を超えたものにより従業者

の就業環境が害されることを防止するた

めの方針の明確化等の必要な措置を講じ

なければならない。 

 

(業務継続計画の策定等)  

第30条の2 介護医療院は、感染症や非常災

害の発生時において、入所者に対する介護

医療院サービスの提供を継続的に実施す

るための、及び非常時の体制で早期の業務

再開を図るための計画(以下「業務継続計

画」という。)を策定し、当該業務継続計

画に従い必要な措置を講じなければなら

ない。 

 

2 介護医療院は、従業者に対し、業務継続

計画について周知するとともに、必要な研

修及び訓練を定期的に実施しなければな

らない。 

 

3 介護医療院は、定期的に業務継続計画の

見直しを行い、必要に応じて業務継続計画

の変更を行うものとする。 
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(非常災害対策) (非常災害対策) 

第32条 (略) 第32条 (略) 

2 介護医療院は、前項に規定する訓練の実

施に当たって、地域住民の参加が得られる

よう連携に努めなければならない。 

 

(衛生管理等) (衛生管理等) 

第33条 (略) 第33条 (略) 

2 (各号列記以外の部分略) 2 (各号列記以外の部分略) 

(1) 当該介護医療院における感染症及び

食中毒の予防及びまん延の防止のため

の対策を検討する委員会(テレビ電話装

置等を活用して行うことができるもの

とする。)をおおむね3月に1回以上開催

するとともに、その結果について、介護

職員その他の従業者に周知徹底を図る

こと。 

(1) 当該介護医療院における感染症及び

食中毒の予防及びまん延の防止のため

の対策を検討する委員会をおおむね3

月に1回以上開催するとともに、その結

果について、介護職員その他の従業者に

周知徹底を図ること。 

(2) (略) (2) (略) 

(3) 当該介護医療院において、介護職員

その他の従業者に対し、感染症及び食中

毒の予防及びまん延の防止のための研

修並びに感染症の予防及びまん延の防

止のための訓練を定期的に実施するこ

と。 

(3) 当該介護医療院において、介護職員

その他の従業者に対し、感染症及び食中

毒の予防及びまん延の防止のための研

修を定期的に実施すること。 

(4) (略) (4) (略) 

3 (略) 3 (略) 

(掲示) (掲示) 

第35条 (略) 第35条 (略) 

2 介護医療院は、前項に規定する事項を記

載した書面を当該介護医療院に備え付け、

かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧

させることにより、同項の規定による掲示

に代えることができる。 

 

(事故発生の防止及び発生時の対応) (事故発生の防止及び発生時の対応) 

第40条 (各号列記以外の部分略) 第40条 (各号列記以外の部分略) 

(1)及び(2) (略) (1)及び(2) (略) 

(3) 事故発生の防止のための委員会(テ

レビ電話装置等を活用して行うことが

できるものとする。)及び従業者に対す

る研修を定期的に行うこと。 

(3) 事故発生の防止のための委員会及び

従業者に対する研修を定期的に行うこ

と。 

(4) 前3号に掲げる措置を適切に実施す  
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るための担当者を置くこと。 

2～4 (略) 2～4 (略) 

(虐待の防止)  

第40条の2 介護医療院は、虐待の発生又は

その再発を防止するため、次に掲げる措置

を講じなければならない。 

 

 (1) 当該介護医療院における虐待の防止

のための対策を検討する委員会(テレビ

電話装置等を活用して行うことができ

るものとする。)を定期的に開催すると

ともに、その結果について、介護職員そ

の他の従業者に周知徹底を図ること。 

 

 (2) 当該介護医療院における虐待の防止

のための指針を整備すること。 

 

 (3) 当該介護医療院において、介護職員

その他の従業者に対し、虐待の防止のた

めの研修を定期的に実施すること。 

 

 (4) 前3号に掲げる措置を適切に実施す

るための担当者を置くこと。 

 

(基本方針) (基本方針) 

第44条 (略) 第44条 (略) 

2 (略) 2 (略) 

3 ユニット型介護医療院は、入居者の人権

の擁護、虐待の防止等のため、必要な体制

の整備を行うとともに、その従業者に対

し、研修を実施する等の措置を講じなけれ

ばならない。 

 

4 ユニット型介護医療院は、介護医療院サ

ービスを提供するに当たっては、法第118

条の2第1項に規定する介護保険等関連情

報その他必要な情報を活用し、適切かつ有

効に行うよう努めなければならない。 

 

第45条 (略) 第45条 (略) 

2及び3 (略) 2及び3 (略) 

4 (各号列記以外の部分略) 4 (各号列記以外の部分略) 

(1) (略) (1) (略) 

ア (略) ア (略) 

イ (略) イ (略) 

(ｱ) 消防局長又は消防署長と相談の

上、第54条において準用する第32

(ｱ) 消防局長又は消防署長と相談の

上、第54条において準用する第32
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条第1項の計画に入居者の円滑か

つ迅速な避難を確保するために必

要な事項を定めること。 

条の計画に入居者の円滑かつ迅速

な避難を確保するために必要な事

項を定めること。 

(ｲ) 第54条において準用する第32条

第1項の規定による訓練について

は、同項の計画に従い、昼間及び夜

間において行うこと。 

(ｲ) 第54条において準用する第32条

の規定による訓練については、同条

の計画に従い、昼間及び夜間におい

て行うこと。 

(ｳ) (略) (ｳ) (略) 

(2)～(8) (略) (2)～(8) (略) 

5 (略) 5 (略) 

(介護医療院サービスの取扱方針) (介護医療院サービスの取扱方針) 

第47条 (略) 第47条 (略) 

2～7 (略) 2～7 (略) 

8 (各号列記以外の部分略) 8 (各号列記以外の部分略) 

(1) 身体的拘束等の適正化のための対策

を検討する委員会(テレビ電話装置等を

活用して行うことができるものとす

る。)を3月に1回以上開催するとともに、

その結果について、介護職員その他の従

業者に周知徹底を図ること。 

(1) 身体的拘束等の適正化のための対策

を検討する委員会を3月に1回以上開催

するとともに、その結果について、介護

職員その他の従業者に周知徹底を図る

こと。 

(2)及び(3) (略) (2)及び(3) (略) 

9 (略) 9 (略) 

(運営規程) (運営規程) 

第51条 (各号列記以外の部分略) 第51条 (各号列記以外の部分略) 

(1)～(7) (略) (1)～(7) (略) 

(8) 虐待の防止のための措置に関する事

項 

 

(9) (略) (8) (略) 

(勤務体制の確保等) (勤務体制の確保等) 

第52条 (略) 第52条 (略) 

2及び3 (略) 2及び3 (略) 

4 ユニット型介護医療院は、従業者に対

し、その資質の向上のために、その研修の

機会を確保しなければならない。その際、

当該ユニット型介護医療院は、全ての従業

者(看護師、准看護師、介護福祉士、介護

支援専門員、法第8条第2項に規定する政

令で定める者等の資格を有する者その他

これに類する者を除く。)に対し、認知症

介護に係る基礎的な研修を受講させるた

4 ユニット型介護医療院は、従業者に対

し、その資質の向上のために、その研修の

機会を確保しなければならない。 
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めに必要な措置を講じなければならない。 

5 ユニット型介護医療院は、適切な介護医

療院サービスの提供を確保する観点から、

職場において行われる性的な言動又は優

越的な関係を背景とした言動であって業

務上必要かつ相当な範囲を超えたものに

より従業者の就業環境が害されることを

防止するための方針の明確化等の必要な

措置を講じなければならない。 

 

(準用) (準用) 

第54条 第7条から第13条まで、第15条、第

17条から第20条の3まで、第23条、第25

条から第28条まで、第30条の2及び第32

条から第42条までの規定は、ユニット型

介護医療院について準用する。この場合に

おいて、第7条第1項中「第29条に規定す

る運営規程」とあるのは「第51条に規定

する重要事項に関する規程」と、第27条

第2項中「この章」とあるのは「第6章第3

節」と、第42条第2項第4号中「第16条第5

項」とあるのは「第47条第7項」と読み替

えるものとする。 

第54条 第7条から第13条まで、第15条、第

17条から第20条まで、第23条、第25条か

ら第28条まで及び第32条から第42条まで

の規定は、ユニット型介護医療院について

準用する。この場合において、第7条第1

項中「第29条に規定する運営規程」とあ

るのは「第51条に規定する重要事項に関

する規程」と、第27条第2項中「この章」

とあるのは「第6章第3節」と、第42条第2

項第4号中「第16条第5項」とあるのは「第

47条第7項」と読み替えるものとする。 

第7章 雑則  

(電磁的記録等)  

第55条 介護医療院及びその従業者は、作

成、保存その他これらに類するもののう

ち、この条例の規定において書面(書面、

書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複

本その他文字、図形等人の知覚によって認

識することができる情報が記載された紙

その他の有体物をいう。以下この条におい

て同じ。)で行うことが規定されている又

は想定されるもの(第10条第1項(前条にお

いて準用する場合を含む。)及び第13条第1

項(前条において準用する場合を含む。)並

びに次項に規定するものを除く。)につい

ては、書面に代えて、当該書面に係る電磁

的記録により行うことができる。 

 

2 介護医療院及びその従業者は、交付、説

明、同意、承諾その他これらに類するもの
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(以下「交付等」という｡)のうち、この条

例の規定において書面で行うことが規定

されている又は想定されるものについて

は、当該交付等の相手方の承諾を得て、書

面に代えて、電磁的方法によることができ

る。 

附 則 附 則 

 (施行期日)  (施行期日) 

1 (略) 1 (略) 

(経過措置) (経過措置) 

2 医療法(昭和23年法律第205号)第7条第2

項第4号に規定する療養病床等を有する

病院又は病床を有する診療所の開設者が、

当該病院の療養病床等又は当該診療所の

病床を令和6年3月31日までの間に転換を

行って介護医療院を開設する場合におけ

る当該介護医療院の建物については、第6

条第1項第1号及び第45条第4項第1号の規

定は、適用しない。 

2 医療法(昭和23年法律第205号)第7条第2

項第4号に規定する療養病床等を有する

病院又は病床を有する診療所の開設者が、

当該病院の療養病床等又は当該診療所の

病床を平成36年3月31日までの間に転換

を行って介護医療院を開設する場合にお

ける当該介護医療院の建物については、第

6条第1項第1号及び第45条第4項第1号の

規定は、適用しない。 

3 療養病床等を有する病院又は病床を有

する診療所の開設者が、当該病院の療養病

床等又は当該診療所の病床を令和6年3月

31日までの間に転換を行って介護医療院

を開設する場合における当該介護医療院

の屋内の直通階段及びエレベーターにつ

いての第6条第1項第2号及び第45条第4項

第2号の規定の適用については、第6条第1

項第2号及び第45条第4項第2号中「屋内の

直通階段及びエレベーターをそれぞれ1

以上設けること」とあるのは、「屋内の直

通階段を2以上設けること。ただし、エレ

ベーターが設置されているもの又は2階

以上の各階における療養室の床面積の合

計がそれぞれ50平方メートル(主要構造部

が耐火構造であるか、又は不燃材料で造ら

れている建築物にあっては、100平方メー

トル)以下のものについては、屋内の直通

階段を1とすることができる」とする。 

3 療養病床等を有する病院又は病床を有

する診療所の開設者が、当該病院の療養病

床等又は当該診療所の病床を平成36年3

月31日までの間に転換を行って介護医療

院を開設する場合における当該介護医療

院の屋内の直通階段及びエレベーターに

ついての第6条第1項第2号及び第45条第4

項第2号の規定の適用については、第6条

第1項第2号及び第45条第4項第2号中「屋

内の直通階段及びエレベーターをそれぞ

れ1以上設けること」とあるのは、「屋内

の直通階段を2以上設けること。ただし、

エレベーターが設置されているもの又は

2階以上の各階における療養室の床面積

の合計がそれぞれ50平方メートル(主要構

造部が耐火構造であるか、又は不燃材料で

造られている建築物にあっては、100平方

メートル)以下のものについては、屋内の

直通階段を1とすることができる」とす

る。 

4 療養病床等を有する病院又は病床を有 4 療養病床等を有する病院又は病床を有
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する診療所の開設者が、当該病院の療養病

床等又は当該診療所の病床を令和6年3月

31日までの間に転換を行って介護医療院

を開設する場合における当該介護医療院

の療養室に隣接する廊下については、第6

条第1項第6号ア及び第45条第4項第6号ア

の規定にかかわらず、幅は、1.2メートル

以上(中廊下にあっては、1.6メートル以

上)とする。 

する診療所の開設者が、当該病院の療養病

床等又は当該診療所の病床を平成36年3

月31日までの間に転換を行って介護医療

院を開設する場合における当該介護医療

院の療養室に隣接する廊下については、第

6条第1項第6号ア及び第45条第4項第6号

アの規定にかかわらず、幅は、1.2メート

ル以上(中廊下にあっては、1.6メートル以

上)とする。 

5 病床を有する診療所の開設者が、当該診

療所の病床を令和6年3月31日までの間に

転換を行って介護医療院を開設する場合

における当該介護医療院の浴室について

は、第5条第2項第3号イ及び第45条第2項

第2号イの規定にかかわらず、新築、増築

又は全面的な改築の工事が終了するまで

の間は、一般浴槽のほか、入浴に介助を必

要とする者の入浴に適した設備を設ける

こととする。 

 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

（虐待の防止に係る経過措置） 

２ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、改正後の船橋市介護医療院の

人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例（以下「新条例」という。）第

３条第４項、第４０条の２（新条例第５４条において準用する場合を含む。）及び第４４

条第３項の規定の適用については、これらの規定中「講じなければ」とあるのは、「講じ

るよう努めなければ」とし、新条例第２９条及び第５１条の規定の適用については、こ

れらの規定中「、次に」とあるのは「、虐待の防止のための措置に関する事項に関する

規程を定めておくよう努めるとともに、次に」と、「重要事項」とあるのは「重要事項（虐

待の防止のための措置に関する事項を除く。）」とする。 

（業務継続計画の策定等に係る経過措置） 

３ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新条例第３０条の２（新条例

第５４条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、これらの規定中「講
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じなければ」とあるのは「講じるよう努めなければ」と、「実施しなければ」とあるのは

「実施するよう努めなければ」と、「行うものとする」とあるのは「行うよう努めるもの

とする」とする。 

（認知症に係る基礎的な研修の受講に関する経過措置） 

４ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新条例第３０条第３項及び第

５２条第４項の規定の適用については、これらの規定中「講じなければ」とあるのは、

「講じるよう努めなければ」とする。 

（栄養管理に係る経過措置） 

５ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新条例第２０条の２（新条例

第５４条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、これらの規定中「行

わなければ」とあるのは、「行うよう努めなければ」とする。 

（口腔
くう

衛生の管理に係る経過措置） 

６ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新条例第２０条の３（新条例

第５４条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、これらの規定中「行

わなければ」とあるのは、「行うよう努めなければ」とする。 

（事故発生の防止及び発生時の対応に係る経過措置） 

７ この条例の施行の日から起算して６月を経過する日までの間、新条例第４０条第１項

（新条例第５４条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、これらの規

定中「次に掲げる措置を講じなければ」とあるのは、「第１号から第３号までに掲げる措

置を講じるとともに、第４号に掲げる措置を講じるよう努めなければ」とする。 

（感染症の予防及びまん延の防止のための訓練に係る経過措置） 

８ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新条例第３３条第２項第３号

（新条例第５４条において準用する場合を含む。）の規定にかかわらず、介護医療院は、

その従業者に対し、感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための研修を定期的に

実施するとともに、感染症の予防及びまん延の防止のための訓練を定期的に実施するよ

う努めるものとする。 
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理 由 

 

 介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準の一部改正に伴い、所要の改

正等を行う必要がある。これが、この条例案を提出する理由である。 
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議案第４２号 

 

 船橋市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例の

一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  令和３年２月１５日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹 

 

 

船橋市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条

例の一部を改正する条例 

 

 船橋市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（平

成２４年船橋市条例第６０号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

目次 目次 

第1章～第15章 (略) 第1章～第15章 (略) 

第16章 雑則(第277条)  

附則 附則 

第4条 (略) 第4条 (略) 

2 (略) 2 (略) 

3 指定居宅サービス事業者は、利用者の人

権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体

制の整備を行うとともに、その従業者に対

し、研修を実施する等の措置を講じなけれ

ばならない。 

 

4 指定居宅サービス事業者は、指定居宅サ

ービスを提供するに当たっては、法第118

条の2第1項に規定する介護保険等関連情

報その他必要な情報を活用し、適切かつ有

効に行うよう努めなければならない。 

 

(運営規程) (運営規程) 

第30条 (各号列記以外の部分略) 第30条 (各号列記以外の部分略) 
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(1)～(6) (略) (1)～(6) (略) 

(7) 虐待の防止のための措置に関する事

項 

 

(8) (略) (7) (略) 

(勤務体制の確保等) (勤務体制の確保等) 

第32条 (略) 第32条 (略) 

2及び3 (略) 2及び3 (略) 

4 指定訪問介護事業者は、適切な指定訪問

介護の提供を確保する観点から、職場にお

いて行われる性的な言動又は優越的な関

係を背景とした言動であって業務上必要

かつ相当な範囲を超えたものにより訪問

介護員等の就業環境が害されることを防

止するための方針の明確化等の必要な措

置を講じなければならない。 

 

(業務継続計画の策定等)  

第32条の2 指定訪問介護事業者は、感染症

や非常災害の発生時において、利用者に対

する指定訪問介護の提供を継続的に実施

するための、及び非常時の体制で早期の業

務再開を図るための計画(以下「業務継続

計画」という。)を策定し、当該業務継続

計画に従い必要な措置を講じなければな

らない。 

 

2 指定訪問介護事業者は、訪問介護員等に

対し、業務継続計画について周知するとと

もに、必要な研修及び訓練を定期的に実施

しなければならない。 

 

3 指定訪問介護事業者は、定期的に業務継

続計画の見直しを行い、必要に応じて業務

継続計画の変更を行うものとする。 

 

(衛生管理等) (衛生管理等) 

第33条 (略) 第33条 (略) 

2 (略) 2 (略) 

3 指定訪問介護事業者は、当該指定訪問介

護事業所において感染症が発生し、又はま

ん延しないように、次に掲げる措置を講じ

なければならない。 

 

(1) 当該指定訪問介護事業所における感

染症の予防及びまん延の防止のための
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対策を検討する委員会(テレビ電話装置

その他の情報通信機器(以下「テレビ電

話装置等」という。)を活用して行うこ

とができるものとする。)をおおむね6

月に1回以上開催するとともに、その結

果について、訪問介護員等に周知徹底を

図ること。 

(2) 当該指定訪問介護事業所における感

染症の予防及びまん延の防止のための

指針を整備すること。 

 

(3) 当該指定訪問介護事業所において、

訪問介護員等に対し、感染症の予防及び

まん延の防止のための研修及び訓練を

定期的に実施すること。 

 

(掲示) (掲示) 

第34条 (略) 第34条 (略) 

2 指定訪問介護事業者は、前項に規定する

事項を記載した書面を当該指定訪問介護

事業所に備え付け、かつ、これをいつでも

関係者に自由に閲覧させることにより、同

項の規定による掲示に代えることができ

る。 

 

(地域との連携等) (地域との連携) 

第39条 (略) 第39条 (略) 

2 指定訪問介護事業者は、指定訪問介護事

業所の所在する建物と同一の建物に居住

する利用者に対して指定訪問介護を提供

する場合には、当該建物に居住する利用者

以外の者に対しても指定訪問介護の提供

を行うよう努めなければならない。 

 

(虐待の防止)  

第40条の2 指定訪問介護事業者は、虐待の

発生又はその再発を防止するため、次に掲

げる措置を講じなければならない。 

 

(1) 当該指定訪問介護事業所における虐

待の防止のための対策を検討する委員

会(テレビ電話装置等を活用して行うこ

とができるものとする。)を定期的に開

催するとともに、その結果について、訪

問介護員等に周知徹底を図ること。 
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(2) 当該指定訪問介護事業所における虐

待の防止のための指針を整備すること。 

 

(3) 当該指定訪問介護事業所において、

訪問介護員等に対し、虐待の防止のため

の研修を定期的に実施すること。 

 

(4) 前3号に掲げる措置を適切に実施す

るための担当者を置くこと。 

 

(運営規程) (運営規程) 

第57条 (各号列記以外の部分略) 第57条 (各号列記以外の部分略) 

(1)～(7) (略) (1)～(7) (略) 

(8) 虐待の防止のための措置に関する事

項 

 

(9) (略) (8) (略) 

(勤務体制の確保等)  

第57条の2 指定訪問入浴介護事業者は、利

用者に対し適切な指定訪問入浴介護を提

供できるよう、指定訪問入浴介護事業所ご

とに、訪問入浴介護従業者の勤務の体制を

定めておかなければならない。 

 

2 指定訪問入浴介護事業者は、指定訪問入

浴介護事業所ごとに、当該指定訪問入浴介

護事業所の訪問入浴介護従業者によって

指定訪問入浴介護を提供しなければなら

ない。 

 

3 指定訪問入浴介護事業者は、訪問入浴介

護従業者の資質の向上のために、その研修

の機会を確保しなければならない。その

際、当該指定訪問入浴介護事業者は、全て

の訪問入浴介護従業者(看護師、准看護師、

介護福祉士、介護支援専門員、法第8条第

2項に規定する政令で定める者等の資格を

有する者その他これに類する者を除く。)

に対し、認知症介護に係る基礎的な研修を

受講させるために必要な措置を講じなけ

ればならない。 

 

4 指定訪問入浴介護事業者は、適切な指定

訪問入浴介護の提供を確保する観点から、

職場において行われる性的な言動又は優

越的な関係を背景とした言動であって業

務上必要かつ相当な範囲を超えたものに
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より訪問入浴介護従業者の就業環境が害

されることを防止するための方針の明確

化等の必要な措置を講じなければならな

い。 

(準用) (準用) 

第59条 第9条から第20条まで、第22条、第

27条、第32条の2から第36条まで及び第3

7条から第41条までの規定は、指定訪問入

浴介護の事業について準用する。この場合

において、これらの規定中「訪問介護員等」

とあるのは「訪問入浴介護従業者」と、第

9条第1項中「第30条」とあるのは「第57

条」と、第33条第2項中「設備及び備品等」

とあるのは「指定訪問入浴介護に用いる浴

槽その他の設備及び備品等」と読み替える

ものとする。 

第59条 第9条から第20条まで、第22条、第

27条、第32条から第36条まで及び第37条

から第41条までの規定は、指定訪問入浴

介護の事業について準用する。この場合に

おいて、これらの規定中「訪問介護員等」

とあるのは「訪問入浴介護従業者」と、第

9条第1項中「第30条」とあるのは「第57

条」と、第33条第2項中「設備及び備品等」

とあるのは「指定訪問入浴介護に用いる浴

槽その他の設備及び備品等」と読み替える

ものとする。 

(準用) (準用) 

第63条 第9条から第15条まで、第17条から

第20条まで、第22条、第27条、第32条の2

から第36条まで、第37条から第41条まで

(第38条第5項及び第6項を除く。)及び第4

8条並びに前節(第52条第1項及び第59条

を除く。)の規定は、基準該当訪問入浴介

護の事業について準用する。この場合にお

いて、これらの規定中「訪問介護員等」と

あるのは「訪問入浴介護従業者」と、第9

条第1項中「第30条」とあるのは「第57条」

と、第20条第1項中「内容、当該指定訪問

介護について法第41条第6項の規定によ

り利用者に代わって支払を受ける居宅介

護サービス費の額」とあるのは「内容」と、

第22条中「法定代理受領サービスに該当

しない指定訪問介護」とあるのは「基準該

当訪問入浴介護」と、第33条第2項中「設

備及び備品等」とあるのは「基準該当訪問

入浴介護に用いる浴槽その他の設備及び

備品等」と、第52条第2項中「法定代理受

領サービスに該当しない指定訪問入浴介

護」とあるのは「基準該当訪問入浴介護」

と、同条第3項中「前2項」とあるのは「前

第63条 第9条から第15条まで、第17条から

第20条まで、第22条、第27条、第32条か

ら第36条まで、第37条、第38条(第5項及

び第6項を除く。)、第39条から第41条ま

で及び第48条並びに前節(第52条第1項及

び第59条を除く。)の規定は、基準該当訪

問入浴介護の事業について準用する。この

場合において、これらの規定中「訪問介護

員等」とあるのは「訪問入浴介護従業者」

と、第9条第1項中「第30条」とあるのは

「第57条」と、第20条第1項中「内容、当

該指定訪問介護について法第41条第6項

の規定により利用者に代わって支払を受

ける居宅介護サービス費の額」とあるのは

「内容」と、第22条中「法定代理受領サ

ービスに該当しない指定訪問介護」とある

のは「基準該当訪問入浴介護」と、第33

条第2項中「設備及び備品等」とあるのは

「基準該当訪問入浴介護に用いる浴槽そ

の他の設備及び備品等」と、第52条第2項

中「法定代理受領サービスに該当しない指

定訪問入浴介護」とあるのは「基準該当訪

問入浴介護」と、同条第3項中「前2項」
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項」と読み替えるものとする。 とあるのは「前項」と読み替えるものとす

る。 

(運営規程) (運営規程) 

第77条 (各号列記以外の部分略) 第77条 (各号列記以外の部分略) 

(1)～(6) (略) (1)～(6) (略) 

(7) 虐待の防止のための措置に関する事

項 

 

(8) (略) (7) (略) 

(運営規程) (運営規程) 

第87条 (各号列記以外の部分略) 第87条 (各号列記以外の部分略) 

(1)～(5) (略) (1)～(5) (略) 

(6) 虐待の防止のための措置に関する事

項 

 

(7) (略) (6) (略) 

(指定居宅療養管理指導の具体的取扱方

針) 

(指定居宅療養管理指導の具体的取扱方

針) 

第95条 (略) 第95条 (略) 

2 薬剤師の行う指定居宅療養管理指導の

方針は、次に掲げるところによるものとす

る。 

2 薬剤師、歯科衛生士又は管理栄養士の行

う指定居宅療養管理指導の方針は、次に掲

げるところによるものとする。 

(1)～(3) (略) (1)～(3) (略) 

(4) 指定居宅療養管理指導の提供に当た

っては、療養上適切な居宅サービスが提

供されるために必要があると認める場

合又は居宅介護支援事業者若しくは居

宅サービス事業者から求めがあった場

合は、居宅介護支援事業者又は居宅サー

ビス事業者に対し、居宅サービス計画の

作成、居宅サービスの提供等に必要な情

報提供又は助言を行うこと。 

 

(5) 前号に規定する居宅介護支援事業者

又は居宅サービス事業者に対する情報

提供又は助言については、原則として、

サービス担当者会議に参加することに

より行わなければならないこと。 

 

(6) 前号の場合において、サービス担当

者会議への参加によることが困難な場

合については、居宅介護支援事業者又は

居宅サービス事業者に対して、原則とし

て、情報提供又は助言の内容を記載した
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文書を交付して行わなければならない

こと。 

(7) (略) (4) (略) 

3 歯科衛生士又は管理栄養士の行う指定居

宅療養管理指導の方針は、次に掲げるとこ

ろによるものとする。 

 

(1) 指定居宅療養管理指導の提供に当た

っては、医師又は歯科医師の指示に基づ

き、利用者の心身機能の維持回復を図

り、居宅における日常生活の自立に資す

るよう、妥当適切に行うこと。 

 

(2) 指定居宅療養管理指導の提供に当た

っては、懇切丁寧に行うことを旨とし、

利用者又はその家族に対し、療養上必要

な事項について、理解しやすいように指

導又は説明を行うこと。 

 

(3) 常に利用者の病状、心身の状況及び

その置かれている環境の的確な把握に

努め、利用者に対し適切なサービスを提

供すること。 

 

(4) それぞれの利用者について、提供し

た指定居宅療養管理指導の内容につい

て、速やかに診療記録を作成するととも

に、医師又は歯科医師に報告すること。 

 

(運営規程) (運営規程) 

第96条 (各号列記以外の部分略) 第96条 (各号列記以外の部分略) 

(1)～(5) (略) (1)～(5) (略) 

(6) 虐待の防止のための措置に関する事

項 

 

(7) (略) (6) (略) 

(運営規程) (運営規程) 

第107条 指定通所介護事業者は、指定通所

介護事業所ごとに、次に掲げる事業の運営

についての重要事項に関する規程(以下こ

の章(次節を除く。)において「運営規程」

という。)を定めておかなければならない。 

第107条 指定通所介護事業者は、指定通所

介護事業所ごとに、次に掲げる事業の運営

についての重要事項に関する規程(以下こ

の章(第5節を除く。)において「運営規程」

という。)を定めておかなければならない。 

(1)～(9) (略) (1)～(9) (略) 

(10) 虐待の防止のための措置に関する

事項 

 

(11) (略) (10) (略) 
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(勤務体制の確保等) (勤務体制の確保等) 

第108条 (略) 第108条 (略) 

2 (略) 2 (略) 

3 指定通所介護事業者は、通所介護従業者

の資質の向上のために、その研修の機会を

確保しなければならない。その際、当該指

定通所介護事業者は、全ての通所介護従業

者(看護師、准看護師、介護福祉士、介護

支援専門員、法第8条第2項に規定する政

令で定める者等の資格を有する者その他

これに類する者を除く。)に対し、認知症

介護に係る基礎的な研修を受講させるた

めに必要な措置を講じなければならない。 

3 指定通所介護事業者は、通所介護従業者

の資質の向上のために、その研修の機会を

確保しなければならない。 

4 指定通所介護事業者は、適切な指定通所

介護の提供を確保する観点から、職場にお

いて行われる性的な言動又は優越的な関

係を背景とした言動であって業務上必要

かつ相当な範囲を超えたものにより通所

介護従業者の就業環境が害されることを

防止するための方針の明確化等の必要な

措置を講じなければならない。 

 

(非常災害対策) (非常災害対策) 

第110条 (略) 第110条 (略) 

2 指定通所介護事業者は、前項に規定する

訓練の実施に当たって、地域住民の参加が

得られるよう連携に努めなければならな

い。 

 

(衛生管理等) (衛生管理等) 

第111条 (略) 第111条 (略) 

2 指定通所介護事業者は、当該指定通所介

護事業所において感染症が発生し、又はま

ん延しないように、次に掲げる措置を講じ

なければならない。 

2 指定通所介護事業者は、当該指定通所介

護事業所において感染症が発生し、又はま

ん延しないように必要な措置を講ずるよ

う努めなければならない。 

(1) 当該指定通所介護事業所における感

染症の予防及びまん延の防止のための

対策を検討する委員会(テレビ電話装置

等を活用して行うことができるものと

する。)をおおむね6月に1回以上開催す

るとともに、その結果について、通所介

護従業者に周知徹底を図ること。 
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(2) 当該指定通所介護事業所における感

染症の予防及びまん延の防止のための

指針を整備すること。 

 

(3) 当該指定通所介護事業所において、

通所介護従業者に対し、感染症の予防及

びまん延の防止のための研修及び訓練

を定期的に実施すること。 

 

(地域との連携等)  

第111条の2 指定通所介護事業者は、その

事業の運営に当たっては、地域住民又は

その自発的な活動等との連携及び協力を

行う等の地域との交流に努めなければな

らない。 

 

2 指定通所介護事業者は、その事業の運営

に当たっては、提供した指定通所介護に関

する利用者からの苦情に関して、市町村等

が派遣する者が相談及び援助を行う事業

その他の市町村が実施する事業に協力す

るよう努めなければならない。 

 

3 指定通所介護事業者は、指定通所介護事

業所の所在する建物と同一の建物に居住

する利用者に対して指定通所介護を提供

する場合には、当該建物に居住する利用者

以外の者に対しても指定通所介護の提供

を行うよう努めなければならない。 

 

(事故発生時の対応) (事故発生時の対応) 

第111条の3 (略) 第111条の2 (略) 

(準用) (準用) 

第113条 第9条から第18条まで、第20条、

第22条、第27条、第28条、第32条の2、第

34条から第36条まで、第37条、第38条、

第40条の2、第41条及び第56条の規定は、

指定通所介護の事業について準用する。こ

の場合において、第9条第1項中「第30条」

とあるのは「第107条」と、同項、第28条、

第32条の2第2項、第34条第1項並びに第4

0条の2第1号及び第3号中「訪問介護員等」

とあるのは「通所介護従業者」と読み替え

るものとする。 

第113条 第9条から第18条まで、第20条、

第22条、第27条、第28条、第34条から第3

6条まで、第37条から第39条まで、第41

条及び第56条の規定は、指定通所介護の

事業について準用する。この場合におい

て、第9条第1項中「第30条」とあるのは

「第107条」と、「訪問介護員等」とある

のは「通所介護従業者」と、第34条中「訪

問介護員等」とあるのは「通所介護従業者」

と読み替えるものとする。 

(準用) (準用) 
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第115条 第9条から第18条まで、第20条、

第22条、第27条、第28条、第32条の2、第

34条から第36条まで、第37条、第38条、

第40条の2、第41条、第56条、第99条、第

101条及び第102条第4項並びに前節(第11

3条を除く。)の規定は、共生型通所介護の

事業について準用する。この場合におい

て、第9条第1項中「第30条に規定する運

営規程」とあるのは「運営規程(第107条に

規定する運営規程をいう。第34条第1項に

おいて同じ。)」と、「訪問介護員等」と

あるのは「共生型通所介護の提供に当たる

従業者(以下「共生型通所介護従業者」と

いう。)」と、第28条、第32条の2第2項、

第34条第1項並びに第40条の2第1号及び

第3号中「訪問介護員等」とあるのは「共

生型通所介護従業者」と、第102条第4項

中「前項ただし書の場合(指定通所介護事

業者が第1項に掲げる設備を利用し、夜間

及び深夜に指定通所介護以外のサービス

を提供する場合に限る。)」とあるのは「共

生型通所介護事業者が共生型通所介護事

業所の設備を利用し、夜間及び深夜に共生

型通所介護以外のサービスを提供する場

合」と、第105条第2号、第106条第5項、

第108条第3項及び第4項並びに第111条第

2項第1号及び第3号中「通所介護従業者」

とあるのは「共生型通所介護従業者」と、

第112条第2項第2号中「次条において準用

する第20条第2項」とあるのは「第20条第

2項」と、同項第3号中「次条において準

用する第27条」とあるのは「第27条」と、

同項第4号中「次条において準用する第38

条第2項」とあるのは「第38条第2項」と

読み替えるものとする。 

第115条 第9条から第18条まで、第20条、

第22条、第27条、第28条、第34条から第3

6条まで、第37条から第39条まで、第41

条、第56条、第99条、第101条及び第102

条第4項並びに前節(第113条を除く。)の規

定は、共生型通所介護の事業について準用

する。この場合において、第9条第1項中

「第30条に規定する運営規程」とあるの

は「運営規程(第107条に規定する運営規程

をいう。第34条において同じ。)」と、「訪

問介護員等」とあるのは「共生型通所介護

の提供に当たる従業者(以下「共生型通所

介護従業者」という。)」と、第28条及び

第34条中「訪問介護員等」とあるのは「共

生型通所介護従業者」と、第102条第4項

中「前項ただし書の場合(指定通所介護事

業者が第1項に掲げる設備を利用し、夜間

及び深夜に指定通所介護以外のサービス

を提供する場合に限る。)」とあるのは「共

生型通所介護事業者が共生型通所介護事

業所の設備を利用し、夜間及び深夜に共生

型通所介護以外のサービスを提供する場

合」と、第105条第2号、第106条第5項及

び第108条第3項中「通所介護従業者」と

あるのは「共生型通所介護従業者」と、第

112条第2項第2号中「次条において準用す

る第20条第2項」とあるのは「第20条第2

項」と、同項第3号中「次条において準用

する第27条」とあるのは「第27条」と、

同項第4号中「次条において準用する第38

条第2項」とあるのは「第38条第2項」と

読み替えるものとする。 

(準用) (準用) 

第135条 第9条から第15条まで、第17条、

第18条、第20条、第22条、第27条、第28

条、第32条の2、第34条から第36条まで、

第37条、第38条(第5項及び第6項を除く。)、

第135条 第9条から第15条まで、第17条、

第18条、第20条、第22条、第27条、第28

条、第34条から第36条まで、第37条、第3

8条(第5項及び第6項を除く。)、第39条、
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第40条の2、第41条、第56条、第99条及び

第4節(第103条第1項及び第113条を除

く。)の規定は、基準該当通所介護の事業

について準用する。この場合において、第

9条第1項中「第30条」とあるのは「第10

7条」と、同項、第28条、第32条の2第2

項、第34条第1項並びに第40条の2第1号及

び第3号中「訪問介護員等」とあるのは「通

所介護従業者」と、第20条第1項中「内容、

当該指定訪問介護について法第41条第6

項の規定により利用者に代わって支払を

受ける居宅介護サービス費の額」とあるの

は「内容」と、第22条中「法定代理受領

サービスに該当しない指定訪問介護」とあ

るのは「基準該当通所介護」と、第103条

第2項中「法定代理受領サービスに該当し

ない指定通所介護」とあるのは「基準該当

通所介護」と、同条第3項中「前2項」と

あるのは「前項」と読み替えるものとする。 

第41条、第56条、第99条及び第4節(第10

3条第1項及び第113条を除く。)の規定は、

基準該当通所介護の事業について準用す

る。この場合において、第9条第1項中「第

30条」とあるのは「第107条」と、「訪問

介護員等」とあるのは「通所介護従業者」

と、第20条第1項中「内容、当該指定訪問

介護について法第41条第6項の規定によ

り利用者に代わって支払を受ける居宅介

護サービス費の額」とあるのは「内容」と、

第22条中「法定代理受領サービスに該当

しない指定訪問介護」とあるのは「基準該

当通所介護」と、第34条中「訪問介護員

等」とあるのは「通所介護従業者」と、第

103条第2項中「法定代理受領サービスに

該当しない指定通所介護」とあるのは「基

準該当通所介護」と、同条第3項中「前2

項」とあるのは「前項」と読み替えるもの

とする。 

(運営規程) (運営規程) 

第143条 (各号列記以外の部分略) 第143条 (各号列記以外の部分略) 

(1)～(8) (略) (1)～(8) (略) 

(9) 虐待の防止のための措置に関する事

項 

 

(10) (略) (9) (略) 

(衛生管理等) (衛生管理等) 

第144条 (略) 第144条 (略) 

2 指定通所リハビリテーション事業者は、

当該事業所において感染症が発生し、又は

まん延しないように、次に掲げる措置を講

じなければならない。 

2 指定通所リハビリテーション事業者は、

当該事業所において感染症が発生し、又は

まん延しないように必要な措置を講ずる

よう努めなければならない。 

(1) 当該指定通所リハビリテーション事

業所における感染症の予防及びまん延

の防止のための対策を検討する委員会

(テレビ電話装置等を活用して行うこと

ができるものとする。)をおおむね6月に

1回以上開催するとともに、その結果に

ついて、通所リハビリテーション従業者

に周知徹底を図ること。 

 

(2) 当該指定通所リハビリテーション事  
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業所における感染症の予防及びまん延

の防止のための指針を整備すること。 

(3) 当該指定通所リハビリテーション事

業所において、通所リハビリテーション

従業者に対し、感染症の予防及びまん延

の防止のための研修及び訓練を定期的

に実施すること。 

 

(準用) (準用) 

第146条 第9条から第14条まで、第16条か

ら第18条まで、第20条、第22条、第27条、

第28条、第32条の2、第34条、第35条、第

37条から第41条まで、第69条、第103条及

び第108条から第110条までの規定は、指

定通所リハビリテーションの事業につい

て準用する。この場合において、これらの

規定中「訪問介護員等」とあるのは「通所

リハビリテーション従業者」と、第9条第

1項中「第30条」とあるのは「第143条」

と、第14条中「心身の状況」とあるのは

「心身の状況、病歴」と、第108条第3項

及び第4項中「通所介護従業者」とあるの

は「通所リハビリテーション従業者」と読

み替えるものとする。 

第146条 第9条から第14条まで、第16条か

ら第18条まで、第20条、第22条、第27条、

第28条、第34条、第35条、第37条から第4

1条まで、第69条、第103条及び第108条か

ら第110条までの規定は、指定通所リハビ

リテーションの事業について準用する。こ

の場合において、これらの規定中「訪問介

護員等」とあるのは「通所リハビリテーシ

ョン従業者」と、第9条第1項中「第30条」

とあるのは「第143条」と、第14条中「心

身の状況」とあるのは「心身の状況、病歴」

と、第108条第3項中「通所介護従業者」

とあるのは「通所リハビリテーション従業

者」と読み替えるものとする。 

(従業者の員数) (従業者の員数) 

第148条 (略) 第148条 (略) 

2～4 (略) 2～4 (略) 

5 第1項第2号に掲げる生活相談員のうち1

人以上は、常勤でなければならない。また、

同項第3号に掲げる介護職員又は看護職

員のうち1人以上は、常勤でなければなら

ない。ただし、利用定員が20未満である

併設事業所の場合にあっては、生活相談

員、介護職員及び看護職員のいずれも常勤

で配置しないことができる。 

5 第1項第2号に掲げる生活相談員並びに

同項第3号に掲げる介護職員及び看護職

員のそれぞれのうち1人は、常勤でなけれ

ばならない。ただし、利用定員が20未満

である併設事業所の場合にあっては、この

限りでない。 

6 指定短期入所生活介護事業者は、第1項

第3号の規定により看護職員を配置しな

かった場合であっても、利用者の状態像に

応じて必要がある場合には、病院、診療所

又は指定訪問看護ステーション(併設事業

所にあっては、当該併設事業所を併設する
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特別養護老人ホーム等(以下この章におい

て「併設本体施設」という。)を含む。)と

の密接な連携により看護職員を確保する

こととする。 

7 (略) 6 (略) 

8 指定短期入所生活介護事業者が指定介

護予防短期入所生活介護事業者の指定を

併せて受け、かつ、指定短期入所生活介護

の事業と指定介護予防短期入所生活介護

の事業とが同一の事業所において一体的

に運営されている場合については、指定介

護予防サービス等基準等条例第130条第1

項から第7項までに規定する人員に関す

る基準を満たすことをもって、前各項に規

定する基準を満たしているものとみなす

ことができる。 

7 指定短期入所生活介護事業者が指定介

護予防短期入所生活介護事業者の指定を

併せて受け、かつ、指定短期入所生活介護

の事業と指定介護予防短期入所生活介護

の事業とが同一の事業所において一体的

に運営されている場合については、指定介

護予防サービス等基準等条例第130条第1

項から第6項までに規定する人員に関す

る基準を満たすことをもって、前各項に規

定する基準を満たしているものとみなす

ことができる。 

(設備及び備品等) (設備及び備品等) 

第151条 (各号列記以外の部分略) 第151条 (各号列記以外の部分略) 

(1) (略) (1) (略) 

(2) (略) (2) (略) 

ア 消防局長又は消防署長と相談の上、

第168条において準用する第110条第

1項に規定する計画に利用者の円滑

かつ迅速な避難を確保するために必

要な事項を定めること。 

ア 消防局長又は消防署長と相談の上、

第168条において準用する第110条に

規定する計画に利用者の円滑かつ迅

速な避難を確保するために必要な事

項を定めること。 

イ 第168条において準用する第110条

第1項に規定する訓練については、同

項に規定する計画に従い、昼間及び夜

間において行うこと。 

イ 第168条において準用する第110条

に規定する訓練については、同条に規

定する計画に従い、昼間及び夜間にお

いて行うこと。 

ウ (略) ウ (略) 

2及び3 (略) 2及び3 (略) 

4 併設事業所の場合にあっては、前項の規

定にかかわらず、当該併設事業所及び併設

本体施設の効率的運営が可能であり、か

つ、当該併設事業所の利用者及び当該併設

本体施設の入所者又は入院患者の処遇に

支障がないときは、当該併設本体施設の前

項各号に掲げる設備(居室を除く。)を指定

短期入所生活介護の事業の用に供するこ

とができるものとする。 

4 併設事業所の場合にあっては、前項の規

定にかかわらず、当該併設事業所及び当該

併設事業所を併設する特別養護老人ホー

ム等(以下この章において「併設本体施設」

という。)の効率的運営が可能であり、か

つ、当該併設事業所の利用者及び当該併設

本体施設の入所者又は入院患者の処遇に

支障がないときは、当該併設本体施設の前

項各号に掲げる設備(居室を除く。)を指定
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短期入所生活介護の事業の用に供するこ

とができるものとする。 

5～9 (略) 5～9 (略) 

(運営規程) (運営規程) 

第164条 (各号列記以外の部分略) 第164条 (各号列記以外の部分略) 

(1)～(8) (略) (1)～(8) (略) 

(9) 虐待の防止のための措置に関する事

項 

 

(10) (略) (9) (略) 

(準用) (準用) 

第168条 第10条から第14条まで、第16条、

第17条、第20条、第22条、第27条、第32

条の2、第34条から第36条まで、第37条か

ら第41条まで(第39条第2項を除く。)、第5

6条、第108条、第110条及び第111条の規

定は、指定短期入所生活介護の事業につい

て準用する。この場合において、第32条

の2第2項、第34条第1項並びに第40条の2

第1号及び第3号中「訪問介護員等」とあ

るのは「短期入所生活介護従業者」と、第

108条第3項及び第4項並びに第111条第2

項第1号及び第3号中「通所介護従業者」

とあるのは「短期入所生活介護従業者」と

読み替えるものとする。 

第168条 第10条から第14条まで、第16条、

第17条、第20条、第22条、第27条、第34

条から第36条まで、第37条から第41条ま

で、第56条、第108条、第110条及び第11

1条の規定は、指定短期入所生活介護の事

業について準用する。この場合において、

第34条中「訪問介護員等」とあるのは「短

期入所生活介護従業者」と、第108条第3

項中「通所介護従業者」とあるのは「短期

入所生活介護従業者」と読み替えるものと

する。 

(設備及び備品等) (設備及び備品等) 

第171条 (各号列記以外の部分略) 第171条 (各号列記以外の部分略) 

(1) (略) (1) (略) 

(2) (略) (2) (略) 

ア 消防局長又は消防署長と相談の上、

第181条において準用する第168条に

おいて準用する第110条第1項に規定

する計画に利用者の円滑かつ迅速な

避難を確保するために必要な事項を

定めること。 

ア 消防局長又は消防署長と相談の上、

第181条において準用する第168条に

おいて準用する第110条に規定する

計画に利用者の円滑かつ迅速な避難

を確保するために必要な事項を定め

ること。 

イ 第181条において準用する第168条

において準用する第110条第1項に規

定する訓練については、同項に規定す

る計画に従い、昼間及び夜間において

行うこと。 

イ 第181条において準用する第168条

において準用する第110条に規定す

る訓練については、同条に規定する計

画に従い、昼間及び夜間において行う

こと。 

ウ (略) ウ (略) 
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2～5 (略) 2～5 (略) 

6 (各号列記以外の部分略) 6 (各号列記以外の部分略) 

(1) (略) (1) (略) 

ア (略) ア (略) 

(ｱ) (略) (ｱ) (略) 

(ｲ) 居室は、いずれかのユニットに

属するものとし、当該ユニットの共

同生活室に近接して一体的に設け

ること。ただし、一のユニットの利

用定員(当該ユニット型指定短期入

所生活介護事業所において同時に

ユニット型指定短期入所生活介護

の提供を受けることができる利用

者(当該ユニット型指定短期入所生

活介護事業者がユニット型指定介

護予防短期入所生活介護事業者の

指定を併せて受け、かつ、ユニット

型指定短期入所生活介護の事業と

ユニット型指定介護予防短期入所

生活介護の事業とが同一の事業所

において一体的に運営されている

場合にあっては、ユニット型指定短

期入所生活介護又はユニット型指

定介護予防短期入所生活介護の利

用者。第180条において同じ。)の数

の上限をいう。以下この節において

同じ。)は、原則としておおむね10

以下とし、15を超えないものとす

る。 

(ｲ) 居室は、いずれかのユニットに

属するものとし、当該ユニットの共

同生活室に近接して一体的に設け

ること。ただし、一のユニットの利

用定員(当該ユニット型指定短期入

所生活介護事業所において同時に

ユニット型指定短期入所生活介護

の提供を受けることができる利用

者(当該ユニット型指定短期入所生

活介護事業者がユニット型指定介

護予防短期入所生活介護事業者の

指定を併せて受け、かつ、ユニット

型指定短期入所生活介護の事業と

ユニット型指定介護予防短期入所

生活介護の事業とが同一の事業所

において一体的に運営されている

場合にあっては、ユニット型指定短

期入所生活介護又はユニット型指

定介護予防短期入所生活介護の利

用者。第180条において同じ。)の数

の上限をいう。以下この節において

同じ。)は、おおむね10以下としな

ければならない。 

(ｳ) 利用者1人当たりの床面積は、1

0.65平方メートル以上とすること。 

(ｳ) 利用者1人当たりの床面積は、1

0.65平方メートル以上とすること。

この場合において、ユニットに属さ

ない居室を改修したものについて

は、利用者同士の視線の遮断の確保

を前提にした上で、居室を隔てる壁

について、天井との間に一定の隙間

が生じても差し支えない。 

(ｴ)及び(ｵ) (略) (ｴ)及び(ｵ) (略) 

イ～エ (略) イ～エ (略) 

(2) (略) (2) (略) 
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7及び8 (略) 7及び8 (略) 

(運営規程) (運営規程) 

第178条 (各号列記以外の部分略) 第178条 (各号列記以外の部分略) 

(1)～(9) (略) (1)～(9) (略) 

(10) 虐待の防止のための措置に関する

事項 

 

(11) (略) (10) (略) 

(勤務体制の確保等) (勤務体制の確保等) 

第179条 (略) 第179条 (略) 

2及び3 (略) 2及び3 (略) 

4 ユニット型指定短期入所生活介護事業

者は、短期入所生活介護従業者の資質の向

上のために、その研修の機会を確保しなけ

ればならない。その際、当該ユニット型指

定短期入所生活介護事業者は、全ての短期

入所生活介護従業者(看護師、准看護師、

介護福祉士、介護支援専門員、法第8条第

2項に規定する政令で定める者等の資格

を有する者その他これに類する者を除

く。)に対し、認知症介護に係る基礎的な

研修を受講させるために必要な措置を講

じなければならない。 

4 ユニット型指定短期入所生活介護事業

者は、短期入所生活介護従業者の資質の向

上のために、その研修の機会を確保しなけ

ればならない。 

5 ユニット型指定短期入所生活介護事業

者は、適切なユニット型指定短期入所生活

介護の提供を確保する観点から、職場にお

いて行われる性的な言動又は優越的な関

係を背景とした言動であって業務上必要

かつ相当な範囲を超えたものにより短期

入所生活介護従業者の就業環境が害され

ることを防止するための方針の明確化等

の必要な措置を講じなければならない。 

 

(準用) (準用) 

第181条の3 第10条から第14条まで、第16

条、第17条、第20条、第22条、第27条、

第32条の2、第34条から第36条まで、第3

7条から第41条まで (第39条第2項を除

く。)、第56条、第108条、第110条、第1

11条、第147条及び第149条並びに第4節

(第168条を除く。)の規定は、共生型短期

入所生活介護の事業について準用する。こ

第181条の3 第10条から第14条まで、第16

条、第17条、第20条、第22条、第27条、

第34条から第36条まで、第37条から第41

条まで、第56条、第108条、第110条、第1

11条、第147条及び第149条並びに第4節

(第168条を除く。)の規定は、共生型短期

入所生活介護の事業について準用する。こ

の場合において、第34条中「運営規程」
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の場合において、第32条の2第2項中「訪

問介護員等」とあるのは「共生型短期入所

生活介護の提供に当たる従業者(以下「共

生型短期入所生活介護従業者」という。)」

と、第34条第1項中「運営規程」とあるの

は「運営規程(第164条に規定する運営規程

をいう。第152条第1項において同じ。)」

と、同項並びに第40条の2第1号及び第3号

中「訪問介護員等」とあるのは「共生型短

期入所生活介護従業者」と、第108条第3

項及び第4項並びに第111条第2項第1号及

び第3号中「通所介護従業者」とあるのは

「共生型短期入所生活介護従業者」と、第

152条第1項中「第164条に規定する運営規

程」とあるのは「運営規程」と、同項、第

155条第3項、第156条第1項及び第163条

中「短期入所生活介護従業者」とあるのは

「共生型短期入所生活介護従業者」と、第

167条第2項第2号中「次条において準用す

る第20条第2項」とあるのは「第20条第2

項」と、同項第4号中「次条において準用

する第27条」とあるのは「第27条」と、

同項第5号中「次条において準用する第38

条第2項」とあるのは「第38条第2項」と、

同項第6号中「次条において準用する第40

条第2項」とあるのは「第40条第2項」と

読み替えるものとする。 

とあるのは「運営規程(第164条に規定する

運営規程をいう。第152条第1項において

同じ。)」と、「訪問介護員等」とあるの

は「共生型短期入所生活介護の提供に当た

る従業者(以下「共生型短期入所生活介護

従業者」という。)」と、第108条第3項中

「通所介護従業者」とあるのは「共生型短

期入所生活介護従業者」と、第152条第1

項中「第164条に規定する運営規程」とあ

るのは「運営規程」と、同項、第155条第

3項、第156条第1項及び第163条中「短期

入所生活介護従業者」とあるのは「共生型

短期入所生活介護従業者」と、第167条第

2項第2号中「次条において準用する第20

条第2項」とあるのは「第20条第2項」と、

同項第4号中「次条において準用する第27

条」とあるのは「第27条」と、同項第5号

中「次条において準用する第38条第2項」

とあるのは「第38条第2項」と、同項第6

号中「次条において準用する第40条第2

項」とあるのは「第40条第2項」と読み替

えるものとする。 

(準用) (準用) 

第188条 第10条から第14条まで、第17条、

第20条、第22条、第27条、第32条の2、第

34条から第36条まで、第37条から第41条

まで(第38条第5項及び第6項並びに第39

条第2項を除く。)、第56条、第108条、第

110条、第111条、第147条及び第4節(第1

54条第1項及び第168条を除く。)の規定

は、基準該当短期入所生活介護の事業につ

いて準用する。この場合において、第20

条第1項中「内容、当該指定訪問介護につ

いて法第41条第6項の規定により利用者

に代わって支払を受ける居宅介護サービ

第188条 第10条から第14条まで、第17条、

第20条、第22条、第27条、第34条から第3

6条まで、第37条、第38条(第5項及び第6

項を除く。)、第39条から第41条まで、第

56条、第108条、第110条、第111条、第1

47条及び第4節(第154条第1項及び第168

条を除く。)の規定は、基準該当短期入所

生活介護の事業について準用する。この場

合において、第20条第1項中「内容、当該

指定訪問介護について法第41条第6項の

規定により利用者に代わって支払を受け

る居宅介護サービス費の額」とあるのは
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ス費の額」とあるのは「内容」と、第22

条中「法定代理受領サービスに該当しない

指定訪問介護」とあるのは「基準該当短期

入所生活介護」と、第32条の2第2項、第3

4条第1項並びに第40条の2第1号及び第3

号中「訪問介護員等」とあるのは「短期入

所生活介護従業者」と、第108条第3項及

び第4項並びに第111条第2項第1号及び第

3号中「通所介護従業者」とあるのは「短

期入所生活介護従業者」と、第154条第2

項中「法定代理受領サービスに該当しない

指定短期入所生活介護」とあるのは「基準

該当短期入所生活介護」と、同条第3項中

「前2項」とあるのは「前項」と、第160

条中「医師及び看護職員」とあるのは「看

護職員」と、第165条第2項中「静養室」

とあるのは「静養室等」と、第167条第2

項第2号中「次条において準用する第20条

第2項」とあるのは「第20条第2項」と、

同項第4号中「次条において準用する第27

条」とあるのは「第27条」と、同項第5号

中「次条において準用する第38条第2項」

とあるのは「第38条第2項」と、同項第6

号中「次条において準用する第40条第2

項」とあるのは「第40条第2項」と読み替

えるものとする。 

「内容」と、第22条中「法定代理受領サ

ービスに該当しない指定訪問介護」とある

のは「基準該当短期入所生活介護」と、第

34条中「訪問介護員等」とあるのは「短

期入所生活介護従業者」と、第108条第3

項中「通所介護従業者」とあるのは「短期

入所生活介護従業者」と、第154条第2項

中「法定代理受領サービスに該当しない指

定短期入所生活介護」とあるのは「基準該

当短期入所生活介護」と、同条第3項中「前

2項」とあるのは「前項」と、第160条中

「医師及び看護職員」とあるのは「看護職

員」と、第165条第2項中「静養室」とあ

るのは「静養室等」と、第167条第2項第2

号中「次条において準用する第20条第2

項」とあるのは「第20条第2項」と、同項

第4号中「次条において準用する第27条」

とあるのは「第27条」と、同項第5号中「次

条において準用する第38条第2項」とある

のは「第38条第2項」と、同項第6号中「次

条において準用する第40条第2項」とある

のは「第40条第2項」と読み替えるものと

する。 

(運営規程) (運営規程) 

第201条 (各号列記以外の部分略) 第201条 (各号列記以外の部分略) 

(1)～(6) (略) (1)～(6) (略) 

(7) 虐待の防止のための措置に関する事

項 

 

(8) (略) (7) (略) 

(準用) (準用) 

第204条 第10条から第14条まで、第16条、

第17条、第20条、第22条、第27条、第32

条の2、第34条、第35条、第37条から第4

1条まで(第39条第2項を除く。)、第56条、

第108条、第110条、第144条、第152条、

第153条第2項及び第166条の規定は、指定

短期入所療養介護の事業について準用す

第204条 第10条から第14条まで、第16条、

第17条、第20条、第22条、第27条、第34

条、第35条、第37条から第41条まで、第5

6条、第108条、第110条、第144条、第15

2条、第153条第2項及び第166条の規定は、

指定短期入所療養介護の事業について準

用する。この場合において、第34条中「訪
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る。この場合において、第32条の2第2項、

第34条第1項並びに第40条の2第1号及び

第3号中「訪問介護員等」とあるのは「短

期入所療養介護従業者」と、第108条第3

項及び第4項中「通所介護従業者」とある

のは「短期入所療養介護従業者」と、第1

44条第2項第1号及び第3号中「通所リハビ

リテーション従業者」とあるのは「短期入

所療養介護従業者」と、第152条第1項中

「第164条」とあるのは「第201条」と、

「短期入所生活介護従業者」とあるのは

「短期入所療養介護従業者」と読み替える

ものとする。 

問介護員等」とあるのは「短期入所療養介

護従業者」と、第108条第3項中「通所介

護従業者」とあるのは「短期入所療養介護

従業者」と、第152条第1項中「第164条」

とあるのは「第201条」と、「短期入所生

活介護従業者」とあるのは「短期入所療養

介護従業者」と読み替えるものとする。 

(運営規程) (運営規程) 

第213条 (各号列記以外の部分略) 第213条 (各号列記以外の部分略) 

(1)～(6) (略) (1)～(6) (略) 

(7) 虐待の防止のための措置に関する事

項 

 

(8) (略) (7) (略) 

(勤務体制の確保等) (勤務体制の確保等) 

第214条 (略) 第214条 (略) 

2及び3 (略) 2及び3 (略) 

4 ユニット型指定短期入所療養介護事業

者は、短期入所療養介護従業者の資質の向

上のために、その研修の機会を確保しなけ

ればならない。その際、当該ユニット型指

定短期入所療養介護事業者は、全ての短期

入所療養介護従業者(看護師、准看護師、

介護福祉士、介護支援専門員、法第8条第

2項に規定する政令で定める者等の資格

を有する者その他これに類する者を除

く。)に対し、認知症介護に係る基礎的な

研修を受講させるために必要な措置を講

じなければならない。 

4 ユニット型指定短期入所療養介護事業

者は、短期入所療養介護従業者の資質の向

上のために、その研修の機会を確保しなけ

ればならない。 

5 ユニット型指定短期入所療養介護事業

者は、適切なユニット型指定短期入所療養

介護の提供を確保する観点から、職場にお

いて行われる性的な言動又は優越的な関

係を背景とした言動であって業務上必要

かつ相当な範囲を超えたものにより短期
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入所療養介護従業者の就業環境が害され

ることを防止するための方針の明確化等

の必要な措置を講じなければならない。 

(指定特定施設入居者生活介護の取扱方

針) 

(指定特定施設入居者生活介護の取扱方

針) 

第226条 (略) 第226条 (略) 

2～5 (略) 2～5 (略) 

6 (各号列記以外の部分略) 6 (各号列記以外の部分略) 

(1) 身体的拘束等の適正化のための対策

を検討する委員会(テレビ電話装置等を

活用して行うことができるものとす

る。)を3月に1回以上開催するとともに、

その結果について、介護職員その他の従

業者に周知徹底を図ること。 

(1) 身体的拘束等の適正化のための対策

を検討する委員会を3月に1回以上開催

するとともに、その結果について、介護

職員その他の従業者に周知徹底を図る

こと。 

(2)及び(3) (略) (2)及び(3) (略) 

7 (略) 7 (略) 

(運営規程) (運営規程) 

第232条 (各号列記以外の部分略) 第232条 (各号列記以外の部分略) 

(1)～(8) (略) (1)～(8) (略) 

(9) 虐待の防止のための措置に関する事

項 

 

(10) (略) (9) (略) 

(勤務体制の確保等) (勤務体制の確保等) 

第233条 (略) 第233条 (略) 

2及び3 (略) 2及び3 (略) 

4 指定特定施設入居者生活介護事業者は、

特定施設従業者の資質の向上のために、そ

の研修の機会を確保しなければならない。

その際、指定特定施設入居者生活介護事業

者は、全ての特定施設従業者(看護師、准

看護師、介護福祉士、介護支援専門員、法

第8条第2項に規定する政令で定める者等

の資格を有する者その他これに類する者

を除く。)に対し、認知症介護に係る基礎

的な研修を受講させるために必要な措置

を講じなければならない。 

4 指定特定施設入居者生活介護事業者は、

特定施設従業者の資質の向上のために、そ

の研修の機会を確保しなければならない。 

5 指定特定施設入居者生活介護事業者は、

適切な指定特定施設入居者生活介護の提

供を確保する観点から、職場において行わ

れる性的な言動又は優越的な関係を背景
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とした言動であって業務上必要かつ相当

な範囲を超えたものにより特定施設従業

者の就業環境が害されることを防止する

ための方針の明確化等の必要な措置を講

じなければならない。 

(準用) (準用) 

第237条 第12条、第13条、第22条、第27

条、第32条の2、第34条から第36条まで、

第37条、第38条、第40条から第41条まで、

第55条、第56条、第110条、第111条及び

第159条の規定は、指定特定施設入居者生

活介護の事業について準用する。この場合

において、第32条の2第2項、第34条第1

項並びに第40条の2第1号及び第3号中「訪

問介護員等」とあるのは「特定施設従業者」

と、第55条中「訪問入浴介護従業者」と

あるのは「特定施設従業者」と、第111条

第2項第1号及び第3号中「通所介護従業

者」とあるのは「特定施設従業者」と読み

替えるものとする。 

第237条 第12条、第13条、第22条、第27

条、第34条から第36条まで、第37条から

第41条まで、第55条、第56条、第110条、

第111条及び第159条の規定は、指定特定

施設入居者生活介護の事業について準用

する。この場合において、第34条中「訪

問介護員等」とあるのは「特定施設従業者」

と、第55条中「訪問入浴介護従業者」と

あるのは「特定施設従業者」と読み替える

ものとする。 

(運営規程) (運営規程) 

第245条 (各号列記以外の部分略) 第245条 (各号列記以外の部分略) 

(1)～(9) (略) (1)～(9) (略) 

(10) 虐待の防止のための措置に関する

事項 

 

(11) (略) (10) (略) 

(準用) (準用) 

第248条 第12条、第13条、第22条、第27

条、第32条の2、第34条から第36条まで、

第37条、第38条、第40条から第41条まで、

第55条、第56条、第110条、第111条、第

222条、第224条から第227条まで、第230

条、第231条及び第233条から第235条まで

の規定は、外部サービス利用型指定特定施

設入居者生活介護の事業について準用す

る。この場合において、第32条の2第2項

並びに第40条の2第1号及び第3号中「訪問

介護員等」とあるのは「指定特定施設の従

業者」と、第34条第1項中「訪問介護員等」

とあるのは「外部サービス利用型特定施設

第248条 第12条、第13条、第22条、第27

条、第34条から第36条まで、第37条から

第41条まで、第55条、第56条、第110条、

第111条、第222条、第224条から第227条

まで、第230条、第231条及び第233条から

第235条までの規定は、外部サービス利用

型指定特定施設入居者生活介護の事業に

ついて準用する。この場合において、第3

4条中「訪問介護員等」とあるのは「外部

サービス利用型特定施設従業者」と、第3

5条中「指定訪問介護事業所」とあるのは

「指定特定施設及び受託居宅サービス事

業所」と、第55条中「訪問入浴介護従業
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従業者」と、第35条中「指定訪問介護事

業所」とあるのは「指定特定施設及び受託

居宅サービス事業所」と、第55条中「訪

問入浴介護従業者」とあるのは「指定特定

施設の従業者」と、第111条第2項第1号及

び第3号中「通所介護従業者」とあるのは

「指定特定施設の従業者」と、第224条第

2項及び第233条第2項中「指定特定施設入

居者生活介護を」とあるのは「基本サービ

スを」と、第227条中「他の特定施設従業

者」とあるのは「他の外部サービス利用型

特定施設従業者及び受託居宅サービス事

業者」と、第233条第1項及び第5項中「適

切な指定特定施設入居者生活介護」とある

のは「適切な基本サービス」と、同条第3

項中「指定特定施設入居者生活介護に」と

あるのは「基本サービスに」と読み替える

ものとする。 

者」とあるのは「指定特定施設の従業者」

と、第224条第2項及び第233条第2項中「指

定特定施設入居者生活介護を」とあるのは

「基本サービスを」と、第227条中「他の

特定施設従業者」とあるのは「他の外部サ

ービス利用型特定施設従業者及び受託居

宅サービス事業者」と、第233条第1項中

「適切な指定特定施設入居者生活介護」と

あるのは「適切な基本サービス」と、同条

第3項中「指定特定施設入居者生活介護

に」とあるのは「基本サービスに」と読み

替えるものとする。 

(運営規程) (運営規程) 

第257条 (各号列記以外の部分略) 第257条 (各号列記以外の部分略) 

(1)～(5) (略) (1)～(5) (略) 

(6) 虐待の防止のための措置に関する事

項 

 

(7) (略) (6) (略) 

(衛生管理等) (衛生管理等) 

第260条 (略) 第260条 (略) 

2～5 (略) 2～5 (略) 

6 指定福祉用具貸与事業者は、当該指定福

祉用具貸与事業所において感染症が発生

し、又はまん延しないように、次に掲げる

措置を講じなければならない。 

 

(1) 当該指定福祉用具貸与事業所におけ

る感染症の予防及びまん延の防止のた

めの対策を検討する委員会(テレビ電話

装置等を活用して行うことができるも

のとする。)をおおむね6月に1回以上開

催するとともに、その結果について、福

祉用具専門相談員に周知徹底を図るこ

と。 

 

(2) 当該指定福祉用具貸与事業所におけ  
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る感染症の予防及びまん延の防止のた

めの指針を整備すること。 

(3) 当該指定福祉用具貸与事業所におい

て、福祉用具専門相談員に対し、感染症

の予防及びまん延の防止のための研修

及び訓練を定期的に実施すること。 

 

(掲示及び目録の備付け) (掲示及び目録の備付け) 

第261条 (略) 第261条 (略) 

2 指定福祉用具貸与事業者は、前項に規定

する事項を記載した書面を当該指定福祉

用具貸与事業所に備え付け、かつ、これを

いつでも関係者に自由に閲覧させること

により、同項の規定による掲示に代えるこ

とができる。 

 

3 (略) 2 (略) 

(準用) (準用) 

第263条 第9条から第20条まで、第22条、

第27条、第32条の2、第35条、第36条、第

37条から第41条まで、第56条並びに第10

8条第1項、第2項及び第4項の規定は、指

定福祉用具貸与の事業について準用する。

この場合において、第9条第1項中「第30

条」とあるのは「第257条」と、同項、第

32条の2第2項並びに第40条の2第1号及び

第3号中「訪問介護員等」とあるのは「福

祉用具専門相談員」と、第11条中「実施

地域等」とあるのは「実施地域、取り扱う

福祉用具の種目等」と、第15条第2項中「適

切な指導」とあるのは「適切な相談又は助

言」と、第19条中「訪問介護員等」とあ

るのは「従業者」と、「初回訪問時及び利

用者」とあるのは「利用者」と、第20条

第1項中「提供日及び内容」とあるのは「提

供の開始日及び終了日並びに種目及び品

名」と、第22条中「内容」とあるのは「種

目、品名」と、第108条第2項中「処遇」

とあるのは「サービス利用」と、同条第4

項中「通所介護従業者」とあるのは「福祉

用具専門相談員」と読み替えるものとす

る。 

第263条 第9条から第20条まで、第22条、

第27条、第35条、第36条、第37条から第4

1条まで、第56条並びに第108条第1項及び

第2項の規定は、指定福祉用具貸与の事業

について準用する。この場合において、第

9条第1項中「第30条」とあるのは「第25

7条」と、「訪問介護員等」とあるのは「福

祉用具専門相談員」と、第11条中「実施

地域等」とあるのは「実施地域、取り扱う

福祉用具の種目等」と、第15条第2項中「適

切な指導」とあるのは「適切な相談又は助

言」と、第19条中「訪問介護員等」とあ

るのは「従業者」と、「初回訪問時及び利

用者」とあるのは「利用者」と、第20条

第1項中「提供日及び内容」とあるのは「提

供の開始日及び終了日並びに種目及び品

名」と、第22条中「内容」とあるのは「種

目、品名」と、第108条第2項中「処遇」

とあるのは「サービス利用」と読み替える

ものとする。 
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(準用) (準用) 

第265条 第9条から第15条まで、第17条か

ら第20条まで、第22条、第27条、第32条

の2、第35条、第36条、第37条から第41

条まで(第38条第5項及び第6項を除く。)、

第56条、第108条第1項、第2項及び第4項、

第249条、第251条、第252条並びに前節(第

253条第1項及び第263条を除く。)の規定

は、基準該当福祉用具貸与の事業について

準用する。この場合において、第9条第1

項中「第30条」とあるのは「第257条」と、

同項、第32条の2第2項並びに第40条の2

第1号及び第3号中「訪問介護員等」とあ

るのは「福祉用具専門相談員」と、第11

条中「実施地域等」とあるのは「実施地域、

取り扱う福祉用具の種目等」と、第15条

第2項中「適切な指導」とあるのは「適切

な相談又は助言」と、第19条中「訪問介

護員等」とあるのは「従業者」と、第20

条第1項中「提供日及び内容、当該指定訪

問介護について法第41条第6項の規定に

より利用者に代わって支払を受ける居宅

介護サービス費の額」とあるのは「提供の

開始日及び終了日、種目、品名」と、第2

2条中「法定代理受領サービスに該当しな

い指定訪問介護」とあるのは「基準該当福

祉用具貸与」と、第108条第2項中「処遇」

とあるのは「サービスの利用」と、同条第

4項中「通所介護従業者」とあるのは「福

祉用具専門相談員」と、第253条第2項中

「法定代理受領サービスに該当しない指

定福祉用具貸与」とあるのは「基準該当福

祉用具貸与」と、同条第3項中「前2項」

とあるのは「前項」と読み替えるものとす

る。 

第265条 第9条から第15条まで、第17条か

ら第20条まで、第22条、第27条、第35条、

第36条、第37条、第38条(第5項及び第6項

を除く。)、第39条から第41条まで、第56

条、第108条第1項及び第2項、第249条、

第251条、第252条及び前節(第253条第1

項及び第263条を除く。)の規定は、基準該

当福祉用具貸与の事業について準用する。

この場合において、第9条第1項中「第30

条」とあるのは「第257条」と、「訪問介

護員等」とあるのは「福祉用具専門相談員」

と、第11条中「実施地域等」とあるのは

「実施地域、取り扱う福祉用具の種目等」

と、第15条第2項中「適切な指導」とある

のは「適切な相談又は助言」と、第19条

中「訪問介護員等」とあるのは「従業者」

と、第20条第1項中「提供日及び内容、当

該指定訪問介護について法第41条第6項

の規定により利用者に代わって支払を受

ける居宅介護サービス費の額」とあるのは

「提供の開始日及び終了日、種目、品名」

と、第22条中「法定代理受領サービスに

該当しない指定訪問介護」とあるのは「基

準該当福祉用具貸与」と、第108条第2項

中「処遇」とあるのは「サービスの利用」

と、第253条第2項中「法定代理受領サー

ビスに該当しない指定福祉用具貸与」とあ

るのは「基準該当福祉用具貸与」と、同条

第3項中「前2項」とあるのは「前項」と

読み替えるものとする。 

(準用) (準用) 

第276条 第9条から第15条まで、第17条か

ら第19条まで、第27条、第32条の2、第3

3条、第35条、第36条、第37条から第41

条まで、第56条、第108条第1項、第2項及

第276条 第9条から第15条まで、第17条か

ら第19条まで、第27条、第33条、第35条、

第36条、第37条から第41条まで、第56条、

第108条第1項及び第2項、第254条、第25
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び第4項、第254条、第257条から第259条

まで並びに第261条の規定は、指定特定福

祉用具販売の事業について準用する。この

場合において、第9条第1項中「第30条」

とあるのは「第276条において準用する第

257条」と、同項、第32条の2第2項、第3

3条第3項第1号及び第3号並びに第40条の

2第1号及び第3号中「訪問介護員等」とあ

るのは「福祉用具専門相談員」と、第11

条中「実施地域等」とあるのは「実施地域、

取り扱う特定福祉用具の種目等」と、第1

5条第2項中「適切な指導」とあるのは「適

切な相談又は助言」と、第19条中「訪問

介護員等」とあるのは「従業者」と、「初

回訪問時及び利用者」とあるのは「利用者」

と、第33条第1項中「訪問介護員等」とあ

るのは「従業者」と、第108条第2項中「処

遇」とあるのは「サービス利用」と、同条

第4項中「通所介護従業者」とあるのは「福

祉用具専門相談員」と、第254条第2項中

「福祉用具を貸与しなければ」とあるのは

「特定福祉用具を販売しなければ」と、第

257条第4号及び第261条第3項中「利用料」

とあるのは「販売費用の額」と、第258条

中「福祉用具に」とあるのは「特定福祉用

具に」と、第259条中「福祉用具を」とあ

るのは「特定福祉用具を」と、同項中「福

祉用具の」とあるのは「特定福祉用具の」

と読み替えるものとする。 

7条から第259条まで並びに第261条の規

定は、指定特定福祉用具販売の事業につい

て準用する。この場合において、第9条第

1項中「第30条」とあるのは「第276条に

おいて準用する第257条」と、「訪問介護

員等」とあるのは「福祉用具専門相談員」

と、第11条中「実施地域等」とあるのは

「実施地域、取り扱う特定福祉用具の種目

等」と、第15条第2項中「適切な指導」と

あるのは「適切な相談又は助言」と、第1

9条中「訪問介護員等」とあるのは「従業

者」と、「初回訪問時及び利用者」とある

のは「利用者」と、第33条中「訪問介護

員等」とあるのは「従業者」と、第108条

第2項中「処遇」とあるのは「サービス利

用」と、第254条第2項中「福祉用具を貸

与しなければ」とあるのは「特定福祉用具

を販売しなければ」と、第257条第4号及

び第261条第2項中「利用料」とあるのは

「販売費用の額」と、第258条中「福祉用

具に」とあるのは「特定福祉用具に」と、

第259条中「福祉用具を」とあるのは「特

定福祉用具を」と、第261条第2項中「福

祉用具の」とあるのは「特定福祉用具の」

と読み替えるものとする。 

第16章 雑則  

(電磁的記録等)  

第277条 指定居宅サービス事業者及び指

定居宅サービスの提供に当たる者は、作

成、保存その他これらに類するもののう

ち、この条例の規定において書面(書面、

書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複

本その他文字、図形等人の知覚によって認

識することができる情報が記載された紙

その他の有体物をいう。以下この条におい

て同じ。)で行うことが規定されている又
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は想定されるもの(第12条第1項(第42条の

3、第47条、第59条、第63条、第79条、第

89条、第98条、第113条、第115条、第13

5条、第146条、第168条(第181条において

準用する場合を含む。)、第181条の3、第

188条、第204条(第216条において準用す

る場合を含む。)、第237条、第248条、第

263条、第265条及び前条において準用す

る場合を含む。)及び第224条第1項(第248

条において準用する場合を含む。)並びに

次項に規定するものを除く。)については、

書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録

により行うことができる。 

2 指定居宅サービス事業者及び指定居宅サ

ービスの提供に当たる者は、交付、説明、

同意、承諾、締結その他これらに類するも

の(以下「交付等」という。)のうち、この

条例の規定において書面で行うことが規

定されている又は想定されるものについ

ては、当該交付等の相手方の承諾を得て、

書面に代えて、電磁的方法によることがで

きる。 

 

附 則 附 則 

1～9 (略) 1～9 (略) 

10 第218条の規定にかかわらず、療養病床

等を有する病院又は病床を有する診療所

の開設者が、当該病院の療養病床等又は当

該診療所の病床を令和6年3月31日までの

間に転換(当該病院の療養病床等又は当該

診療所の病床の病床数を減少させるとと

もに、当該病院等の施設を介護医療院、軽

費老人ホームその他の要介護者、要支援者

その他の者を入所又は入居させるための

施設の用に供することをいう。次項及び附

則第12項において同じ。)を行って指定特

定施設入居者生活介護(外部サービス利用

型指定特定施設入居者生活介護を除く。)

の事業を行う医療機関併設型指定特定施

設の生活相談員、機能訓練指導員及び計画

作成担当者の員数の基準は、次の各号に掲

10 第218条の規定にかかわらず、療養病床

等を有する病院又は病床を有する診療所

の開設者が、当該病院の療養病床等又は当

該診療所の病床を平成36年3月31日まで

の間に転換(当該病院の療養病床等又は当

該診療所の病床の病床数を減少させると

ともに、当該病院等の施設を介護医療院、

軽費老人ホームその他の要介護者、要支援

者その他の者を入所又は入居させるため

の施設の用に供することをいう。次項及び

附則第12項において同じ。)を行って指定

特定施設入居者生活介護(外部サービス利

用型指定特定施設入居者生活介護を除

く。)の事業を行う医療機関併設型指定特

定施設の生活相談員、機能訓練指導員及び

計画作成担当者の員数の基準は、次の各号
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げる区分に応じ、当該各号に定めるところ

による。 

に掲げる区分に応じ、当該各号に定めると

ころによる。 

(1)及び(2) (略) (1)及び(2) (略) 

11 第240条の規定にかかわらず、療養病床

等を有する病院又は病床を有する診療所

の開設者が、当該病院の療養病床等又は当

該診療所の病床を令和6年3月31日までの

間に転換を行って外部サービス利用型指

定特定施設入居者生活介護の事業を行う

医療機関併設型指定特定施設の生活相談

員及び計画作成担当者の員数の基準は、当

該医療機関併設型指定特定施設の実情に

応じた適当な員数とする。 

11 第240条の規定にかかわらず、療養病床

等を有する病院又は病床を有する診療所

の開設者が、当該病院の療養病床等又は当

該診療所の病床を平成36年3月31日まで

の間に転換を行って外部サービス利用型

指定特定施設入居者生活介護の事業を行

う医療機関併設型指定特定施設の生活相

談員及び計画作成担当者の員数の基準は、

当該医療機関併設型指定特定施設の実情

に応じた適当な員数とする。 

12 第220条及び第242条の規定にかかわら

ず、療養病床等を有する病院又は病床を有

する診療所の開設者が、当該病院の療養病

床等又は当該診療所の病床を令和6年3月

31日までの間に転換を行って指定特定施

設入居者生活介護の事業を行う場合の医

療機関併設型指定特定施設においては、併

設される介護老人保健施設、介護医療院又

は病院若しくは診療所の施設を利用する

ことにより、当該医療機関併設型指定特定

施設の利用者の処遇が適切に行われると

認められるときは、当該医療機関併設型指

定特定施設に浴室、便所及び食堂を置かな

いことができる。 

12 第220条及び第242条の規定にかかわら

ず、療養病床等を有する病院又は病床を有

する診療所の開設者が、当該病院の療養病

床等又は当該診療所の病床を平成36年3

月31日までの間に転換を行って指定特定

施設入居者生活介護の事業を行う場合の

医療機関併設型指定特定施設においては、

併設される介護老人保健施設、介護医療院

又は病院若しくは診療所の施設を利用す

ることにより、当該医療機関併設型指定特

定施設の利用者の処遇が適切に行われる

と認められるときは、当該医療機関併設型

指定特定施設に浴室、便所及び食堂を置か

ないことができる。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

（虐待の防止に係る経過措置） 

２ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、改正後の船橋市指定居宅サー

ビス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（以下「新条例」とい

う。）第４条第３項及び第４０条の２（新条例第４２条の３、第４７条、第５９条、第６

３条、第７９条、第８９条、第９８条、第１１３条、第１１５条、第１３５条、第１４

６条、第１６８条（新条例第１８１条において準用する場合を含む。）、第１８１条の３、
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第１８８条、第２０４条（新条例第２１６条において準用する場合を含む。）、第２３７

条、第２４８条、第２６３条、第２６５条及び第２７６条において準用する場合を含む。）

の規定の適用については、これらの規定中「講じなければ」とあるのは、「講じるよう努

めなければ」とし、新条例第３０条（新条例第４２条の３及び第４７条において準用す

る場合を含む。）、第５７条（新条例第６３条において準用する場合を含む。）、第７７条、

第８７条、第９６条、第１０７条（新条例第１１５条及び第１３５条において準用する

場合を含む。）、第１４３条、第１６４条（新条例第１８１条の３及び第１８８条におい

て準用する場合を含む。）、第１７８条、第２０１条、第２１３条、第２３２条、第２４

５条及び第２５７条（新条例第２６５条及び第２７６条において準用する場合を含む。）

の規定の適用については、これらの規定中「、次に」とあるのは「、虐待の防止のため

の措置に関する事項に関する規程を定めておくよう努めるとともに、次に」と、「重要事

項」とあるのは「重要事項（虐待の防止のための措置に関する事項を除く。）」とする。 

（業務継続計画の策定等に係る経過措置） 

３ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新条例第３２条の２（新条例

第４２条の３、第４７条、第５９条、第６３条、第７９条、第８９条、第９８条、第１

１３条、第１１５条、第１３５条、第１４６条、第１６８条（新条例第１８１条におい

て準用する場合を含む。）、第１８１条の３、第１８８条、第２０４条（新条例第２１６

条において準用する場合を含む。）、第２３７条、第２４８条、第２６３条、第２６５条

及び第２７６条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、これらの規定

中「講じなければ」とあるのは「講じるよう努めなければ」と、「実施しなければ」とあ

るのは「実施するよう努めなければ」と、「行うものとする」とあるのは「行うよう努め

るものとする」とする。 

（感染症の予防及びまん延の防止のための措置に係る経過措置） 

４ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新条例第３３条第３項（新条

例第４２条の３、第４７条、第５９条、第６３条、第７９条、第８９条、第９８条及び

第２７６条において準用する場合を含む。）、第１１１条第２項（新条例第１１５条、第

１３５条、第１６８条（新条例第１８１条において準用する場合を含む。）、第１８１条

の３、第１８８条、第２３７条及び第２４８条において準用する場合を含む。）、第１４

４条第２項（新条例第２０４条（新条例第２１６条において準用する場合を含む。）にお

いて準用する場合を含む。）及び第２６０条第６項（新条例第２６５条において準用する
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場合を含む。）の規定の適用については、これらの規定中「講じなければ」とあるのは、

「講じるよう努めなければ」とする。 

（認知症に係る基礎的な研修の受講に関する経過措置） 

５ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新条例第５７条の２第３項（新

条例第６３条において準用する場合を含む。）、第１０８条第３項（新条例第１１５条、

第１３５条、第１４６条、第１６８条、第１８１条の３、第１８８条及び第２０４条に

おいて準用する場合を含む。）、第１７９条第４項、第２１４条第４項及び第２３３条第

４項（新条例第２４８条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、これ

らの規定中「講じなければ」とあるのは、「講じるよう努めなければ」とする。 

（ユニットの定員に係る経過措置） 

６ この条例の施行の日以降、当分の間、新条例第１７１条第６項第１号ア(ｲ)の規定に基

づき利用定員が１０を超えるユニットを整備するユニット型指定短期入所生活介護事業

所は、新条例第１４８条第１項第３号及び第１７９条第２項の基準を満たすほか、ユニ

ット型指定短期入所生活介護事業所における夜間及び深夜を含めた介護職員並びに看護

師及び准看護師の配置の実態を勘案して職員を配置するよう努めるものとする。 

７ この条例の施行の際現に存する建物（基本的な設備が完成しているものを含み、この

条例の施行の後に増築され、又は全面的に改築された部分を除く。）の居室であって、改

正前の第１７１条第６項第１号ア(ｳ)（後段に係る部分に限る。）の規定の要件を満たし

ている居室については、なお従前の例による。 

 

 

 

 

 

 

 

理 由 

 

指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い、所要

の改正等を行う必要がある。これが、この条例案を提出する理由である。 

－161－



議案第４３号 

 

 船橋市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービ

ス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例の一部を改

正する条例を次のように制定する。 

 

  令和３年２月１５日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹 

 

 

船橋市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サ

ービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例

の一部を改正する条例 

 

 船橋市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービ

ス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例（平成２４

年船橋市条例第６１号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

目次 目次 

第1章～第15章 (略) 第1章～第15章 (略) 

第16章 雑則(第267条)  

附則 附則 

第4条 (略) 第4条 (略) 

2 (略) 2 (略) 

3 指定介護予防サービス事業者は、利用者

の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要

な体制の整備を行うとともに、その従業者

に対し、研修を実施する等の措置を講じな

ければならない。 

 

4 指定介護予防サービス事業者は、指定介

護予防サービスを提供するに当たっては、

法第118条の2第1項に規定する介護保険
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等関連情報その他必要な情報を活用し、適

切かつ有効に行うよう努めなければなら

ない。 

(運営規程) (運営規程) 

第55条 (各号列記以外の部分略) 第55条 (各号列記以外の部分略) 

(1)～(7) (略) (1)～(7) (略) 

(8) 虐待の防止のための措置に関する事

項 

 

(9) (略) (8) (略) 

(勤務体制の確保等) (勤務体制の確保等) 

第55条の2 (略) 第55条の2 (略) 

2 (略) 2 (略) 

3 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、介

護予防訪問入浴介護従業者の資質の向上

のために、その研修の機会を確保しなけれ

ばならない。その際、当該指定介護予防訪

問入浴介護事業者は、全ての介護予防訪問

入浴介護従業者(看護師、准看護師、介護

福祉士、介護支援専門員、法第8条第2項に

規定する政令で定める者等の資格を有す

る者その他これに類する者を除く。)に対

し、認知症介護に係る基礎的な研修を受講

させるために必要な措置を講じなければ

ならない。 

4 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、適

切な指定介護予防訪問入浴介護の提供を

確保する観点から、職場において行われる

性的な言動又は優越的な関係を背景とし

た言動であって業務上必要かつ相当な範

囲を超えたものにより介護予防訪問入浴

介護従業者の就業環境が害されることを

防止するための方針の明確化等の必要な

措置を講じなければならない。 

3 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、介

護予防訪問入浴介護従業者の資質の向上

のために、その研修の機会を確保しなけれ

ばならない。 

(業務継続計画の策定等) 

第55条の2の2 指定介護予防訪問入浴介護

事業者は、感染症や非常災害の発生時にお

いて、利用者に対する指定介護予防訪問入

浴介護の提供を継続的に実施するための、

及び非常時の体制で早期の業務再開を図

るための計画(以下「業務継続計画」とい
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う。)を策定し、当該業務継続計画に従い

必要な措置を講じなければならない。 

2 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、介

護予防訪問入浴介護従業者に対し、業務継

続計画について周知するとともに、必要な

研修及び訓練を定期的に実施しなければ

ならない。 

3 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、定

期的に業務継続計画の見直しを行い、必要

に応じて業務継続計画の変更を行うもの

とする。 

(衛生管理等) (衛生管理等) 

第55条の3 (略) 第55条の3 (略) 

2 (略) 2 (略) 

3 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、当

該指定介護予防訪問入浴介護事業所にお

いて感染症が発生し、又はまん延しないよ

うに、次に掲げる措置を講じなければなら

ない。 

(1) 当該指定介護予防訪問入浴介護事業

所における感染症の予防及びまん延の

防止のための対策を検討する委員会(テ

レビ電話装置その他の情報通信機器(以

下「テレビ電話装置等」という。)を活用

して行うことができるものとする。)を

おおむね6月に1回以上開催するととも

に、その結果について、介護予防訪問入

浴介護従業者に周知徹底を図ること。 

(2) 当該指定介護予防訪問入浴介護事業

所における感染症の予防及びまん延の

防止のための指針を整備すること。 

(3) 当該指定介護予防訪問入浴介護事業

所において、介護予防訪問入浴介護従業

者に対し、感染症の予防及びまん延の防

止のための研修及び訓練を定期的に実

施すること。 

 

(掲示) (掲示) 

第55条の4 (略) 第55条の4 (略) 

2 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、前

項に規定する事項を記載した書面を当該
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指定介護予防訪問入浴介護事業所に備え

付け、かつ、これをいつでも関係者に自由

に閲覧させることにより、同項の規定によ

る掲示に代えることができる。 

(地域との連携等) (地域との連携) 

第55条の9 (略) 第55条の9 (略) 

2 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、指

定介護予防訪問入浴介護事業所の所在す

る建物と同一の建物に居住する利用者に

対して指定介護予防訪問入浴介護を提供

する場合には、当該建物に居住する利用者

以外の者に対しても指定介護予防訪問入

浴介護の提供を行うよう努めなければな

らない。 

 

(虐待の防止) 

第55条の10の2 指定介護予防訪問入浴介

護事業者は、虐待の発生又はその再発を防

止するため、次に掲げる措置を講じなけれ

ばならない。 

(1) 当該指定介護予防訪問入浴介護事業

所における虐待の防止のための対策を

検討する委員会(テレビ電話装置等を活

用して行うことができるものとする。)

を定期的に開催するとともに、その結果

について、介護予防訪問入浴介護従業者

に周知徹底を図ること。 

(2) 当該指定介護予防訪問入浴介護事業

所における虐待の防止のための指針を

整備すること。 

(3) 当該指定介護予防訪問入浴介護事業

所において、介護予防訪問入浴介護従業

者に対し、虐待の防止のための研修を定

期的に実施すること。 

(4) 前3号に掲げる措置を適切に実施す

るための担当者を置くこと。 

 

(準用) (準用) 

第63条 第1節、第4節(第51条の9、第52条

第1項、第55条の8第5項及び第6項並びに

第57条を除く。)及び前節の規定は、基準

該当介護予防訪問入浴介護の事業につい

第63条 第1節、第4節(第51条の9、第52条

第1項、第55条の8第5項及び第6項並びに

第57条を除く。)及び前節の規定は、基準

該当介護予防訪問入浴介護の事業につい
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て準用する。この場合において、第51条の

2及び第55条の4第1項中「第55条」とある

のは「第63条において準用する第55条」

と、第51条の13第1項中「内容、当該指定

介護予防訪問入浴介護について法第53条

第4項の規定により利用者に代わって支

払を受ける介護予防サービス費の額」とあ

るのは「内容」と、第52条第2項中「法定

代理受領サービスに該当しない指定介護

予防訪問入浴介護」とあるのは「基準該当

介護予防訪問入浴介護」と、同条第3項中

「前2項」とあるのは「前項」と、第52条

の2中「法定代理受領サービスに該当しな

い指定介護予防訪問入浴介護」とあるのは

「基準該当介護予防訪問入浴介護」と読み

替えるものとする。 

て準用する。この場合において、第51条の

2及び第55条の4中「第55条」とあるのは

「第63条において準用する第55条」と、第

51条の13中「内容、当該指定介護予防訪問

入浴介護について法第53条第4項の規定

により利用者に代わって支払を受ける介

護予防サービス費の額」とあるのは「内容」

と、第52条第2項中「法定代理受領サービ

スに該当しない指定介護予防訪問入浴介

護」とあるのは「基準該当介護予防訪問入

浴介護」と、同条第3項中「前2項」とある

のは「前項」と、第52条の2中「法定代理

受領サービスに該当しない指定介護予防

訪問入浴介護」とあるのは「基準該当介護

予防訪問入浴介護」と読み替えるものとす

る。 

(運営規程) (運営規程) 

第73条 (各号列記以外の部分略) 第73条 (各号列記以外の部分略) 

(1)～(6) (略) (1)～(6) (略) 

(7) 虐待の防止のための措置に関する事

項 

 

(8) (略) (7) (略) 

(勤務体制の確保等) 

第73条の2 指定介護予防訪問看護事業者

は、利用者に対し適切な指定介護予防訪問

看護を提供できるよう、指定介護予防訪問

看護事業所ごとに、看護師等の勤務の体制

を定めておかなければならない。 

2 指定介護予防訪問看護事業者は、指定介

護予防訪問看護事業所ごとに、当該指定介

護予防訪問看護事業所の看護師等によっ

て指定介護予防訪問看護を提供しなけれ

ばならない。 

3 指定介護予防訪問看護事業者は、看護師

等の資質の向上のために、その研修の機会

を確保しなければならない。 

4 指定介護予防訪問看護事業者は、適切な

指定介護予防訪問看護の提供を確保する

観点から、職場において行われる性的な言

動又は優越的な関係を背景とした言動で
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あって業務上必要かつ相当な範囲を超え

たものにより看護師等の就業環境が害さ

れることを防止するための方針の明確化

等の必要な措置を講じなければならない。 

(準用) (準用) 

第75条 第51条の2、第51条の3、第51条の

5から第51条の7まで、第51条の9から第5

1条の13まで、第52条の2、第52条の3、第

54条及び第55条の2の2から第55条の11ま

での規定は、指定介護予防訪問看護の事業

について準用する。この場合において、こ

れらの規定中「介護予防訪問入浴介護従業

者」とあるのは「看護師等」と、第51条の

2及び第55条の4第1項中「第55条」とある

のは「第73条」と、第51条の7中「心身の

状況」とあるのは「心身の状況、病歴」と、

第55条の3第2項中「介護予防訪問入浴介

護に用いる浴槽その他の設備及び備品等」

とあるのは「設備及び備品等」と読み替え

るものとする。 

第75条 第51条の2、第51条の3、第51条の

5から第51条の7まで、第51条の9から第5

1条の13まで、第52条の2、第52条の3、第

54条及び第55条の2から第55条の11まで

の規定は、指定介護予防訪問看護の事業に

ついて準用する。この場合において、これ

らの規定中「介護予防訪問入浴介護従業

者」とあるのは「看護師等」と、第51条の

2及び第55条の4中「第55条」とあるのは

「第73条」と、第51条の7中「心身の状況」

とあるのは「心身の状況、病歴」と、第5

5条の3中「介護予防訪問入浴介護に用い

る浴槽その他の設備及び備品等」とあるの

は「設備及び備品等」と読み替えるものと

する。 

(運営規程) (運営規程) 

第83条 (各号列記以外の部分略) 第83条 (各号列記以外の部分略) 

(1)～(5) (略) (1)～(5) (略) 

(6) 虐待の防止のための措置に関する事

項 

(7) (略) 

 

 

(6) (略) 

(準用) (準用) 

第85条 第51条の2から第51条の7まで、第

51条の9から第51条の13まで、第52条の

2、第52条の3、第54条、第55条の2の2か

ら第55条の5まで、第55条の7から第55条

の11まで、第69条及び第73条の2の規定

は、指定介護予防訪問リハビリテーション

の事業について準用する。この場合におい

て、これらの規定中「介護予防訪問入浴介

護従業者」とあるのは「理学療法士等」と、

第51条の2及び第55条の4第1項中「第55

条」とあるのは「第83条」と、第51条の7

中「心身の状況」とあるのは「心身の状況、

病歴」と、第55条の3第2項中「介護予防訪

第85条 第51条の2から第51条の7まで、第

51条の9から第51条の13まで、第52条の

2、第52条の3、第54条、第55条の2から第

55条の5まで、第55条の7から第55条の11

まで及び第69条の規定は、指定介護予防

訪問リハビリテーションの事業について

準用する。この場合において、これらの規

定中「介護予防訪問入浴介護従業者」とあ

るのは「理学療法士等」と、第51条の2及

び第55条の4中「第55条」とあるのは「第

83条」と、第51条の7中「心身の状況」と

あるのは「心身の状況、病歴」と、第55条

の3中「介護予防訪問入浴介護に用いる浴
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問入浴介護に用いる浴槽その他の設備及

び備品等」とあるのは「設備及び備品等」

と、第73条の2中「看護師等」とあるのは

「理学療法士等」と読み替えるものとす

る。 

槽その他の設備及び備品等」とあるのは

「設備及び備品等」と読み替えるものとす

る。 

(運営規程) (運営規程) 

第92条 (各号列記以外の部分略) 第92条 (各号列記以外の部分略) 

(1)～(5) (略) (1)～(5) (略) 

(6) 虐待の防止のための措置に関する事

項 

 

(7) (略) (6) (略) 

(準用) (準用) 

第94条 第51条の2から第51条の7まで、第

51条の10、第51条の12、第51条の13、第

52条の2、第52条の3、第54条、第55条の

2の2から第55条の5まで、第55条の7から

第55条の11まで、第69条及び第73条の2の

規定は、指定介護予防居宅療養管理指導の

事業について準用する。この場合におい

て、これらの規定中「介護予防訪問入浴介

護従業者」とあるのは「介護予防居宅療養

管理指導従業者」と、第51条の2及び第55

条の4第1項中「第55条」とあるのは「第9

2条」と、第51条の7中「心身の状況」とあ

るのは「心身の状況、病歴、服薬歴」と、

第51条の12中「初回訪問時及び利用者」と

あるのは「利用者」と、第55条の3第2項中

「介護予防訪問入浴介護に用いる浴槽そ

の他の設備及び備品等」とあるのは「設備

及び備品等」と、第73条の2中「看護師等」

とあるのは「介護予防居宅療養管理指導従

業者」と読み替えるものとする。 

第94条 第51条の2から第51条の7まで、第

51条の10、第51条の12、第51条の13、第

52条の2、第52条の3、第54条、第55条の

2から第55条の5まで、第55条の7から第5

5条の11まで及び第69条の規定は、指定介

護予防居宅療養管理指導の事業について

準用する。この場合において、これらの規

定中「介護予防訪問入浴介護従業者」とあ

るのは「介護予防居宅療養管理指導従業

者」と、第51条の2及び第55条の4中「第5

5条」とあるのは「第92条」と、第51条の

7中「心身の状況」とあるのは「心身の状

況、病歴、服薬歴」と、第51条の12中「初

回訪問時及び利用者」とあるのは「利用者」

と、第55条の3中「介護予防訪問入浴介護

に用いる浴槽その他の設備及び備品等」と

あるのは「設備及び備品等」と読み替える

ものとする。 

(指定介護予防居宅療養管理指導の具体的

取扱方針) 

(指定介護予防居宅療養管理指導の具体的

取扱方針) 

第96条 (略) 第96条 (略) 

2 薬剤師の行う指定介護予防居宅療養管

理指導の方針は、次に掲げるところによる

ものとする。 

2 薬剤師、歯科衛生士又は管理栄養士の行

う指定介護予防居宅療養管理指導の方針

は、次に掲げるところによるものとする。 

(1)～(3) (略) (1)～(3) (略) 

(4) 指定介護予防居宅療養管理指導の提  
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供に当たっては、療養上適切な介護予防

サービスが提供されるために必要があ

ると認める場合又は介護予防支援事業

者若しくは介護予防サービス事業者か

ら求めがあった場合は、介護予防支援事

業者又は介護予防サービス事業者に対

し、介護予防サービス計画の作成、介護

予防サービスの提供等に必要な情報提

供又は助言を行うものとすること。 

(5) 前号に規定する介護予防支援事業者

又は介護予防サービス事業者に対する

情報提供又は助言については、原則とし

て、サービス担当者会議に参加すること

により行わなければならないこと。 

 

(6) 前号の場合において、サービス担当

者会議への参加によることが困難な場

合については、介護予防支援事業者又は

介護予防サービス事業者に対して、原則

として、情報提供又は助言の内容を記載

した文書を交付して行わなければなら

ないこと。 

 

(7) (略) (4) (略) 

3 歯科衛生士又は管理栄養士の行う指定

介護予防居宅療養管理指導の方針は、次に

掲げるところによるものとする。 

(1) 指定介護予防居宅療養管理指導の提

供に当たっては、医師又は歯科医師の指

示に基づき、利用者の心身機能の維持回

復を図り、居宅における日常生活の自立

に資するよう、妥当適切に行うものとす

ること。 

(2) 指定介護予防居宅療養管理指導の提

供に当たっては、懇切丁寧に行うことを

旨とし、利用者又はその家族に対し、療

養上必要な事項について、理解しやすい

ように指導又は説明を行うこと。 

(3) 常に利用者の病状、心身の状況及び

その置かれている環境の的確な把握に

努め、利用者に対し適切なサービスを提

供するものとすること。 
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(4) それぞれの利用者について、提供し

た指定介護予防居宅療養管理指導の内

容について、速やかに診療記録を作成す

るとともに、医師又は歯科医師に報告す

るものとすること。 

(運営規程) (運営規程) 

第121条 (各号列記以外の部分略) 第121条 (各号列記以外の部分略) 

(1)～(8) (略) (1)～(8) (略) 

(9) 虐待の防止のための措置に関する事

項 

 

(10) (略) (9) (略) 

(勤務体制の確保等) (勤務体制の確保等) 

第121条の2 (略) 第121条の2 (略) 

2 (略) 2 (略) 

3 指定介護予防通所リハビリテーション

事業者は、介護予防通所リハビリテーショ

ン従業者の資質の向上のために、その研修

の機会を確保しなければならない。その

際、当該指定介護予防通所リハビリテーシ

ョン事業者は、全ての介護予防通所リハビ

リテーション従業者(看護師、准看護師、

介護福祉士、介護支援専門員、法第8条第

2項に規定する政令で定める者等の資格

を有する者その他これに類する者を除

く。)に対し、認知症介護に係る基礎的な

研修を受講させるために必要な措置を講

じなければならない。 

4 指定介護予防通所リハビリテーション

事業者は、適切な指定介護予防通所リハビ

リテーションの提供を確保する観点から、

職場において行われる性的な言動又は優

越的な関係を背景とした言動であって業

務上必要かつ相当な範囲を超えたものに

より介護予防通所リハビリテーション従

業者の就業環境が害されることを防止す

るための方針の明確化等の必要な措置を

講じなければならない。 

3 指定介護予防通所リハビリテーション

事業者は、介護予防通所リハビリテーショ

ン従業者の資質の向上のために、その研修

の機会を確保しなければならない。 

(非常災害対策) (非常災害対策) 

第121条の4 (略) 第121条の4 (略) 

2 指定介護予防通所リハビリテーション  
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事業者は、前項に規定する訓練の実施に当

たって、地域住民の参加が得られるよう連

携に努めなければならない。 

(衛生管理等) (衛生管理等) 

第122条 (略) 第122条 (略) 

2 指定介護予防通所リハビリテーション

事業者は、当該事業所において感染症が発

生し、又はまん延しないように、次に掲げ

る措置を講じなければならない。 

2 指定介護予防通所リハビリテーション

事業者は、当該事業所において感染症が発

生し、又はまん延しないように必要な措置

を講ずるよう努めなければならない。 

(1) 当該指定介護予防通所リハビリテー

ション事業所における感染症の予防及

びまん延の防止のための対策を検討す

る委員会(テレビ電話装置等を活用して

行うことができるものとする。)をおお

むね6月に1回以上開催するとともに、

その結果について、介護予防通所リハビ

リテーション従業者に周知徹底を図る

こと。 

 

(2) 当該指定介護予防通所リハビリテー

ション事業所における感染症の予防及

びまん延の防止のための指針を整備す

ること。 

 

(3) 当該指定介護予防通所リハビリテー

ション事業所において、介護予防通所リ

ハビリテーション従業者に対し、感染症

の予防及びまん延の防止のための研修

及び訓練を定期的に実施すること。 

 

(準用) (準用) 

第124条 第51条の2から第51条の7まで、第

51条の9から第51条の11まで、第51条の1

3、第52条の2、第52条の3、第55条の2の

2、第55条の4、第55条の5、第55条の7か

ら第55条の11まで及び第69条の規定は、

指定介護予防通所リハビリテーションの

事業について準用する。この場合におい

て、これらの規定中「介護予防訪問入浴介

護従業者」とあるのは「介護予防通所リハ

ビリテーション従業者」と、第51条の2及

び第55条の4第1項中「第55条」とあるの

は「第121条」と、第51条の7中「心身の状

第124条 第51条の2から第51条の7まで、第

51条の9から第51条の11まで、第51条の1

3、第52条の2、第52条の3、第55条の4、

第55条の5、第55条の7から第55条の11ま

で及び第69条の規定は、指定介護予防通

所リハビリテーションの事業について準

用する。この場合において、これらの規定

中「介護予防訪問入浴介護従業者」とある

のは「介護予防通所リハビリテーション従

業者」と、第51条の2及び第55条の4中「第

55条」とあるのは「第121条」と、第51条

の7中「心身の状況」とあるのは「心身の
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況」とあるのは「心身の状況、病歴」と読

み替えるものとする。 

状況、病歴」と読み替えるものとする。 

(従業者の員数) (従業者の員数) 

第130条 (略) 第130条 (略) 

2～4 (略) 2～4 (略) 

5 第1項第2号に掲げる生活相談員のうち1

人以上は、常勤でなければならない。また、

同項第3号に掲げる介護職員又は看護職

員のうち1人以上は、常勤でなければなら

ない。ただし、利用定員が20未満である併

設事業所の場合にあっては、生活相談員、

介護職員及び看護職員のいずれも常勤で

配置しないことができる。 

5 第1項第2号に掲げる生活相談員並びに

同項第3号に掲げる介護職員及び看護職

員のそれぞれのうち1人は、常勤でなけれ

ばならない。ただし、利用定員が20未満で

ある併設事業所の場合にあっては、この限

りでない。 

6 指定介護予防短期入所生活介護事業者

は、第1項第3号の規定により看護職員を

配置しなかった場合であっても、利用者の

状態像に応じて必要がある場合には、病

院、診療所又は指定介護予防訪問看護ステ

ーション(併設事業所にあっては、当該併

設事業所を併設する特別養護老人ホーム

等を含む。)との密接な連携により看護職

員を確保することとする。 

 

7 (略) 6 (略) 

8 指定介護予防短期入所生活介護事業者

が指定短期入所生活介護事業者の指定を

併せて受け、かつ、指定介護予防短期入所

生活介護の事業と指定短期入所生活介護

の事業とが同一の事業所において一体的

に運営されている場合については、指定居

宅サービス等基準等条例第148条第1項か

ら第7項までに規定する人員に関する基

準を満たすことをもって、前各項に規定す

る基準を満たしているものとみなすこと

ができる。 

7 指定介護予防短期入所生活介護事業者

が指定短期入所生活介護事業者の指定を

併せて受け、かつ、指定介護予防短期入所

生活介護の事業と指定短期入所生活介護

の事業とが同一の事業所において一体的

に運営されている場合については、指定居

宅サービス等基準等条例第148条第1項か

ら第6項までに規定する人員に関する基

準を満たすことをもって、前各項に規定す

る基準を満たしているものとみなすこと

ができる。 

(設備及び備品等) (設備及び備品等) 

第133条 (各号列記以外の部分略) 第133条 (各号列記以外の部分略) 

(1) (略) (1) (略) 

(2) (略) (2) (略) 

ア 消防局長又は消防署長と相談の上、

第143条において準用する第121条の

ア 消防局長又は消防署長と相談の上、

第143条において準用する第121条の
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4第1項に規定する計画に利用者の円

滑かつ迅速な避難を確保するために

必要な事項を定めること。 

4に規定する計画に利用者の円滑か

つ迅速な避難を確保するために必要

な事項を定めること。 

イ 第143条において準用する第121条

の4第1項に規定する訓練について

は、同項に規定する計画に従い、昼間

及び夜間において行うこと。 

イ 第143条において準用する第121条

の4に規定する訓練については、同条

に規定する計画に従い、昼間及び夜間

において行うこと。 

ウ (略) ウ (略) 

2～9 (略) 2～9 (略) 

(運営規程) (運営規程) 

第139条 (各号列記以外の部分略) 第139条 (各号列記以外の部分略) 

(1)～(8) (略) (1)～(8) (略) 

(9) 虐待の防止のための措置に関する事

項 

 

(10) (略) (9) (略) 

(衛生管理等) (衛生管理等) 

第140条の2 (略) 第140条の2 (略) 

2 指定介護予防短期入所生活介護事業者

は、当該指定介護予防短期入所生活介護事

業所において感染症が発生し、又はまん延

しないように、次に掲げる措置を講じなけ

ればならない。 

2 指定介護予防短期入所生活介護事業者

は、当該指定介護予防短期入所生活介護事

業所において感染症が発生し、又はまん延

しないように必要な措置を講ずるよう努

めなければならない。 

(1) 当該指定介護予防短期入所生活介護

事業所における感染症の予防及びまん

延の防止のための対策を検討する委員

会(テレビ電話装置等を活用して行うこ

とができるものとする。)をおおむね6月

に1回以上開催するとともに、その結果

について、介護予防短期入所生活介護従

業者に周知徹底を図ること。 

 

(2) 当該指定介護予防短期入所生活介護

事業所における感染症の予防及びまん

延の防止のための指針を整備すること。 

 

(3) 当該指定介護予防短期入所生活介護

事業所において、介護予防短期入所生活

介護従業者に対し、感染症の予防及びま

ん延の防止のための研修及び訓練を定

期的に実施すること。 

 

(準用) (準用) 

第143条 第51条の3から第51条の7まで、第 第143条 第51条の3から第51条の7まで、第
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51条の9、第51条の10、第51条の13、第5

2条の2、第52条の3、第54条、第55条の2

の2、第55条の4から第55条の11まで(第55

条の9第2項を除く。)、第121条の2及び第

121条の4の規定は、指定介護予防短期入

所生活介護の事業について準用する。この

場合において、第55条の2の2第2項、第55

条の4第1項並びに第55条の10の2第1号及

び第3号中「介護予防訪問入浴介護従業

者」とあるのは「介護予防短期入所生活介

護従業者」と、第55条の4第1項中「第55

条」とあるのは「第139条」と、第121条の

2第3項及び第4項中「介護予防通所リハビ

リテーション従業者」とあるのは「介護予

防短期入所生活介護従業者」と読み替える

ものとする。 

51条の9、第51条の10、第51条の13、第5

2条の2、第52条の3、第54条、第55条の4

から第55条の11まで、第121条の2及び第

121条の4の規定は、指定介護予防短期入

所生活介護の事業について準用する。この

場合において、第55条の4中「第55条」と

あるのは「第139条」と、「介護予防訪問入

浴介護従業者」とあるのは「介護予防短期

入所生活介護従業者」と、第121条の2第3

項中「介護予防通所リハビリテーション従

業者」とあるのは「介護予防短期入所生活

介護従業者」と読み替えるものとする。 

(設備及び備品等) (設備及び備品等) 

第154条 (各号列記以外の部分略) 第154条 (各号列記以外の部分略) 

(1) (略) (1) (略) 

(2) (略) (2) (略) 

ア 消防局長又は消防署長と相談の上、

第160条において準用する第143条に

おいて準用する第121条の4第1項に

規定する計画に利用者の円滑かつ迅

速な避難を確保するために必要な事

項を定めること。 

ア 消防局長又は消防署長と相談の上、

第160条において準用する第143条に

おいて準用する第121条の4に規定す

る計画に利用者の円滑かつ迅速な避

難を確保するために必要な事項を定

めること。 

イ 第160条において準用する第143条

において準用する第121条の4第1項

に規定する訓練については、同項に規

定する計画に従い、昼間及び夜間にお

いて行うこと。 

イ 第160条において準用する第143条

において準用する第121条の4に規定

する訓練については、同条に規定する

計画に従い、昼間及び夜間において行

うこと。 

ウ (略) ウ (略) 

2～5 (略) 2～5 (略) 

6 (各号列記以外の部分略) 6 (各号列記以外の部分略) 

(1) (略) (1) (略) 

ア (略) ア (略) 

(ｱ) (略) (ｱ) (略) 

(ｲ) 居室は、いずれかのユニットに

属するものとし、当該ユニットの共

同生活室に近接して一体的に設け

(ｲ) 居室は、いずれかのユニットに

属するものとし、当該ユニットの共

同生活室(当該居室の利用者が交流
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ること。ただし、一のユニットの利

用定員(当該ユニット型指定介護予

防短期入所生活介護事業所におい

て同時にユニット型指定介護予防

短期入所生活介護の提供を受ける

ことができる利用者(当該ユニット

型指定介護予防短期入所生活介護

事業者がユニット型指定短期入所

生活介護事業者の指定を併せて受

け、かつ、ユニット型指定介護予防

短期入所生活介護の事業とユニッ

ト型指定短期入所生活介護の事業

とが同一の事業所において一体的

に運営されている場合については、

ユニット型指定介護予防短期入所

生活介護又はユニット型指定短期

入所生活介護の利用者。以下この節

及び第159条において同じ。)の数の

上限をいう。以下この節において同

じ。)は、原則としておおむね10以

下とし、15を超えないものとする。 

し、共同で日常生活を営むための場

所をいう。以下この章において同

じ。)に近接して一体的に設けるこ

と。ただし、一のユニットの利用定

員(当該ユニット型指定介護予防短

期入所生活介護事業所において同

時にユニット型指定介護予防短期

入所生活介護の提供を受けること

ができる利用者(当該ユニット型指

定介護予防短期入所生活介護事業

者がユニット型指定短期入所生活

介護事業者の指定を併せて受け、か

つ、ユニット型指定介護予防短期入

所生活介護の事業とユニット型指

定短期入所生活介護の事業とが同

一の事業所において一体的に運営

されている場合については、ユニッ

ト型指定介護予防短期入所生活介

護又はユニット型指定短期入所生

活介護の利用者。以下この節及び第

159条において同じ。)の数の上限を

いう。以下この節において同じ。)

は、おおむね10以下としなければ

ならない。 

(ｳ) 利用者1人当たりの床面積は、1

0.65平方メートル以上とすること。 

(ｳ) 利用者1人当たりの床面積は、1

0.65平方メートル以上とすること。

また、ユニットに属さない居室を改

修したものについては、利用者同士

の視線の遮断の確保を前提にした

上で、居室を隔てる壁について、天

井との間に一定の隙間が生じても

差し支えない。 

(ｴ)及び(ｵ) (略) (ｴ)及び(ｵ) (略) 

イ～エ (略) イ～エ (略) 

(2) (略) (2) (略) 

7及び8 (略) 7及び8 (略) 

(運営規程) (運営規程) 

第157条 (各号列記以外の部分略) 第157条 (各号列記以外の部分略) 

(1)～(9) (略) (1)～(9) (略) 

(10) 虐待の防止のための措置に関する  
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事項 

(11) (略) (10) (略) 

(勤務体制の確保等) (勤務体制の確保等) 

第158条 (略) 第158条 (略) 

2及び3 (略) 2及び3 (略) 

4 ユニット型指定介護予防短期入所生活

介護事業者は、介護予防短期入所生活介護

従業者の資質の向上のために、その研修の

機会を確保しなければならない。その際、

当該ユニット型指定介護予防短期入所生

活介護事業者は、全ての介護予防短期入所

生活介護従業者(看護師、准看護師、介護

福祉士、介護支援専門員、法第8条第2項に

規定する政令で定める者等の資格を有す

る者その他これに類する者を除く。)に対

し、認知症介護に係る基礎的な研修を受講

させるために必要な措置を講じなければ

ならない。 

5 ユニット型指定介護予防短期入所生活

介護事業者は、適切なユニット型指定介護

予防短期入所生活介護の提供を確保する

観点から、職場において行われる性的な言

動又は優越的な関係を背景とした言動で

あって業務上必要かつ相当な範囲を超え

たものにより介護予防短期入所生活介護

従業者の就業環境が害されることを防止

するための方針の明確化等の必要な措置

を講じなければならない。 

4 ユニット型指定介護予防短期入所生活

介護事業者は、介護予防短期入所生活介護

従業者の資質の向上のために、その研修の

機会を確保しなければならない。 

(準用) (準用) 

第165条の3 第51条の3から第51条の7ま

で、第51条の9、第51条の10、第51条の1

3、第52条の2、第52条の3、第54条、第5

5条の2の2、第55条の4から第55条の11ま

で(第55条の9第2項を除く。)、第121条の

2、第121条の4、第129条及び第131条並び

に第4節(第143条を除く。)及び第5節の規

定は、共生型介護予防短期入所生活介護の

事業について準用する。この場合におい

て、第55条の2の2第2項中「介護予防訪問

入浴介護従業者」とあるのは「共生型介護

第165条の3 第51条の3から第51条の7ま

で、第51条の9、第51条の10、第51条の1

3、第52条の2、第52条の3、第54条、第5

5条の4から第55条の11まで、第121条の2、

第121条の4、第129条及び第131条並びに

第4節(第143条を除く。)及び第5節の規定

は、共生型介護予防短期入所生活介護の事

業について準用する。この場合において、

第55条の4中「第55条」とあるのは「第13

9条」と、「介護予防訪問入浴介護従業者」

とあるのは「共生型介護予防短期入所生活
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予防短期入所生活介護の提供に当たる従

業者(以下「共生型介護予防短期入所生活

介護従業者」という。)」と、第55条の4第

1項中「第55条」とあるのは「第139条」

と、同項並びに第55条の10の2第1号及び

第3号中「介護予防訪問入浴介護従業者」

とあるのは「共生型介護予防短期入所生活

介護従業者」と、第121条の2第3項及び第

4項中「介護予防通所リハビリテーション

従業者」とあるのは「共生型介護予防短期

入所生活介護従業者」と、第134条第1項、

第138条並びに第140条の2第2項第1号及

び第3号中「介護予防短期入所生活介護従

業者」とあるのは「共生型介護予防短期入

所生活介護従業者」と、第142条第2項第2

号中「次条において準用する第51条の13

第2項」とあるのは「第51条の13第2項」

と、同項第4号中「次条において準用する

第52条の3」とあるのは「第52条の3」と、

同項第5号中「次条において準用する第55

条の8第2項」とあるのは「第55条の8第2

項」と、同項第6号中「次条において準用

する第55条の10第2項」とあるのは「第55

条の10第2項」と読み替えるものとする。 

介護の提供に当たる従業者(以下「共生型

介護予防短期入所生活介護従業者」とい

う。)」と、第121条の2第3項中「介護予防

通所リハビリテーション従業者」とあるの

は「共生型介護予防短期入所生活介護従業

者」と、第134条第1項及び第138条中「介

護予防短期入所生活介護従業者」とあるの

は「共生型介護予防短期入所生活介護従業

者」と、第142条第2項第2号中「次条にお

いて準用する第51条の13第2項」とあるの

は「第51条の13第2項」と、同項第4号中

「次条において準用する第52条の3」とあ

るのは「第52条の3」と、同項第5号中「次

条において準用する第55条の8第2項」と

あるのは「第55条の8第2項」と、同項第6

号中「次条において準用する第55条の10

第2項」とあるのは「第55条の10第2項」と

読み替えるものとする。 

(準用) (準用) 

第172条 第51条の3から第51条の7まで、第

51条の10、第51条の13、第52条の2、第5

2条の3、第54条、第55条の2の2、第55条

の4から第55条の11まで(第55条の8第5項

及び第6項並びに第55条の9第2項を除

く。)、第121条の2、第121条の4及び第12

9条並びに第4節(第136条第1項及び第143

条を除く。)及び第5節の規定は、基準該当

介護予防短期入所生活介護の事業につい

て準用する。この場合において、第51条の

13第1項中「内容、当該指定介護予防訪問

入浴介護について法第53条第4項の規定

により利用者に代わって支払を受ける介

護予防サービス費の額」とあるのは「内容」

と、第52条の2中「法定代理受領サービス

第172条 第51条の3から第51条の7まで、第

51条の10、第51条の13、第52条の2、第5

2条の3、第54条、第55条の4から第55条の

7まで、第55条の8(第5項及び第6項を除

く。)、第55条の9から第55条の11まで、第

121条の2、第121条の4及び第129条並び

に第4節(第136条第1項及び第143条を除

く。)及び第5節の規定は、基準該当介護予

防短期入所生活介護の事業について準用

する。この場合において、第51条の13中

「内容、当該指定介護予防訪問入浴介護に

ついて法第53条第4項の規定により利用

者に代わって支払を受ける介護予防サー

ビス費の額」とあるのは「内容」と、第5

2条の2中「法定代理受領サービスに該当
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に該当しない指定介護予防訪問入浴介護」

とあるのは「基準該当介護予防短期入所生

活介護」と、第55条の2の2第2項、第55条

の4第1項並びに第55条の10の2第1号及び

第3号中「介護予防訪問入浴介護従業者」

とあるのは「介護予防短期入所生活介護従

業者」と、第55条の4第1項中「第55条」と

あるのは「第172条において準用する第13

9条」と、第121条の2第3項及び第4項中「介

護予防通所リハビリテーション従業者」と

あるのは「介護予防短期入所生活介護従業

者」と、第136条第2項中「法定代理受領サ

ービスに該当しない指定介護予防短期入

所生活介護」とあるのは「基準該当介護予

防短期入所生活介護」と、同条第3項中「前

2項」とあるのは「前項」と、第140条第2

項中「静養室」とあるのは「静養室等」と、

第142条第2項第2号及び第4号から第6号

までの規定中「次条」とあるのは、「第17

2条」と、第145条中「第129条」とあるの

は「第172条において準用する第129条」

と、「前条」とあるのは「第172条において

準用する前条」と、第149条中「医師及び

看護職員」とあるのは「看護職員」と読み

替えるものとする。 

しない指定介護予防訪問入浴介護」とある

のは「基準該当介護予防短期入所生活介

護」と、第55条の4中「第55条」とあるの

は「第172条において準用する第139条」

と、「介護予防訪問入浴介護従業者」とあ

るのは「介護予防短期入所生活介護従業

者」と、第121条の2第3項中「介護予防通

所リハビリテーション従業者」とあるのは

「介護予防短期入所生活介護従業者」と、

第136条第2項中「法定代理受領サービス

に該当しない指定介護予防短期入所生活

介護」とあるのは「基準該当介護予防短期

入所生活介護」と、同条第3項中「前2項」

とあるのは「前項」と、第140条第2項中「静

養室」とあるのは「静養室等」と、第142

条第2項第2号及び第4号から第6号までの

規定中「次条」とあるのは、「第172条」と、

第145条中「第129条」とあるのは「第17

2条において準用する第129条」と、「前条」

とあるのは「第172条において準用する前

条」と、第149条中「医師及び看護職員」

とあるのは「看護職員」と読み替えるもの

とする。 

(運営規程) (運営規程) 

第179条 (各号列記以外の部分略) 第179条 (各号列記以外の部分略) 

(1)～(6) (略) (1)～(6) (略) 

(7) 虐待の防止のための措置に関する事

項 

 

(8) (略) (7) (略) 

(準用) (準用) 

第182条 第51条の3から第51条の7まで、第

51条の9、第51条の10、第51条の13、第5

2条の2、第52条の3、第54条、第55条の2

の2、第55条の4、第55条の5、第55条の7

から第55条の11まで(第55条の9第2項を

除く。)、第121条の2、第121条の4、第12

2条、第134条、第135条第2項及び第141条

の規定は、指定介護予防短期入所療養介護

第182条 第51条の3から第51条の7まで、第

51条の9、第51条の10、第51条の13、第5

2条の2、第52条の3、第54条、第55条の4、

第55条の5、第55条の7から第55条の11ま

で、第121条の2、第121条の4、第122条、

第134条、第135条第2項及び第141条の規

定は、指定介護予防短期入所療養介護の事

業について準用する。この場合において、
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の事業について準用する。この場合におい

て、第55条の2の2第2項、第55条の4第1項

並びに第55条の10の2第1号及び第3号中

「介護予防訪問入浴介護従業者」とあるの

は「介護予防短期入所療養介護従業者」と、

第55条の4第1項中「第55条」とあるのは

「第179条」と、第121条の2第3項及び第

4項並びに第122条第2項第1号及び第3号

中「介護予防通所リハビリテーション従業

者」とあるのは「介護予防短期入所療養介

護従業者」と、第134条第1項中「第139条」

とあるのは「第179条」と、「介護予防短期

入所生活介護従業者」とあるのは「介護予

防短期入所療養介護従業者」と読み替える

ものとする。 

第55条の4中「第55条」とあるのは「第17

9条」と、「介護予防訪問入浴介護従業者」

とあるのは「介護予防短期入所療養介護従

業者」と、第121条の2第3項中「介護予防

通所リハビリテーション従業者」とあるの

は「介護予防短期入所療養介護従業者」と、

第134条第1項中「第139条」とあるのは「第

179条」と、「介護予防短期入所生活介護従

業者」とあるのは「介護予防短期入所療養

介護従業者」と読み替えるものとする。 

(運営規程) (運営規程) 

第194条 (各号列記以外の部分略) 第194条 (各号列記以外の部分略) 

(1)～(6) (略) (1)～(6) (略) 

(7) 虐待の防止のための措置に関する事

項 

 

(8) (略) (7) (略) 

(勤務体制の確保等) (勤務体制の確保等) 

第195条 (略) 第195条 (略) 

2及び3 (略) 2及び3 (略) 

4 ユニット型指定介護予防短期入所療養

介護事業者は、介護予防短期入所療養介護

従業者の資質の向上のために、その研修の

機会を確保しなければならない。その際、

当該ユニット型指定介護予防短期入所療

養介護事業者は、全ての介護予防短期入所

療養介護従業者(看護師、准看護師、介護

福祉士、介護支援専門員、法第8条第2項に

規定する政令で定める者等の資格を有す

る者その他これに類する者を除く。)に対

し、認知症介護に係る基礎的な研修を受講

させるために必要な措置を講じなければ

ならない。 

5 ユニット型指定介護予防短期入所療養

介護事業者は、適切なユニット型指定介護

予防短期入所療養介護の提供を確保する

4 ユニット型指定介護予防短期入所療養

介護事業者は、介護予防短期入所療養介護

従業者の資質の向上のために、その研修の

機会を確保しなければならない。 

－180－



観点から、職場において行われる性的な言

動又は優越的な関係を背景とした言動で

あって業務上必要かつ相当な範囲を超え

たものにより介護予防短期入所療養介護

従業者の就業環境が害されることを防止

するための方針の明確化等の必要な措置

を講じなければならない。 

(身体的拘束等の禁止) (身体的拘束等の禁止) 

第212条 (略) 第212条 (略) 

2 (略) 2 (略) 

3 (各号列記以外の部分略) 3 (各号列記以外の部分略) 

(1) 身体的拘束等の適正化のための対策

を検討する委員会(テレビ電話装置等を

活用して行うことができるものとす

る。)を3月に1回以上開催するとともに、

その結果について、介護職員その他の従

業者に周知徹底を図ること。 

(1) 身体的拘束等の適正化のための対策

を検討する委員会を3月に1回以上開催

するとともに、その結果について、介護

職員その他の従業者に周知徹底を図る

こと。 

(2)及び(3) (略) (2)及び(3) (略) 

(運営規程) (運営規程) 

第213条 (各号列記以外の部分略) 第213条 (各号列記以外の部分略) 

(1)～(8) (略) (1)～(8) (略) 

(9) 虐待の防止のための措置に関する事

項 

 

(10) (略) (9) (略) 

(勤務体制の確保等) (勤務体制の確保等) 

第214条 (略) 第214条 (略) 

2及び3 (略) 2及び3 (略) 

4 指定介護予防特定施設入居者生活介護

事業者は、介護予防特定施設従業者の資質

の向上のために、その研修の機会を確保し

なければならない。その際、当該指定介護

予防特定施設入居者生活介護事業者は、全

ての介護予防特定施設従業者(看護師、准

看護師、介護福祉士、介護支援専門員、法

第8条第2項に規定する政令で定める者等

の資格を有する者その他これに類する者

を除く。)に対し、認知症介護に係る基礎

的な研修を受講させるために必要な措置

を講じなければならない。 

5 指定介護予防特定施設入居者生活介護

4 指定介護予防特定施設入居者生活介護

事業者は、介護予防特定施設従業者の資質

の向上のために、その研修の機会を確保し

なければならない。 
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事業者は、適切な指定介護予防特定施設入

居者生活介護の提供を確保する観点から、

職場において行われる性的な言動又は優

越的な関係を背景とした言動であって業

務上必要かつ相当な範囲を超えたものに

より介護予防特定施設従業者の就業環境

が害されることを防止するための方針の

明確化等の必要な措置を講じなければな

らない。 

(準用) (準用) 

第218条 第51条の5、第51条の6、第52条の

2から第54条まで、第55条の2の2、第55条

の4から第55条の11まで(第55条の9第2項

を除く。)、第121条の4及び第140条の2の

規定は、指定介護予防特定施設入居者生活

介護の事業について準用する。この場合に

おいて、第53条、第55条の2の2第2項、第

55条の10の2第1号及び第3号並びに第55

条の4第1項中「介護予防訪問入浴介護従

業者」とあるのは「介護予防特定施設従業

者」と、同項中「第55条」とあるのは「第

213条」と、第140条の2第2項第1号及び第

3号中「介護予防短期入所生活介護従業

者」とあるのは「介護予防特定施設従業者」

と読み替えるものとする。 

第218条 第51条の5、第51条の6、第52条の

2から第54条まで、第55条の4から第55条

の11まで、第121条の4及び第140条の2の

規定は、指定介護予防特定施設入居者生活

介護の事業について準用する。この場合に

おいて、第53条及び第55条の4中「介護予

防訪問入浴介護従業者」とあるのは「介護

予防特定施設従業者」と、同条中「第55条」

とあるのは「第213条」と読み替えるもの

とする。 

(運営規程) (運営規程) 

第232条 (各号列記以外の部分略) 第232条 (各号列記以外の部分略) 

(1)～(9) (略) (1)～(9) (略) 

(10) 虐待の防止のための措置に関する

事項 

 

(11) (略) (10) (略) 

(準用) (準用) 

第235条 第51条の5、第51条の6、第52条の

2から第54条まで、第55条の2の2、第55条

の4から第55条の11まで(第55条の9第2項

を除く。)、第121条の4、第140条の2、第

208条から第212条まで及び第214条から

第216条までの規定は、外部サービス利用

型指定介護予防特定施設入居者生活介護

の事業について準用する。この場合におい

第235条 第51条の5、第51条の6、第52条の

2から第54条まで、第55条の4から第55条

の11まで、第121条の4、第140条の2、第

208条から第212条まで及び第214条から

第216条までの規定は、外部サービス利用

型指定介護予防特定施設入居者生活介護

の事業について準用する。この場合におい

て、第53条中「介護予防訪問入浴介護従業
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て、第53条、第55条の2の2第2項並びに第

55条の10の2第1号及び第3号中「介護予防

訪問入浴介護従業者」とあるのは「指定介

護予防特定施設の従業者」と、第55条の4

第1項中「第55条」とあるのは「第232条」

と、「介護予防訪問入浴介護従業者」とあ

るのは「外部サービス利用型介護予防特定

施設従業者」と、第55条の6中「指定介護

予防訪問入浴介護事業所」とあるのは「指

定介護予防特定施設及び受託介護予防サ

ービス事業所」と、第140条の2第2項第1

号及び第3号中「介護予防短期入所生活介

護従業者」とあるのは「外部サービス利用

型介護予防特定施設従業者」と、第210条

第2項及び第214条第2項中「指定介護予防

特定施設入居者生活介護を」とあるのは

「基本サービスを」と、同条第1項及び第

5項中「適切な指定介護予防特定施設入居

者生活介護」とあるのは「適切な基本サー

ビス」と、同条第3項中「指定介護予防特

定施設入居者生活介護に」とあるのは「基

本サービスに」と読み替えるものとする。 

者」とあるのは「指定介護予防特定施設の

従業者」と、第55条の4中「第55条」とあ

るのは「第232条」と、「介護予防訪問入浴

介護従業者」とあるのは「外部サービス利

用型介護予防特定施設従業者」と、第55条

の6中「指定介護予防訪問入浴介護事業

所」とあるのは「指定介護予防特定施設及

び受託介護予防サービス事業所」と、第2

10条第2項及び第214条第2項中「指定介護

予防特定施設入居者生活介護を」とあるの

は「基本サービスを」と、第214条第1項中

「適切な指定介護予防特定施設入居者生

活介護」とあるのは「適切な基本サービス」

と、同条第3項中「指定介護予防特定施設

入居者生活介護に」とあるのは「基本サー

ビスに」と読み替えるものとする。 

(運営規程) (運営規程) 

第243条 (各号列記以外の部分略) 第243条 (各号列記以外の部分略) 

(1)～(5) (略) (1)～(5) (略) 

(6) 虐待の防止のための措置に関する事

項 

 

(7) (略) (6) (略) 

(衛生管理等) (衛生管理等) 

第246条 (略) 第246条 (略) 

2～5 (略) 2～5 (略) 

6 指定介護予防福祉用具貸与事業者は、当

該指定介護予防福祉用具貸与事業所にお

いて感染症が発生し、又はまん延しないよ

うに、次に掲げる措置を講じなければなら

ない。 

(1) 当該指定介護予防福祉用具貸与事業

所における感染症の予防及びまん延の

防止のための対策を検討する委員会(テ

レビ電話装置等を活用して行うことが
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できるものとする。)をおおむね6月に1

回以上開催するとともに、その結果につ

いて、福祉用具専門相談員に周知徹底を

図ること。 

(2) 当該指定介護予防福祉用具貸与事業

所における感染症の予防及びまん延の

防止のための指針を整備すること。 

(3) 当該指定介護予防福祉用具貸与事業

所において、福祉用具専門相談員に対

し、感染症の予防及びまん延の防止のた

めの研修及び訓練を定期的に実施する

こと。 

(掲示及び目録の備付け) (掲示及び目録の備付け) 

第247条 (略) 第247条 (略) 

2 指定介護予防福祉用具貸与事業者は、前

項に規定する事項を記載した書面を事業

所に備え付け、かつ、これをいつでも関係

者に自由に閲覧させることにより、同項の

規定による掲示に代えることができる。 

 

3 (略) 2 (略) 

(準用) (準用) 

第249条 第51条の2から第51条の13まで、

第52条の2、第52条の3、第54条、第55条

の2の2、第55条の5から第55条の11まで並

びに第121条の2第1項、第2項及び第4項の

規定は、指定介護予防福祉用具貸与の事業

について準用する。この場合において、第

51条の2第1項中「第55条」とあるのは「第

243条」と、同項、第55条の2の2第2項並

びに第55条の10の2第1号及び第3号中「介

護予防訪問入浴介護従業者」とあるのは

「福祉用具専門相談員」と、第51条の4中

「実施地域等」とあるのは「実施地域、取

り扱う福祉用具の種目等」と、第51条の8

第2項中「適切な指導」とあるのは「適切

な相談又は助言」と、第51条の12中「介護

予防訪問入浴介護従業者」とあるのは「従

業者」と、「初回訪問時及び利用者」とあ

るのは「利用者」と、第51条の13第1項中

「提供日及び内容」とあるのは「提供の開

第249条 第51条の2から第51条の13まで、

第52条の2、第52条の3、第54条、第55条

の5から第55条の11まで並びに第121条の

2第1項及び第2項の規定は、指定介護予防

福祉用具貸与の事業について準用する。こ

の場合において、第51条の2中「第55条」

とあるのは「第243条」と、「介護予防訪問

入浴介護従業者」とあるのは「福祉用具専

門相談員」と、第51条の4中「実施地域等」

とあるのは「実施地域、取り扱う福祉用具

の種目等」と、第51条の8第2項中「適切な

指導」とあるのは「適切な相談又は助言」

と、第51条の12中「介護予防訪問入浴介護

従業者」とあるのは「従業者」と、「初回

訪問時及び利用者」とあるのは「利用者」

と、第51条の13中「提供日及び内容」とあ

るのは「提供の開始日及び終了日並びに種

目及び品名」と、第52条の2中「内容」と

あるのは「種目、品名」と、第121条の2第
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始日及び終了日並びに種目及び品名」と、

第52条の2中「内容」とあるのは「種目、

品名」と、第121条の2第2項中「処遇」と

あるのは「サービス利用」と、同条第4項

中「介護予防通所リハビリテーション従業

者」とあるのは「福祉用具専門相談員」と

読み替えるものとする。 

2項中「処遇」とあるのは「サービス利用」

と読み替えるものとする。 

(準用) (準用) 

第254条 第51条の2から第51条の8まで、第

51条の10から第51条の13まで、第52条の

2、第52条の3、第54条、第55条の2の2、

第55条の5から第55条の11まで(第55条の

8第5項及び第6項を除く。)並びに第121条

の2第1項、第2項及び第4項並びに第1節、

第2節(第239条を除く。)、第3節、第4節(第

242条第1項及び第249条を除く。)及び前

節の規定は、基準該当介護予防福祉用具貸

与の事業について準用する。この場合にお

いて、第51条の2第1項中「第55条」とある

のは「第254条において準用する第243条」

と、同項、第55条の2の2第2項並びに第55

条の10の2第1号及び第3号中「介護予防訪

問入浴介護従業者」とあるのは「福祉用具

専門相談員」と、第51条の4中「実施地域

等」とあるのは「実施地域、取り扱う福祉

用具の種目等」と、第51条の8第2項中「適

切な指導」とあるのは「適切な相談又は助

言」と、第51条の12中「介護予防訪問入浴

介護従業者」とあるのは「従業者」と、第

51条の13第1項中「提供日及び内容、当該

指定介護予防訪問入浴介護について法第

53条第4項の規定により利用者に代わっ

て支払を受ける介護予防サービス費の額」

とあるのは「提供の開始日及び終了日、種

目、品名」と、第52条の2中「法定代理受

領サービスに該当しない指定介護予防訪

問入浴介護」とあるのは「基準該当介護予

防福祉用具貸与」と、第121条の2第2項中

「処遇」とあるのは「サービスの利用」と、

同条第4項中「介護予防通所リハビリテー

第254条 第51条の2から第51条の8まで、第

51条の10から第51条の13まで、第52条の

2、第52条の3、第54条、第55条の5から第

55条の7まで、第55条の8(第5項及び第6項

を除く。)、第55条の9から第55条の11まで

並びに第121条の2第1項及び第2項並びに

第1節、第2節(第239条を除く。)、第3節、

第4節(第242条第1項及び第249条を除

く。)及び前節の規定は、基準該当介護予

防福祉用具貸与の事業について準用する。

この場合において、第51条の2中「第55条」

とあるのは「第254条において準用する第

243条」と、「介護予防訪問入浴介護従業

者」とあるのは「福祉用具専門相談員」と、

第51条の4中「実施地域等」とあるのは「実

施地域、取り扱う福祉用具の種目等」と、

第51条の8第2項中「適切な指導」とあるの

は「適切な相談又は助言」と、第51条の1

2中「介護予防訪問入浴介護従業者」とあ

るのは「従業者」と、第51条の13中「提供

日及び内容、当該指定介護予防訪問入浴介

護について法第53条第4項の規定により

利用者に代わって支払を受ける介護予防

サービス費の額」とあるのは「提供の開始

日及び終了日、種目、品名」と、第52条の

2中「法定代理受領サービスに該当しない

指定介護予防訪問入浴介護」とあるのは

「基準該当介護予防福祉用具貸与」と、第

121条の2第2項中「処遇」とあるのは「サ

ービスの利用」と、第242条第2項中「法定

代理受領サービスに該当しない指定介護

予防福祉用具貸与」とあるのは「基準該当
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ション従業者」とあるのは「福祉用具専門

相談員」と、第242条第2項中「法定代理受

領サービスに該当しない指定介護予防福

祉用具貸与」とあるのは「基準該当介護予

防福祉用具貸与」と、同条第3項中「前2項」

とあるのは「前項」と読み替えるものとす

る。 

介護予防福祉用具貸与」と、同条第3項中

「前2項」とあるのは「前項」と読み替え

るものとする。 

(準用) (準用) 

第263条 第51条の2から第51条の8まで、第

51条の10から第51条の12まで、第52条の

3、第54条、第55条の2の2、第55条の3、

第55条の5から第55条の11まで、第121条

の2第1項、第2項及び第4項、第243条から

第245条まで並びに第247条の規定は、指

定特定介護予防福祉用具販売の事業につ

いて準用する。この場合において、第51条

の2第1項中「第55条」とあるのは「第263

条において準用する第243条」と、同項、

第55条の2の2第2項、第55条の3第3項第1

号及び第3号並びに第55条の10の2第1号

及び第3号中「介護予防訪問入浴介護従業

者」とあるのは「福祉用具専門相談員」と、

第51条の4中「実施地域等」とあるのは「実

施地域、取り扱う特定介護予防福祉用具の

種目等」と、第51条の8第2項中「適切な指

導」とあるのは「適切な相談又は助言」と、

第51条の12中「介護予防訪問入浴介護従

業者」とあるのは「従業者」と、「初回訪

問時及び利用者」とあるのは「利用者」と、

第121条の2第2項中「処遇」とあるのは「サ

ービス利用」と、同条第4項中「介護予防

通所リハビリテーション従業者」とあるの

は「福祉用具専門相談員」と、第243条第

4号及び第247条第3項中「利用料」とある

のは「販売費用の額」と、第244条中「福

祉用具に」とあるのは「特定介護予防福祉

用具に」と、第245条中「福祉用具を」と

あるのは「特定介護予防福祉用具を」と、

第247条第1項中「第243条」とあるのは「第

263条において準用する第243条」と、同

第263条 第51条の2から第51条の8まで、第

51条の10から第51条の12まで、第52条の

3、第54条、第55条の3、第55条の5から第

55条の11まで、第121条の2第1項及び第2

項、第243条から第245条まで並びに第24

7条の規定は、指定特定介護予防福祉用具

販売の事業について準用する。この場合に

おいて、第51条の2中「第55条」とあるの

は「第263条において準用する第243条」

と、「介護予防訪問入浴介護従業者」とあ

るのは「福祉用具専門相談員」と、第51条

の4中「実施地域等」とあるのは「実施地

域、取り扱う特定介護予防福祉用具の種目

等」と、第51条の8第2項中「適切な指導」

とあるのは「適切な相談又は助言」と、第

51条の12中「介護予防訪問入浴介護従業

者」とあるのは「従業者」と、「初回訪問

時及び利用者」とあるのは「利用者」と、

第121条の2第2項中「処遇」とあるのは「サ

ービス利用」と、第243条第4号及び第247

条第2項中「利用料」とあるのは「販売費

用の額」と、第244条中「福祉用具に」と

あるのは「特定介護予防福祉用具に」と、

第245条中「福祉用具を」とあるのは「特

定介護予防福祉用具を」と、第247条第1項

中「第243条」とあるのは「第263条におい

て準用する第243条」と、同条第2項中「福

祉用具の」とあるのは「特定介護予防福祉

用具の」と読み替えるものとする。 
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条第3項中「福祉用具の」とあるのは「特

定介護予防福祉用具の」と読み替えるもの

とする。 

第16章 雑則 

(電磁的記録等) 

第267条 指定介護予防サービス事業者及

び指定介護予防サービスの提供に当たる

者は、作成、保存その他これらに類するも

ののうち、この条例の規定において書面

(書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副

本、複本その他文字、図形等人の知覚によ

って認識することができる情報が記載さ

れた紙その他の有体物をいう。以下この条

において同じ。)で行うことが規定されて

いる又は想定されるもの(第51条の5第1

項(第63条、第75条、第85条、第94条、第

124条、第143条(第160条において準用す

る場合を含む。)、第165条の3、第172条、

第182条(第197条において準用する場合

を含む。)、第218条、第235条、第249条、

第254条及び第263条において準用する場

合を含む。)及び第210条第1項(第235条に

おいて準用する場合を含む。)並びに次項

に規定するものを除く。)については、書

面に代えて、当該書面に係る電磁的記録に

より行うことができる。 

2 指定介護予防サービス事業者及び指定

介護予防サービスの提供に当たる者は、交

付、説明、同意、承諾、締結その他これら

に類するもの(以下「交付等」という。)の

うち、この条例の規定において書面で行う

ことが規定されている又は想定されるも

のについては、当該交付等の相手方の承諾

を得て、書面に代えて、電磁的方法による

ことができる。 

 

附 則 附 則 

1～8 (略) 1～8 (略) 

9 第204条の規定にかかわらず、療養病床

等を有する病院又は病床を有する診療所

の開設者が、当該病院の療養病床等又は当

9 第204条の規定にかかわらず、療養病床

等を有する病院又は病床を有する診療所

の開設者が、当該病院の療養病床等又は当
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該診療所の病床を令和6年3月31日までの

間に転換(当該病院の療養病床等又は当該

診療所の病床の病床数を減少させるとと

もに、当該病院等の施設を介護医療院、軽

費老人ホームその他の要介護者、要支援者

その他の者を入所又は入居させるための

施設の用に供することをいう。次項及び附

則第11項において同じ。)を行って指定介

護予防特定施設入居者生活介護(外部サー

ビス利用型指定介護予防特定施設入居者

生活介護を除く。)の事業を行う医療機関

併設型指定介護予防特定施設の生活相談

員、機能訓練指導員及び計画作成担当者の

員数の基準は、次の各号に掲げる区分に応

じ、当該各号に定めるところによる。 

該診療所の病床を平成36年3月31日まで

の間に転換(当該病院の療養病床等又は当

該診療所の病床の病床数を減少させると

ともに、当該病院等の施設を介護医療院、

軽費老人ホームその他の要介護者、要支援

者その他の者を入所又は入居させるため

の施設の用に供することをいう。次項及び

附則第11項において同じ。)を行って指定

介護予防特定施設入居者生活介護(外部サ

ービス利用型指定介護予防特定施設入居

者生活介護を除く。)の事業を行う医療機

関併設型指定介護予防特定施設の生活相

談員、機能訓練指導員及び計画作成担当者

の員数の基準は、次の各号に掲げる区分に

応じ、当該各号に定めるところによる。 

(1)及び(2) (略) (1)及び(2) (略) 

10 第228条の規定にかかわらず、療養病床

等を有する病院又は病床を有する診療所

の開設者が、当該病院の療養病床等又は当

該診療所の病床を令和6年3月31日までの

間に転換を行って外部サービス利用型指

定介護予防特定施設入居者生活介護の事

業を行う医療機関併設型指定介護予防特

定施設の生活相談員及び計画作成担当者

の員数の基準は、当該医療機関併設型指定

介護予防特定施設の実情に応じた適当な

員数とする。 

10 第228条の規定にかかわらず、療養病床

等を有する病院又は病床を有する診療所

の開設者が、当該病院の療養病床等又は当

該診療所の病床を平成36年3月31日まで

の間に転換を行って外部サービス利用型

指定介護予防特定施設入居者生活介護の

事業を行う医療機関併設型指定介護予防

特定施設の生活相談員及び計画作成担当

者の員数の基準は、当該医療機関併設型指

定介護予防特定施設の実情に応じた適当

な員数とする。 

11 第206条及び第230条の規定にかかわら

ず、療養病床等を有する病院又は病床を有

する診療所の開設者が、当該病院の療養病

床等又は当該診療所の病床を令和6年3月

31日までの間に転換を行って指定介護予

防特定施設入居者生活介護の事業を行う

場合の医療機関併設型指定介護予防特定

施設においては、併設される介護老人保健

施設、介護医療院又は病院若しくは診療所

の施設を利用することにより、当該医療機

関併設型指定介護予防特定施設の利用者

の処遇が適切に行われると認められると

きは、当該医療機関併設型指定介護予防特 

11 第206条及び第230条の規定にかかわら

ず、療養病床等を有する病院又は病床を有

する診療所の開設者が、当該病院の療養病

床等又は当該診療所の病床を平成36年3

月31日までの間に転換を行って指定介護

予防特定施設入居者生活介護の事業を行

う場合の医療機関併設型指定介護予防特

定施設においては、併設される介護老人保

健施設、介護医療院又は病院若しくは診療

所の施設を利用することにより、当該医療

機関併設型指定介護予防特定施設の利用

者の処遇が適切に行われると認められる

ときは、当該医療機関併設型指定介護予防 
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 定施設に浴室、便所及び食堂を設けないこ

とができる。 

特定施設に浴室、便所及び食堂を設けない

ことができる。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

（虐待の防止に係る経過措置） 

２ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、改正後の船橋市指定介護予防

サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防

のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例（以下「新条例」という。）第

４条第３項及び第５５条の１０の２（新条例第６３条、第７５条、第８５条、第９４条、

第１２４条、第１４３条（新条例第１６０条において準用する場合を含む。）、第１６５

条の３、第１７２条、第１８２条（新条例第１９７条において準用する場合を含む。）、

第２１８条、第２３５条、第２４９条、第２５４条及び第２６３条において準用する場

合を含む。）の規定の適用については、これらの規定中「講じなければ」とあるのは、「講

じるよう努めなければ」とし、新条例第５５条（新条例第６３条において準用する場合

を含む。）、第７３条、第８３条、第９２条、第１２１条、第１３９条（新条例第１６５

条の３及び第１７２条において準用する場合を含む。）、第１５７条、第１７９条、第１

９４条、第２１３条、第２３２条及び第２４３条（新条例第２５４条及び第２６３条に

おいて準用する場合を含む。）の規定の適用については、これらの規定中「、次に」とあ

るのは「、虐待の防止のための措置に関する事項に関する規程を定めておくよう努める

とともに、次に」と、「重要事項」とあるのは「重要事項（虐待の防止のための措置に関

する事項を除く。）」とする。 

（業務継続計画の策定等に係る経過措置） 

３ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新条例第５５条の２の２（新

条例第６３条、第７５条、第８５条、第９４条、第１２４条、第１４３条（新条例第１

６０条において準用する場合を含む。）、第１６５条の３、第１７２条、第１８２条（新

条例第１９７条において準用する場合を含む。）、第２１８条、第２３５条、第２４９条、

第２５４条及び第２６３条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、こ

れらの規定中「講じなければ」とあるのは「講じるよう努めなければ」と、「実施しなけ

れば」とあるのは「実施するよう努めなければ」と、「行うものとする」とあるのは「行
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うよう努めるものとする」とする。 

（感染症の予防及びまん延の防止のための措置に係る経過措置） 

４ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新条例第５５条の３第３項（新

条例第６３条、第７５条、第８５条、第９４条及び第２６３条において準用する場合を

含む。）、第１２２条第２項（新条例第１８２条（新条例第１９７条において準用する場

合を含む。）において準用する場合を含む。）、第１４０条の２第２項（新条例第１６０条、

第１６５条の３、第１７２条、第２１８条及び第２３５条において準用する場合を含む。）

及び第２４６条第６項（新条例第２５４条において準用する場合を含む。）の規定の適用

については、これらの規定中「講じなければ」とあるのは、「講じるよう努めなければ」

とする。 

（認知症に係る基礎的な研修の受講に関する経過措置） 

５ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新条例第５５条の２第３項（新

条例第６３条において準用する場合を含む。）、第１２１条の２第３項（新条例第１４３

条、第１６５条の３、第１７２条及び第１８２条において準用する場合を含む。）、第１

５８条第４項、第１９５条第４項及び第２１４条第４項（新条例第２３５条において準

用する場合を含む。）の規定の適用については、これらの規定中「講じなければ」とある

のは、「講じるよう努めなければ」とする。 

（ユニットの定員に係る経過措置） 

６ この条例の施行の日以降、当分の間、新条例第１５４条第６項第１号ア(ｲ)の規定に基

づき利用定員が１０を超えるユニットを整備するユニット型指定介護予防短期入所生活

介護事業所は、新条例第１３０条第１項第３号及び第１５８条第２項の基準を満たすほ

か、ユニット型指定介護予防短期入所生活介護事業所における夜間及び深夜を含めた介

護職員並びに看護師及び准看護師の配置の実態を勘案して職員を配置するよう努めるも

のとする。 

７ この条例の施行の際現に存する建物（基本的な設備が完成しているものを含み、この

条例の施行の後に増築され、又は全面的に改築された部分を除く。）の居室であって、改

正前の第１５４条第６項第１号ア(ｳ)（後段に係る部分に限る。）の規定の要件を満たし

ている居室については、なお従前の例による。 
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理 由 

 

指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に

係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準の一部改正に伴い、所要の改正等

を行う必要がある。これが、この条例案を提出する理由である。 
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議案第４４号 

 

船橋市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例等の一部

を改正する条例を次のように制定する。 

 

令和３年２月１５日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

船橋市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例等の

一部を改正する条例 

 

 （船橋市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例の一部

改正） 

第１条 船橋市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例

（平成２６年船橋市条例第５８号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

目次 目次 

第1章～第6章 (略) 第1章～第6章 (略) 

第7章 雑則(第34条)  

附則 附則 

第4条 (略) 第4条 (略) 

2～4 (略) 2～4 (略) 

5 指定居宅介護支援事業者は、利用者の人

権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体

制の整備を行うとともに、その従業者に対

し、研修を実施する等の措置を講じなけれ

ばならない。 

 

6 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介

護支援を提供するに当たっては、法第118

条の2第1項に規定する介護保険等関連情

報その他必要な情報を活用し、適切かつ有

効に行うよう努めなければならない。 
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(管理者) (管理者) 

第6条 (略) 第6条 (略) 

2 前項に規定する管理者は、介護保険法施

行規則(平成11年厚生省令第36号)第140条

の66第1号イ(3)に規定する主任介護支援

専門員(以下この項において「主任介護支

援専門員」という。)でなければならない。

ただし、主任介護支援専門員の確保が著し

く困難である等やむを得ない理由がある

場合については、介護支援専門員(主任介

護支援専門員を除く。)を前項に規定する

管理者とすることができる。 

2 前項に規定する管理者は、介護保険法施

行規則(平成11年厚生省令第36号)第140条

の66第1号イ(3)に規定する主任介護支援

専門員でなければならない。 

3 (略) 3 (略) 

(内容及び手続の説明及び同意) (内容及び手続の説明及び同意) 

第7条 (略) 第7条 (略) 

2 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介

護支援の提供の開始に際し、あらかじめ、

居宅サービス計画が第4条に規定する基

本方針及び利用者の希望に基づき作成さ

れるものであり、利用者は複数の指定居宅

サービス事業者等を紹介するよう求める

ことができること、前6月間に当該指定居

宅介護支援事業所において作成された居

宅サービス計画の総数のうちに訪問介護、

通所介護、福祉用具貸与及び地域密着型通

所介護(以下この項において｢訪問介護等｣

という｡)がそれぞれ位置付けられた居宅

サービス計画の数が占める割合、前6月間

に当該指定居宅介護支援事業所において

作成された居宅サービス計画に位置付け

られた訪問介護等ごとの回数のうちに同

一の指定居宅サービス事業者又は指定地

域密着型サービス事業者によって提供さ

れたものが占める割合等につき説明を行

い、理解を得なければならない。 

2 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介

護支援の提供の開始に際し、あらかじめ、

居宅サービス計画が第4条に規定する基

本方針及び利用者の希望に基づき作成さ

れるものであり、利用者は複数の指定居宅

サービス事業者等を紹介するよう求める

ことができること等につき説明を行い、理

解を得なければならない。 

3 (略) 3 (略) 

4 指定居宅介護支援事業者は、利用申込者

又はその家族からの申出があった場合に

は、第1項の規定による文書の交付に代え

て、第7項で定めるところにより、当該利

4 指定居宅介護支援事業者は、利用申込者

又はその家族からの申出があった場合に

は、第1項の規定による文書の交付に代え

て、第7項で定めるところにより、当該利
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用申込者又はその家族の承諾を得て、当該

文書に記すべき重要事項を電子情報処理

組織を使用する方法その他の情報通信の

技術を利用する方法であって次に掲げる

もの(以下この条において「電磁的方法」

という。)により提供することができる。

この場合において、当該指定居宅介護支援

事業者は、当該文書を交付したものとみな

す。 

用申込者又はその家族の承諾を得て、当該

文書に記すべき重要事項を電子情報処理

組織を使用する方法その他の情報通信の

技術を利用する方法であって次に掲げる

もの(以下「電磁的方法」という。)により

提供することができる。この場合におい

て、当該指定居宅介護支援事業者は、当該

文書を交付したものとみなす。 

 

 (1)及び(2) (略)  (1)及び(2) (略) 

5～8 (略) 5～8 (略) 

(指定居宅介護支援の具体的取扱方針) (指定居宅介護支援の具体的取扱方針) 

第16条 (各号列記以外の部分略) 第16条 (各号列記以外の部分略) 

(1)～(17)の2 (略) (1)～(17)の2 (略) 

(17)の3 介護支援専門員は、その勤務す

る指定居宅介護支援事業所において作

成された居宅サービス計画に位置付け

られた指定居宅サービス等に係る居宅

介護サービス費、特例居宅介護サービス

費、地域密着型介護サービス費及び特例

地域密着型介護サービス費(以下この号

において「サービス費」という。)の総

額が法第43条第2項に規定する居宅介

護サービス費等区分支給限度基準額に

占める割合及び訪問介護に係る居宅介

護サービス費がサービス費の総額に占

める割合が省令第13条第18号の3の厚

生労働大臣が定める基準に該当する場

合であって、かつ、市町村からの求めが

あった場合には、当該指定居宅介護支援

事業所の居宅サービス計画の利用の妥

当性を検討し、当該居宅サービス計画に

訪問介護が必要な理由等を記載すると

ともに、当該居宅サービス計画を市町村

に届け出なければならないこと。 

 

(18)～(26) (略) (18)～(26) (略) 

2 (略) 2 (略) 

(運営規程) (運営規程) 

第21条 (各号列記以外の部分略) 第21条 (各号列記以外の部分略) 

(1)～(5) (略) (1)～(5) (略) 
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(6) 虐待の防止のための措置に関する事

項 

 

(7) (略) (6) (略) 

(勤務体制の確保) (勤務体制の確保) 

第22条 (略) 第22条 (略) 

2及び3 (略) 2及び3 (略) 

4 指定居宅介護支援事業者は、適切な指定

居宅介護支援の提供を確保する観点から、

職場において行われる性的な言動又は優

越的な関係を背景とした言動であって業

務上必要かつ相当な範囲を超えたものに

より介護支援専門員の就業環境が害され

ることを防止するための方針の明確化等

の必要な措置を講じなければならない。 

 

(業務継続計画の策定等)  

第22条の2 指定居宅介護支援事業者は、感

染症や非常災害の発生時において、利用者

に対する指定居宅介護支援の提供を継続

的に実施するための、及び非常時の体制で

早期の業務再開を図るための計画(以下

「業務継続計画」という。)を策定し、当

該業務継続計画に従い必要な措置を講じ

なければならない。 

 

2 指定居宅介護支援事業者は、介護支援専

門員に対し、業務継続計画について周知す

るとともに、必要な研修及び訓練を定期的

に実施しなければならない。 

 

3 指定居宅介護支援事業者は、定期的に業

務継続計画の見直しを行い、必要に応じて

業務継続計画の変更を行うものとする。 

 

(感染症の予防及びまん延の防止のための

措置) 

 

第24条の2 指定居宅介護支援事業者は、当

該指定居宅介護支援事業所において感染

症が発生し、又はまん延しないように、次

に掲げる措置を講じなければならない。 

 

(1) 当該指定居宅介護支援事業所におけ

る感染症の予防及びまん延の防止のた

めの対策を検討する委員会(テレビ電話

装置その他の情報通信機器(以下「テレ

 

－196－



ビ電話装置等」という。)を活用して行

うことができるものとする。)をおおむ

ね6月に1回以上開催するとともに、そ

の結果について、介護支援専門員に周知

徹底を図ること。 

(2) 当該指定居宅介護支援事業所におけ

る感染症の予防及びまん延の防止のた

めの指針を整備すること。 

 

(3) 当該指定居宅介護支援事業所におい

て、介護支援専門員に対し、感染症の予

防及びまん延の防止のための研修及び

訓練を定期的に実施すること。 

 

(掲示) (掲示) 

第25条 (略) 第25条 (略) 

2 指定居宅介護支援事業者は、前項に規定

する事項を記載した書面を当該指定居宅

介護支援事業所に備え付け、かつ、これを

いつでも関係者に自由に閲覧させること

により、同項の規定による掲示に代えるこ

とができる。 

 

(虐待の防止)  

第30条の2 指定居宅介護支援事業者は、虐

待の発生又はその再発を防止するため、次

に掲げる措置を講じなければならない。 

 

(1) 当該指定居宅介護支援事業所におけ

る虐待の防止のための対策を検討する

委員会(テレビ電話装置等を活用して行

うことができるものとする。)を定期的

に開催するとともに、その結果につい

て、介護支援専門員に周知徹底を図るこ

と。 

 

(2) 当該指定居宅介護支援事業所におけ

る虐待の防止のための指針を整備する

こと。 

 

(3) 当該指定居宅介護支援事業所におい

て、介護支援専門員に対し、虐待の防止

のための研修を定期的に実施すること。 

 

(4) 前3号に掲げる措置を適切に実施す

るための担当者を置くこと。 

 

第7章 雑則  
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(電磁的記録等)  

第34条 指定居宅介護支援事業者及び指定

居宅介護支援の提供に当たる者は、作成、

保存その他これらに類するもののうち、こ

の条例の規定において書面(書面、書類、

文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その

他文字、図形等人の知覚によって認識する

ことができる情報が記載された紙その他

の有体物をいう。以下この条において同

じ。)で行うことが規定されている又は想

定されるもの(第10条(前条において準用

する場合を含む。)及び第16条第1項第23

号(前条において準用する場合を含む。)並

びに次項に規定するものを除く。)につい

ては、書面に代えて、当該書面に係る電磁

的記録により行うことができる。 

 

2 指定居宅介護支援事業者及び指定居宅介

護支援の提供に当たる者は、交付、説明、

同意、承諾その他これらに類するもの(以

下「交付等」という。)のうち、この条例

の規定において書面で行うことが規定さ

れている又は想定されるものについては、

当該交付等の相手方の承諾を得て、書面に

代えて、電磁的方法によることができる。 

 

 （船橋市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例の一部

を改正する条例の一部改正） 

第２条 船橋市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例の

一部を改正する条例（平成３０年船橋市条例第１７号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

附 則 附 則 

 (施行期日)  (施行期日) 

1 (略) 1 (略) 

(経過措置) (経過措置) 

2 令和9年3月31日までの間は、改正後の第

6条第2項の規定にかかわらず、介護支援

専門員(介護保険法施行規則(平成11年厚

生省令第36号)第140条の66第1号イ(3)に

規定する主任介護支援専門員を除く。)を

2 平成33年3月31日までの間は、改正後の

第6条第2項の規定にかかわらず、介護支

援専門員(介護保険法施行規則(平成11年

厚生省令第36号)第140条の66第1号イ(3)

に規定する主任介護支援専門員を除く。)
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船橋市指定居宅介護支援等の事業の人員

及び運営に関する基準等を定める条例第

6条第1項に規定する管理者とすることが

できる。 

を船橋市指定居宅介護支援等の事業の人

員及び運営に関する基準等を定める条例

第6条第1項に規定する管理者とすること

ができる。 

3 令和3年4月1日以後における前項の規定

の適用については、同項中「改正後の」と

あるのは「令和3年3月31日までに介護保

険法(平成9年法律第123号)第46条第1項

の指定を受けている事業所(同日において

当該事業所における船橋市指定居宅介護

支援等の事業の人員及び運営に関する基

準等を定める条例第6条第1項に規定する

管理者(以下この項において「管理者」と

いう。)が、介護保険法施行規則(平成11年

厚生省令第36号)第140条の66第1号イ(3)

に規定する主任介護支援専門員でないも

のに限る。)については、改正後の」と、

「介護支援専門員(介護保険法施行規則

(平成11年厚生省令第36号)第140条の66

第1号イ(3)に規定する主任介護支援専門

員を除く。)を船橋市指定居宅介護支援等

の事業の人員及び運営に関する基準等を

定める条例第6条第1項に規定する」とあ

るのは「引き続き、令和3年3月31日にお

ける管理者である介護支援専門員を」とす

る。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当

該各号に定める日から施行する。 

 ⑴ 第２条の規定 公布の日 

 ⑵ 第１条中船橋市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める

条例第１６条第１項第１７号の２の次に１号を加える改正規定 令和３年１０月１日 

 （虐待の防止に係る経過措置） 

２ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、第１条の規定による改正後の

船橋市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例（以下「新
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条例」という。）第４条第５項及び第３０条の２（新条例第３３条において準用する場合

を含む。）の規定の適用については、これらの規定中「講じなければ」とあるのは、「講

じるよう努めなければ」とし、新条例第２１条（新条例第３３条において準用する場合

を含む。）の規定の適用については、これらの規定中「、次に」とあるのは「、虐待の防

止のための措置に関する事項に関する規程を定めておくよう努めるとともに、次に」と、

「重要事項」とあるのは「重要事項（虐待の防止のための措置に関する事項を除く。）」

とする。 

 （業務継続計画の策定等に係る経過措置） 

３ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新条例第２２条の２（新条例

第３３条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、これらの規定中「講

じなければ」とあるのは「講じるよう努めなければ」と、「実施しなければ」とあるのは

「実施するよう努めなければ」と、「行うものとする」とあるのは「行うよう努めるもの

とする」とする。 

 （感染症の予防及びまん延の防止のための措置に係る経過措置） 

４ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新条例第２４条の２（新条例

第３３条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、これらの規定中「講

じなければ」とあるのは、「講じるよう努めなければ」とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理 由 

 

指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準の一部改正に伴い、所要の改正

を行う必要がある。これが、この条例案を提出する理由である。 
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議案第４５号 

 

 船橋市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護

予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例の一部を改正する条例を次

のように制定する。 

 

  令和３年２月１５日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹 

 

 

   船橋市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る

介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例の一部を改正す

る条例 

 

 船橋市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護

予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例（平成２６年船橋市条例第

５９号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

目次 目次 

第1章～第7章 (略) 第1章～第7章 (略) 

第8章 雑則(第36条)  

附則 附則 

第4条 (略) 第4条 (略) 

2～4 (略) 2～4 (略) 

5 指定介護予防支援事業者は、利用者の人

権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体

制の整備を行うとともに、その従業者に対

し、研修を実施する等の措置を講じなけれ

ばならない。 

 

6 指定介護予防支援事業者は、指定介護予

防支援を提供するに当たっては、法第118

条の2第1項に規定する介護保険等関連情
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報その他必要な情報を活用し、適切かつ有

効に行うよう努めなければならない。 

(内容及び手続の説明及び同意) (内容及び手続の説明及び同意) 

第7条 (略) 第7条 (略) 

2及び3 (略) 2及び3 (略) 

4 指定介護予防支援事業者は、利用申込者

又はその家族から申出があった場合には、

第1項の規定による文書の交付に代えて、

第7項で定めるところにより、当該利用申

込者又はその家族の承諾を得て、当該文書

に記すべき重要事項を電子情報処理組織

を使用する方法その他の情報通信の技術

を使用する方法であって次に掲げるもの

(以下この条において「電磁的方法」とい

う。)により提供することができる。この

場合において、当該指定介護予防支援事業

者は、当該文書を交付したものとみなす。 

4 指定介護予防支援事業者は、利用申込者

又はその家族から申出があった場合には、

第1項の規定による文書の交付に代えて、

第7項で定めるところにより、当該利用申

込者又はその家族の承諾を得て、当該文書

に記すべき重要事項を電子情報処理組織

を使用する方法その他の情報通信の技術

を使用する方法であって次に掲げるもの

(以下「電磁的方法」という。)により提供

することができる。この場合において、当

該指定介護予防支援事業者は、当該文書を

交付したものとみなす。 

(1)及び(2) (略) (1)及び(2) (略) 

5～8 (略) 5～8 (略) 

(運営規程) (運営規程) 

第20条 (各号列記以外の部分略) 第20条 (各号列記以外の部分略) 

(1)～(5) (略) (1)～(5) (略) 

(6) 虐待の防止のための措置に関する事

項 

 

(7) (略) (6) (略) 

(勤務体制の確保) (勤務体制の確保) 

第21条 (略) 第21条 (略) 

2及び3 (略) 2及び3 (略) 

4 指定介護予防支援事業者は、適切な指定

介護予防支援の提供を確保する観点から、

職場において行われる性的な言動又は優

越的な関係を背景とした言動であって業

務上必要かつ相当な範囲を超えたものに

より担当職員の就業環境が害されること

を防止するための方針の明確化等の必要

な措置を講じなければならない。 

 

(業務継続計画の策定等)  

第21条の2 指定介護予防支援事業者は、感

染症や非常災害の発生時において、利用者

に対する指定介護予防支援の提供を継続
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的に実施するための、及び非常時の体制で

早期の業務再開を図るための計画(以下

「業務継続計画」という。)を策定し、当

該業務継続計画に従い必要な措置を講じ

なければならない。 

2 指定介護予防支援事業者は、担当職員に

対し、業務継続計画について周知するとと

もに、必要な研修及び訓練を定期的に実施

しなければならない。 

 

3 指定介護予防支援事業者は、定期的に業

務継続計画の見直しを行い、必要に応じて

業務継続計画の変更を行うものとする。 

 

(感染症の予防及びまん延の防止のための

措置) 

 

第23条の2 指定介護予防支援事業者は、当

該指定介護予防支援事業所において感染

症が発生し、又はまん延しないように、次

に掲げる措置を講じなければならない。 

 

(1) 当該指定介護予防支援事業所におけ

る感染症の予防及びまん延の防止のた

めの対策を検討する委員会(テレビ電話

装置その他の情報通信機器(以下「テレ

ビ電話装置等」という。)を活用して行

うことができるものとする。)をおおむ

ね6月に1回以上開催するとともに、そ

の結果について、担当職員に周知徹底を

図ること。 

 

(2) 当該指定介護予防支援事業所におけ

る感染症の予防及びまん延の防止のた

めの指針を整備すること。 

 

(3) 当該指定介護予防支援事業所におい

て、担当職員に対し、感染症の予防及び

まん延の防止のための研修及び訓練を

定期的に実施すること。 

 

(掲示) (掲示) 

第24条 (略) 第24条 (略) 

2 指定介護予防支援事業者は、前項に規定

する事項を記載した書面を当該指定介護

予防支援事業所に備え付け、かつ、これを

いつでも関係者に自由に閲覧させること
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により、同項の規定による掲示に代えるこ

とができる。 

(虐待の防止)  

第29条の2 指定介護予防支援事業者は、虐

待の発生又はその再発を防止するため、次

に掲げる措置を講じなければならない。 

 

(1) 当該指定介護予防支援事業所におけ

る虐待の防止のための対策を検討する

委員会(テレビ電話装置等を活用して行

うことができるものとする。)を定期的

に開催するとともに、その結果につい

て、担当職員に周知徹底を図ること。 

 

(2) 当該指定介護予防支援事業所におけ

る虐待の防止のための指針を整備する

こと。 

 

(3) 当該指定介護予防支援事業所におい

て、担当職員に対し、虐待の防止のため

の研修を定期的に実施すること。 

 

(4) 前3号に掲げる措置を適切に実施す

るための担当者を置くこと。 

 

第8章 雑則  

(電磁的記録等)  

第36条 指定介護予防支援事業者及び指定

介護予防支援の提供に当たる者は、作成、

保存その他これらに類するもののうち、こ

の条例の規定において書面(書面、書類、

文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その

他文字、図形等人の知覚によって認識する

ことができる情報が記載された紙その他

の有体物をいう。以下この条において同

じ。)で行うことが規定されている又は想

定されるもの(第10条(前条において準用

する場合を含む。)及び第33条第1項第25

号(前条において準用する場合を含む。)並

びに次項に規定するものを除く。)につい

ては、書面に代えて、当該書面に係る電磁

的記録により行うことができる。 

2 指定介護予防支援事業者及び指定介護

予防支援の提供に当たる者は、交付、説明、

同意、承諾その他これらに類するもの(以 
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下「交付等」という。)のうち、この条例

の規定において書面で行うことが規定さ

れている又は想定されるものについては、

当該交付等の相手方の承諾を得て、書面に

代えて、電磁的方法によることができる。 

 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

（虐待の防止に係る経過措置） 

２ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、改正後の船橋市指定介護予防

支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的

な支援の方法に関する基準等を定める条例（以下「新条例」という。）第４条第５項及び

第２９条の２（新条例第３５条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、

これらの規定中「講じなければ」とあるのは、「講じるよう努めなければ」とし、新条例

第２０条（新条例第３５条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、こ

れらの規定中「、次に」とあるのは「、虐待の防止のための措置に関する事項に関する

規程を定めておくよう努めるとともに、次に」と、「重要事項」とあるのは「重要事項（虐

待の防止のための措置に関する事項を除く。）」とする。 

（業務継続計画の策定等に係る経過措置） 

３ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新条例第２１条の２（新条例

第３５条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、これらの規定中「講

じなければ」とあるのは「講じるよう努めなければ」と、「実施しなければ」とあるのは

「実施するよう努めなければ」と、「行うものとする」とあるのは「行うよう努めるもの

とする」とする。 

（感染症の予防及びまん延の防止のための措置に係る経過措置） 

４ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新条例第２３条の２（新条例

第３５条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、これらの規定中「講

じなければ」とあるのは、「講じるよう努めなければ」とする。 
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理 由 

 

指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防の

ための効果的な支援の方法に関する基準の一部改正に伴い、所要の改正を行う必要がある。

これが、この条例案を提出する理由である。 
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議案第４６号 

 

船橋市障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正す

る条例を次のように制定する。 

 

令和３年２月１５日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

船橋市障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改

正する条例 

 

船橋市障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年船

橋市条例第６４号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

目次 目次 

第1章 (略) 第1章 (略) 

第2章 療養介護(第4条―第32条の2) 第2章 療養介護(第4条―第32条) 

第3章～第9章 (略) 第3章～第9章 (略) 

附則 附則 

(定義) (定義) 

第2条 この条例における用語の意義は、法

及び障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律に基づく障害

福祉サービス事業の設備及び運営に関す

る基準(平成18年厚生労働省令第174号。

以下「省令」という。)の例による。 

第2条 この条例における用語の意義は、法

及び障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律に基づく障害

福祉サービス事業の設備及び運営に関す

る基準(平成18年厚生労働省令第174号)の

例による。 

(障害福祉サービス事業者の一般原則) (障害福祉サービス事業者の一般原則) 

第3条 (略) 第3条 (略) 

2 (略) 2 (略) 

3 障害福祉サービス事業者は、利用者の人

権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体

制の整備を行うとともに、その職員に対

3 障害福祉サービス事業者は、利用者の人

権の擁護、虐待の防止等のため、責任者を

設置する等必要な体制の整備を行うとと
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し、研修を実施する等の措置を講じなけれ

ばならない。 

もに、その職員に対し、研修を実施する等

の措置を講ずるよう努めなければならな

い。 

(非常災害対策) (非常災害対策) 

第8条 (略) 第8条 (略) 

2 (略) 2 (略) 

3 療養介護事業者は、前項に規定する訓練

の実施に当たって、地域住民の参加が得ら

れるよう連携に努めなければならない。 

 

(療養介護計画の作成等) (療養介護計画の作成等) 

第17条 (略) 第17条 (略) 

2～4 (略) 2～4 (略) 

5 サービス管理責任者は、療養介護計画の

作成に係る会議(利用者に対する療養介護

の提供に当たる担当者等を招集して行う

会議をいい、テレビ電話装置その他の情報

通信機器(以下「テレビ電話装置等」とい

う。)を活用して行うことができるものと

する。)を開催し、前項に規定する療養介

護計画の原案の内容について意見を求め

るものとする。 

5 サービス管理責任者は、療養介護計画の

作成に係る会議(利用者に対する療養介護

の提供に当たる担当者等を招集して行う

会議をいう。)を開催し、前項に規定する

療養介護計画の原案の内容について意見

を求めるものとする。 

6～10 (略) 6～10 (略) 

(勤務体制の確保等) (勤務体制の確保等) 

第25条 (略) 第25条 (略) 

2及び3 (略) 2及び3 (略) 

4 療養介護事業者は、適切な療養介護の提

供を確保する観点から、職場において行わ

れる性的な言動又は優越的な関係を背景

とした言動であって業務上必要かつ相当

な範囲を超えたものにより職員の就業環

境が害されることを防止するための方針

の明確化等の必要な措置を講じなければ

ならない。 

 

(業務継続計画の策定等)  

第25条の2 療養介護事業者は、感染症や非

常災害の発生時において、利用者に対する

療養介護の提供を継続的に実施するため

の、及び非常時の体制で早期の業務再開を

図るための計画(以下「業務継続計画」と

いう。)を策定し、当該業務継続計画に従
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い必要な措置を講じなければならない。 

2 療養介護事業者は、職員に対し、業務継

続計画について周知するとともに、必要な

研修及び訓練を定期的に実施しなければ

ならない。 

 

3 療養介護事業者は、定期的に業務継続計

画の見直しを行い、必要に応じて業務継続

計画の変更を行うものとする。 

 

(衛生管理等) (衛生管理等) 

第27条 (略) 第27条 (略) 

2 療養介護事業者は、当該療養介護事業所

において感染症又は食中毒が発生し、又は

まん延しないように、次に掲げる措置を講

じなければならない。 

2 療養介護事業者は、療養介護事業所にお

いて感染症又は食中毒が発生し、又はまん

延しないよう必要な措置を講ずるよう努

めなければならない。 

(1) 当該療養介護事業所における感染症

及び食中毒の予防及びまん延の防止の

ための対策を検討する委員会(テレビ電

話装置等を活用して行うことができる

ものとする。)を定期的に開催するとと

もに、その結果について、職員に周知徹

底を図ること。 

 

(2) 当該療養介護事業所における感染症

及び食中毒の予防及びまん延の防止の

ための指針を整備すること。 

 

(3) 当該療養介護事業所において、職員

に対し、感染症及び食中毒の予防及びま

ん延の防止のための研修並びに感染症

の予防及びまん延の防止のための訓練

を定期的に実施すること。 

 

(身体拘束等の禁止) (身体拘束等の禁止) 

第28条 (略) 第28条 (略) 

2 (略) 2 (略) 

3 療養介護事業者は、身体拘束等の適正化

を図るため、次に掲げる措置を講じなけれ

ばならない。 

 

(1) 身体拘束等の適正化のための対策を

検討する委員会(テレビ電話装置等を活

用して行うことができるものとする。)

を定期的に開催するとともに、その結果
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について、職員に周知徹底を図ること。 

(2) 身体拘束等の適正化のための指針を

整備すること。 

 

(3) 職員に対し、身体拘束等の適正化の

ための研修を定期的に実施すること。 

(虐待の防止)  

第32条の2 療養介護事業者は、虐待の発生

又はその再発を防止するため、次に掲げる

措置を講じなければならない。 

 

(1) 当該療養介護事業所における虐待の

防止のための対策を検討する委員会(テ

レビ電話装置等を活用して行うことが

できるものとする。)を定期的に開催す

るとともに、その結果について、職員に

周知徹底を図ること。 

 

(2) 当該療養介護事業所において、職員

に対し、虐待の防止のための研修を定期

的に実施すること。 

 

(3) 前2号に掲げる措置を適切に実施す

るための担当者を置くこと。 

 

(職場への定着のための支援等の実施) (職場への定着のための支援の実施) 

第44条の2 (略) 第44条の2 (略) 

2 生活介護事業者は、当該生活介護事業者

が提供する生活介護を受けて通常の事業

所に新たに雇用された障害者が、指定就労

定着支援の利用を希望する場合には、前項

に定める支援が終了した日以後速やかに

当該指定就労定着支援を受けられるよう、

指定就労定着支援事業者との連絡調整に

努めなければならない。 

 

(衛生管理等) (衛生管理等) 

第48条 (略) 第48条 (略) 

2 生活介護事業者は、当該生活介護事業所

において感染症又は食中毒が発生し、又は

まん延しないように、次に掲げる措置を講

じなければならない。 

2 生活介護事業者は、生活介護事業所にお

いて感染症又は食中毒が発生し、又はまん

延しないように必要な措置を講ずるよう

努めなければならない。 

(1) 当該生活介護事業所における感染症

及び食中毒の予防及びまん延の防止の

ための対策を検討する委員会(テレビ電

 

－210－



話装置等を活用して行うことができる

ものとする。)を定期的に開催するとと

もに、その結果について、職員に周知徹

底を図ること。 

(2) 当該生活介護事業所における感染症

及び食中毒の予防及びまん延の防止の

ための指針を整備すること。 

 

(3) 当該生活介護事業所において、職員

に対し、感染症及び食中毒の予防及びま

ん延の防止のための研修並びに感染症

の予防及びまん延の防止のための訓練

を定期的に実施すること。 

 

(準用) (準用) 

第50条 第8条、第9条、第13条から第19条

まで、第24条から第26条まで、第28条か

ら第32条の2までの規定は、生活介護の事

業について準用する。この場合において、

第9条第2項第1号中「第17条第1項」とあ

るのは「第50条において準用する第17条

第1項」と、「療養介護計画」とあるのは

「生活介護計画」と、同項第2号中「第28

条第2項」とあるのは「第50条において準

用する第28条第2項」と、同項第3号中「第

30条第2項」とあるのは「第50条において

準用する第30条第2項」と、同項第4号中

「第32条第2項」とあるのは「第50条にお

いて準用する第32条第2項」と、第16条第

1項中「次条第1項」とあるのは「第50条

において準用する次条第1項」と、第17条

中「療養介護計画」とあるのは「生活介護

計画」と、第18条中「前条」とあるのは

「第50条において準用する前条」とする。 

第50条 第8条、第9条、第13条から第19条

まで、第24条から第26条まで、第28条か

ら第32条までの規定は、生活介護の事業

について準用する。この場合において、第

9条第2項第1号中「第17条第1項」とある

のは「第50条において準用する第17条第1

項」と、「療養介護計画」とあるのは「生

活介護計画」と、同項第2号中「第28条第

2項」とあるのは「第50条において準用す

る第28条第2項」と、同項第3号中「第30

条第2項」とあるのは「第50条において準

用する第30条第2項」と、同項第4号中「第

32条第2項」とあるのは「第50条において

準用する第32条第2項」と、第16条第1項

中「次条第1項」とあるのは「第50条にお

いて準用する次条第1項」と、第17条第1

項、第4項から第8項までの規定及び第10

項中「療養介護計画」とあるのは「生活介

護計画」と、第18条中「前条」とあるの

は「第50条において準用する前条」とす

る。 

(準用) (準用) 

第55条 第8条、第9条、第13条から第19条

まで、第24条から第26条まで、第28条か

ら第32条の2まで、第34条から第38条ま

で、第40条、第41条及び第44条の2から第

49条までの規定は、自立訓練(機能訓練)

第55条 第8条、第9条、第13条から第19条

まで、第24条から第26条まで、第28条か

ら第32条まで、第34条から第38条まで、

第40条、第41条及び第44条の2から第49

条までの規定は、自立訓練(機能訓練)の事
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の事業について準用する。この場合におい

て、第9条第2項第1号中「第17条第1項」

とあるのは「第55条において準用する第1

7条第1項」と、「療養介護計画」とある

のは「自立訓練(機能訓練)計画」と、同項

第2号中「第28条第2項」とあるのは「第5

5条において準用する第28条第2項」と、

同項第3号中「第30条第2項」とあるのは

「第55条において準用する第30条第2項」

と、同項第4号中「第32条第2項」とある

のは「第55条において準用する第32条第2

項」と、第16条第1項中「次条第1項」と

あるのは「第55条において準用する次条

第1項」と、第17条中「療養介護計画」と

あるのは「自立訓練(機能訓練)計画」と、

同条第8項中「6月」とあるのは「3月」と、

第18条中「前条」とあるのは「第55条に

おいて準用する前条」とする。 

業について準用する。この場合において、

第9条第2項第1号中「第17条第1項」とあ

るのは「第55条において準用する第17条

第1項」と、「療養介護計画」とあるのは

「自立訓練(機能訓練)計画」と、同項第2

号中「第28条第2項」とあるのは「第55条

において準用する第28条第2項」と、同項

第3号中「第30条第2項」とあるのは「第5

5条において準用する第30条第2項」と、

同項第4号中「第32条第2項」とあるのは

「第55条において準用する第32条第2項」

と、第16条第1項中「次条第1項」とある

のは「第55条において準用する次条第1

項」と、第17条中「療養介護計画」とあ

るのは「自立訓練(機能訓練)計画」と、同

条第8項中「6月」とあるのは「3月」と、

第18条中「前条」とあるのは「第55条に

おいて準用する前条」とする。 

(準用) (準用) 

第60条 第8条、第9条、第13条から第19条

まで、第24条から第26条まで、第28条か

ら第32条の2まで、第34条から第36条ま

で、第40条、第41条、第44条の2から第4

9条まで、第53条及び第54条の規定は、自

立訓練(生活訓練)の事業について準用す

る。この場合において、第9条第2項第1号

中「第17条第1項」とあるのは「第60条に

おいて準用する第17条第1項」と、「療養

介護計画」とあるのは「自立訓練(生活訓

練)計画」と、同項第2号中「第28条第2項」

とあるのは「第60条において準用する第2

8条第2項」と、同項第3号中「第30条第2

項」とあるのは「第60条において準用す

る第30条第2項」と、同項第4号中「第32

条第2項」とあるのは「第60条において準

用する第32条第2項」と、第16条第1項中

「次条第1項」とあるのは「第60条におい

て準用する次条第1項」と、第17条中「療

養介護計画」とあるのは「自立訓練(生活

訓練)計画」と、同条第8項中「6月」とあ

第60条 第8条、第9条、第13条から第19条

まで、第24条から第26条まで、第28条か

ら第32条まで、第34条から第36条まで、

第40条、第41条、第44条の2から第49条ま

で、第53条及び第54条の規定は、自立訓

練(生活訓練)の事業について準用する。こ

の場合において、第9条第2項第1号中「第

17条第1項」とあるのは「第60条において

準用する第17条第1項」と、「療養介護計

画」とあるのは「自立訓練(生活訓練)計画」

と、同項第2号中「第28条第2項」とある

のは「第60条において準用する第28条第2

項」と、同項第3号中「第30条第2項」と

あるのは「第60条において準用する第30

条第2項」と、同項第4号中「第32条第2項」

とあるのは「第60条において準用する第3

2条第2項」と、第16条第1項中「次条第1

項」とあるのは「第60条において準用す

る次条第1項」と、第17条中「療養介護計

画」とあるのは「自立訓練(生活訓練)計画」

と、同条第8項中「6月」とあるのは「3月」
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るのは「3月」と、第18条中「前条」とあ

るのは「第60条において準用する前条」

と、第40条第2項中「6人以上」とあるの

は「宿泊型自立訓練以外の自立訓練(生活

訓練)にあっては6人以上、宿泊型自立訓練

にあっては10人以上」とする。 

と、第18条中「前条」とあるのは「第60

条において準用する前条」と、第40条第2

項中「6人以上」とあるのは「宿泊型自立

訓練以外の自立訓練(生活訓練)にあって

は6人以上、宿泊型自立訓練にあっては10

人以上」とする。 

(職員の配置の基準) (職員の配置の基準) 

第63条 (略) 第63条 (略) 

2～5 (略) 2～5 (略) 

 6 第1項第3号の就労支援員のうち、1人以

上は、常勤でなければならない。 

6 (略) 7 (略) 

(認定就労移行支援事業所の職員の数) (認定就労移行支援事業所の職員の数) 

第64条 (略) 第64条 (略) 

2 前項に規定する職員及びその数は、前条

第2項から第6項までの規定を準用する。 

2 前項に規定する職員及びその数は、前条

第2項から第5項まで及び第7項の規定を

準用する。 

(職場への定着のための支援等の実施) (職場への定着のための支援の実施) 

第67条 (略) 第67条 (略) 

2 就労移行支援事業者は、利用者が、指定

就労定着支援の利用を希望する場合には、

前項に定める支援が終了した日以後速や

かに指定就労定着支援を受けられるよう、

指定就労定着支援事業者との連絡調整を

行わなければならない。 

 

(準用) (準用) 

第69条 第8条、第9条、第13条から第19条

まで、第24条から第26条まで、第28条か

ら第32条の2まで、第34条から第38条ま

で、第40条、第41条、第43条、第44条、

第45条から第49条まで及び第53条の規定

は、就労移行支援の事業について準用す

る。この場合において、第9条第2項第1号

中「第17条第1項」とあるのは「第69条に

おいて準用する第17条第1項」と、「療養

介護計画」とあるのは「就労移行支援計画」

と、同項第2号中「第28条第2項」とある

のは「第69条において準用する第28条第2

項」と、同項第3号中「第30条第2項」と

あるのは「第69条において準用する第30

第69条 第8条、第9条、第13条から第19条

まで、第24条から第26条まで、第28条か

ら第32条まで、第34条から第38条まで、

第40条、第41条、第43条、第44条、第45

条から第49条まで及び第53条の規定は、

就労移行支援の事業について準用する。こ

の場合において、第9条第2項第1号中「第

17条第1項」とあるのは「第69条において

準用する第17条第1項」と、「療養介護計

画」とあるのは「就労移行支援計画」と、

同項第2号中「第28条第2項」とあるのは

「第69条において準用する第28条第2項」

と、同項第3号中「第30条第2項」とある

のは「第69条において準用する第30条第2
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条第2項」と、同項第4号中「第32条第2項」

とあるのは「第69条において準用する第3

2条第2項」と、第16条第1項中「次条第1

項」とあるのは「第69条において準用す

る次条第1項」と、第17条中「療養介護計

画」とあるのは「就労移行支援計画」と、

同条第8項中「6月」とあるのは「3月」と、

第18条中「前条」とあるのは「第69条に

おいて準用する前条」と、第37条ただし

書及び第40条第1項中「生活介護事業所」

とあるのは「就労移行支援事業所(認定就

労移行支援事業所を除く。)」とする。 

項」と、同項第4号中「第32条第2項」と

あるのは「第69条において準用する第32

条第2項」と、第16条第1項中「次条第1項」

とあるのは「第69条において準用する次

条第1項」と、第17条中「療養介護計画」

とあるのは「就労移行支援計画」と、同条

第8項中「6月」とあるのは「3月」と、第

18条中「前条」とあるのは「第69条にお

いて準用する前条」と、第37条ただし書

及び第40条第1項中「生活介護事業所」と

あるのは「就労移行支援事業所(認定就労

移行支援事業所を除く。)」とする。 

(厚生労働大臣が定める事項の評価等)  

第71条の3 就労継続支援A型事業者は、就

労継続支援A型事業所ごとに、おおむね1

年に1回以上、利用者の労働時間その他の

当該就労継続支援A型事業所の運営状況

に関し必要な事項として省令第72条の3

の厚生労働大臣が定める事項について、同

条の厚生労働大臣が定めるところにより、

自ら評価を行い、その結果をインターネッ

トの利用その他の方法により公表しなけ

ればならない。 

 

(職場への定着のための支援等の実施) (職場への定着のための支援等の実施) 

第82条 (略) 第82条 (略) 

2 就労継続支援A型事業者は、利用者が、

指定就労定着支援の利用を希望する場合

には、前項に定める支援が終了した日以後

速やかに指定就労定着支援を受けられる

よう、指定就労定着支援事業者との連絡調

整に努めなければならない。 

 

(準用) (準用) 

第84条 第8条、第9条、第13条から第19条

まで、第24条から第26条まで、第28条か

ら第32条の2まで、第34条、第41条、第4

5条から第49条まで及び第53条の規定は、

就労継続支援A型の事業について準用す

る。この場合において、第9条第2項第1号

中「第17条第1項」とあるのは「第84条に

おいて準用する第17条第1項」と、「療養

第84条 第8条、第9条、第13条から第19条

まで、第24条から第26条まで、第28条か

ら第32条まで、第34条、第41条、第45条

から第49条まで及び第53条の規定は、就

労継続支援A型の事業について準用する。

この場合において、第9条第2項第1号中

「第17条第1項」とあるのは「第84条にお

いて準用する第17条第1項」と、「療養介
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介護計画」とあるのは「就労継続支援A型

計画」と、同項第2号中「第28条第2項」

とあるのは「第84条において準用する第2

8条第2項」と、同項第3号中「第30条第2

項」とあるのは「第84条において準用す

る第30条第2項」と、同項第4号中「第32

条第2項」とあるのは「第84条において準

用する第32条第2項」と、第16条第1項中

「次条第1項」とあるのは「第84条におい

て準用する次条第1項」と、第17条中「療

養介護計画」とあるのは「就労継続支援A

型計画」と、第18条中「前条」とあるの

は「第84条において準用する前条」とす

る。 

護計画」とあるのは「就労継続支援A型計

画」と、同項第2号中「第28条第2項」と

あるのは「第84条において準用する第28

条第2項」と、同項第3号中「第30条第2項」

とあるのは「第84条において準用する第3

0条第2項」と、同項第4号中「第32条第2

項」とあるのは「第84条において準用す

る第32条第2項」と、第16条第1項中「次

条第1項」とあるのは「第84条において準

用する次条第1項」と、第17条中「療養介

護計画」とあるのは「就労継続支援A型計

画」と、第18条中「前条」とあるのは「第

84条において準用する前条」とする。 

(準用) (準用) 

第87条 第8条、第9条、第13条から第19条

まで、第24条から第26条まで、第28条か

ら第32条の2まで、第34条、第36条、第3

7条、第41条、第43条、第45条から第49

条まで、第53条、第71条、第73条から第7

5条まで及び第80条から第82条までの規

定は、就労継続支援B型の事業について準

用する。この場合において、第9条第2項

第1号中「第17条第1項」とあるのは「第8

7条において準用する第17条第1項」と、

「療養介護計画」とあるのは「就労継続支

援B型計画」と、同項第2号中「第28条第2

項」とあるのは「第87条において準用す

る第28条第2項」と、同項第3号中「第30

条第2項」とあるのは「第87条において準

用する第30条第2項」と、同項第4号中「第

32条第2項」とあるのは「第87条において

準用する第32条第2項」と、第16条第1項

中「次条第1項」とあるのは「第87条にお

いて準用する次条第1項」と、第17条中「療

養介護計画」とあるのは「就労継続支援B

型計画」と、第18条中「前条」とあるの

は「第87条において準用する前条」と、

第80条第1項中「第84条」とあるのは「第

87条」と、「就労継続支援A型計画」とあ

第87条 第8条、第9条、第13条から第19条

まで、第24条から第26条まで、第28条か

ら第32条まで、第34条、第36条、第37条、

第41条、第43条、第45条から第49条まで、

第53条、第71条、第73条から第75条まで

及び第80条から第82条までの規定は、就

労継続支援B型の事業について準用する。

この場合において、第9条第2項第1号中

「第17条第1項」とあるのは「第87条にお

いて準用する第17条第1項」と、「療養介

護計画」とあるのは「就労継続支援B型計

画」と、同項第2号中「第28条第2項」と

あるのは「第87条において準用する第28

条第2項」と、同項第3号中「第30条第2項」

とあるのは「第87条において準用する第3

0条第2項」と、同項第4号中「第32条第2

項」とあるのは「第87条において準用す

る第32条第2項」と、第16条第1項中「次

条第1項」とあるのは「第87条において準

用する次条第1項」と、第17条第1項、第4

項から第8項までの規定及び第10項中「療

養介護計画」とあるのは「就労継続支援B

型計画」と、第18条中「前条」とあるの

は「第87条において準用する前条」と、

第80条第1項中「第84条」とあるのは「第
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るのは「就労継続支援B型計画」とする。 87条」と、「就労継続支援A型計画」とあ

るのは「就労継続支援B型計画」とする。 

(職員の数等の特例) (職員の数等の特例) 

第89条 多機能型事業所は、一体的に事業

を行う多機能型事業所の利用定員(多機能

型児童発達支援事業等を一体的に行う場

合について、当該事業を行う事業所の利用

定員を含む。)の合計が20人未満である場

合は、第39条第7項、第52条第7項及び第8

項、第59条第7項、第63条第5項並びに第7

4条第5項(第87条において準用する場合

を含む。)の規定にかかわらず、当該多機

能型事業所に置くべき職員(多機能型児童

発達支援事業等を一体的に行う場合にあ

っては、船橋市指定通所支援の事業等の人

員、設備及び運営に関する基準等を定める

条例(令和元年船橋市条例第9号。以下「指

定通所支援基準条例」という。)の規定に

より当該事業を行う事業所に置くべきも

のとされる職員(指定通所支援基準条例第

6条第1項第2号に規定する児童発達支援

管理責任者を除く。)を含むものとし、管

理者、医師及びサービス管理責任者を除

く。)のうち、1人以上は、常勤でなければ

ならないとすることができる。 

第89条 多機能型事業所は、一体的に事業

を行う多機能型事業所の利用定員(多機能

型児童発達支援事業等を一体的に行う場

合について、当該事業を行う事業所の利用

定員を含む。)の合計が20人未満である場

合は、第39条第7項、第52条第7項及び第8

項、第59条第7項、第63条第5項及び第6

項並びに第74条第5項(第87条において準

用する場合を含む。)の規定にかかわらず、

当該多機能型事業所に置くべき職員(多機

能型児童発達支援事業等を一体的に行う

場合にあっては、船橋市指定通所支援の事

業等の人員、設備及び運営に関する基準等

を定める条例(令和元年船橋市条例第9号。

以下「指定通所支援基準条例」という。)

の規定により当該事業を行う事業所に置

くべきものとされる職員(指定通所支援基

準条例第6条第1項第2号に規定する児童

発達支援管理責任者を除く。)を含むもの

とし、管理者、医師及びサービス管理責任

者を除く。)のうち、1人以上は、常勤でな

ければならないとすることができる。 

2 多機能型事業所は、第39条第1項第4号及

び第8項、第52条第1項第3号及び第9項、

第59条第1項第4号及び第8項、第63条第1

項第4号及び第6項並びに第74条第1項第3

号及び第6項(これらの規定を第87条にお

いて準用する場合を含む。)の規定にかか

わらず、一体的に事業を行う多機能型事業

所のうち厚生労働大臣が定めるものを一

の事業所であるとみなして、当該一の事業

所とみなされた事業所に置くべきサービ

ス管理責任者の数を、次の各号に掲げる当

該多機能型事業所の利用者の数の合計の

区分に応じ、当該各号に定める数とするこ

とができる。この場合において、この項の

規定により置くべきものとされるサービ

2 多機能型事業所は、第39条第1項第4号及

び第8項、第52条第1項第3号及び第9項、

第59条第1項第4号及び第8項、第64条第1

項第4号及び第7項並びに第75条第1項第3

号及び第6項(これらの規定を第87条にお

いて準用する場合を含む。)の規定にかか

わらず、一体的に事業を行う多機能型事業

所のうち厚生労働大臣が定めるものを一

の事業所であるとみなして、当該一の事業

所とみなされた事業所に置くべきサービ

ス管理責任者の数を、次の各号に掲げる当

該多機能型事業所の利用者の数の合計の

区分に応じ、当該各号に定める数とするこ

とができる。この場合において、この項の

規定により置くべきものとされるサービ
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ス管理責任者のうち、1人以上は、常勤で

なければならないとすることができる。 

ス管理責任者のうち、1人以上は、常勤で

なければならないとすることができる。 

(1)及び(2) (略) (1)及び(2) (略) 

3 (略) 3 (略) 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

（虐待の防止に係る経過措置） 

２ この条例の施行の日から令和４年３月３１日までの間、改正後の船橋市障害福祉サー

ビス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（以下「新条例」という。）第３条第

３項及び第３２条の２（新条例第５０条、第５５条、第６０条、第６９条、第８４条及

び第８７条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、これらの規定中「講

じなければ」とあるのは、「講ずるよう努めなければ」とする。 

（業務継続計画の策定等に係る経過措置） 

３ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新条例第２５条の２（新条例

第５０条、第５５条、第６０条、第６９条、第８４条及び第８７条において準用する場

合を含む。）の規定の適用については、これらの規定中「講じなければ」とあるのは「講

ずるよう努めなければ」と、「実施しなければ」とあるのは「実施するよう努めなければ」

と、「行う」とあるのは「行うよう努める」とする。 

（感染症の予防及びまん延の防止のための措置に係る経過措置） 

４ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新条例第２７条第２項及び第

４８条第２項（新条例第５５条、第６０条、第６９条、第８４条及び第８７条において

準用する場合を含む。）の規定の適用については、これらの規定中「講じなければ」とあ

るのは、「講ずるよう努めなければ」とする。 

（身体拘束等の禁止に係る経過措置） 

５ この条例の施行の日から令和４年３月３１日までの間、新条例第２８条第３項（新条

例第５０条、第５５条、第６０条、第６９条、第８４条及び第８７条において準用する

場合を含む。）の規定の適用については、これらの規定中「講じなければ」とあるのは、

「講ずるよう努めなければ」とする。 
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理 由 

 

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく障害福祉サービ

ス事業の設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い、所要の改正を行う必要がある。こ

れが、この条例案を提出する理由である。 
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議案第４７号 

 

船橋市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条

例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

令和３年２月１５日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

船橋市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定め

る条例の一部を改正する条例 

 

船橋市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条

例（平成２４年船橋市条例第６２号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

(定義) (定義) 

第2条 この条例における用語の意義は、法

及び障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律に基づく指定

障害福祉サービスの事業等の人員、設備及

び運営に関する基準(平成18年厚生労働省

令第171号。以下「省令」という。)の例に

よる。 

第2条 この条例における用語の意義は、法

及び障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律に基づく指定

障害福祉サービスの事業等の人員、設備及

び運営に関する基準(平成18年厚生労働省

令第171号)の例による。 

(指定障害福祉サービス事業者の一般原

則) 

(指定障害福祉サービス事業者の一般原

則) 

第4条 (略) 第4条 (略) 

2 (略) 2 (略) 

3 指定障害福祉サービス事業者は、利用者

の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要

な体制の整備を行うとともに、その従業者

に対し、研修を実施する等の措置を講じな

ければならない。 

3 指定障害福祉サービス事業者は、利用者

の人権の擁護、虐待の防止等のため、責任

者を設置する等必要な体制の整備を行う

とともに、その従業者に対し、研修を実施

する等の措置を講ずるよう努めなければ

ならない。 
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(勤務体制の確保等) (勤務体制の確保等) 

第34条 (略) 第34条 (略) 

2及び3 (略) 2及び3 (略) 

4 指定居宅介護事業者は、適切な指定居宅

介護の提供を確保する観点から、職場にお

いて行われる性的な言動又は優越的な関

係を背景とした言動であって業務上必要

かつ相当な範囲を超えたものにより従業

者の就業環境が害されることを防止する

ための方針の明確化等の必要な措置を講

じなければならない。 

 

(業務継続計画の策定等)  

第34条の2 指定居宅介護事業者は、感染症

や非常災害の発生時において、利用者に対

する指定居宅介護の提供を継続的に実施

するための、及び非常時の体制で早期の業

務再開を図るための計画(以下「業務継続

計画」という。)を策定し、当該業務継続

計画に従い必要な措置を講じなければな

らない。 

 

2 指定居宅介護事業者は、従業者に対し、

業務継続計画について周知するとともに、

必要な研修及び訓練を定期的に実施しな

ければならない。 

 

3 指定居宅介護事業者は、定期的に業務継

続計画の見直しを行い、必要に応じて業務

継続計画の変更を行うものとする。 

 

(衛生管理等) (衛生管理等) 

第35条 (略) 第35条 (略) 

2 (略) 2 (略) 

3 指定居宅介護事業者は、当該指定居宅介

護事業所において感染症が発生し、又はま

ん延しないように、次に掲げる措置を講じ

なければならない。 

 

(1) 当該指定居宅介護事業所における感

染症の予防及びまん延の防止のための

対策を検討する委員会(テレビ電話装置

その他の情報通信機器(以下「テレビ電

話装置等」という。)を活用して行うこ

とができるものとする。)を定期的に開
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催するとともに、その結果について、従

業者に周知徹底を図ること。 

(2) 当該指定居宅介護事業所における感

染症の予防及びまん延の防止のための

指針を整備すること。 

 

(3) 当該指定居宅介護事業所において、

従業者に対し、感染症の予防及びまん延

の防止のための研修及び訓練を定期的

に実施すること。 

 

(掲示) (掲示) 

第36条 (略) 第36条 (略) 

2 指定居宅介護事業者は、前項に規定する

事項を記載した書面を当該指定居宅介護

事業所に備え付け、かつ、これをいつでも

関係者に自由に閲覧させることにより、同

項の規定による掲示に代えることができ

る。 

 

(身体拘束等の禁止)  

第36条の2 指定居宅介護事業者は、指定居

宅介護の提供に当たっては、利用者又は他

の利用者の生命又は身体を保護するため

緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束

その他利用者の行動を制限する行為(以下

「身体拘束等」という。)を行ってはなら

ない。 

 

2 指定居宅介護事業者は、やむを得ず身体

拘束等を行う場合には、その態様及び時

間、その際の利用者の心身の状況並びに緊

急やむを得ない理由その他必要な事項を

記録しなければならない。 

 

3 指定居宅介護事業者は、身体拘束等の適

正化を図るため、次に掲げる措置を講じな

ければならない。 

 

(1) 身体拘束等の適正化のための対策を

検討する委員会(テレビ電話装置等を活

用して行うことができるものとする。)

を定期的に開催するとともに、その結果

について、従業者に周知徹底を図るこ

と。 

 

(2) 身体拘束等の適正化のための指針を  
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整備すること。 

(3) 従業者に対し、身体拘束等の適正化

のための研修を定期的に実施すること。 

 

(虐待の防止)  

第41条の2 指定居宅介護事業者は、虐待の

発生又はその再発を防止するため、次に掲

げる措置を講じなければならない。 

 

(1) 当該指定居宅介護事業所における虐

待の防止のための対策を検討する委員

会(テレビ電話装置等を活用して行うこ

とができるものとする。)を定期的に開

催するとともに、その結果について、従

業者に周知徹底を図ること。 

 

(2) 当該指定居宅介護事業所において、

従業者に対し、虐待の防止のための研修

を定期的に実施すること。 

 

(3) 前2号に掲げる措置を適切に実施す

るための担当者を置くこと。 

 

(運営に関する基準) (運営に関する基準) 

第49条 第5条第1項及び第4節(第22条第1

項、第23条、第24条第1項、第28条、第33

条、第36条の2及び第44条を除く。)の規

定は、基準該当居宅介護の事業について準

用する。この場合において、第10条第1項

中「第32条」とあるのは「第49条第1項に

おいて準用する第32条」と、第21条第2項

中「次条第1項から第3項まで」とあるの

は「第49条第1項において準用する次条第

2項及び第3項」と、第24条第2項中「第22

条第2項」とあるのは「第49条第1項にお

いて準用する第22条第2項」と、第26条第

1号中「次条第1項」とあるのは「第49条

第1項において準用する次条第1項」と、

第27条第1項中「第6条第2項」とあるのは

「第45条第3項」と、第31条第3項中「第

27条」とあるのは「第49条第1項において

準用する第27条」とする。 

第49条 第5条第1項及び第4節(第22条第1

項、第23条、第24条第1項、第28条、第33

条及び第44条を除く。)の規定は、基準該

当居宅介護の事業について準用する。この

場合において、第10条第1項中「第32条」

とあるのは「第49条第1項において準用す

る第32条」と、第21条第2項中「次条第1

項から第3項まで」とあるのは「第49条第

1項において準用する次条第2項及び第3

項」と、第24条第2項中「第22条第2項」

とあるのは「第49条第1項において準用す

る第22条第2項」と、第26条第1号中「次

条第1項」とあるのは「第49条第1項にお

いて準用する次条第1項」と、第27条第1

項中「第6条第2項」とあるのは「第45条

第3項」と、第31条第3項中「第27条」と

あるのは「第49条第1項において準用する

第27条」とする。 

2 第5条第2項から第4項まで、第4節(第22

条第1項、第23条、第24条第1項、第28条、

第33条、第36条の2及び第44条を除く。)

2 第5条第2項から第4項まで、第4節(第22

条第1項、第23条、第24条第1項、第28条、

第33条及び第44条を除く。)及び第45条か
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及び第45条から前条までの規定は、重度

訪問介護、同行援護及び行動援護に係る基

準該当障害福祉サービスの事業について

準用する。この場合において、第10条第1

項中「第32条」とあるのは「第49条第2項

において準用する第32条」と、第21条第2

項中「次条第1項から第3項まで」とある

のは「第49条第2項において準用する次条

第2項及び第3項」と、第24条第2項中「第

22条第2項」とあるのは「第49条第2項に

おいて準用する第22条第2項」と、第26条

第1号中「次条第1項」とあるのは「第49

条第2項において準用する次条第1項」と、

第27条第1項中「第6条第2項」とあるのは

「第45条第3項」と、第31条第3項中「第

27条」とあるのは「第49条第2項において

準用する第27条」と、前条第1項第2号中

「第45条第3項」とあるのは「第49条第2

項において準用する第45条第3項」と、同

条第2項中「次条第1項」とあるのは「第

49条第2項」とする。 

ら前条までの規定は、重度訪問介護、同行

援護及び行動援護に係る基準該当障害福

祉サービスの事業について準用する。この

場合において、第10条第1項中「第32条」

とあるのは「第49条第2項において準用す

る第32条」と、第21条第2項中「次条第1

項から第3項まで」とあるのは「第49条第

2項において準用する次条第2項及び第3

項」と、第24条第2項中「第22条第2項」

とあるのは「第49条第2項において準用す

る第22条第2項」と、第26条第1号中「次

条第1項」とあるのは「第49条第2項にお

いて準用する次条第1項」と、第27条第1

項中「第6条第2項」とあるのは「第45条

第3項」と、第31条第3項中「第27条」と

あるのは「第49条第2項において準用する

第27条」と、第48条第1項第2号中「第45

条第3項」とあるのは「第49条第2項にお

いて準用する第45条第3項」と、第48条第

2項中「次条第1項」とあるのは「第49条

第2項」とする。 

(療養介護計画の作成等) (療養介護計画の作成等) 

第60条 (略) 第60条 (略) 

2～4 (略) 2～4 (略) 

5 サービス管理責任者は、療養介護計画の

作成に係る会議(利用者に対する指定療養

介護の提供に当たる担当者等を招集して

行う会議をいい、テレビ電話装置等を活用

して行うことができるものとする。)を開

催し、前項に規定する療養介護計画の原案

の内容について意見を求めるものとする。 

5 サービス管理責任者は、療養介護計画の

作成に係る会議(利用者に対する指定療養

介護の提供に当たる担当者等を招集して

行う会議をいう。)を開催し、前項に規定

する療養介護計画の原案の内容について

意見を求めるものとする。 

6～10 (略) 6～10 (略) 

(勤務体制の確保等) (勤務体制の確保等) 

第70条 (略) 第70条 (略) 

2及び3 (略) 2及び3 (略) 

4 指定療養介護事業者は、適切な指定療養

介護の提供を確保する観点から、職場にお

いて行われる性的な言動又は優越的な関

係を背景とした言動であって業務上必要

かつ相当な範囲を超えたものにより従業
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者の就業環境が害されることを防止する

ための方針の明確化等の必要な措置を講

じなければならない。 

(非常災害対策) (非常災害対策) 

第72条 (略) 第72条 (略) 

2 (略) 2 (略) 

3 指定療養介護事業者は、前項に規定する

訓練の実施に当たって、地域住民の参加が

得られるよう連携に努めなければならな

い。 

 

(衛生管理等) (衛生管理等) 

第73条 (略) 第73条 (略) 

2 指定療養介護事業者は、当該指定療養介

護事業所において感染症又は食中毒が発

生し、又はまん延しないように、次に掲げ

る措置を講じなければならない。 

2 指定療養介護事業者は、指定療養介護事

業所において感染症又は食中毒が発生し、

又はまん延しないように必要な措置を講

ずるよう努めなければならない。 

(1) 当該指定療養介護事業所における感

染症及び食中毒の予防及びまん延の防

止のための対策を検討する委員会(テレ

ビ電話装置等を活用して行うことがで

きるものとする。)を定期的に開催する

とともに、その結果について、従業者に

周知徹底を図ること。 

 

(2) 当該指定療養介護事業所における感

染症及び食中毒の予防及びまん延の防

止のための指針を整備すること。 

 

(3) 当該指定療養介護事業所において、

従業者に対し、感染症及び食中毒の予防

及びまん延の防止のための研修並びに

感染症の予防及びまん延の防止のため

の訓練を定期的に実施すること。 

 

(掲示) (掲示) 

第74条 (略) 第74条 (略) 

2 指定療養介護事業者は、前項に規定する

事項を記載した書面を当該指定療養介護

事業所に備え付け、かつ、これをいつでも

関係者に自由に閲覧させることにより、同

項の規定による掲示に代えることができ

る。 

 

 (身体拘束等の禁止) 
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第75条 削除 第75条 指定療養介護事業者は、指定療養

介護の提供に当たって、利用者又は他の利

用者の生命又は身体を保護するため緊急

やむを得ない場合を除き、身体的拘束その

他利用者の行動を制限する行為(以下「身

体拘束等」という。)を行ってはならない。 

 2 指定療養介護事業者は、やむを得ず身体

拘束等を行う場合には、その態様及び時

間、その際の利用者の心身の状況並びに緊

急やむを得ない理由その他必要な事項を

記録しなければならない。 

(記録の整備) (記録の整備) 

第77条 (略) 第77条 (略) 

2 (各号列記以外の部分略) 2 (各号列記以外の部分略) 

(1)～(3) (略) (1)～(3) (略) 

(4) 次条において準用する第36条の2第2

項に規定する身体拘束等の記録 

(4) 第75条第2項に規定する身体拘束等

の記録 

(5)及び(6) (略) (5)及び(6) (略) 

(準用) (準用) 

第78条 第10条、第12条、第13条、第15条

から第18条まで、第21条、第34条の2、第

36条の2から第38条(第2項を除く。)まで及

び第39条から第41条の2までの規定は、指

定療養介護の事業について準用する。この

場合において、第10条第1項中「第32条」

とあるのは「第69条」と、第21条第2項中

「次条第1項」とあるのは「第56条第1項」

とする。 

第78条 第10条、第12条、第13条、第15条

から第18条まで、第21条、第37条、第38

条第1項及び第39条から第41条までの規

定は、指定療養介護の事業について準用す

る。この場合において、第10条第1項中「第

32条」とあるのは「第69条」と、第21条

第2項中「次条第1項」とあるのは「第56

条第1項」とする。 

(職場への定着のための支援等の実施) (職場への定着のための支援の実施) 

第87条の2 (略) 第87条の2 (略) 

2 指定生活介護事業者は、当該指定生活介

護事業者が提供する指定生活介護を受け

て通常の事業所に新たに雇用された障害

者が、第194条の2に規定する指定就労定

着支援の利用を希望する場合には、前項に

定める支援が終了した日以後速やかに当

該指定就労定着支援を受けられるよう、第

194条の3第1項に規定する指定就労定着

支援事業者との連絡調整に努めなければ

ならない。 
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(衛生管理等) (衛生管理等) 

第92条 (略) 第92条 (略) 

2 指定生活介護事業者は、当該指定生活介

護事業所において感染症又は食中毒が発

生し、又はまん延しないように、次に掲げ

る措置を講じなければならない。 

2 指定生活介護事業者は、指定生活介護事

業所において感染症又は食中毒が発生し、

又はまん延しないように必要な措置を講

ずるよう努めなければならない。 

(1) 当該指定生活介護事業所における感

染症及び食中毒の予防及びまん延の防

止のための対策を検討する委員会(テレ

ビ電話装置等を活用して行うことがで

きるものとする。)を定期的に開催する

とともに、その結果について、従業者に

周知徹底を図ること。 

 

(2) 当該指定生活介護事業所における感

染症及び食中毒の予防及びまん延の防

止のための指針を整備すること。 

 

(3) 当該指定生活介護事業所において、

従業者に対し、感染症及び食中毒の予防

及びまん延の防止のための研修並びに

感染症の予防及びまん延の防止のため

の訓練を定期的に実施すること。 

 

(掲示) (掲示) 

第94条 (略) 第94条 (略) 

2 指定生活介護事業者は、前項に規定する

事項を記載した書面を当該指定生活介護

事業所に備え付け、かつ、これをいつでも

関係者に自由に閲覧させることにより、同

項の規定による掲示に代えることができ

る。 

 

(準用) (準用) 

第95条 第10条から第18条まで、第20条、

第21条、第23条、第24条、第29条、第34

条の2、第36条の2から第42条まで、第59

条から第62条まで、第68条、第70条から

第72条まで、第76条及び第77条の規定は、

指定生活介護の事業について準用する。こ

の場合において、第10条第1項中「第32条」

とあるのは「第91条」と、第21条第2項中

「次条第1項」とあるのは「第84条第1項」

と、第24条第2項中「第22条第2項」とあ

第95条 第10条から第18条まで、第20条、

第21条、第23条、第24条、第29条、第37

条から第42条まで、第59条から第62条ま

で、第68条、第70条から第72条まで及び

第75条から第77条までの規定は、指定生

活介護の事業について準用する。この場合

において、第10条第1項中「第32条」とあ

るのは「第91条」と、第21条第2項中「次

条第1項」とあるのは「第84条第1項」と、

第24条第2項中「第22条第2項」とあるの
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るのは「第84条第2項」と、第59条第1項

中「次条第1項」とあるのは「第95条にお

いて準用する次条第1項」と、「療養介護

計画」とあるのは「生活介護計画」と、第

60条第1項、第2項、第4項から第8項まで

の規定及び第10項中「療養介護計画」と

あるのは「生活介護計画」と、第61条中

「前条」とあるのは「第95条において準

用する前条」と、第77条第2項第1号中「第

60条第1項」とあるのは「第95条において

準用する第60条第1項」と、「療養介護計

画」とあるのは「生活介護計画」と、同項

第2号中「第55条第1項」とあるのは「第

95条において準用する第20条第1項」と、

同項第3号中「第67条」とあるのは「第90

条」と、同項第4号から第6号までの規定

中「次条」とあるのは「第95条」とする。 

は「第84条第2項」と、第59条第1項中「次

条第1項」とあるのは「第95条において準

用する次条第1項」と、「療養介護計画」

とあるのは「生活介護計画」と、第60条

第1項、第2項、第4項から第8項までの規

定及び第10項中「療養介護計画」とある

のは「生活介護計画」と、第61条中「前

条」とあるのは「第95条において準用す

る前条」と、第77条第2項第1号中「第60

条第1項」とあるのは「第95条において準

用する第60条第1項」と、「療養介護計画」

とあるのは「生活介護計画」と、同項第2

号中「第55条第1項」とあるのは「第95条

において準用する第20条第1項」と、同項

第3号中「第67条」とあるのは「第90条」

と、同項第4号中「第75条第2項」とある

のは「第95条において準用する第75条第2

項」と、同項第5号及び第6号中「次条」

とあるのは「第95条」とする。 

(準用) (準用) 

第95条の5 第10条から第18条まで、第20

条、第21条、第23条、第24条、第29条、

第34条の2、第36条の2から第42条まで、

第52条、第59条から第62条まで、第68条、

第70条から第72条まで、第76条、第77条、

第79条、第81条及び前節(第95条を除く。)

の規定は、共生型生活介護の事業について

準用する。 

第95条の5 第10条から第18条まで、第20

条、第21条、第23条、第24条、第29条、

第37条から第42条まで、第52条、第59条

から第62条まで、第68条、第70条から第

72条まで、第75条から第77条まで、第79

条、第81条及び前節(第95条を除く。)の規

定は、共生型生活介護の事業について準用

する。 

(準用) (準用) 

第110条 第10条、第12条から第18条まで、

第20条、第21条、第23条、第24条、第29

条、第30条、第34条の2、第36条の2から

第43条まで、第62条、第68条、第70条、

第72条、第76条、第89条及び第92条から

第94条までの規定は、指定短期入所の事

業について準用する。この場合において、

第10条第1項中「第32条」とあるのは「第

108条」と、第21条第2項中「次条第1項」

とあるのは「第105条第1項」と、第24条

第2項中「第22条第2項」とあるのは「第

第110条 第10条、第12条から第18条まで、

第20条、第21条、第23条、第24条、第29

条、第30条、第37条から第43条まで、第

62条、第68条、第70条、第72条、第75条、

第76条、第89条及び第92条から第94条ま

での規定は、指定短期入所の事業について

準用する。この場合において、第10条第1

項中「第32条」とあるのは「第108条」と、

第21条第2項中「次条第1項」とあるのは

「第105条第1項」と、第24条第2項中「第

22条第2項」とあるのは「第105条第2項」
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105条第2項」と、第94条第1項中「前条」

とあるのは「第110条において準用する前

条」とする。 

と、第94条中「前条」とあるのは「第110

条において準用する前条」とする。 

(準用) (準用) 

第110条の4 第10条、第12条から第18条ま

で、第20条、第21条、第23条、第24条、

第29条、第30条、第34条の2、第36条の2

から第43条まで、第52条、第62条、第68

条、第70条から第72条まで、第76条、第

89条、第92条から第94条まで、第99条及

び前節(第109条及び第110条を除く。)の規

定は、共生型短期入所の事業について準用

する。 

第110条の4 第10条、第12条から第18条ま

で、第20条、第21条、第23条、第24条、

第29条、第30条、第37条から第43条まで、

第52条、第62条、第68条、第70条から第

72条まで、第75条、第76条、第89条、第

92条から第94条まで、第99条及び前節(第

109条及び第110条を除く。)の規定は、共

生型短期入所の事業について準用する。 

(準用) (準用) 

第123条 第10条から第22条まで、第24条、

第29条、第30条、第34条(第1項及び第2項

を除く。)から第43条まで及び第68条の規

定は、指定重度障害者等包括支援の事業に

ついて準用する。この場合において、第

10条第1項中「第32条」とあるのは「第122

条」と、第21条第2項中「次条第1項」と

あるのは「第123条において準用する次条

第1項」と、第24条第2項中「第22条第2

項」とあるのは「第123条において準用す

る第22条第2項」とする。 

第123条 第10条から第22条まで、第24条、

第29条、第30条、第35条から第43条まで

及び第68条の規定は、指定重度障害者等

包括支援の事業について準用する。この場

合において、第10条第1項中「第32条」と

あるのは「第123条」と、第21条第2項中

「次条第1項」とあるのは「第123条にお

いて準用する次条第1項」と、第24条第2

項中「第22条第2項」とあるのは「第123

条において準用する第22条第2項」とす

る。 

(準用) (準用) 

第149条 第10条から第21条まで、第23条、

第24条、第29条、第34条の2、第36条の2

から第42条まで、第59条から第62条まで、

第68条、第70条から第72条まで、第76条、

第77条及び第87条の2から第94条までの

規定は、指定自立訓練(機能訓練)の事業に

ついて準用する。この場合において、第

10条第1項中「第32条」とあるのは「第149

条において準用する第91条」と、第21条

第2項中「次条第1項」とあるのは「第146

条第1項」と、第24条第2項中「第22条第2

項」とあるのは「第146条第2項」と、第

59条第1項中「次条第1項」とあるのは「第

149条において準用する次条第1項」と、

第149条 第10条から第21条まで、第23条、

第24条、第29条、第37条から第42条まで、

第59条から第62条まで、第68条、第70条

から第72条まで、第75条から第77条まで

及び第87条の2から第94条までの規定は、

指定自立訓練(機能訓練)の事業について

準用する。この場合において、第10条第1

項中「第32条」とあるのは「第149条にお

いて準用する第91条」と、第21条第2項中

「次条第1項」とあるのは「第146条第1項」

と、第24条第2項中「第22条第2項」とあ

るのは「第146条第2項」と、第59条第1

項中「次条第1項」とあるのは「第149条

において準用する次条第1項」と、「療養
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「療養介護計画」とあるのは「自立訓練(機

能訓練)計画」と、第60条第1項、第2項及

び第4項から第7項までの規定中「療養介

護計画」とあるのは「自立訓練(機能訓練)

計画」と、同条第8項中「療養介護計画」

とあるのは「自立訓練(機能訓練)計画」と、

「6月」とあるのは「3月」と、同条第10

項中「療養介護計画」とあるのは「自立訓

練(機能訓練)計画」と、第61条中「前条」

とあるのは「第149条において準用する前

条」と、第77条第2項第1号中「第60条第1

項」とあるのは「第149条において準用す

る第60条第1項」と、「療養介護計画」と

あるのは「自立訓練(機能訓練)計画」と、

同項第2号中「第55条第1項」とあるのは

「第149条において準用する第20条第1

項」と、同項第3号中「第67条」とあるの

は「第149条において準用する第90条」と、

同項第4号から第6号までの規定中「次条」

とあるのは「第149条」と、第94条第1項

中「前条」とあるのは「第149条において

準用する前条」とする。 

介護計画」とあるのは「自立訓練(機能訓

練)計画」と、第60条第1項、第2項及び第

4項から第7項までの規定中「療養介護計

画」とあるのは「自立訓練(機能訓練)計画」

と、同条第8項中「療養介護計画」とある

のは「自立訓練(機能訓練)計画」と、「6

月」とあるのは「3月」と、同条第10項中

「療養介護計画」とあるのは「自立訓練(機

能訓練)計画」と、第61条中「前条」とあ

るのは「第149条において準用する前条」

と、第77条第2項第1号中「第60条第1項」

とあるのは「第149条において準用する第

60条第1項」と、「療養介護計画」とある

のは「自立訓練(機能訓練)計画」と、同項

第2号中「第55条第1項」とあるのは「第

149条において準用する第20条第1項」と、

同項第3号中「第67条」とあるのは「第149

条において準用する第90条」と、同項第4

号中「第75条第2項」とあるのは「第149

条において準用する第75条第2項」と、同

項第5号及び第6号中「次条」とあるのは

「第149条」と、第94条中「前条」とある

のは「第149条において準用する前条」と

する。 

(準用) (準用) 

第149条の4 第10条から第21条まで、第23

条、第24条、第29条、第34条の2、第36

条の2から第42条まで、第52条、第59条か

ら第62条まで、第68条、第70条から第72

条まで、第76条、第77条、第81条、第87

条の2から第94条まで、第142条及び前節

(第149条を除く。)の規定は、共生型自立

訓練(機能訓練)の事業について準用する。 

第149条の4 第10条から第21条まで、第23

条、第24条、第29条、第37条から第42条

まで、第52条、第59条から第62条まで、

第68条、第70条から第72条まで、第75条

から第77条まで、第81条、第87条の2から

第94条まで、第142条及び前節(第149条を

除く。)の規定は、共生型自立訓練(機能訓

練)の事業について準用する。 

(記録の整備) (記録の整備) 

第158条 (略) 第158条 (略) 

2 (各号列記以外の部分略) 2 (各号列記以外の部分略) 

(1)～(3) (略) (1)～(3) (略) 

(4) 次条において準用する第36条の2第2

項に規定する身体拘束等の記録 

(4) 次条において準用する第75条第2項

に規定する身体拘束等の記録 

(5)及び(6) (略) (5)及び(6) (略) 
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(準用) (準用) 

第159条 第10条から第19条まで、第21条、

第24条、第29条、第34条の2、第36条の2

から第42条まで、第59条から第62条まで、

第68条、第70条から第72条まで、第76条、

第87条の2から第94条まで、第147条及び

第148条の規定は、指定自立訓練(生活訓

練)の事業について準用する。この場合に

おいて、第10条第1項中「第32条」とある

のは「第159条において準用する第91条」

と、第21条第2項中「次条第1項から第3項

まで」とあるのは「第157条第1項から第4

項まで」と、第24条第2項中「第22条第2

項」とあるのは「第157条第2項」と、第

59条第1項中「次条第1項」とあるのは「第

159条において準用する次条第1項」と、

「療養介護計画」とあるのは「自立訓練(生

活訓練)計画」と、第60条第1項、第2項及

び第4項から第7項までの規定中「療養介

護計画」とあるのは「自立訓練(生活訓練)

計画」と、同条第8項中「療養介護計画」

とあるのは「自立訓練(生活訓練)計画」と、

「6月」とあるのは「3月」と、同条第10

項中「療養介護計画」とあるのは「自立訓

練(生活訓練)計画」と、第61条中「前条」

とあるのは「第159条において準用する前

条」と、第94条第1項中「前条」とあるの

は「第159条において準用する前条」とす

る。 

第159条 第10条から第19条まで、第21条、

第24条、第29条、第37条から第42条まで、

第59条から第62条まで、第68条、第70条

から第72条まで、第75条、第76条、第87

条の2から第94条まで、第147条及び第148

条の規定は、指定自立訓練(生活訓練)の事

業について準用する。この場合において、

第10条第1項中「第32条」とあるのは「第

159条において準用する第91条」と、第21

条第2項中「次条第1項から第3項まで」と

あるのは「第157条第1項から第4項まで」

と、第24条第2項中「第22条第2項」とあ

るのは「第157条第2項」と、第59条第1

項中「次条第1項」とあるのは「第159条

において準用する次条第1項」と、「療養

介護計画」とあるのは「自立訓練(生活訓

練)計画」と、第60条第1項、第2項及び第

4項から第7項までの規定中「療養介護計

画」とあるのは「自立訓練(生活訓練)計画」

と、同条第8項中「療養介護計画」とある

のは「自立訓練(生活訓練)計画」と、「6

月」とあるのは「3月」と、同条第10項中

「療養介護計画」とあるのは「自立訓練(生

活訓練)計画」と、第61条中「前条」とあ

るのは「第159条において準用する前条」

と、第94条中「前条」とあるのは「第159

条において準用する前条」とする。 

(準用) (準用) 

第159条の4 第10条から第19条まで、第21

条、第24条、第29条、第34条の2、第36

条の2から第42条まで、第52条、第59条か

ら第62条まで、第68条、第70条から第72

条まで、第76条、第81条、第87条の2から

第94条まで、第147条、第148条、第152

条及び前節(第159条を除く。)の規定は、

共生型自立訓練(生活訓練)の事業につい

て準用する。 

第159条の4 第10条から第19条まで、第21

条、第24条、第29条、第37条から第42条

まで、第52条、第59条から第62条まで、

第68条、第70条から第72条まで、第75条、

第76条、第81条、第87条の2から第94条ま

で、第147条、第148条、第152条及び前節

(第159条を除く。)の規定は、共生型自立

訓練(生活訓練)の事業について準用する。 

(従業者の数) (従業者の数) 
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第163条 (略) 第163条 (略) 

2～4 (略) 2～4 (略) 

 5 第1項第2号の就労支援員のうち、1人以

上は、常勤でなければならない。 

5 (略) 6 (略) 

(認定指定就労移行支援事業所の従業者の

数) 

(認定指定就労移行支援事業所の従業者の

数) 

第164条 (略) 第164条 (略) 

2 前項の従業者及びその数については、前

条第2項から第5項までの規定を準用す

る。 

2 前項の従業者及びその数については、前

条第2項から第4項まで及び第6項の規定

を準用する。 

(職場への定着のための支援等の実施) (職場への定着のための支援の実施) 

第170条 (略) 第170条 (略) 

2 指定就労移行支援事業者は、利用者が、

第194条の2に規定する指定就労定着支援

の利用を希望する場合には、前項に定める

支援が終了した日以後速やかに当該指定

就労定着支援を受けられるよう、第194条

の3第1項に規定する指定就労定着支援事

業者との連絡調整を行わなければならな

い。 

 

(準用) (準用) 

第172条 第10条から第18条まで、第20条、

第21条、第24条、第29条、第34条の2、第

36条の2から第42条まで、第59条から第62

条まで、第68条、第70条から第72条まで、

第76条、第77条、第86条、第87条、第88

条から第94条まで、第146条、第147条及

び第157条の2の規定は、指定就労移行支

援の事業について準用する。この場合にお

いて、第10条第1項中「第32条」とあるの

は「第172条において準用する第91条」と、

第21条第2項中「次条第1項」とあるのは

「第172条において準用する第146条第1

項」と、第24条第2項中「第22条第2項」

とあるのは「第172条において準用する第

146条第2項」と、第59条第1項中「次条第

1項」とあるのは「第172条において準用

する次条第1項」と、「療養介護計画」と

あるのは「就労移行支援計画」と、第60

第172条 第10条から第18条まで、第20条、

第21条、第24条、第29条、第37条から第

42条まで、第59条から第62条まで、第68

条、第70条から第72条まで、第75条から

第77条まで、第86条、第87条、第88条か

ら第94条まで、第146条、第147条及び第

157条の2の規定は、指定就労移行支援の

事業について準用する。この場合におい

て、第10条第1項中「第32条」とあるのは

「第172条において準用する第91条」と、

第21条第2項中「次条第1項」とあるのは

「第172条において準用する第146条第1

項」と、第24条第2項中「第22条第2項」

とあるのは「第172条において準用する第

146条第2項」と、第59条第1項中「次条第

1項」とあるのは「第172条において準用

する次条第1項」と、「療養介護計画」と

あるのは「就労移行支援計画」と、第60
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条第1項、第2項及び第4項から第7項まで

の規定中「療養介護計画」とあるのは「就

労移行支援計画」と、同条第8項中「療養

介護計画」とあるのは「就労移行支援計画」

と、「6月」とあるのは「3月」と、同条

第10項中「療養介護計画」とあるのは「就

労移行支援計画」と、第61条中「前条」

とあるのは「第172条において準用する前

条」と、第77条第2項第1号中「第60条第1

項」とあるのは「第172条において準用す

る第60条第1項」と、「療養介護計画」と

あるのは「就労移行支援計画」と、同項第

2号中「第55条第1項」とあるのは「第172

条において準用する第20条第1項」と、同

項第3号中「第67条」とあるのは「第172

条において準用する第90条」と、同項第4

号から第6号までの規定中「次条」とある

のは「第172条」と、第94条第1項中「前

条」とあるのは「第172条において準用す

る前条」と、第157条の2第1項中「支給決

定障害者(指定宿泊型自立訓練を受ける者

及び厚生労働大臣が定める者に限る。)」

とあるのは「支給決定障害者(厚生労働大

臣が定める者に限る。以下この項において

同じ。)」と、同条第2項中「支給決定障害

者(指定宿泊型自立訓練を受ける者及び厚

生労働大臣が定める者を除く。)」とある

のは「支給決定障害者(厚生労働大臣が定

める者を除く。)」とする。 

条第1項、第2項及び第4項から第7項まで

の規定中「療養介護計画」とあるのは「就

労移行支援計画」と、同条第8項中「療養

介護計画」とあるのは「就労移行支援計画」

と、「6月」とあるのは「3月」と、同条

第10項中「療養介護計画」とあるのは「就

労移行支援計画」と、第61条中「前条」

とあるのは「第172条において準用する前

条」と、第77条第2項第1号中「第60条第1

項」とあるのは「第172条において準用す

る第60条第1項」と、「療養介護計画」と

あるのは「就労移行支援計画」と、同項第

2号中「第55条第1項」とあるのは「第172

条において準用する第20条第1項」と、同

項第3号中「第67条」とあるのは「第172

条において準用する第90条」と、同項第4

号中「第75条第2項」とあるのは「第172

条において準用する第75条第2項」と、同

項第5号及び第6号中「次条」とあるのは

「第172条」と、第94条中「前条」とある

のは「第172条において準用する前条」と、

第157条の2第1項中「支給決定障害者(指

定宿泊型自立訓練を受ける者及び厚生労

働大臣が定める者に限る。)」とあるのは

「支給決定障害者(厚生労働大臣が定める

者に限る。以下この項において同じ。)」

と、同条第2項中「支給決定障害者(指定宿

泊型自立訓練を受ける者及び厚生労働大

臣が定める者を除く。)」とあるのは「支

給決定障害者(厚生労働大臣が定める者を

除く。)」とする。 

(職場への定着のための支援等の実施) (職場への定着のための支援等の実施) 

第183条 (略) 第183条 (略) 

2 指定就労継続支援A型事業者は、利用者

が、第194条の2に規定する指定就労定着

支援の利用を希望する場合には、前項に定

める支援が終了した日以後速やかに当該

指定就労定着支援を受けられるよう、第

194条の3第1項に規定する指定就労定着

支援事業者との連絡調整に努めなければ
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ならない。 

(厚生労働大臣が定める事項の評価等)  

第184条の3 指定就労継続支援A型事業者

は、指定就労継続支援A型事業所ごとに、

おおむね1年に1回以上、利用者の労働時

間その他の当該指定就労継続支援A型事

業所の運営状況に関し必要な事項として

省令第196条の3の厚生労働大臣が定める

事項について、同条の厚生労働大臣が定め

るところにより、自ら評価を行い、その結

果をインターネットの利用その他の方法

により公表しなければならない。 

 

(準用) (準用) 

第185条 第10条から第18条まで、第20条、

第21条、第23条、第24条、第29条、第34

条の2、第36条の2から第42条まで、第59

条から第62条まで、第68条、第70条から

第72条まで、第76条、第77条、第88条か

ら第90条まで、第92条から第94条まで、

第146条及び第147条の規定は、指定就労

継続支援A型の事業について準用する。こ

の場合において、第10条第1項中「第32条」

とあるのは「第184条の2」と、第21条第2

項中「次条第1項」とあるのは「第185条

において準用する第146条第1項」と、第

24条第2項中「第22条第2項」とあるのは

「第185条において準用する第146条第2

項」と、第59条第1項中「次条第1項」と

あるのは「第185条において準用する次条

第1項」と、「療養介護計画」とあるのは

「就労継続支援A型計画」と、第60条第1

項、第2項、第4項から第8項までの規定及

び第10項中「療養介護計画」とあるのは

「就労継続支援A型計画」と、第61条中「前

条」とあるのは「第185条において準用す

る前条」と、第77条第2項第1号中「第60

条第1項」とあるのは「第185条において

準用する第60条第1項」と、「療養介護計

画」とあるのは「就労継続支援A型計画」

と、同項第2号中「第55条第1項」とある

第185条 第10条から第18条まで、第20条、

第21条、第23条、第24条、第29条、第37

条から第42条まで、第59条から第62条ま

で、第68条、第70条から第72条まで、第

75条から第77条まで、第88条から第90条

まで、第92条から第94条まで、第146条及

び第147条の規定は、指定就労継続支援A

型の事業について準用する。この場合にお

いて、第10条第1項中「第32条」とあるの

は「第184条の2」と、第21条第2項中「次

条第1項」とあるのは「第185条において

準用する第146条第1項」と、第24条第2

項中「第22条第2項」とあるのは「第185

条において準用する第146条第2項」と、

第59条第1項中「次条第1項」とあるのは

「第185条において準用する次条第1項」

と、「療養介護計画」とあるのは「就労継

続支援A型計画」と、第60条第1項、第2

項、第4項から第8項までの規定及び第10

項中「療養介護計画」とあるのは「就労継

続支援A型計画」と、第61条中「前条」と

あるのは「第185条において準用する前

条」と、第77条第2項第1号中「第60条第1

項」とあるのは「第185条において準用す

る第60条第1項」と、「療養介護計画」と

あるのは「就労継続支援A型計画」と、同

項第2号中「第55条第1項」とあるのは「第
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のは「第185条において準用する第20条第

1項」と、同項第3号中「第67条」とある

のは「第185条において準用する第90条」

と、同項第4号から第6号までの規定中「次

条」とあるのは「第185条」と、第94条第

1項中「前条」とあるのは「第185条にお

いて準用する前条」とする。 

185条において準用する第20条第1項」と、

同項第3号中「第67条」とあるのは「第185

条において準用する第90条」と、同項第4

号中「第75条第2項」とあるのは「第185

条において準用する第75条第2項」と、同

項第5号及び第6号中「次条」とあるのは

「第185条」と、第94条中「前条」とある

のは「第185条において準用する前条」と

する。 

(準用) (準用) 

第190条 第10条から第18条まで、第20条、

第21条、第23条、第24条、第29条、第34

条の2、第36条の2から第42条まで、第59

条から第62条まで、第68条、第70条から

第72条まで、第76条、第77条、第86条、

第88条から第94条まで、第146条、第147

条及び第181条から第183条までの規定

は、指定就労継続支援B型の事業について

準用する。この場合において、第10条第1

項中「第32条」とあるのは「第190条にお

いて準用する第91条」と、第21条第2項中

「次条第1項」とあるのは「第190条にお

いて準用する第146条第1項」と、第24条

第2項中「第22条第2項」とあるのは「第

190条において準用する第146条第2項」

と、第59条第1項中「次条第1項」とある

のは「第190条において準用する次条第1

項」と、「療養介護計画」とあるのは「就

労継続支援B型計画」と、第60条第1項、

第2項、第4項から第8項までの規定及び第

10項中「療養介護計画」とあるのは「就

労継続支援B型計画」と、第61条中「前条」

とあるのは「第190条において準用する前

条」と、第77条第2項第1号中「第60条第1

項」とあるのは「第190条において準用す

る第60条第1項」と、「療養介護計画」と

あるのは「就労継続支援B型計画」と、同

項第2号中「第55条第1項」とあるのは「第

190条において準用する第20条第1項」と、

同項第3号中「第67条」とあるのは「第190

第190条 第10条から第18条まで、第20条、

第21条、第23条、第24条、第29条、第37

条から第42条まで、第59条から第62条ま

で、第68条、第70条から第72条まで、第

75条から第77条まで、第86条、第88条か

ら第94条まで、第146条、第147条及び第

181条から第183条までの規定は、指定就

労継続支援B型の事業について準用する。

この場合において、第10条第1項中「第32

条」とあるのは「第190条において準用す

る第91条」と、第21条第2項中「次条第1

項」とあるのは「第190条において準用す

る第146条第1項」と、第24条第2項中「第

22条第2項」とあるのは「第190条におい

て準用する第146条第2項」と、第59条第1

項中「次条第1項」とあるのは「第190条

において準用する次条第1項」と、「療養

介護計画」とあるのは「就労継続支援B型

計画」と、第60条第1項、第2項、第4項か

ら第8項までの規定及び第10項中「療養介

護計画」とあるのは「就労継続支援B型計

画」と、第61条中「前条」とあるのは「第

190条において準用する前条」と、第77条

第2項第1号中「第60条第1項」とあるのは

「第190条において準用する第60条第1

項」と、「療養介護計画」とあるのは「就

労継続支援B型計画」と、同項第2号中「第

55条第1項」とあるのは「第190条におい

て準用する第20条第1項」と、同項第3号

中「第67条」とあるのは「第190条におい
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条において準用する第90条」と、同項第4

号から第6号までの規定中「次条」とある

のは「第190条」と、第94条第1項中「前

条」とあるのは「第190条において準用す

る前条」と、第181条第1項中「第185条」

とあるのは「第190条」と、「就労継続支

援A型計画」とあるのは「就労継続支援B

型計画」とする。 

て準用する第90条」と、同項第4号中「第

75条第2項」とあるのは「第190条におい

て準用する第75条第2項」と、同項第5号

及び第6号中「次条」とあるのは「第190

条」と、第91条中「第94条」とあるのは

「第190条において準用する第94条」と、

第94条中「前条」とあるのは「第190条に

おいて準用する前条」と、第181条第1項

中「第185条」とあるのは「第190条」と、

「就労継続支援A型計画」とあるのは「就

労継続支援B型計画」とする。 

(準用) (準用) 

第194条 第10条から第13条まで、第15条か

ら第18条まで、第20条、第21条、第24条

第2項、第29条、第34条の2、第36条の2

から第42条まで、第52条、第59条から第

62条まで、第70条、第72条、第76条、第

77条、第86条、第89条、第90条、第92条

から第94条まで、第146条(第1項を除く。)、

第147条、第181条から第183条まで及び第

186条の規定は、基準該当就労継続支援B

型の事業について準用する。この場合にお

いて、第10条第1項中「第32条」とあるの

は「第192条」と、第21条第2項中「次条

第1項から第3項」とあるのは「第194条に

おいて準用する第146条第2項及び第3項」

と、第24条第2項中「第22条第2項」とあ

るのは「第194条において準用する第146

条第2項」と、第59条第1項中「次条第1項」

とあるのは「第194条において準用する次

条第1項」と、「療養介護計画」とあるの

は「基準該当就労継続支援B型計画」と、

第60条第1項、第2項、第4項から第8項ま

での規定及び第10項中「療養介護計画」

とあるのは「基準該当就労継続支援B型計

画」と、第61条中「前条」とあるのは「第

194条において準用する前条」と、第77条

第2項第1号中「第60条第1項」とあるのは

「第194条において準用する第60条第1

項」と、「療養介護計画」とあるのは「基

第194条 第10条から第13条まで、第15条か

ら第18条まで、第20条、第21条、第24条

第2項、第29条、第37条から第42条まで、

第52条、第59条から第62条まで、第70条、

第72条、第75条から第77条まで、第86条、

第89条、第90条、第92条から第94条まで、

第146条(第1項を除く。)、第147条、第181

条から第183条まで及び第186条の規定

は、基準該当就労継続支援B型の事業につ

いて準用する。この場合において、第10

条第1項中「第32条」とあるのは「第192

条」と、第21条第2項中「次条第1項から

第3項」とあるのは「第194条において準

用する第146条第2項及び第3項」と、第24

条第2項中「第22条第2項」とあるのは「第

194条において準用する第146条第2項」

と、第59条第1項中「次条第1項」とある

のは「第194条において準用する次条第1

項」と、「療養介護計画」とあるのは「基

準該当就労継続支援B型計画」と、第60

条第1項、第2項、第4項から第8項までの

規定及び第10項中「療養介護計画」とあ

るのは「基準該当就労継続支援B型計画」

と、第61条中「前条」とあるのは「第194

条において準用する前条」と、第77条第2

項第1号中「第60条第1項」とあるのは「第

194条において準用する第60条第1項」と、

「療養介護計画」とあるのは「基準該当就
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準該当就労継続支援B型計画」と、同項第

2号中「第55条第1項」とあるのは「第194

条において準用する第20条第1項」と、同

項第3号中「第67条」とあるのは「第194

条において準用する第90条」と、同項第4

号から第6号までの規定中「次条」とある

のは「第194条」と、第94条第1項中「前

条」とあるのは「第194条において準用す

る前条」と、第181条第1項中「第185条」

とあるのは「第194条」と、「就労継続支

援A型計画」とあるのは「基準該当就労継

続支援B型計画」とする。 

労継続支援B型計画」と、同項第2号中「第

55条第1項」とあるのは「第194条におい

て準用する第20条第1項」と、同項第3号

中「第67条」とあるのは「第194条におい

て準用する第90条」と、同項第4号中「第

75条第2項」とあるのは「第194条におい

て準用する第75条第2項」と、同項第5号

及び第6号中「次条」とあるのは「第194

条」と、第94条中「前条」とあるのは「第

194条において準用する前条」と、第181

条第1項中「第185条」とあるのは「第194

条」と、「就労継続支援A型計画」とある

のは「基準該当就労継続支援B型計画」と

する。 

(職場への定着のための支援等の実施) (職場への定着のための支援の実施) 

第194条の8 (略) 第194条の8 (略) 

2 指定就労定着支援事業者は、利用者に対

して前項の支援を提供するに当たっては、

1月に1回以上、当該利用者との対面又は

テレビ電話装置等を用いる方法その他の

対面に相当する方法により行うとともに、

1月に1回以上、当該利用者を雇用した通

常の事業所の事業主を訪問することによ

り当該利用者の職場での状況を把握する

よう努めなければならない。 

2 指定就労定着支援事業者は、利用者に対

して前項の支援を提供するに当たっては、

1月に1回以上、当該利用者との対面によ

り行うとともに、1月に1回以上、当該利

用者を雇用した通常の事業所の事業主を

訪問することにより当該利用者の職場で

の状況を把握するよう努めなければなら

ない。 

(準用) (準用) 

第194条の12 第10条から第24条まで、第

30条、第34条から第36条まで、第37条か

ら第42条まで、第59条、第60条、第62条

及び第68条の規定は、指定就労定着支援

の事業について準用する。この場合におい

て、第10条第1項中「第32条」とあるのは

「第194条の10」と、第21条第2項中「次

条第1項」とあるのは「第194条の12にお

いて準用する次条第1項」と、第24条第2

項中「第22条第2項」とあるのは「第194

条の12において準用する第22条第2項」

と、第59条第1項中「次条第1項」とある

のは「第194条の12において準用する次条

第1項」と、「療養介護計画」とあるのは

第194条の12 第10条から第24条まで、第

30条、第34条から第42条まで、第59条、

第60条、第62条及び第68条の規定は、指

定就労定着支援の事業について準用する。

この場合において、第10条第1項中「第32

条」とあるのは「第194条の10」と、第21

条第2項中「次条第1項」とあるのは「第

194条の12において準用する次条第1項」

と、第24条第2項中「第22条第2項」とあ

るのは「第194条の12において準用する第

22条第2項」と、第59条第1項中「次条第1

項」とあるのは「第194条の12において準

用する次条第1項」と、「療養介護計画」

とあるのは「就労定着支援計画」と、第
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「就労定着支援計画」と、第60条中「療

養介護計画」とあるのは「就労定着支援計

画」とする。 

60条中「療養介護計画」とあるのは「就

労定着支援計画」とする。 

(準用) (準用) 

第194条の20 第10条から第24条まで、第

30条、第34条から第36条まで、第37条か

ら第42条まで、第59条、第60条、第62条、

第68条、第194条の6、第194条の10及び

第194条の11の規定は、指定自立生活援助

の事業について準用する。この場合におい

て、第10条第1項中「第32条」とあるのは

「第194条の20において準用する第194条

の10」と、第21条第2項中「次条第1項」

とあるのは「第194条の20において準用す

る次条第1項」と、第24条第2項中「第22

条第2項」とあるのは「第194条の20にお

いて準用する第22条第2項」と、第59条第

1項中「次条第1項」とあるのは「第194条

の20において準用する次条第1項」と、

「療養介護計画」とあるのは「自立生活援

助計画」と、第60条中「療養介護計画」

とあるのは「自立生活援助計画」と、同条

第8項中「6月」とあるのは「3月」とする。 

第194条の20 第10条から第24条まで、第

30条、第34条から第42条まで、第59条、

第60条、第62条、第68条、第194条の6、

第194条の10及び第194条の11の規定は、

指定自立生活援助の事業について準用す

る。この場合において、第10条第1項中「第

32条」とあるのは「第194条の20において

準用する第194条の10」と、第21条第2項

中「次条第1項」とあるのは「第194条の

20において準用する次条第1項」と、第24

条第2項中「第22条第2項」とあるのは「第

194条の20において準用する第22条第2

項」と、第59条第1項中「次条第1項」と

あるのは「第194条の20において準用する

次条第1項」と、「療養介護計画」とある

のは「自立生活援助計画」と、第60条中

「療養介護計画」とあるのは「自立生活援

助計画」と、同条第8項中「6月」とある

のは「3月」とする。 

(従業者の数) (従業者の数) 

第196条 (略) 第196条 (略) 

2 (略) 2 (略) 

3 第1項に規定する指定共同生活援助事業

所の従業者は、専ら指定共同生活援助事業

所の職務に従事する者でなければならな

い。ただし、利用者の支援に支障がない場

合は、この限りでない。 

3 第1項に規定する指定共同生活援助の従

業者は、専ら指定共同生活援助事業所の職

務に従事する者でなければならない。ただ

し、利用者の支援に支障がない場合は、こ

の限りでない。 

(勤務体制の確保等) (勤務体制の確保等) 

第200条 (略) 第200条 (略) 

2～5 (略) 2～5 (略) 

6 指定共同生活援助事業者は、適切な指定

共同生活援助の提供を確保する観点から、

職場において行われる性的な言動又は優

越的な関係を背景とした言動であって業

務上必要かつ相当な範囲を超えたものに

より従業者の就業環境が害されることを
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防止するための方針の明確化等の必要な

措置を講じなければならない。 

(準用) (準用) 

第201条 第10条、第12条、第13条、第15

条から第18条まで、第21条、第24条、第

29条、第34条の2、第36条の2から第42条

まで、第55条、第60条、第62条、第68条、

第72条、第76条、第77条、第90条、第92

条、第94条及び第157条の2の規定は、指

定共同生活援助の事業について準用する。

この場合において、第10条第1項中「第32

条」とあるのは「第199条の3」と、第21

条第2項中「次条第1項」とあるのは「第

198条の4第1項」と、第24条第2項中「第

22条第2項」とあるのは「第198条の4第2

項」と、第60条第1項、第2項、第4項から

第8項までの規定及び第10項中「療養介護

計画」とあるのは「共同生活援助計画」と、

第77条第2項第1号中「第60条第1項」とあ

るのは「第201条において準用する第60条

第1項」と、「療養介護計画」とあるのは

「共同生活援助計画」と、同項第2号中「第

55条第1項」とあるのは「第201条におい

て準用する第55条第1項」と、同項第3号

中「第67条」とあるのは「第201条におい

て準用する第90条」と、同項第4号から第

6号までの規定中「次条」とあるのは「第

201条」と、第94条第1項中「前条の協力

医療機関」とあるのは「第200条の4第1項

の協力医療機関及び同条第2項の協力歯

科医療機関」と、第157条の2第1項中「支

給決定障害者(指定宿泊型自立訓練を受け

る者及び厚生労働大臣が定める者に限

る。)」とあるのは「支給決定障害者(入居

前の体験的な指定共同生活援助を受けて

いる者を除く。)」と、同条第2項中「支給

決定障害者(指定宿泊型自立訓練を受ける

者及び厚生労働大臣が定める者を除く。)」

とあるのは「支給決定障害者(入居前の体

験的な指定共同生活援助を受けている者

第201条 第10条、第12条、第13条、第15

条から第18条まで、第21条、第24条、第

29条、第37条から第42条まで、第55条、

第60条、第62条、第68条、第72条、第75

条から第77条まで、第90条、第92条、第

94条及び第157条の2の規定は、指定共同

生活援助の事業について準用する。この場

合において、第10条第1項中「第32条」と

あるのは「第199条の3」と、第21条第2

項中「次条第1項」とあるのは「第198条

の4第1項」と、第24条第2項中「第22条第

2項」とあるのは「第198条の4第2項」と、

第60条第1項、第2項、第4項から第8項ま

での規定及び第10項中「療養介護計画」

とあるのは「共同生活援助計画」と、第

77条第2項第1号中「第60条第1項」とある

のは「第201条において準用する第60条第

1項」と、「療養介護計画」とあるのは「共

同生活援助計画」と、同項第2号中「第55

条第1項」とあるのは「第201条において

準用する第55条第1項」と、同項第3号中

「第67条」とあるのは「第201条において

準用する第90条」と、同項第4号中「第75

条第2項」とあるのは「第201条において

準用する第75条第2項」と、同項第5号及

び第6号中「次条」とあるのは「第201条」

と、第94条中「前条の協力医療機関」と

あるのは「第200条の4第1項の協力医療機

関及び同条第2項の協力歯科医療機関」

と、第157条第1項中「支給決定障害者」

とあるのは「支給決定障害者(入居前の体

験的な指定共同生活援助を受けている者

を除く。)」と、同条第2項中「支給決定障

害者」とあるのは「支給決定障害者(入居

前の体験的な指定共同生活援助を受けて

いる者に限る。)」とする。 
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に限る。)」とする。 

(従業者の数) (従業者の数) 

第201条の4 (略) 第201条の4 (略) 

2及び3 (略) 2及び3 (略) 

4 第1項及び第2項に規定する日中サービ

ス支援型指定共同生活援助事業所の従業

者は、専ら日中サービス支援型指定共同生

活援助事業所の職務に従事する者でなけ

ればならない。ただし、利用者の支援に支

障がない場合は、この限りでない。 

4 第1項及び第2項に規定する日中サービ

ス支援型指定共同生活援助の従業者は、専

ら日中サービス支援型指定共同生活援助

事業所の職務に従事する者でなければな

らない。ただし、利用者の支援に支障がな

い場合は、この限りでない。 

5 第1項及び第2項に規定する日中サービ

ス支援型指定共同生活援助事業所の従業

者のうち、1人以上は、常勤でなければな

らない。 

5 第1項及び第2項に規定する日中サービ

ス支援型指定共同生活援助の従業者のう

ち、1人以上は、常勤でなければならない。 

(準用) (準用) 

第201条の11 第10条、第12条、第13条、

第15条から第18条まで、第21条、第24条、

第29条、第34条の2、第36条の2から第42

条まで、第55条、第60条、第62条、第68

条、第72条、第76条、第77条、第90条、

第92条、第94条、第157条の2、第198条

の2から第198条の6まで及び第199条の3

から第200条の4までの規定は、日中サー

ビス支援型指定共同生活援助の事業につ

いて準用する。この場合において、第10

条第1項中「第32条」とあるのは「第201

条の11において準用する第199条の3」と、

第21条第2項中「次条第1項」とあるのは

「第201条の11において準用する第198条

の4第1項」と、第24条第2項中「第22条第

2項」とあるのは「第201条の11において

準用する第198条の4第2項」と、第60条中

「療養介護計画」とあるのは「日中サービ

ス支援型共同生活援助計画」と、第77条

第2項第1号中「第60条」とあるのは「第

201条の11において読み替えて準用する

第60条」と、「療養介護計画」とあるの

は「日中サービス支援型共同生活援助計

画」と、同項第2号中「第55条第1項」と

あるのは「第201条の11において準用する

第201条の11 第10条、第12条、第13条、

第15条から第18条まで、第21条、第24条、

第29条、第37条から第42条まで、第55条、

第60条、第62条、第68条、第72条、第75

条から第77条まで、第90条、第92条、第

94条、第157条の2、第198条の2から第198

条の6まで及び第199条の3から第200条の

4までの規定は、日中サービス支援型指定

共同生活援助の事業について準用する。こ

の場合において、第10条第1項中「第32条」

とあるのは「第201条の11において準用す

る第199条の3」と、第21条第2項中「次条

第1項」とあるのは「第201条の11におい

て準用する第198条の4第1項」と、第24

条第2項中「第22条第2項」とあるのは「第

201条の11において準用する第198条の4

第2項」と、第60条中「療養介護計画」と

あるのは「日中サービス支援型共同生活援

助計画」と、第77条第2項第1号中「第60

条」とあるのは「第201条の11において読

み替えて準用する第60条」と、「療養介

護計画」とあるのは「日中サービス支援型

共同生活援助計画」と、同項第2号中「第

55条第1項」とあるのは「第201条の11に

おいて準用する第55条第1項」と、同項第
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第55条第1項」と、同項第3号中「第67条」

とあるのは「第201条の11において準用す

る第90条」と、同項第4号から第6号まで

の規定中「次条」とあるのは「第201条の

11」と、第94条第1項中「前条の協力医療

機関」とあるのは「第201条の11において

準用する第200条の4第1項の協力医療機

関及び同条第2項の協力歯科医療機関」

と、第157条の2第1項中「支給決定障害者

(指定宿泊型自立訓練を受ける者及び厚生

労働大臣が定める者に限る。)」とあるの

は「支給決定障害者(入居前の体験的な日

中サービス支援型指定共同生活援助を受

けている者を除く。)」と、同条第2項中「支

給決定障害者(指定宿泊型自立訓練を受け

る者及び厚生労働大臣が定める者を除

く。)」とあるのは「支給決定障害者(入居

前の体験的な日中サービス支援型指定共

同生活援助を受けている者に限る。)」と

する。 

3号中「第67条」とあるのは「第201条の

11において準用する第90条」と、同項第4

号中「第75条第2項」とあるのは「第201

条の11において準用する第75条第2項」

と、同項第5号及び第6号中「次条」とあ

るのは「第201条の11」と、第94条中「前

条の協力医療機関」とあるのは「第201条

の11において準用する第200条の4第1項

の協力医療機関及び同条第2項の協力歯

科医療機関」と、第157条の2第1項中「支

給決定障害者(指定宿泊型自立訓練を受け

る者及び厚生労働大臣が定める者に限

る。)」とあるのは「支給決定障害者(入居

前の体験的な日中サービス支援型指定共

同生活援助を受けている者を除く。)」と、

同条第2項中「支給決定障害者(指定宿泊型

自立訓練を受ける者及び厚生労働大臣が

定める者を除く。)」とあるのは「支給決

定障害者(入居前の体験的な日中サービス

支援型指定共同生活援助を受けている者

に限る。)」とする。 

(勤務体制の確保等) (勤務体制の確保等) 

第201条の21 (略) 第201条の21 (略) 

2～4 (略) 2～4 (略) 

5 外部サービス利用型指定共同生活援助

事業者は、適切な外部サービス利用型指定

共同生活援助の提供を確保する観点から、

職場において行われる性的な言動又は優

越的な関係を背景とした言動であって業

務上必要かつ相当な範囲を超えたものに

より従業者の就業環境が害されることを

防止するための方針の明確化等の必要な

措置を講じなければならない。 

 

(準用) (準用) 

第201条の22 第12条、第13条、第15条か

ら第18条まで、第21条、第24条、第29条、

第34条の2、第36条の2から第42条まで、

第55条、第60条、第62条、第68条、第72

条、第76条、第77条、第90条、第92条、

第94条、第157条の2、第198条の2から第

第201条の22 第12条、第13条、第15条か

ら第18条まで、第21条、第24条、第29条、

第37条から第42条まで、第55条、第60条、

第62条、第68条、第72条、第75条から第

77条まで、第90条、第92条、第94条、第

157条の2、第198条の2から第198条の6ま
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198条の6まで、第199条、第199条の2及

び第200条の2から第200条の4までの規定

は、外部サービス利用型指定共同生活援助

の事業について準用する。この場合におい

て、第21条第2項中「次条第1項」とある

のは「第201条の22において準用する第

198条の4第1項」と、第24条第2項中「第

22条第2項」とあるのは「第201条の22に

おいて準用する第198条の4第2項」と、第

60条中「療養介護計画」とあるのは「外

部サービス利用型共同生活援助計画」と、

第77条第2項第1号中「第60条」とあるの

は「第201条の22において準用する第60

条」と、「療養介護計画」とあるのは「外

部サービス利用型共同生活援助計画」と、

同項第2号中「第55条第1項」とあるのは

「第201条の22において準用する第55条

第1項」と、同項第3号中「第67条」とあ

るのは「第201条の22において準用する第

90条」と、同項第4号から第6号までの規

定中「次条」とあるのは「第201条の22」

と、第94条第1項中「前条の協力医療機関」

とあるのは「第201条の22において準用す

る第200条の4第1項の協力医療機関及び

同条第2項の協力歯科医療機関」と、第157

条の2第1項中「支給決定障害者(指定宿泊

型自立訓練を受ける者及び厚生労働大臣

が定める者に限る。)」とあるのは「支給

決定障害者(入居前の体験的な外部サービ

ス利用型指定共同生活援助を受けている

者を除く。)」と、同条第2項中「支給決定

障害者(指定宿泊型自立訓練を受ける者及

び厚生労働大臣が定める者を除く。)」と

あるのは「支給決定障害者(入居前の体験

的な外部サービス利用型指定共同生活援

助を受けている者に限る。)」と、第199

条第3項中「当該指定共同生活援助事業所

の従業者」とあるのは「当該外部サービス

利用型指定共同生活援助事業所及び受託

居宅介護サービス事業所の従業者」とす

で、第199条、第199条の2及び第200条の

2から第200条の4までの規定は、外部サー

ビス利用型指定共同生活援助の事業につ

いて準用する。この場合において、第21

条第2項中「次条第1項」とあるのは「第

201条の22において準用する第198条の4

第1項」と、第24条第2項中「第22条第2

項」とあるのは「第201条の22において準

用する第198条の4第2項」と、第60条中「療

養介護計画」とあるのは「外部サービス利

用型共同生活援助計画」と、第77条第2項

第1号中「第60条」とあるのは「第201条

の22において準用する第60条」と、「療

養介護計画」とあるのは「外部サービス利

用型共同生活援助計画」と、同項第2号中

「第55条第1項」とあるのは「第201条の

22において準用する第55条第1項」と、同

項第3号中「第67条」とあるのは「第201

条の22において準用する第90条」と、同

項第4号中「第75条第2項」とあるのは「第

201条の22において準用する第75条第2

項」と、同項第5号及び第6号中「次条」

とあるのは「第201条の22」と、第94条中

「前条の協力医療機関」とあるのは「第

201条の22において準用する第200条の4

第1項の協力医療機関及び同条第2項の協

力歯科医療機関」と、第157条の2第1項中

「支給決定障害者(指定宿泊型自立訓練を

受ける者及び厚生労働大臣が定める者に

限る。)」とあるのは「支給決定障害者(入

居前の体験的な外部サービス利用型指定

共同生活援助を受けている者を除く。)」

と、同条第2項中「支給決定障害者(指定宿

泊型自立訓練を受ける者及び厚生労働大

臣が定める者を除く。)」とあるのは「支

給決定障害者(入居前の体験的な外部サー

ビス利用型指定共同生活援助を受けてい

る者に限る。)」と、第199条第3項中「当

該指定共同生活援助事業所の従業者」とあ

るのは「当該外部サービス利用型指定共同
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る。 生活援助事業所及び受託居宅介護サービ

ス事業所の従業者」とする。 

(従業者の数等に関する特例) (従業者の数等に関する特例) 

第202条 多機能型による指定生活介護事

業所、指定自立訓練(機能訓練)事業所、指

定自立訓練(生活訓練)事業所、指定就労移

行支援事業所、指定就労継続支援A型事業

所及び指定就労継続支援B型事業所並び

に指定児童発達支援事業所、指定医療型児

童発達支援事業所及び指定放課後等デイ

サービス事業所(以下これらを「多機能型

事業所」という。)は、一体的に事業を行

う多機能型事業所の利用定数の合計が20

人未満である場合は、第80条第6項、第143

条第6項及び第7項、第153条第6項、第163

条第4項並びに第174条第4項(第187条に

おいて準用する場合を含む。)の規定にか

かわらず、当該多機能型事業所に置くべき

従業者(医師及びサービス管理責任者を除

く。)のうち、1人以上の者は、常勤でなけ

ればならないものとすることができる。 

第202条 多機能型による指定生活介護事

業所、指定自立訓練(機能訓練)事業所、指

定自立訓練(生活訓練)事業所、指定就労移

行支援事業所、指定就労継続支援A型事業

所及び指定就労継続支援B型事業所並び

に指定児童発達支援事業所、指定医療型児

童発達支援事業所及び指定放課後等デイ

サービス事業所(以下これらを「多機能型

事業所」という。)は、一体的に事業を行

う多機能型事業所の利用定数の合計が20

人未満である場合は、第80条第6項、第143

条第6項及び第7項、第153条第6項、第163

条第4項及び第5項並びに第174条第4項

(第187条において準用する場合を含む。)

の規定にかかわらず、当該多機能型事業所

に置くべき従業者(医師及びサービス管理

責任者を除く。)のうち、1人以上の者は、

常勤でなければならないものとすること

ができる。 

2 多機能型事業所(指定児童発達支援事業

所、指定医療型児童発達支援事業所及び指

定放課後等デイサービス事業所を多機能

型として一体的に行うものを除く。以下こ

の条において同じ。)は、第80条第1項第3

号及び第7項、第143条第1項第2号及び第8

項、第153条第1項第3号及び第7項、第163

条第1項第3号及び第5項並びに第174条第

1項第2号及び第5項(これらの規定を第

187条において準用する場合を含む。)の規

定にかかわらず、一体的に事業を行う多機

能型事業所のうち厚生労働大臣が定める

ものを一の事業所であるとみなして、当該

一の事業所とみなされた事業所に置くべ

きサービス管理責任者の数を、次の各号に

掲げる当該多機能型事業所の利用者の数

の合計の区分に応じ、当該各号に定める数

とし、この項の規定により置くべきものと

2 多機能型事業所(指定児童発達支援事業

所、指定医療型児童発達支援事業所及び指

定放課後等デイサービス事業所を多機能

型として一体的に行うものを除く。以下こ

の条において同じ。)は、第80条第1項第3

号及び第7項、第143条第1項第2号及び第8

項、第153条第1項第3号及び第7項、第163

条第1項第3号及び第6項並びに第174条第

1項第2号及び第5項(これらの規定を第

187条において準用する場合を含む。)の規

定にかかわらず、一体的に事業を行う多機

能型事業所のうち厚生労働大臣が定める

ものを一の事業所であるとみなして、当該

一の事業所とみなされた事業所に置くべ

きサービス管理責任者の数を、次の各号に

掲げる当該多機能型事業所の利用者の数

の合計の区分に応じ、当該各号に定める数

とし、この項の規定により置くべきものと
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されるサービス管理責任者のうち、1人以

上は、常勤でなければならないものとする

ことができる。 

されるサービス管理責任者のうち、1人以

上は、常勤でなければならないものとする

ことができる。 

(1)及び(2) (略) (1)及び(2) (略) 

(準用) (準用) 

第210条 第10条から第13条まで、第15条か

ら第18条まで、第20条、第21条、第24条

第2項、第29条、第34条の2、第36条の2

から第42条まで、第59条から第62条まで、

第68条、第70条から第72条まで、第76条、

第77条、第83条、第88条から第90条まで、

第91条(第10号を除く。)及び第92条から第

94条までの規定は、特定基準該当障害福

祉サービスの事業について準用する。この

場合において、第10条第1項中「第32条」

とあるのは「第210条第1項において準用

する第91条」と、第16条中「介護給付費」

とあるのは「特例介護給付費又は特例訓練

等給付費」と、第21条第2項中「次条第1

項から第3項まで」とあるのは「第210条

第2項において準用する第84条第2項及び

第3項、第210条第3項及び第5項において

準用する第146条第2項及び第3項並びに

第210条第4項において準用する第157条

第2項及び第3項」と、第24条第2項中「第

22条第2項」とあるのは「第210条第2項に

おいて準用する第84条第2項、第210条第3

項及び第5項において準用する第146条第

2項並びに第210条第4項において準用す

る第157条第2項」と、第37条第3項中「指

定居宅介護事業者等」とあるのは「障害福

祉サービス事業を行う者等」と、第42条

中「指定居宅介護事業所ごとに経理を区分

するとともに、指定居宅介護の事業の会計

をその他の事業の会計と」とあるのは「そ

の提供する特定基準該当障害福祉サービ

スの事業ごとに、その会計を」と、第59

条第1項中「次条第1項」とあるのは「第

210条第1項において準用する次条第1項」

と、「療養介護計画」とあるのは「特定基

第210条 第10条から第13条まで、第15条か

ら第18条まで、第20条、第21条、第24条

第2項、第29条、第37条から第42条まで、

第59条から第61条まで、第68条、第70条

から第72条まで、第77条、第83条、第91

条(第10号を除く。)及び第94条の規定は、

特定基準該当障害福祉サービスの事業に

ついて準用する。この場合において、第

10条第1項中「第32条」とあるのは「第210

条第1項において準用する第91条」と、第

16条中「介護給付費」とあるのは「特例

介護給付費又は特例訓練等給付費」と、第

21条第2項中「次条第1項から第3項まで」

とあるのは「第210条第2項において準用

する第84条第2項及び第3項、第210条第3

項及び第5項において準用する第146条第

2項及び第3項並びに第210条第4項におい

て準用する第157条第2項及び第3項」と、

第24条第2項中「第22条第2項」とあるの

は「第210条第2項において準用する第84

条第2項、第210条第3項及び第5項におい

て準用する第146条第2項並びに第210条

第4項において準用する第157条第2項」

と、第37条第3項中「指定居宅介護事業者

等」とあるのは「障害福祉サービス事業を

行う者等」と、第42条中「指定居宅介護

事業所ごとに経理を区分するとともに、指

定居宅介護の事業の会計をその他の事業

の会計と」とあるのは「その提供する特定

基準該当障害福祉サービスの事業ごとに、

その会計を」と、第59条第1項中「次条第

1項」とあるのは「第210条第1項において

準用する次条第1項」と、「療養介護計画」

とあるのは「特定基準該当障害福祉サービ

ス計画」と、第60条第1項、第2項及び第4
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準該当障害福祉サービス計画」と、第60

条第1項、第2項及び第4項から第7項まで

の規定中「療養介護計画」とあるのは「特

定基準該当障害福祉サービス計画」と、同

条第8項中「療養介護計画」とあるのは「特

定基準該当障害福祉サービス計画」と、

「6月」とあるのは「6月(特定基準該当障

害福祉サービス計画のうち特定基準該当

自立訓練(機能訓練)に係る計画又は特定

基準該当自立訓練(生活訓練)に係る計画

にあっては、3月)」と、同条第10項中「療

養介護計画」とあるのは「特定基準該当障

害福祉サービス計画」と、第61条中「前

条」とあるのは「第210条第1項において

準用する前条」と、第77条第2項第1号中

「第60条第1項」とあるのは「第210条第1

項において準用する第60条第1項」と、

「療養介護計画」とあるのは「特定基準該

当障害福祉サービス計画」と、同項第2号

中「第55条第1項」とあるのは「第210条

第1項において準用する第20条第1項」と、

同項第3号中「第67条」とあるのは「第210

条第1項において準用する第90条」と、同

項第4号から第6号までの規定中「次条」

とあるのは「第210条第1項」と、第90条

第2号中「介護給付費又は特例介護給付

費」とあるのは「特例介護給付費」と、第

94条第1項中「前条」とあるのは「第210

条第1項において準用する前条」とする。 

項から第7項までの規定中「療養介護計

画」とあるのは「特定基準該当障害福祉サ

ービス計画」と、同条第8項中「療養介護

計画」とあるのは「特定基準該当障害福祉

サービス計画」と、「6月」とあるのは「6

月(特定基準該当障害福祉サービス計画の

うち特定基準該当自立訓練(機能訓練)に

係る計画又は特定基準該当自立訓練(生活

訓練)に係る計画にあっては、3月)」と、

同条第10項中「療養介護計画」とあるの

は「特定基準該当障害福祉サービス計画」

と、第61条中「前条」とあるのは「第210

条第1項において準用する前条」と、第77

条第2項第1号中「第60条第1項」とあるの

は「第210条第1項において準用する第60

条第1項」と、「療養介護計画」とあるの

は「特定基準該当障害福祉サービス計画」

と、同項第2号中「第55条第1項」とある

のは「第210条第1項において準用する第

20条第1項」と、同項第3号中「第67条」

とあるのは「第210条第2項から第5項まで

において準用する第90条」と、同項第4号

中「第75条第2項」とあるのは「第210条

第1項において準用する第75条第2項」と、

同項第5号及び第6号中「次条」とあるの

は「第210条第1項」と、第94条中「前条」

とあるのは「第210条第2項から第5項まで

において準用する前条」とする。 

2 第79条、第84条(第1項を除く。)、第85

条(第5項を除く。)、第86条及び第87条の

規定は、特定基準該当障害福祉サービス事

業者(特定基準該当生活介護の事業を行う

者に限る。)について準用する。この場合

において、第79条中「生活介護に係る指

定障害福祉サービス(以下「指定生活介護」

という。)」とあるのは「特定基準該当生

活介護」と、第84条第2項及び第3項中「指

定生活介護」とあるのは「特定基準該当生

活介護」と、第85条第6項中「指定生活介

2 第62条、第75条、第76条、第79条、第

84条(第1項を除く。)、第85条(第5項を除

く。)、第86条から第90条まで、第92条及

び第93条の規定は、特定基準該当障害福

祉サービス事業者(特定基準該当生活介護

の事業を行う者に限る。)について準用す

る。この場合において、第75条第1項中「指

定療養介護」とあるのは「特定基準該当生

活介護」と、第79条中「生活介護に係る

指定障害福祉サービス(以下「指定生活介

護」という。)」とあるのは「特定基準該
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護事業所」とあるのは「特定基準該当障害

福祉サービス事業所」とする。 

当生活介護」と、第84条第1項から第3項

までの規定中「指定生活介護」とあるのは

「特定基準該当生活介護」と、第85条第6

項及び第88条第4項中「指定生活介護事業

所」とあるのは「特定基準該当障害福祉サ

ービス事業所」と、第90条第2号中「介護

給付費又は特例介護給付費」とあるのは

「特例介護給付費」と、第92条第2項中「指

定生活介護事業所」とあるのは「特定基準

該当障害福祉サービス事業所」とする。 

3 第142条、第146条(第1項を除く。)、第

147条(第3項を除く。)及び第148条第2項

の規定は、特定基準該当障害福祉サービス

事業者(特定基準該当自立訓練(機能訓練)

の事業を行う者に限る。)について準用す

る。この場合において、第142条中「自立

訓練(機能訓練)に係る指定障害福祉サー

ビス(以下「指定自立訓練(機能訓練)」とい

う。)」とあるのは「特定基準該当自立訓

練(機能訓練)」と、第146条第2項及び第3

項中「指定自立訓練(機能訓練)」とあるの

は「特定基準該当自立訓練(機能訓練)」と、

第147条第4項中「指定自立訓練(機能訓練)

事業所」とあるのは「特定基準該当障害福

祉サービス事業所」とする。 

3 第62条、第75条、第76条、第88条から第

90条まで、第92条、第93条、第142条、第

146条(第1項を除く。)、第147条(第3項を

除く。)及び第148条第2項の規定は、特定

基準該当障害福祉サービス事業者(特定基

準該当自立訓練(機能訓練)の事業を行う

者に限る。)について準用する。この場合

において、第75条第1項中「指定療養介護」

とあるのは「特定基準該当自立訓練(機能

訓練)」と、第88条第4項中「指定生活介護

事業所」とあるのは「特定基準該当障害福

祉サービス事業所」と、第90条第2号中「介

護給付費又は特例介護給付費」とあるのは

「特例訓練等給付費」と、第92条第2項中

「指定生活介護事業所」とあるのは「特定

基準該当障害福祉サービス事業所」と、第

142条中「自立訓練(機能訓練)に係る指定

障害福祉サービス(以下「指定自立訓練(機

能訓練)」という。)」とあるのは「特定基

準該当自立訓練(機能訓練)」と、第146条

第1項から第3項までの規定中「指定自立

訓練(機能訓練)」とあるのは「特定基準該

当自立訓練(機能訓練)」と、第147条第4

項中「指定自立訓練(機能訓練)事業所」と

あるのは「特定基準該当障害福祉サービス

事業所」とする。 

4 第147条(第3項を除く。)、第148条第2項、

第152条及び第157条(第1項及び第4項を

除く。)の規定は、特定基準該当障害福祉

サービス事業者(特定基準該当自立訓練

4 第62条、第75条、第76条、第88条から第

90条まで、第92条、第93条、第147条(第3

項を除く。)、第148条第2項、第152条及

び第157条(第1項及び第4項を除く。)の規
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(生活訓練)の事業を行う者に限る。)につい

て準用する。この場合において、第147条

第4項中「指定自立訓練(機能訓練)事業所」

とあるのは「特定基準該当障害福祉サービ

ス事業所」と、第152条中「自立訓練(生活

訓練)に係る指定障害福祉サービス(以下

「指定自立訓練(生活訓練)」という。)」と

あるのは「特定基準該当自立訓練(生活訓

練)」と、第157条第2項及び第3項中「指

定自立訓練(生活訓練)」とあるのは「特定

基準該当自立訓練(生活訓練)」とする。 

定は、特定基準該当障害福祉サービス事業

者(特定基準該当自立訓練(生活訓練)の事

業を行う者に限る。)について準用する。

この場合において、第75条第1項中「指定

療養介護」とあるのは「特定基準該当自立

訓練(生活訓練)」と、第88条第4項中「指

定生活介護事業所」とあるのは「特定基準

該当障害福祉サービス事業所」と、第90

条第2号中「介護給付費又は特例介護給付

費」とあるのは「特例訓練等給付費」と、

第92条第2項中「指定生活介護事業所」と

あるのは「特定基準該当障害福祉サービス

事業所」と、第147条第4項中「指定自立

訓練(機能訓練)事業所」とあるのは「特定

基準該当障害福祉サービス事業所」と、第

152条中「自立訓練(生活訓練)に係る指定

障害福祉サービス(以下「指定自立訓練(生

活訓練)」という。)」とあるのは「特定基

準該当自立訓練(生活訓練)」と、第157条

第1項から第3項までの規定中「指定自立

訓練(生活訓練)」とあるのは「特定基準該

当自立訓練(生活訓練)」とする。 

5 第86条、第146条(第1項を除く。)、第147

条(第3項を除く。)、第181条から第183条

まで、第186条及び第189条の規定は、特

定基準該当障害福祉サービス事業者(特定

基準該当就労継続支援B型の事業を行う

者に限る。)について準用する。この場合

において、第146条第2項及び第3項中「指

定自立訓練(機能訓練)」とあるのは「特定

基準該当就労継続支援B型」と、第147条

第4項中「指定自立訓練(機能訓練)事業所」

とあるのは「特定基準該当障害福祉サービ

ス事業所」と、第181条第1項中「第185

条」とあるのは「第210条第1項」と、「就

労継続支援A型計画」とあるのは「特定基

準該当障害福祉サービス計画」と、第186

条中「就労継続支援B型に係る指定障害福

祉サービス(以下「指定就労継続支援B型」

という。)」とあるのは「特定基準該当就

5 第62条、第75条、第76条、第86条、第

88条から第90条まで、第92条、第93条、

第146条(第1項を除く。)、第147条(第3項

を除く。)、第181条から第183条まで、第

186条及び第189条の規定は、特定基準該

当障害福祉サービス事業者(特定基準該当

就労継続支援B型の事業を行う者に限

る。)について準用する。この場合におい

て、第75条第1項中「指定療養介護」とあ

るのは「特定基準該当就労継続支援B型」

と、第88条第4項中「指定生活介護事業所」

とあるのは「特定基準該当障害福祉サービ

ス事業所」と、第90条第2号中「介護給付

費又は特例介護給付費」とあるのは「特例

訓練等給付費」と、第92条第2項中「指定

生活介護事業所」とあるのは「特定基準該

当障害福祉サービス事業所」と、第146条

第1項から第3項までの規定中「指定自立
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労継続支援B型」とする。 訓練(機能訓練)」とあるのは「特定基準該

当就労継続支援B型」と、第147条第4項中

「指定自立訓練(機能訓練)事業所」とある

のは「特定基準該当障害福祉サービス事業

所」と、第181条第1項中「第185条」とあ

るのは「第210条第1項」と、「就労継続

支援A型計画」とあるのは「特定基準該当

障害福祉サービス計画」と、第186条中「就

労継続支援B型に係る指定障害福祉サー

ビス(以下「指定就労継続支援B型」とい

う。)」とあるのは「特定基準該当就労継

続支援B型」とする。 

附 則 附 則 

第5条 第199条第3項及び第201条の8第4

項の規定は、指定共同生活援助事業所又は

日中サービス支援型指定共同生活援助事

業所の利用者のうち、重度訪問介護、同行

援護又は行動援護に係る支給決定を受け

ることができる者であって、区分省令第1

条第5号に規定する区分4、同条第6号に規

定する区分5又は同条第7号に規定する区

分6に該当するものが、共同生活住居内に

おいて、当該指定共同生活援助事業所又は

当該日中サービス支援型指定共同生活援

助事業所の従業者以外の者による居宅介

護又は重度訪問介護の利用を希望する場

合については、令和6年3月31日までの間、

当該利用者については、適用しない。 

第5条 第199条第3項及び第201条の8第4

項の規定は、指定共同生活援助事業所又は

日中サービス支援型指定共同生活援助事

業所の利用者のうち、重度訪問介護、同行

援護又は行動援護に係る支給決定を受け

ることができる者であって、区分省令第1

条第5号に規定する区分4、同条第6号に規

定する区分5又は同条第7号に規定する区

分6に該当するものが、共同生活住居内に

おいて、当該指定共同生活援助事業所又は

当該日中サービス支援型指定共同生活援

助事業所の従業者以外の者による居宅介

護又は重度訪問介護の利用を希望する場

合については、平成33年3月31日までの

間、当該利用者については、適用しない。 

2 第199条第3項及び第201条の8第4項の

規定は、指定共同生活援助事業所又は日中

サービス支援型指定共同生活援助事業所

の利用者のうち、区分省令第1条第5号に

規定する区分4、同条第6号に規定する区

分5又は同条第7号に規定する区分6に該

当する者が、共同生活住居内において、当

該指定共同生活援助事業所又は当該日中

サービス支援型指定共同生活援助事業所

の従業者以外の者による居宅介護(身体介

護に係るものに限る。以下この項において

同じ。)の利用を希望し、次の各号に掲げ

2 第199条第3項及び第201条の8第4項の

規定は、指定共同生活援助事業所又は日中

サービス支援型指定共同生活援助事業所

の利用者のうち、区分省令第1条第5号に

規定する区分4、同条第6号に規定する区

分5又は同条第7号に規定する区分6に該

当する者が、共同生活住居内において、当

該指定共同生活援助事業所又は当該日中

サービス支援型指定共同生活援助事業所

の従業者以外の者による居宅介護(身体介

護に係るものに限る。以下この項において

同じ。)の利用を希望し、次の各号に掲げ

－247－



る要件のいずれにも該当する場合にあっ

ては、令和6年3月31日までの間、当該利

用者については、適用しない。 

る要件のいずれにも該当する場合にあっ

ては、平成33年3月31日までの間、当該利

用者については、適用しない。 

(1)及び(2) (略) (1)及び(2) (略) 

3 (略) 3 (略) 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

（虐待の防止に係る経過措置） 

２ この条例の施行の日から令和４年３月３１日までの間、改正後の船橋市指定障害福祉

サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（以下「新条例」

という。）第４条第３項及び第４１条の２（新条例第４４条第１項及び第２項、第４４条

の４、第４９条第１項及び第２項、第７８条、第９５条、第９５条の５、第１１０条、

第１１０条の４、第１２３条、第１４９条、第１４９条の４、第１５９条、第１５９条

の４、第１７２条、第１８５条、第１９０条、第１９４条、第１９４条の１２、第１９

４条の２０、第２０１条、第２０１条の１１、第２０１条の２２並びに第２１０条第１

項において準用する場合を含む。）の規定の適用については、これらの規定中「講じなけ

れば」とあるのは、「講ずるよう努めなければ」とする。 

（業務継続計画の策定等に係る経過措置） 

３ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新条例第３４条の２（新条例

第４４条第１項及び第２項、第４４条の４、第４９条第１項及び第２項、第７８条、第

９５条、第９５条の５、第１１０条、第１１０条の４、第１２３条、第１４９条、第１

４９条の４、第１５９条、第１５９条の４、第１７２条、第１８５条、第１９０条、第

１９４条、第１９４条の１２、第１９４条の２０、第２０１条、第２０１条の１１、第

２０１条の２２並びに第２１０条第１項において準用する場合を含む。）の規定の適用に

ついては、これらの規定中「講じなければ」とあるのは「講ずるよう努めなければ」と、

「実施しなければ」とあるのは「実施するよう努めなければ」と、「行う」とあるのは「行

うよう努める」とする。 

（感染症の予防及びまん延の防止のための措置に係る経過措置） 

４ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新条例第３５条第３項（新条

例第４４条第１項及び第２項、第４４条の４、第４９条第１項及び第２項、第１２３条、
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第１９４条の１２並びに第１９４条の２０において準用する場合を含む。）、第７３条第

２項及び第９２条第２項（新条例第９５条の５、第１１０条、第１１０条の４、第１４

９条、第１４９条の４、第１５９条、第１５９条の４、第１７２条、第１８５条、第１

９０条、第１９４条、第２０１条、第２０１条の１１、第２０１条の２２及び第２１０

条第１項において準用する場合を含む。）の規定の適用については、これらの規定中「講

じなければ」とあるのは、「講ずるよう努めなければ」とする。 

（身体拘束等の禁止に係る経過措置） 

５ この条例の施行の日から令和４年３月３１日までの間、新条例第３６条の２第３項（新

条例第４４条第１項及び第２項、第４４条の４、第７８条、第９５条、第９５条の５、

第１１０条、第１１０条の４、第１２３条、第１４９条、第１４９条の４、第１５９条、

第１５９条の４、第１７２条、第１８５条、第１９０条、第１９４条、第２０１条、第

２０１条の１１、第２０１条の２２並びに第２１０条第１項において準用する場合を含

む。）の規定の適用については、これらの規定中「講じなければ」とあるのは、「講ずる

よう努めなければ」とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理 由 

 

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サ

ービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い、所要の改正を行う

必要がある。これが、この条例案を提出する理由である。 
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議案第４８号 

 

 船橋市障害者支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例

を次のように制定する。 

 

  令和３年２月１５日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

船橋市障害者支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する

条例 

 

船橋市障害者支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年船橋市条

例第６７号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

(障害者支援施設の一般原則) (障害者支援施設の一般原則) 

第3条 (略) 第3条 (略) 

2 (略) 2 (略) 

3 障害者支援施設は、利用者の人権の擁

護、虐待の防止等のため、必要な体制の整

備を行うとともに、その職員に対し、研修

を実施する等の措置を講じなければなら

ない。 

3 障害者支援施設は、利用者の人権の擁

護、虐待の防止等のため、責任者を設置す

る等必要な体制の整備を行うとともに、そ

の職員に対し、研修を実施する等の措置を

講ずるよう努めなければならない。 

(非常災害対策) (非常災害対策) 

第7条 (略) 第7条 (略) 

2 (略) 2 (略) 

3 障害者支援施設は、前項に規定する訓練

の実施に当たって、地域住民の参加が得ら

れるよう連携に努めなければならない。 

 

(職員の配置の基準) (職員の配置の基準) 

第11条 (各号列記以外の部分略) 第11条 (各号列記以外の部分略) 

(1)～(4) (略) (1)～(4) (略) 

(5) (略) (5) (略) 
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ア～ウ (略) ア～ウ (略) 

 エ ア(ｲ)の就労支援員のうち、1人以上

は、常勤でなければならない。 

エ (略) オ (略) 

(6)及び(7) (略) (6)及び(7) (略) 

2～4 (略) 2～4 (略) 

(複数の昼間実施サービスを行う場合にお

ける職員の数) 

(複数の昼間実施サービスを行う場合にお

ける職員の数) 

第12条 複数の昼間実施サービスを行う障

害者支援施設は、昼間実施サービスの利用

定員の合計が20人未満である場合は、前

条第1項第2号エ、第3号エ及びオ、第4号

エ、第5号ウ(イ(ｱ)に係る部分を除く。)並

びに第6号イの規定にかかわらず、当該障

害者支援施設が昼間実施サービスを行う

場合に置くべき職員(施設長、医師及びサ

ービス管理責任者を除く。)のうち、1人以

上は、常勤でなければならないとすること

ができる。 

第12条 複数の昼間実施サービスを行う障

害者支援施設は、昼間実施サービスの利用

定員の合計が20人未満である場合は、前

条第1項第2号エ、第3号エ及びオ、第4号

エ、第5号ウ(イ(ｱ)に係る部分を除く。)及

びエ並びに第6号イの規定にかかわらず、

当該障害者支援施設が昼間実施サービス

を行う場合に置くべき職員(施設長、医師

及びサービス管理責任者を除く。)のうち、

1人以上は、常勤でなければならないとす

ることができる。 

2 複数の昼間実施サービスを行う障害者

支援施設は、前条第1項第2号ア(ｳ)及びオ、

第3号ア(ｲ)及びカ、第4号ア(ｲ)及びオ、第5

号ア(ｳ)、イ(ｲ)及びエ並びに第6号ア(ｲ)及

びウの規定にかかわらず、サービス管理責

任者の数を、次の各号に掲げる当該障害者

支援施設が提供する昼間実施サービスの

うち厚生労働大臣が定めるものの利用者

の数の合計の区分に応じ、当該各号に定め

る数とし、当該数のうち1以上は、常勤で

なければならないとすることができる。 

2 複数の昼間実施サービスを行う障害者

支援施設は、前条第1項第2号ア(ｳ)及びオ、

第3号ア(ｲ)及びカ、第4号ア(ｲ)及びオ、第5

号ア(ｳ)、イ(ｲ)及びオ並びに第6号ア(ｲ)及

びウの規定にかかわらず、サービス管理責

任者の数を、次の各号に掲げる当該障害者

支援施設が提供する昼間実施サービスの

うち厚生労働大臣が定めるものの利用者

の数の合計の区分に応じ、当該各号に定め

る数とし、当該数のうち1以上は、常勤で

なければならないとすることができる。 

(1)及び(2) (略) (1)及び(2) (略) 

(施設障害福祉サービス計画の作成等) (施設障害福祉サービス計画の作成等) 

第19条 (略) 第19条 (略) 

2～4 (略) 2～4 (略) 

5 サービス管理責任者は、施設障害福祉サ

ービス計画の作成に係る会議(利用者に対

する施設障害福祉サービス等の提供に当

たる担当者等を招集して行う会議をいい、

テレビ電話装置その他の情報通信機器(以

下「テレビ電話装置等」という。)を活用

5 サービス管理責任者は、施設障害福祉サ

ービス計画の作成に係る会議(利用者に対

する施設障害福祉サービス等の提供に当

たる担当者等を招集して行う会議をい

う。)を開催し、前項に規定する施設障害

福祉サービス計画の原案の内容について
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して行うことができるものとする。)を開

催し、前項に規定する施設障害福祉サービ

ス計画の原案の内容について意見を求め

るものとする。 

意見を求めるものとする。 

6～10 (略) 6～10 (略) 

(職場への定着のための支援等の実施) (職場への定着のための支援の実施) 

第28条 (略) 第28条 (略) 

2 (略) 2 (略) 

3 障害者支援施設は、就労移行支援の提供

に当たっては、利用者が、指定就労定着支

援の利用を希望する場合には、第1項に定

める支援が終了した日以後速やかに当該

指定就労定着支援を受けられるよう、指定

就労定着支援事業者との連絡調整を行わ

なければならない。 

 

4 障害者支援施設は、就労継続支援B型の

提供に当たっては、利用者が、指定就労定

着支援の利用を希望する場合には、第2項

に定める支援が終了した日以後速やかに

指定就労定着支援を受けられるよう、指定

就労定着支援事業者との連絡調整に努め

なければならない。 

 

(施設長の責務) (施設長の責務) 

第36条 (略) 第36条 (略) 

2 施設長は、障害者支援施設の職員に第4

条から第46条までの規定を遵守させるた

め必要な指揮命令を行うものとする。 

2 施設長は、障害者支援施設の職員に第4

条から第45条までの規定を遵守させるた

め必要な指揮命令を行うものとする。 

(勤務体制の確保等) (勤務体制の確保等) 

第37条 (略) 第37条 (略) 

2及び3 (略) 2及び3 (略) 

4 障害者支援施設は、適切な施設障害福祉

サービスの提供を確保する観点から、職場

において行われる性的な言動又は優越的

な関係を背景とした言動であって業務上

必要かつ相当な範囲を超えたものにより

職員の就業環境が害されることを防止す

るための方針の明確化等の必要な措置を

講じなければならない。 

 

(業務継続計画の策定等)  

第37条の2 障害者支援施設は、感染症や非  
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常災害の発生時において、利用者に対する

施設障害福祉サービスの提供を継続的に

実施するための、及び非常時の体制で早期

の業務再開を図るための計画(以下「業務

継続計画」という。)を策定し、当該業務

継続計画に従い必要な措置を講じなけれ

ばならない。 

2 障害者支援施設は、職員に対し、業務継

続計画について周知するとともに、必要な

研修及び訓練を定期的に実施しなければ

ならない。 

 

3 障害者支援施設は、定期的に業務継続計

画の見直しを行い、必要に応じて業務継続

計画の変更を行うものとする。 

 

(衛生管理等) (衛生管理等) 

第39条 (略) 第39条 (略) 

2 障害者支援施設は、当該障害者支援施設

において感染症又は食中毒が発生し、又は

まん延しないように、次に掲げる措置を講

じなければならない。 

2 障害者支援施設は、障害者支援施設にお

いて感染症若しくは食中毒が発生し、又は

まん延しないように必要な措置を講ずる

よう努めなければならない。 

(1) 当該障害者支援施設における感染症

及び食中毒の予防及びまん延の防止の

ための対策を検討する委員会(テレビ電

話装置等を活用して行うことができる

ものとする。)を定期的に開催するとと

もに、その結果について、職員に周知徹

底を図ること。 

 

(2) 当該障害者支援施設における感染症

及び食中毒の予防及びまん延の防止の

ための指針を整備すること。 

 

(3) 当該障害者支援施設において、職員

に対し、感染症及び食中毒の予防及びま

ん延の防止のための研修並びに感染症

の予防及びまん延の防止のための訓練

を定期的に実施すること。 

 

(身体拘束等の禁止) (身体拘束等の禁止) 

第41条 (略) 第41条 (略) 

2 (略) 2 (略) 

3 障害者支援施設は、身体拘束等の適正化

を図るため、次に掲げる措置を講じなけれ
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ばならない。 

(1) 身体拘束等の適正化のための対策を

検討する委員会(テレビ電話装置等を活

用して行うことができるものとする。)

を定期的に開催するとともに、その結果

について、職員に周知徹底を図ること。 

 

(2) 身体拘束等の適正化のための指針を

整備すること。 

 

(3) 職員に対し、身体拘束等の適正化の

ための研修を定期的に実施すること。 

 

(虐待の防止)  

第46条 障害者支援施設は、虐待の発生又

はその再発を防止するため、次に掲げる措

置を講じなければならない。 

 

(1) 当該障害者支援施設における虐待の

防止のための対策を検討する委員会(テ

レビ電話装置等を活用して行うことが

できるものとする。)を定期的に開催す

るとともに、その結果について、職員に

周知徹底を図ること。 

 

(2) 当該障害者支援施設において、職員

に対し、虐待の防止のための研修を定期

的に実施すること。 

 

(3) 前2号に掲げる措置を適切に実施す

るための担当者を置くこと。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

（虐待の防止に係る経過措置） 

２ この条例の施行の日から令和４年３月３１日までの間、改正後の船橋市障害者支援施

設の設備及び運営に関する基準を定める条例（以下「新条例」という。）第３条第３項及

び第４６条の規定の適用については、これらの規定中「講じなければ」とあるのは、「講

ずるよう努めなければ」とする。 

（業務継続計画の策定等に係る経過措置） 

３ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新条例第３７条の２の規定の

適用については、同条中「講じなければ」とあるのは「講ずるよう努めなければ」と、

－255－



「実施しなければ」とあるのは「実施するよう努めなければ」と、「行う」とあるのは「行

うよう努める」とする。 

（感染症の予防及びまん延の防止のための措置に係る経過措置） 

４ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新条例第３９条第２項の規定

の適用については、同項中「講じなければ」とあるのは、「講ずるよう努めなければ」と

する。 

（身体拘束等の禁止に係る経過措置） 

５ この条例の施行の日から令和４年３月３１日までの間、新条例第４１条第３項の規定

の適用については、同項中「講じなければ」とあるのは、「講ずるよう努めなければ」と

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理 由 

 

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく障害者支援施設

の設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い、所要の改正を行う必要がある。これが、

この条例案を提出する理由である。 
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議案第４９号 

 

 船橋市指定障害者支援施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例の一部を

改正する条例を次のように制定する。 

 

  令和３年２月１５日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

   船橋市指定障害者支援施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例の一

部を改正する条例 

 

 船橋市指定障害者支援施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成２

４年船橋市条例第６３号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

(指定障害者支援施設の一般原則) (指定障害者支援施設の一般原則) 

第4条 (略) 第4条 (略) 

2 (略) 2 (略) 

3 指定障害者支援施設は、利用者の人権の

擁護、虐待の防止等のため、必要な体制の

整備を行うとともに、その従業者に対し、

研修を実施する等の措置を講じなければ

ならない。 

3 指定障害者支援施設は、利用者の人権の

擁護、虐待の防止等のため、責任者を設置

する等必要な体制の整備を行うとともに、

その従業者に対し、研修を実施する等の措

置を講ずるよう努めなければならない。 

(従業者の数) (従業者の数) 

第5条 (各号列記以外の部分略) 第5条 (各号列記以外の部分略) 

(1) (略) (1) (略) 

 ア～エ (略) 

 オ ア(ｳ)のサービス管理責任者のう

ち、1人以上は、常勤でなければなら

ない。 

 ア～エ (略) 

 オ ア(ｳ)サービス管理責任者のうち、1

人以上は、常勤でなければならない。 

(2) (略) 

 ア (略) 

 イ 指定障害者支援施設が、指定障害者

(2) (略) 

 ア (略) 

  イ 指定障害者支援施設が、指定障害者 
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支援施設における自立訓練(機能訓

練)に併せて利用者の居宅を訪問する

ことにより、自立訓練(機能訓練)(以下

「訪問による自立訓練(機能訓練)」と

いう。)を提供する場合にあっては、

アに掲げる従業者の数に加えて、当該

訪問による自立訓練(機能訓練)を提

供する生活支援員を1人以上置くもの

とする。 

 ウ～カ (略) 

支援施設における自立訓練(機能訓

練)に併せて利用者の居宅を訪問する

ことにより、自立訓練(機能訓練)(以下

「訪問による自立訓練(機能訓練)」と

いう。)を提供する場合にあっては、

アに掲げる職員の数に加えて、当該訪

問による自立訓練(機能訓練)を提供

する生活支援員を1人以上置くものと

する。 

  ウ～カ (略) 

(3) (略) (3) (略) 

(4) (略) (4) (略) 

ア～ウ (略) ア～ウ (略) 

 エ ア(ｲ)の就労支援員のうち、1人以上

は、常勤でなければならない。 

エ (略) オ (略) 

(5)及び(6) (略) (5)及び(6) (略) 

2及び3 (略) 2及び3 (略) 

(複数の昼間実施サービスを行う場合にお

ける従業者の数) 

(複数の昼間実施サービスを行う場合にお

ける従業者の数) 

第7条 複数の昼間実施サービスを行う指

定障害者支援施設は、昼間実施サービスの

利用定員の合計が20人未満である場合

は、第5条第1項第1号エ、第2号エ及びオ、

第3号エ、第4号ウ(イ(ｱ)に係る部分を除

く。)並びに第5号イの規定にかかわらず、

当該指定障害者支援施設が提供する昼間

実施サービスを行う場合に置くべき従業

者(医師及びサービス管理責任者を除く。)

のうち、1人以上は、常勤でなければなら

ないとすることができる。 

第7条 複数の昼間実施サービスを行う指

定障害者支援施設は、昼間実施サービスの

利用定員の合計が20人未満である場合

は、第5条第1項第1号エ、第2号エ及びオ、

第3号エ、第4号ウ(イ(ｱ)に係る部分を除

く。)及びエ並びに第5号イの規定にかかわ

らず、当該指定障害者支援施設が提供する

昼間実施サービスを行う場合に置くべき

従業者(医師及びサービス管理責任者を除

く。)のうち、1人以上は、常勤でなければ

ならないとすることができる。 

2 複数の昼間実施サービスを行う指定障

害者支援施設は、第5条第1項第1号ア(ｳ)

及びオ、第2号ア(ｲ)及びカ、第3号ア(ｲ)及

びオ、第4号ア(ｳ)、イ(ｲ)及びエ並びに第5

号ア(ｲ)及びウの規定にかかわらず、サー

ビス管理責任者の数を、次の各号に掲げる

当該指定障害者支援施設が提供する昼間

実施サービスのうち厚生労働大臣が定め

るものの利用者の数の合計の区分に応じ、

2 複数の昼間実施サービスを行う指定障

害者支援施設は、第5条第1項第1号ア(ｳ)

及びオ、第2号ア(ｲ)及びカ、第3号ア(ｲ)及

びオ、第4号ア(ｳ)、イ(ｲ)及びオ並びに第5

号ア(ｲ)及びウの規定にかかわらず、サー

ビス管理責任者の数を、次の各号に掲げる

当該指定障害者支援施設が提供する昼間

実施サービスのうち厚生労働大臣が定め

るものの利用者の数の合計の区分に応じ、
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当該各号に定める数とし、これらの規定に

より置くべきものとされるサービス管理

責任者のうち、1人以上は、常勤でなけれ

ばならないとすることができる。 

当該各号に定める数とし、これらの規定に

より置くべきものとされるサービス管理

責任者のうち、1人以上は、常勤でなけれ

ばならないとすることができる。 

(1)及び(2) (略) (1)及び(2) (略) 

(サービス提供困難時の対応) (サービス提供困難時の対応) 

第15条 指定障害者支援施設は、生活介護、

自立訓練(機能訓練)、自立訓練(生活訓練)、

就労移行支援又は就労継続支援B型に係

る通常の事業の実施地域等を勘案し、利用

申込者に対し自ら適切な生活介護、自立訓

練(機能訓練)、自立訓練(生活訓練)、就労

移行支援又は就労継続支援B型を提供す

ることが困難であると認めた場合は、適当

な他の指定障害者支援施設等、指定生活介

護事業者(船橋市指定障害福祉サービスの

事業等の人員、設備及び運営に関する基準

等を定める条例(平成24年船橋市条例第

62号。第36条第3項において「指定障害福

祉サービス基準条例」という。)第80条第1

項に規定する指定生活介護事業者をい

う。)、指定自立訓練(機能訓練)事業者(同

条例第143条第1項に規定する指定自立訓

練(機能訓練)事業者をいう。)、指定自立訓

練(生活訓練)事業者(同条例第153条第1項

に規定する指定自立訓練(生活訓練)事業

者をいう。)、指定就労移行支援事業者(同

条例第163条第1項に規定する指定就労移

行支援事業者をいう。)、指定就労継続支

援B型事業者(同条例第189条第1項に規定

する指定就労継続支援B型事業者をい

う。)等の紹介その他の必要な措置を速や

かに講じなければならない。 

第15条 指定障害者支援施設は、生活介護、

自立訓練(機能訓練)、自立訓練(生活訓練)、

就労移行支援又は就労継続支援B型に係

る通常の事業の実施地域等を勘案し、利用

申込者に対し自ら適切な生活介護、自立訓

練(機能訓練)、自立訓練(生活訓練)、就労

移行支援又は就労継続支援B型を提供す

ることが困難であると認めた場合は、適当

な他の指定障害者支援施設等、指定生活介

護事業者(船橋市指定障害福祉サービスの

事業等の人員、設備及び運営に関する基準

等を定める条例(平成24年船橋市条例第

62号)第80条第1項に規定する指定生活介

護事業者をいう。)、指定自立訓練(機能訓

練)事業者(同条例第143条第1項に規定す

る指定自立訓練 (機能訓練 )事業者をい

う。)、指定自立訓練(生活訓練)事業者(同

条例第153条第1項に規定する指定自立訓

練(生活訓練)事業者をいう。)、指定就労移

行支援事業者(同条例第163条第1項に規

定する指定就労移行支援事業者をいう。)、

指定就労継続支援B型事業者(同条例第

189条第1項に規定する指定就労継続支援

B型事業者をいう。)等の紹介その他の必

要な措置を速やかに講じなければならな

い。 

2 (略) 2 (略) 

(施設障害福祉サービス計画の作成等) (施設障害福祉サービス計画の作成等) 

第27条 (略) 第27条 (略) 

2～4 (略) 2～4 (略) 

5 サービス管理責任者は、施設障害福祉サ

ービス計画の作成に係る会議(利用者に対

する施設障害福祉サービス等の提供に当

5 サービス管理責任者は、施設障害福祉サ

ービス計画の作成に係る会議(利用者に対

する施設障害福祉サービス等の提供に当
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たる担当者等を招集して行う会議をいい、

テレビ電話装置その他の情報通信機器(以

下「テレビ電話装置等」という。)を活用

して行うことができるものとする。)を開

催し、前項に規定する施設障害福祉サービ

ス計画の原案の内容について意見を求め

るものとする。 

たる担当者等を招集して行う会議をい

う。)を開催し、前項に規定する施設障害

福祉サービス計画の原案の内容について

意見を求めるものとする。 

6～10 (略) 6～10 (略) 

(職場への定着のための支援等の実施) (職場への定着のための支援の実施) 

第36条 (略) 第36条 (略) 

2 (略)  2 (略) 

3 指定障害者支援施設は、就労移行支援の

提供に当たっては、利用者が、指定就労定

着支援(指定障害福祉サービス基準条例第

194条の2に規定する指定就労定着支援を

いう。以下同じ。)の利用を希望する場合

には、第1項に定める支援が終了した日以

後速やかに当該指定就労定着支援を受け

られるよう、指定就労定着支援事業者(指

定障害福祉サービス基準条例第194条の3

第1項に規定する指定就労定着支援事業者

をいう。以下同じ。)との連絡調整を行わ

なければならない。 

 

4 指定障害者支援施設は、就労継続支援B

型の提供に当たっては、利用者が、指定就

労定着支援の利用を希望する場合には、第

2項に定める支援が終了した日以後速や

かに指定就労定着支援を受けられるよう、

指定就労定着支援事業者との連絡調整に

努めなければならない。 

 

 (勤務体制の確保等) 

第47条 (略) 

2及び3 (略) 

4 指定障害者支援施設は、適切な施設障害

福祉サービスの提供を確保する観点から、

職場において行われる性的な言動又は優

越的な関係を背景とした言動であって業

務上必要かつ相当な範囲を超えたものに

より従業者の就業環境が害されることを

防止するための方針の明確化等の必要な

 (勤務体制の確保等) 

第47条 (略) 

2及び3 (略) 
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措置を講じなければならない。 

(業務継続計画の策定等)  

第47条の2 指定障害者支援施設は、感染症

や非常災害の発生時において、利用者に対

する施設障害福祉サービスの提供を継続

的に実施するための、及び非常時の体制で

早期の業務再開を図るための計画(以下

「業務継続計画」という。)を策定し、当

該業務継続計画に従い必要な措置を講じ

なければならない。 

 

2 指定障害者支援施設は、従業者に対し、

業務継続計画について周知するとともに、

必要な研修及び訓練を定期的に実施しな

ければならない。 

 

3 指定障害者支援施設は、定期的に業務継

続計画の見直しを行い、必要に応じて業務

継続計画の変更を行うものとする。 

 

(非常災害対策) (非常災害対策) 

第49条 (略) 第49条 (略) 

2 (略) 2 (略) 

3 指定障害者支援施設は、前項に規定する

訓練の実施に当たって、地域住民の参加が

得られるよう連携に努めなければならな

い。 

 

(衛生管理等) (衛生管理等) 

第50条 (略) 第50条 (略) 

2 指定障害者支援施設は、当該指定障害者

支援施設において感染症又は食中毒が発

生し、又はまん延しないように、次に掲げ

る措置を講じなければならない。 

2 指定障害者支援施設は、指定障害者支援

施設において感染症又は食中毒が発生し、

又はまん延しないように必要な措置を講

ずるよう努めなければならない。 

(1) 当該指定障害者支援施設における感

染症及び食中毒の予防及びまん延の防

止のための対策を検討する委員会(テレ

ビ電話装置等を活用して行うことがで

きるものとする。)を定期的に開催する

とともに、その結果について、従業者に

周知徹底を図ること。 

 

(2) 当該指定障害者支援施設における感

染症及び食中毒の予防及びまん延の防

止のための指針を整備すること。 
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(3) 当該指定障害者支援施設において、

従業者に対し、感染症及び食中毒の予防

及びまん延の防止のための研修並びに

感染症の予防及びまん延の防止のため

の訓練を定期的に実施すること。 

 

(掲示) (掲示) 

第52条 (略) 第52条 (略) 

2 指定障害者支援施設は、前項に規定する

事項を記載した書面を当該指定障害者支

援施設に備え付け、かつ、これをいつでも

関係者に自由に閲覧させることにより、同

項の規定による掲示に代えることができ

る。 

 

(身体拘束等の禁止) (身体拘束等の禁止) 

第53条 (略) 第53条 (略) 

2 (略) 2 (略)  

3 指定障害者支援施設は、身体拘束等の適

正化を図るため、次に掲げる措置を講じな

ければならない。 

 

(1) 身体拘束等の適正化のための対策を

検討する委員会(テレビ電話装置等を活

用して行うことができるものとする。)

を定期的に開催するとともに、その結果

について、従業者に周知徹底を図るこ

と。 

 

(2) 身体拘束等の適正化のための指針を

整備すること。 

 

(3) 従業者に対し、身体拘束等の適正化

のための研修を定期的に実施すること。 

 

(虐待の防止)  

第59条の2 指定障害者支援施設は、虐待の

発生又はその再発を防止するため、次に掲

げる措置を講じなければならない。 

 

(1) 当該指定障害者支援施設における虐

待の防止のための対策を検討する委員

会(テレビ電話装置等を活用して行うこ

とができるものとする。)を定期的に開

催するとともに、その結果について、従

業者に周知徹底を図ること。 

 

(2) 当該指定障害者支援施設において、  
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従業者に対し、虐待の防止のための研修

を定期的に実施すること。 

(3) 前2号に掲げる措置を適切に実施す

るための担当者を置くこと。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

（虐待の防止に係る経過措置） 

２ この条例の施行の日から令和４年３月３１日までの間、改正後の船橋市指定障害者支

援施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（以下「新条例」という。）第

４条第３項及び第５９条の２の規定の適用については、これらの規定中「講じなければ」

とあるのは、「講ずるよう努めなければ」とする。 

（業務継続計画の策定等に係る経過措置） 

３ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新条例第４７条の２の規定の

適用については、同条中「講じなければ」とあるのは「講ずるよう努めなければ」と、

「実施しなければ」とあるのは「実施するよう努めなければ」と、「行う」とあるのは「行

うよう努める」とする。 

（感染症の予防及びまん延の防止のための措置に係る経過措置） 

４ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新条例第５０条第２項の規定

の適用については、同項中「講じなければ」とあるのは、「講ずるよう努めなければ」と

する。 

（身体拘束等の禁止に係る経過措置） 

５ この条例の施行の日から令和４年３月３１日までの間、新条例第５３条第３項の規定

の適用については、同項中「講じなければ」とあるのは、「講ずるよう努めなければ」と

する。 
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理 由 

 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害者支援

施設等の人員、設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い、所要の改正を行う必要があ

る。これが、この条例案を提出する理由である。 
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議案第５０号 

 

 船橋市福祉ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例を次

のように制定する。 

 

  令和３年２月１５日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹 

 

 

船橋市福祉ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例 

 

 船橋市福祉ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年船橋市条例第

６６号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

(基本方針) (基本方針) 

第3条 (略) 第3条 (略) 

2及び3 (略) 2及び3 (略)  

4 福祉ホームは、利用者の人権の擁護、虐

待の防止等のため、必要な体制の整備を行

うとともに、その職員に対し、研修を実施

する等の措置を講じなければならない。 

4 福祉ホームは、利用者の人権の擁護、虐

待の防止等のため、責任者を設置する等必

要な体制の整備を行うとともに、その職員

に対し、研修を実施する等の措置を講ずる

よう努めなければならない。 

(非常災害対策) (非常災害対策) 

第6条 (略) 第6条 (略) 

2 (略) 2 (略) 

3 福祉ホームは、前項に規定する訓練の実

施に当たって、地域住民の参加が得られる

よう連携に努めなければならない。 

 

(勤務体制の確保等)  

第12条の2 福祉ホームは、利用者に対し、

適切なサービスを提供できるよう、職員の

勤務の体制を定めておかなければならな

い。 

 

2 福祉ホームは、当該福祉ホームの職員に  
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よってサービスを提供しなければならな

い。ただし、利用者の支援に直接影響を及

ぼさない業務については、この限りでな

い。 

3 福祉ホームは、職員の資質の向上のため

に、その研修の機会を確保しなければなら

ない。 

 

4 福祉ホームは、適切なサービスの提供を

確保する観点から、職場において行われる

性的な言動又は優越的な関係を背景とし

た言動であって業務上必要かつ相当な範

囲を超えたものにより職員の就業環境が

害されることを防止するための方針の明

確化等の必要な措置を講じなければなら

ない。 

 

(業務継続計画の策定等)  

第13条の2 福祉ホームは、感染症や非常災

害の発生時において、利用者に対するサー

ビスの提供を継続的に実施するための、及

び非常時の体制で早期の業務再開を図る

ための計画(以下「業務継続計画」という。)

を策定し、当該業務継続計画に従い必要な

措置を講じなければならない。 

 

2 福祉ホームは、職員に対し、業務継続計

画について周知するとともに、必要な研修

及び訓練を定期的に実施しなければなら

ない。 

 

3 福祉ホームは、定期的に業務継続計画の

見直しを行い、必要に応じて業務継続計画

の変更を行うものとする。 

 

(衛生管理等) (衛生管理等) 

第14条 (略) 第14条 (略) 

2 福祉ホームは、当該福祉ホームにおいて

感染症が発生し、又はまん延しないよう

に、次に掲げる措置を講じなければならな

い。 

2 福祉ホームは、福祉ホームにおいて感染

症が発生し、又はまん延しないように必要

な措置を講ずるよう努めなければならな

い。 

(1) 当該福祉ホームにおける感染症の予

防及びまん延の防止のための対策を検

討する委員会(テレビ電話装置その他の

情報通信機器(第18条第1号において「テ
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レビ電話装置等」という。)を活用して

行うことができるものとする。)を定期

的に開催するとともに、その結果につい

て、職員に周知徹底を図ること。 

(2) 当該福祉ホームにおける感染症の予

防及びまん延の防止のための指針を整

備すること。 

 

(3) 当該福祉ホームにおいて、職員に対

し、感染症の予防及びまん延の防止のた

めの研修及び訓練を定期的に実施する

こと。 

 

(虐待の防止)  

第18条 福祉ホームは、虐待の発生又はそ

の再発を防止するため、次に掲げる措置を

講じなければならない。 

 

(1) 当該福祉ホームにおける虐待の防止

のための対策を検討する委員会(テレビ

電話装置等を活用して行うことができ

るものとする。)を定期的に開催すると

ともに、その結果について、職員に周知

徹底を図ること。 

 

(2) 当該福祉ホームにおいて、職員に対

し、虐待の防止のための研修を定期的に

実施すること。 

 

(3) 前2号に掲げる措置を適切に実施す

るための担当者を置くこと。 

 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

（虐待の防止に係る経過措置） 

２ この条例の施行の日から令和４年３月３１日までの間、改正後の船橋市福祉ホームの

設備及び運営に関する基準を定める条例（以下「新条例」という。）第３条第４項及び第

１８条の規定の適用については、これらの規定中「講じなければ」とあるのは、「講ずる

よう努めなければ」とする。 

（業務継続計画の策定等に係る経過措置） 

３ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新条例第１３条の２の規定の
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適用については、同条中「講じなければ」とあるのは「講ずるよう努めなければ」と、

「実施しなければ」とあるのは「実施するよう努めなければ」と、「行う」とあるのは「行

うよう努める」とする。 

（感染症の予防及びまん延の防止のための措置に係る経過措置） 

４ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新条例第１４条第２項の規定

の適用については、同項中「講じなければ」とあるのは、「講ずるよう努めなければ」と

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理 由 

 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく福祉ホームの設

備及び運営に関する基準の一部改正に伴い、所要の改正を行う必要がある。これが、この

条例案を提出する理由である。 
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議案第５１号 

 

 船橋市地域活動支援センターの設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正す

る条例を次のように制定する。 

 

  令和３年２月１５日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹 

 

 

船橋市地域活動支援センターの設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改

正する条例 

 

 船橋市地域活動支援センターの設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年船

橋市条例第６５号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

(基本方針) (基本方針) 

第3条 (略) 第3条 (略) 

2及び3 (略) 2及び3 (略) 

4 地域活動支援センターは、利用者の人権

の擁護、虐待の防止等のため、必要な体制

の整備を行うとともに、その職員に対し、

研修を実施する等の措置を講じなければ

ならない。 

4 地域活動支援センターは、利用者の人権

の擁護、虐待の防止等のため、責任者を設

置する等必要な体制の整備を行うととも

に、その職員に対し、研修を実施する等の

措置を講ずるよう努めなければならない。 

(非常災害対策) (非常災害対策) 

第5条 (略) 第5条 (略) 

2 (略) 2 (略) 

3 地域活動支援センターは、前項に規定す

る訓練の実施に当たって、地域住民の参加

が得られるよう連携に努めなければなら

ない。 

 

(勤務体制の確保等)  

第14条の2 地域活動支援センターは、利用

者に対し、適切なサービスを提供できるよ
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う、職員の勤務の体制を定めておかなけれ

ばならない。 

2 地域活動支援センターは、当該地域活動

支援センターの職員によってサービスを

提供しなければならない。ただし、利用者

の支援に直接影響を及ぼさない業務につ

いては、この限りでない。 

 

3 地域活動支援センターは、職員の資質の

向上のために、その研修の機会を確保しな

ければならない。 

 

4 地域活動支援センターは、適切なサービ

スの提供を確保する観点から、職場におい

て行われる性的な言動又は優越的な関係

を背景とした言動であって業務上必要か

つ相当な範囲を超えたものにより職員の

就業環境が害されることを防止するため

の方針の明確化等の必要な措置を講じな

ければならない。 

 

(業務継続計画の策定等)  

第15条の2 地域活動支援センターは、感染

症や非常災害の発生時において、利用者に

対するサービスの提供を継続的に実施す

るための、及び非常時の体制で早期の業務

再開を図るための計画(以下「業務継続計

画」という。)を策定し、当該業務継続計

画に従い必要な措置を講じなければなら

ない。 

 

2 地域活動支援センターは、職員に対し、

業務継続計画について周知するとともに、

必要な研修及び訓練を定期的に実施しな

ければならない。 

 

3 地域活動支援センターは、定期的に業務

継続計画の見直しを行い、必要に応じて業

務継続計画の変更を行うものとする。 

 

(衛生管理等) (衛生管理等) 

第16条 (略) 第16条 (略) 

2 地域活動支援センターは、当該地域活動

支援センターにおいて感染症又は食中毒

が発生し、又はまん延しないように、次に

掲げる措置を講じなければならない。 

2 地域活動支援センターは、地域活動支援

センターにおいて感染症又は食中毒が発

生し、又はまん延しないように必要な措置

を講ずるよう努めなければならない。 
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(1) 当該地域活動支援センターにおける

感染症及び食中毒の予防及びまん延の

防止のための対策を検討する委員会(テ

レビ電話装置その他の情報通信機器(第

19条の2第1号において「テレビ電話装

置等」という。)を活用して行うことが

できるものとする。)を定期的に開催す

るとともに、その結果について、職員に

周知徹底を図ること。 

 

(2) 当該地域活動支援センターにおける

感染症及び食中毒の予防及びまん延の

防止のための指針を整備すること。 

 

(3) 当該地域活動支援センターにおい

て、職員に対し、感染症及び食中毒の予

防及びまん延の防止のための研修並び

に感染症の予防及びまん延の防止のた

めの訓練を定期的に実施すること。 

 

(虐待の防止)  

第19条の2 地域活動支援センターは、虐待

の発生又はその再発を防止するため、次に

掲げる措置を講じなければならない。 

 

(1) 当該地域活動支援センターにおける

虐待の防止のための対策を検討する委

員会(テレビ電話装置等を活用して行う

ことができるものとする。)を定期的に

開催するとともに、その結果について、

職員に周知徹底を図ること。 

 

(2) 当該地域活動支援センターにおい

て、職員に対し、虐待の防止のための研

修を定期的に実施すること。 

 

(3) 前2号に掲げる措置を適切に実施す

るための担当者を置くこと。 

 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

（虐待の防止に係る経過措置） 

２ この条例の施行の日から令和４年３月３１日までの間、改正後の船橋市地域活動支援

センターの設備及び運営に関する基準を定める条例（以下「新条例」という。）第３条第
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４項及び第１９条の２の規定の適用については、これらの規定中「講じなければ」とあ

るのは、「講ずるよう努めなければ」とする。 

（業務継続計画の策定等に係る経過措置） 

３ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新条例第１５条の２の規定の

適用については、同条中「講じなければ」とあるのは「講ずるよう努めなければ」と、

「実施しなければ」とあるのは「実施するよう努めなければ」と、「行う」とあるのは「行

うよう努める」とする。 

（感染症の予防及びまん延の防止のための措置に係る経過措置） 

４ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新条例第１６条第２項の規定

の適用については、同項中「講じなければ」とあるのは、「講ずるよう努めなければ」と

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理 由 

 

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく地域活動支援セ

ンターの設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い、所要の改正を行う必要がある。こ

れが、この条例案を提出する理由である。 
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議案第５２号 

 

 船橋市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例を

次のように制定する。 

 

  令和３年２月１５日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

   船橋市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条

例 

 

船橋市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年船橋市条例

第７０号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

(職員) (職員) 

第26条 (略) 第26条 (略) 

2 (略) 2 (略) 

3 心理療法担当職員は、学校教育法(昭和2

2年法律第26号)の規定による大学(短期大

学を除く。)又は大学院において、心理学

を専修する学科、研究科又はこれに相当す

る課程を修めて卒業した者であって、個人

及び集団心理療法の技術を有するもの又

はこれと同等以上の能力を有すると認め

られるものでなければならない。 

3 心理療法担当職員は、学校教育法(昭和2

2年法律第26号)の規定による大学(短期大

学を除く。)において、心理学を専修する

学科又はこれに相当する課程を修めて卒

業した者であって、個人及び集団心理療法

の技術を有するもの又はこれと同等以上

の能力を有すると認められるものでなけ

ればならない。 

4～6 (略) 4～6 (略) 

附 則 

この条例は、令和３年４月１日から施行する。 
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理 由 

 

児童福祉施設の設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い、所要の改正を行う必要が

ある。これが、この条例案を提出する理由である。 
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議案第５３号 

 

 船橋市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例の一部

を改正する条例を次のように制定する。 

 

  令和３年２月１５日提出 

 

船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

   船橋市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例の

一部を改正する条例 

 

船橋市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（令和

元年船橋市条例第９号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

(指定障害児通所支援事業者等の一般原

則) 

(指定障害児通所支援事業者等の一般原

則) 

第4条 (略) 第4条 (略) 

2及び3 (略) 2及び3 (略) 

4 指定障害児通所支援事業者等は、当該指

定障害児通所支援事業者等を利用する障

害児の人権の擁護、虐待の防止等のため、

必要な体制の整備を行うとともに、その従

業者に対し、研修を実施する等の措置を講

じなければならない。 

4 指定障害児通所支援事業者等は、当該指

定障害児通所支援事業者等を利用する障

害児の人権の擁護、虐待の防止等のため、

責任者を設置する等必要な体制の整備を

行うとともに、その従業者に対し、研修を

実施する等の措置を講ずるよう努めなけ

ればならない。 

(従業者の数) (従業者の数) 

第6条 (各号列記以外の部分略) 第6条 (各号列記以外の部分略) 

(1) 児童指導員又は保育士 指定児童発

達支援の単位ごとにその提供を行う時

間帯を通じて専ら当該指定児童発達支

援の提供に当たる児童指導員又は保育

士の合計数が、次に掲げる障害児の数の

(1) 児童指導員、保育士又は学校教育法

(昭和22年法律第26号)の規定による高

等学校若しくは中等教育学校を卒業し

た者、同法第90条第2項の規定により大

学への入学を認められた者、通常の課程
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区分に応じ、次に定める数 による12年の学校教育を修了した者(通

常の課程以外の課程によりこれに相当

する学校教育を修了した者を含む。)若

しくは文部科学大臣がこれと同等以上

の資格を有すると認定した者であって、

2年以上障害福祉サービスに係る業務

に従事したもの(以下「障害福祉サービ

ス経験者」という。) 指定児童発達支

援の単位ごとにその提供を行う時間帯

を通じて専ら当該指定児童発達支援の

提供に当たる児童指導員、保育士又は障

害福祉サービス経験者の合計数が、次に

掲げる障害児の数の区分に応じ、次に定

める数 

ア及びイ (略) ア及びイ (略) 

(2) (略) (2) (略) 

2 前項各号に掲げる従業者のほか、指定児

童発達支援事業所において、日常生活を営

むのに必要な機能訓練を行う場合には機

能訓練担当職員を、日常生活及び社会生活

を営むために医療的ケアを恒常的に受け

ることが不可欠である障害児に医療的ケ

アを行う場合には看護職員を、それぞれ置

かなければならない。ただし、次の各号の

いずれかに該当する場合には、看護職員を

置かないことができる。 

 

 (1) 医療機関等との連携により、看護職

員を指定児童発達支援事業所に訪問さ

せ、当該看護職員が障害児に対して医療

的ケアを行う場合 

 (2) 当該指定児童発達支援事業所(社会福

祉士及び介護福祉士法(昭和62年法律第

30号)第48条の3第1項の登録に係る事

業所である場合に限る。)において、医

療的ケアのうち喀痰
か く た ん

吸引等(同法第2条

第2項に規定する喀痰吸引等をいう。次

条及び第79条において同じ。)のみを必

要とする障害児に対し、当該登録を受け

た者が自らの事業又はその一環として

2 前項各号に掲げる従業者のほか、指定児

童発達支援事業所において日常生活を営

むのに必要な機能訓練を行う場合には、機

能訓練担当職員を置かなければならない。

この場合において、当該機能訓練担当職員

が指定児童発達支援の単位ごとにその提

供を行う時間帯を通じて専ら当該指定児

童発達支援の提供に当たる場合には、当該

機能訓練担当職員の数を児童指導員、保育

士又は障害福祉サービス経験者の合計数

に含めることができる。 
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喀痰吸引等業務(同法第48条の3第1項に

規定する喀痰吸引等業務をいう。次条及

び第79条において同じ。)を行う場合 

(3) 当該指定児童発達支援事業所(社会福

祉士及び介護福祉士法附則第20条第1

項の登録に係る事業所である場合に限

る。)において、医療的ケアのうち特定

行為(同法附則第3条第1項に規定する特

定行為をいう。次条及び第79条におい

て同じ。)のみを必要とする障害児に対

し、当該登録を受けた者が自らの事業又

はその一環として特定行為業務(同法附

則第20条第1項に規定する特定行為業

務をいう。次条及び第79条において同

じ。)を行う場合 

3 前項の規定に基づき、機能訓練担当職員

又は看護職員(以下この条、次条及び第79

条において「機能訓練担当職員等」とい

う。)を置いた場合において、当該機能訓

練担当職員等が指定児童発達支援の単位

ごとにその提供を行う時間帯を通じて専

ら当該指定児童発達支援の提供に当たる

場合には、当該機能訓練担当職員等の数を

児童指導員又は保育士の合計数に含める

ことができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4 前3項の規定にかかわらず、主として重

症心身障害児を通わせる指定児童発達支

援事業所に置くべき従業者及びその数は、

次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に

定めるとおりとする。ただし、指定児童発

達支援の単位ごとにその提供を行う時間

帯のうち日常生活を営むのに必要な機能

訓練を行わない時間帯については、第4号

の機能訓練担当職員を置かないことがで

きる。 

3 前2項の規定にかかわらず、主として重

症心身障害児を通わせる指定児童発達支

援事業所に置くべき従業者及びその数は、

次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に

定めるとおりとする。ただし、指定児童発

達支援の単位ごとにその提供を行う時間

帯のうち日常生活を営むのに必要な機能

訓練を行わない時間帯については、第4号

の機能訓練担当職員を置かないことがで

きる。 

(1)～(5) (略) (1)～(5) (略) 

5 第1項第1号及び第3項の指定児童発達支

援の単位は、指定児童発達支援であって、

その提供が同時に1又は複数の障害児に

対して一体的に行われるものをいう。 

4 第1項第1号及び第2項の指定児童発達支

援の単位は、指定児童発達支援であって、

その提供が同時に1又は複数の障害児に

対して一体的に行われるものをいう。 
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6 第1項第1号の児童指導員又は保育士の

うち、1人以上は、常勤でなければならな

い。 

5 第1項第1号の児童指導員、保育士又は障

害福祉サービス経験者のうち、1人以上

は、常勤でなければならない。 

7 第3項の規定により機能訓練担当職員等

の数を含める場合における第1項第1号の

児童指導員又は保育士の合計数の半数以

上は、児童指導員又は保育士でなければな

らない。 

6 第1項第1号の児童指導員、保育士及び障

害福祉サービス経験者の半数以上は、児童

指導員又は保育士でなければならない。 

8 (略) 7 (略) 

第7条 (略) 第7条 (略) 

2 前項各号に掲げる従業者のほか、指定児

童発達支援事業所において、日常生活を営

むのに必要な機能訓練を行う場合には機

能訓練担当職員を、日常生活及び社会生活

を営むために医療的ケアを恒常的に受け

ることが不可欠である障害児に医療的ケ

アを行う場合には看護職員を、それぞれ置

かなければならない。ただし、次の各号の

いずれかに該当する場合には、看護職員を

置かないことができる。 

(1) 医療機関等との連携により、看護職

員を指定児童発達支援事業所に訪問さ

せ、当該看護職員が障害児に対して医療

的ケアを行う場合 

 (2) 当該指定児童発達支援事業所(社会福

祉士及び介護福祉士法第48条の3第1項

の登録に係る事業所である場合に限

る。)において、医療的ケアのうち喀痰

吸引等のみを必要とする障害児に対し、

当該登録を受けた者が自らの事業又は

その一環として喀痰吸引等業務を行う

場合 

 (3) 当該指定児童発達支援事業所(社会福

祉士及び介護福祉士法附則第20条第1

項の登録に係る事業所である場合に限

る。)において、医療的ケアのうち特定

行為のみを必要とする障害児に対し、当

該登録を受けた者が自らの事業又はそ

の一環として特定行為業務を行う場合 

3 前項の規定に基づき、機能訓練担当職員

2 前項各号に掲げる従業者のほか、指定児

童発達支援事業所において日常生活を営

むのに必要な機能訓練を行う場合には、機

能訓練担当職員を置かなければならない。

この場合において、当該機能訓練担当職員

の数を児童指導員及び保育士の総数に含

めることができる。 
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等を置いた場合においては、当該機能訓練

担当職員等の数を児童指導員及び保育士

の総数に含めることができる。 

4 前2項の規定にかかわらず、主として難

聴児を通わせる指定児童発達支援事業所

には、第1項各号に掲げる従業者のほか、

次の各号に掲げる従業者(第2項各号のい

ずれかに該当する場合にあっては、第3号

に掲げる看護職員を除く。)を置かなけれ

ばならない。この場合において、当該各号

に掲げる従業者については、その数を児童

指導員及び保育士の総数に含めることが

できる。 

3 前項の規定にかかわらず、主として難聴

児を通わせる指定児童発達支援事業所に

は、第1項各号に掲げる従業者のほか、次

の各号に掲げる従業者を置かなければな

らない。この場合において、当該各号に掲

げる従業者については、その数を児童指導

員及び保育士の総数に含めることができ

る。 

(1)及び(2) (略) (1)及び(2) (略) 

(3) 看護職員(日常生活及び社会生活を

営むために医療的ケアを恒常的に受け

ることが不可欠である障害児に医療的

ケアを行う場合に限る。) 医療的ケア

を行うために必要な数 

 

5 第2項及び第3項の規定にかかわらず、主

として重症心身障害児を通わせる指定児

童発達支援事業所には、第1項各号に掲げ

る従業者のほか、次の各号に掲げる従業者

を置かなければならない。この場合におい

て、当該各号に掲げる従業者については、

その数を児童指導員及び保育士の総数に

含めることができる。 

4 第2項の規定にかかわらず、主として重

症心身障害児を通わせる指定児童発達支

援事業所には、第1項各号に掲げる従業者

のほか、次の各号に掲げる従業者を置かな

ければならない。この場合において、当該

各号に掲げる従業者については、その数を

児童指導員及び保育士の総数に含めるこ

とができる。 

(1)及び(2) (略) (1)及び(2) (略) 

6 第3項の規定により機能訓練担当職員等

の数を含める場合における第1項第2号ア

の児童指導員及び保育士の総数の半数以

上は、児童指導員又は保育士でなければな

らない。 

 

7 第1項第2号ア及び第4項第1号の指定児

童発達支援の単位は、指定児童発達支援で

あって、その提供が同時に1又は複数の障

害児に対して一体的に行われるものをい

う。 

5 第1項第2号ア及び第3項第1号の指定児

童発達支援の単位は、指定児童発達支援で

あって、その提供が同時に1又は複数の障

害児に対して一体的に行われるものをい

う。 

8 第1項から第5項まで(第1項第1号を除

く。)に規定する従業者は、専ら当該指定

6 第1項から第4項まで(第1項第1号を除

く。)に規定する従業者は、専ら当該指定
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児童発達支援事業所の職務に従事する者

又は指定児童発達支援の単位ごとに専ら

当該指定児童発達支援の提供に当たる者

でなければならない。ただし、障害児の支

援に支障がない場合は、第1項第3号の栄

養士及び同項第4号の調理員については、

併せて設置する他の社会福祉施設の職務

に従事させることができる。 

児童発達支援事業所の職務に従事する者

又は指定児童発達支援の単位ごとに専ら

当該指定児童発達支援の提供に当たる者

でなければならない。ただし、障害児の支

援に支障がない場合は、第1項第3号の栄

養士及び同項第4号の調理員については、

併せて設置する他の社会福祉施設の職務

に従事させることができる。 

(児童発達支援計画の作成等) (児童発達支援計画の作成等) 

第28条 (略) 第28条 (略) 

2～4 (略) 2～4 (略) 

5 児童発達支援管理責任者は、児童発達支

援計画の作成に当たっては、障害児に対す

る指定児童発達支援の提供に当たる担当

者等を招集して行う会議(テレビ電話装置

その他の情報通信機器(以下「テレビ電話

装置等」という。)を活用して行うことが

できるものとする。)を開催し、児童発達

支援計画の原案について意見を求めるも

のとする。 

5 児童発達支援管理責任者は、児童発達支

援計画の作成に当たっては、障害児に対す

る指定児童発達支援の提供に当たる担当

者等を招集して行う会議を開催し、児童発

達支援計画の原案について意見を求める

ものとする。 

6～10 (略) 6～10 (略) 

(運営規程) (運営規程) 

第38条 指定児童発達支援事業者は、指定

児童発達支援事業所ごとに、次に掲げる事

業の運営についての重要事項に関する運

営規程(第44条第1項において「運営規程」

という。)を定めておかなければならない。 

 (1)～(12) (略) 

第38条 指定児童発達支援事業者は、指定

児童発達支援事業所ごとに、次に掲げる事

業の運営についての重要事項に関する運

営規程(第44条において「運営規程」とい

う。)を定めておかなければならない。 

 (1)～(12) (略) 

(勤務体制の確保等) (勤務体制の確保等) 

第39条 (略) 第39条 (略) 

2及び3 (略) 2及び3 (略) 

4 指定児童発達支援事業者は、適切な指定

児童発達支援の提供を確保する観点から、

職場において行われる性的な言動又は優

越的な関係を背景とした言動であって業

務上必要かつ相当な範囲を超えたものに

より従業者の就業環境が害されることを

防止するための方針の明確化等の必要な

措置を講じなければならない。 

 

(業務継続計画の策定等)  
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第39条の2 指定児童発達支援事業者は、感

染症や非常災害の発生時において、利用者

に対する指定児童発達支援の提供を継続

的に実施するための、及び非常時の体制で

早期の業務再開を図るための計画(以下

「業務継続計画」という。)を策定し、当

該業務継続計画に従い必要な措置を講じ

なければならない。 

2 指定児童発達支援事業者は、従業者に対

し、業務継続計画について周知するととも

に、必要な研修及び訓練を定期的に実施し

なければならない。 

3 指定児童発達支援事業者は、定期的に業

務継続計画の見直しを行い、必要に応じて

業務継続計画の変更を行うものとする。 

(非常災害対策) (非常災害対策) 

第41条 (略) 第41条 (略) 

2 (略) 

3 指定児童発達支援事業者は、前項に規定

する訓練の実施に当たって、地域住民の参

加が得られるよう連携に努めなければな

らない。 

2 (略) 

(衛生管理等) (衛生管理等) 

第42条 (略) 第42条 (略) 

2 指定児童発達支援事業者は、当該指定児

童発達支援事業所において感染症又は食

中毒が発生し、又はまん延しないように、

次に掲げる措置を講じなければならない。 

 (1) 当該指定児童発達支援事業所におけ

る感染症及び食中毒の予防及びまん延

の防止のための対策を検討する委員会

(テレビ電話装置等を活用して行うこと

ができるものとする。)を定期的に開催

するとともに、その結果について、従業

者に周知徹底を図ること。 

 (2) 当該指定児童発達支援事業所におけ

る感染症及び食中毒の予防及びまん延

の防止のための指針を整備すること。 

 (3) 当該指定児童発達支援事業所におい

て、従業者に対し、感染症及び食中毒の

2 指定児童発達支援事業者は、指定児童発

達支援事業所において感染症又は食中毒

が発生し、又はまん延しないように必要な

措置を講ずるよう努めなければならない。 
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予防及びまん延の防止のための研修並

びに感染症の予防及びまん延の防止の

ための訓練を定期的に実施すること。 

(掲示) (掲示) 

第44条 (略) 

2 指定児童発達支援事業者は、前項に規定

する事項を記載した書面を当該指定児童

発達支援事業所に備え付け、かつ、これを

いつでも関係者に自由に閲覧させること

により、同項の規定による掲示に代えるこ

とができる。 

第44条 (略) 

 

(身体拘束等の禁止) (身体拘束等の禁止) 

第45条 指定児童発達支援事業者は、指定

児童発達支援の提供に当たっては、障害児

又は他の障害児の生命又は身体を保護す

るため緊急やむを得ない場合を除き、身体

的拘束その他障害児の行動を制限する行

為(以下この条において「身体拘束等」と

いう。)を行ってはならない。 

第45条 指定児童発達支援事業者は、指定

児童発達支援の提供に当たっては、障害児

又は他の障害児の生命又は身体を保護す

るため緊急やむを得ない場合を除き、身体

的拘束その他障害児の行動を制限する行

為(次項において「身体拘束等」という。)

を行ってはならない。 

2 (略) 2 (略) 

3 指定児童発達支援事業者は、身体拘束等

の適正化を図るため、次に掲げる措置を講

じなければならない。 

 (1) 身体拘束等の適正化のための対策を

検討する委員会(テレビ電話装置等を活

用して行うことができるものとする。)

を定期的に開催するとともに、その結果

について、従業者に周知徹底を図るこ

と。 

 (2) 身体拘束等の適正化のための指針を

整備すること。 

 (3) 従業者に対し、身体拘束等の適正化

のための研修を定期的に実施すること。 

 

(虐待等の禁止) (虐待等の禁止) 

第46条 (略) 

2 指定児童発達支援事業者は、虐待の発生

又はその再発を防止するため、次に掲げる

措置を講じなければならない。 

(1) 当該指定児童発達支援事業所におけ

る虐待の防止のための対策を検討する

第46条 (略) 
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委員会(テレビ電話装置等を活用して行

うことができるものとする。)を定期的

に開催するとともに、その結果につい

て、従業者に周知徹底を図ること。 

(2) 当該指定児童発達支援事業所におい

て、従業者に対し、虐待の防止のための

研修を定期的に実施すること。 

(3) 前2号に掲げる措置を適切に実施す

るための担当者を置くこと。 

(地域との連携等) (地域との連携等) 

第52条 (略) 第52条 (略) 

2 指定児童発達支援事業者(児童発達支援

センターである児童発達支援事業所にお

いて、指定児童発達支援の事業を行うもの

に限る。)は、通常の事業の実施地域の障

害児の福祉に関し、障害児若しくはその家

庭又は当該障害児が通い、在学し、若しく

は在籍する保育所、学校教育法(昭和22年

法律第26号)に規定する幼稚園、小学校(義

務教育学校の前期課程を含む。)若しくは

特別支援学校若しくは就学前の子どもに

関する教育、保育等の総合的な提供の推進

に関する法律(平成18年法律第77号)第2条

第6項に規定する認定こども園その他児童

が集団生活を営む施設からの相談に応じ、

助言その他の必要な援助を行うよう努め

なければならない。 

2 指定児童発達支援事業者(児童発達支援

センターである児童発達支援事業所にお

いて、指定児童発達支援の事業を行うもの

に限る。)は、通常の事業の実施地域の障

害児の福祉に関し、障害児若しくはその家

庭又は当該障害児が通い、在学し、若しく

は在籍する保育所、学校教育法に規定する

幼稚園、小学校(義務教育学校の前期課程

を含む。)若しくは特別支援学校若しくは

就学前の子どもに関する教育、保育等の総

合的な提供の推進に関する法律(平成18年

法律第77号)第2条第6項に規定する認定こ

ども園その他児童が集団生活を営む施設

からの相談に応じ、助言その他の必要な援

助を行うよう努めなければならない。 

(従業者の数) (従業者の数) 

第60条 (各号列記以外の部分略) 第60条 (各号列記以外の部分略) 

(1) 児童指導員又は保育士 基準該当児

童発達支援の単位ごとにその提供を行

う時間帯を通じて専ら当該基準該当児

童発達支援の提供に当たる児童指導員

又は保育士の合計数が、次に掲げる障害

児の数の区分に応じ、次に定める数 

(1) 児童指導員、保育士又は障害福祉サ

ービス経験者 基準該当児童発達支援

の単位ごとにその提供を行う時間帯を

通じて専ら当該基準該当児童発達支援

の提供に当たる児童指導員、保育士又は

障害福祉サービス経験者の合計数が、次

に掲げる障害児の数の区分に応じ、次に

定める数 

ア及びイ (略) ア及びイ (略) 

(2) (略) (2) (略) 

2 (略) 2 (略) 
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3 第1項第1号の児童指導員、保育士及び障

害福祉サービス経験者の半数以上は、児童

指導員又は保育士でなければならない。 

(準用) (準用) 

第77条 第13条から第23条まで、第25条、

第27条(第4項及び第5項を除く。)から第35

条まで、第37条、第39条から第42条まで、

第44条から第48条まで、第50条から第53

条まで及び第55条の規定は、指定医療型

児童発達支援の事業について準用する。こ

の場合において、第13条第1項中「第38条」

とあるのは「第75条」と、第17条中「い

う。第38条第6号及び」とあるのは「いう。」

と、第23条第2項中「次条」とあるのは「第

72条」と、第27条第1項及び第28条中「児

童発達支援計画」とあるのは「医療型児童

発達支援計画」と、第35条中「医療機関」

とあるのは「他の専門医療機関」と、第

44条第1項中「従業者の勤務の体制、前条

の協力医療機関」とあるのは「従業者の勤

務の体制」と、第55条第2項第2号中「児

童発達支援計画」とあるのは「医療型児童

発達支援計画」と、同項第3号中「第36条」

とあるのは「第74条」と読み替えるもの

とする。 

第77条 第13条から第23条まで、第25条、

第27条(第4項及び第5項を除く。)から第35

条まで、第37条、第39条から第42条まで、

第44条から第48条まで、第50条から第53

条まで及び第55条の規定は、指定医療型

児童発達支援の事業について準用する。こ

の場合において、第13条第1項中「第38条」

とあるのは「第75条」と、第17条中「い

う。第38条第6号及び」とあるのは「いう。」

と、第23条第2項中「次条」とあるのは「第

72条」と、第27条第1項及び第28条中「児

童発達支援計画」とあるのは「医療型児童

発達支援計画」と、第35条中「医療機関」

とあるのは「他の専門医療機関」と、第

44条中「従業者の勤務の体制、前条の協

力医療機関」とあるのは「従業者の勤務の

体制」と、第55条第2項第2号中「児童発

達支援計画」とあるのは「医療型児童発達

支援計画」と、第55条第2項第3号中「第

36条」とあるのは「第74条」と読み替え

るものとする。 

(従業者の数) (従業者の数) 

第79条 (各号列記以外の部分略) 第79条 (各号列記以外の部分略) 

(1) 児童指導員又は保育士 指定放課後

等デイサービスの単位ごとにその提供

を行う時間帯を通じて専ら当該指定放

課後等デイサービスの提供に当たる児

童指導員又は保育士の合計数が、次に掲

げる障害児の数の区分に応じ、次に定め

る数 

(1) 児童指導員、保育士又は障害福祉サ

ービス経験者 指定放課後等デイサー

ビスの単位ごとにその提供を行う時間

帯を通じて専ら当該指定放課後等デイ

サービスの提供に当たる児童指導員、保

育士又は障害福祉サービス経験者の合

計数が、次に掲げる障害児の数の区分に

応じ、次に定める数 

ア及びイ (略) ア及びイ (略) 

(2) (略) (2) (略) 

2 前項各号に掲げる従業者のほか、指定放

課後等デイサービス事業所において、日常

生活を営むのに必要な機能訓練を行う場

2 前項各号に掲げる従業者のほか、指定放

課後等デイサービス事業所において日常

生活を営むのに必要な機能訓練を行う場
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合には機能訓練担当職員を、日常生活及び

社会生活を営むために医療的ケアを恒常

的に受けることが不可欠である障害児に

医療的ケアを行う場合には看護職員を、そ

れぞれ置かなければならない。ただし、次

の各号のいずれかに該当する場合には、看

護職員を置かないことができる。 

 

 

 (1) 医療機関等との連携により、看護職

員を指定放課後等デイサービス事業所

に訪問させ、当該看護職員が障害児に対

して医療的ケアを行う場合 

 (2) 当該指定放課後等デイサービス事業

所(社会福祉士及び介護福祉士法第48条

の3第1項の登録に係る事業所である場

合に限る。)において、医療的ケアのう

ち喀痰吸引等のみを必要とする障害児

に対し、当該登録を受けた者が自らの事

業又はその一環として喀痰吸引等業務

を行う場合 

 (3) 当該指定放課後等デイサービス事業

所(社会福祉士及び介護福祉士法附則第

20条第1項の登録に係る事業所である

場合に限る。)において、医療的ケアの

うち特定行為のみを必要とする障害児

に対し、当該登録を受けた者が自らの事

業又はその一環として特定行為業務を

行う場合 

3 前項の規定に基づき、機能訓練担当職員

等を置いた場合において、当該機能訓練担

当職員等が指定放課後等デイサービスの

単位ごとにその提供を行う時間帯を通じ

て専ら当該指定放課後等デイサービスの

提供に当たる場合には、当該機能訓練担当

職員等の数を児童指導員又は保育士の合

計数に含めることができる。 

合には、機能訓練担当職員を置かなければ

ならない。この場合において、当該機能訓

練担当職員が指定放課後等デイサービス

の単位ごとにその提供を行う時間帯を通

じて専ら当該指定放課後等デイサービス

の提供に当たる場合には、当該機能訓練担

当職員の数を児童指導員、保育士又は障害

福祉サービス経験者の合計数に含めるこ

とができる。 

 

4 前3項の規定にかかわらず、主として重

症心身障害児を通わせる指定放課後等デ

イサービス事業所に置くべき従業者及び

3 前2項の規定にかかわらず、主として重

症心身障害児を通わせる指定放課後等デ

イサービス事業所に置くべき従業者及び
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その数は、次の各号に掲げる区分に応じ、

当該各号に定めるとおりとする。ただし、

指定放課後等デイサービスの単位ごとに

その提供を行う時間帯のうち日常生活を

営むのに必要な機能訓練を行わない時間

帯については、第4号の機能訓練担当職員

を置かないことができる。 

その数は、次の各号に掲げる区分に応じ、

当該各号に定めるとおりとする。ただし、

指定放課後等デイサービスの単位ごとに

その提供を行う時間帯のうち日常生活を

営むのに必要な機能訓練を行わない時間

帯については、第4号の機能訓練担当職員

を置かないことができる。 

(1)～(5) (略) (1)～(5) (略) 

5 第1項第1号及び第3項の指定放課後等デ

イサービスの単位は、指定放課後等デイサ

ービスであって、その提供が同時に1又は

複数の障害児に対して一体的に行われる

ものをいう。 

4 第1項第1号及び第2項の指定放課後等デ

イサービスの単位は、指定放課後等デイサ

ービスであって、その提供が同時に1又は

複数の障害児に対して一体的に行われる

ものをいう。 

6 第1項第1号の児童指導員又は保育士の

うち、1人以上は、常勤でなければならな

い。 

5 第1項第1号の児童指導員、保育士又は障

害福祉サービス経験者のうち、1人以上

は、常勤でなければならない。 

7 第3項の規定により機能訓練担当職員等

の数を含める場合における第1項第1号の

児童指導員又は保育士の合計数の半数以

上は、児童指導員又は保育士でなければな

らない。 

6 第1項第1号の児童指導員、保育士及び障

害福祉サービス経験者の半数以上は、児童

指導員又は保育士でなければならない。 

8 (略) 7 (略) 

(従業者の数) (従業者の数) 

第86条 (各号列記以外の部分略) 第86条 (各号列記以外の部分略) 

(1) 児童指導員又は保育士 基準該当放

課後等デイサービスの単位ごとにその

提供を行う時間帯を通じて専ら当該基

準該当放課後等デイサービスの提供に

当たる児童指導員又は保育士の合計数

が、次に掲げる障害児の数の区分に応

じ、次に定める数 

(1) 児童指導員、保育士又は障害福祉サ

ービス経験者 基準該当放課後等デイ

サービスの単位ごとにその提供を行う

時間帯を通じて専ら当該基準該当放課

後等デイサービスの提供に当たる児童

指導員、保育士又は障害福祉サービス経

験者の合計数が、次に掲げる障害児の数

の区分に応じ、次に定める数 

ア及びイ (略) ア及びイ (略) 

(2) (略) (2) (略) 

2 (略) 2 (略) 

3 第1項第1号の児童指導員、保育士及び障

害福祉サービス経験者の半数以上は、児童

指導員又は保育士でなければならない。 

(準用) (準用) 

第97条 第13条から第23条まで、第25条、 第97条 第13条から第23条まで、第25条、
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第26条、第27条(第4項及び第5項を除く。)、

第28条から第31条まで、第33条、第35条

から第37条まで、第39条、第39条の2、第

42条から第46条まで、第48条、第50条、

第51条、第52条第1項、第53条から第55

条まで及び第76条の規定は、指定居宅訪

問型児童発達支援の事業について準用す

る。この場合において、第13条第1項中「第

38条」とあるのは「第96条」と、第17条

中「いう。第38条第6号及び第52条第2項

において同じ。」とあるのは「いう。」と、

第23条第2項中「次条」とあるのは「第95

条」と、第26条第2項中「第24条第2項」

とあるのは「第95条第2項」と、第27条第

1項、第28条及び第55条第2項第2号中「児

童発達支援計画」とあるのは「居宅訪問型

児童発達支援計画」と読み替えるものとす

る。 

第26条、第27条(第4項及び第5項を除く。)、

第28条から第31条まで、第33条、第35条

から第37条まで、第39条、第42条から第

46条まで、第48条、第50条、第51条、第

52条第1項、第53条から第55条まで及び第

76条の規定は、指定居宅訪問型児童発達

支援の事業について準用する。この場合に

おいて、第13条第1項中「第38条」とある

のは「第96条」と、第17条中「いう。第

38条第6号及び第52条第2項において同

じ。」とあるのは「いう。」と、第23条第2

項中「次条」とあるのは「第95条」と、

第26条第2項中「第24条第2項」とあるの

は「第95条第2項」と、第27条第1項、第

28条及び第55条第2項第2号中「児童発達

支援計画」とあるのは「居宅訪問型児童発

達支援計画」と読み替えるものとする。 

(準用) (準用) 

第102条 第13条から第23条まで、第25条、

第26条、第27条(第4項及び第5項を除く。)、

第28条から第31条まで、第33条、第35条

から第37条まで、第39条、第39条の2、第

42条、第44条から第46条まで、第48条、

第50条、第51条、第52条第1項、第53条か

ら第55条まで、第76条及び第94条から第

96条までの規定は、指定保育所等訪問支

援の事業について準用する。この場合にお

いて、第13条第1項中「第38条」とあるの

は「第102条において準用する第96条」と、

第17条中「いう。第38条第6号及び第52

条第2項において同じ。」とあるのは「い

う。」と、第23条第2項中「次条」とある

のは「第102条において準用する第95条」

と、第26条第2項中「第24条第2項」とあ

るのは「第102条において準用する第95条

第2項」と、第27条第1項及び第28条中「児

童発達支援計画」とあるのは「保育所等訪

問支援計画」と、第44条第1項中「従業者

の勤務の体制、前条の協力医療機関」とあ

第102条 第13条から第23条まで、第25条、

第26条、第27条(第4項及び第5項を除く。)、

第28条から第31条まで、第33条、第35条

から第37条まで、第39条、第42条、第44

条から第46条まで、第48条、第50条、第

51条、第52条第1項、第53条から第55条ま

で、第76条及び第94条から第96条までの

規定は、指定保育所等訪問支援の事業につ

いて準用する。この場合において、第13

条第1項中「第38条」とあるのは「第102

条において準用する第96条」と、第17条

中「いう。第38条第6号及び第52条第2項

において同じ。」とあるのは「いう。」と、

第23条第2項中「次条」とあるのは「第102

条において準用する第95条」と、第26条

第2項中「第24条第2項」とあるのは「第

102条において準用する第95条第2項」と、

第27条第1項及び第28条中「児童発達支援

計画」とあるのは「保育所等訪問支援計画」

と、第44条中「従業者の勤務の体制、前

条の協力医療機関」とあるのは「従業者の
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るのは「従業者の勤務の体制」と、第55

条第2項第2号中「児童発達支援計画」と

あるのは「保育所等訪問支援計画」と読み

替えるものとする。 

勤務の体制」と、第55条第2項第2号中「児

童発達支援計画」とあるのは「保育所等訪

問支援計画」と読み替えるものとする。 

(従業者の数に関する特例) (従業者の数に関する特例) 

第103条 多機能型事業所(この条例に規定

する事業のみを行う多機能型事業所に限

る。)に係る事業を行う者に対する第6条第

1項から第3項まで及び第5項、第7条(第3

項及び第6項を除く。)、第68条、第79条

第1項から第3項まで及び第5項、第91条第

1項並びに第99条第1項の規定の適用につ

いては、第6条第1項中「事業所(以下「指

定児童発達支援事業所」という。)」とあ

るのは「多機能型事業所」と、同項第1号

中「指定児童発達支援」とあるのは「指定

通所支援」と、同条第2項中「指定児童発

達支援事業所」とあるのは「多機能型事業

所」と、同条第3項及び第5項中「指定児

童発達支援」とあるのは「指定通所支援」

と、第7条第1項中「指定児童発達支援事

業所」とあるのは「多機能型事業所」と、

同項第2号ア中「指定児童発達支援」とあ

るのは「指定通所支援」と、同条第2項及

び第4項中「指定児童発達支援事業所」と

あるのは「多機能型事業所」と、同項第1

号中「指定児童発達支援」とあるのは「指

定通所支援」と、同条第5項中「指定児童

発達支援事業所」とあるのは「多機能型事

業所」と、同条第7項中「指定児童発達支

援」とあるのは「指定通所支援」と、同条

第8項中「指定児童発達支援事業所」とあ

るのは「多機能型事業所」と、「指定児童

発達支援の」とあるのは「指定通所支援の」

と、第68条第1項中「事業所(以下「指定医

療型児童発達支援事業所」という。)」と

あり、並びに同条第2項及び第3項中「指

定医療型児童発達支援事業所」とあるのは

「多機能型事業所」と、第79条第1項中「事

業所(以下「指定放課後等デイサービス事

第103条 多機能型事業所(この条例に規定

する事業のみを行う多機能型事業所に限

る。)に係る事業を行う者に対する第6条第

1項、第2項及び第4項、第7条、第68条、

第79条第1項、第2項及び第4項、第91条第

1項並びに第99条第1項の規定の適用につ

いては、第6条第1項中「事業所(以下「指

定児童発達支援事業所」という。)」とあ

るのは「多機能型事業所」と、同項第1号

中「指定児童発達支援」とあるのは「指定

通所支援」と、同条第2項中「指定児童発

達支援事業所」とあるのは「多機能型事業

所」と、「指定児童発達支援」とあるのは

「指定通所支援」と、同条第4項中「指定

児童発達支援」とあるのは「指定通所支援」

と、第7条第1項中「指定児童発達支援事

業所」とあるのは「多機能型事業所」と、

同項第2号ア中「指定児童発達支援」とあ

るのは「指定通所支援」と、同条第2項及

び第3項中「指定児童発達支援事業所」と

あるのは「多機能型事業所」と、同項第1

号中「指定児童発達支援」とあるのは「指

定通所支援」と、同条第4項中「指定児童

発達支援事業所」とあるのは「多機能型事

業所」と、同条第5項中「指定児童発達支

援」とあるのは「指定通所支援」と、同条

第6項中「指定児童発達支援事業所」とあ

るのは「多機能型事業所」と、「指定児童

発達支援の」とあるのは「指定通所支援の」

と、第68条第1項中「事業所(以下「指定医

療型児童発達支援事業所」という。)」と

あり、並びに同条第2項及び第3項中「指

定医療型児童発達支援事業所」とあるのは

「多機能型事業所」と、第79条第1項中「事

業所(以下「指定放課後等デイサービス事
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業所」という。)」とあるのは「多機能型

事業所」と、同項第1号中「指定放課後等

デイサービス」とあるのは「指定通所支援」

と、同条第2項中「指定放課後等デイサー

ビス事業所」とあるのは「多機能型事業所」

と、同条第3項及び第5項中「指定放課後

等デイサービス」とあるのは「指定通所支

援」と、第91条第1項中「事業所(以下「指

定居宅訪問型児童発達支援事業所」とい

う。)」とあるのは「多機能型事業所」と、

第99条第1項中「事業所(以下「指定保育所

等訪問支援事業所」という。)」とあるの

は「多機能型事業所」とする。 

業所」という。)」とあるのは「多機能型

事業所」と、同項第1号中「指定放課後等

デイサービス」とあるのは「指定通所支援」

と、同条第2項中「指定放課後等デイサー

ビス事業所」とあるのは「多機能型事業所」

と、「指定放課後等デイサービスの」とあ

るのは「指定通所支援の」と、同条第4項

中「指定放課後等デイサービス」とあるの

は「指定通所支援」と、第91条第1項中「事

業所(以下「指定居宅訪問型児童発達支援

事業所」という。)」とあるのは「多機能

型事業所」と、第99条第1項中「事業所(以

下「指定保育所等訪問支援事業所」とい

う。)」とあるのは「多機能型事業所」と

する。 

2 利用定員の合計が20人未満である多機

能型事業所(この条例に規定する事業のみ

を行う多機能型事業所を除く。)は、第6

条第6項及び第79条第6項の規定にかかわ

らず、当該多機能型事業所に置くべき従業

者(児童発達支援管理責任者、嘱託医及び

管理者を除く。)のうち、1人以上は、常勤

でなければならないとすることができる。 

2 利用定員の合計が20人未満である多機

能型事業所(この条例に規定する事業のみ

を行う多機能型事業所を除く。)は、第6

条第5項及び第79条第5項の規定にかかわ

らず、当該多機能型事業所に置くべき従業

者(児童発達支援管理責任者、嘱託医及び

管理者を除く。)のうち、1人以上は、常勤

でなければならないとすることができる。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

（虐待の防止に係る経過措置） 

２ この条例の施行の日から令和４年３月３１日までの間、改正後の船橋市指定通所支援

の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（以下「新条例」という。）

第４条第４項及び第４６条第２項（新条例第５９条、第６３条、第７７条、第８４条、

第８５条、第８９条、第９７条及び第１０２条において準用する場合を含む。）の規定の

適用については、これらの規定中「講じなければ」とあるのは、「講ずるよう努めなけれ

ば」とする。 

（業務継続計画の策定等に係る経過措置） 

３ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新条例第３９条の２（新条例
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第５９条、第６３条、第７７条、第８４条、第８５条、第８９条、第９７条及び第１０

２条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、これらの規定中「講じな

ければ」とあるのは「講ずるよう努めなければ」と、「実施しなければ」とあるのは「実

施するよう努めなければ」と、「行う」とあるのは「行うよう努める」とする。 

（感染症の予防及びまん延の防止のための措置に係る経過措置） 

４ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、新条例第４２条第２項（新条

例第５９条、第６３条、第７７条、第８４条、第８５条、第８９条、第９７条及び第１

０２条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、これらの規定中「講じ

なければ」とあるのは、「講ずるよう努めなければ」とする。 

（身体拘束等の禁止に係る経過措置） 

５ この条例の施行の日から令和４年３月３１日までの間、新条例第４５条第３項（新条

例第５９条、第６３条、第７７条、第８４条、第８５条、第８９条、第９７条及び第１

０２条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、これらの規定中「講じ

なければ」とあるのは、「講ずるよう努めなければ」とする。 

６ この条例の施行の際現に指定を受けている改正前の船橋市指定通所支援の事業等の人

員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（以下「旧条例」という。）第６条第１項

に規定する指定児童発達支援事業者（次項及び附則第８項において「旧指定児童発達支

援事業者」という。）については、新条例第６条第１項及び第６項の規定にかかわらず、

令和５年３月３１日までの間は、なお従前の例による。 

７ 旧指定児童発達支援事業者に対する新条例第６条第３項及び第７項の規定の適用につ

いては、令和５年３月３１日までの間、同条第３項中「又は保育士」とあるのは「、保

育士又は学校教育法（昭和２２年法律第２６号）の規定による高等学校若しくは中等教

育学校を卒業した者、同法第９０条第２項の規定により大学への入学を認められた者、

通常の課程による１２年の学校教育を修了した者（通常の課程以外の課程によりこれに

相当する学校教育を修了した者を含む。）若しくは文部科学大臣がこれと同等以上の資格

を有すると認定した者であって、２年以上障害福祉サービスに係る業務に従事したもの

（以下「障害福祉サービス経験者」という。）」と、同条第７項中「又は保育士の合計数」

とあるのは「、保育士又は障害福祉サービス経験者の合計数（看護職員を除く。）」とす

る。 

８ 旧指定児童発達支援事業者については、新条例第７条第６項の規定にかかわらず、令
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和４年３月３１日までの間は、なお従前の例による。 

９ この条例の施行の際現に旧条例第６０条第１項に規定する基準該当児童発達支援に関

する基準を満たしている基準該当児童発達支援事業者（次項において「旧基準該当児童

発達支援事業者」という。）については、新条例第６０条第１項の規定にかかわらず、令

和５年３月３１日までの間は、なお従前の例による。 

１０ 旧基準該当児童発達支援事業者については、旧条例第６０条第３項の規定は、令和

５年３月３１日までの間、なおその効力を有する。 

１１ この条例の施行の際現に指定を受けている旧条例第７９条第１項に規定する指定放

課後等デイサービス事業者（次項及び附則第１３項において「旧指定放課後等デイサー

ビス事業者」という。）については、新条例第７９条第１項及び第６項の規定にかかわら

ず、令和５年３月３１日までの間は、なお従前の例による。 

１２ 旧指定放課後等デイサービス事業者に対する新条例第７９条第３項の規定の適用に

ついては、令和５年３月３１日までの間、同項中「又は保育士」とあるのは、「、保育士

又は障害福祉サービス経験者」とする。 

１３ 旧指定放課後等デイサービス事業者に対する新条例第７９条第７項の規定の適用に

ついては、令和５年３月３１日までの間、同項中「又は保育士の合計数」とあるのは、

「、保育士又は障害福祉サービス経験者の合計数（看護職員を除く。）」とする。 

１４ この条例の施行の際現に旧条例第８６条第１項に規定する基準該当放課後等デイサ

ービスに関する基準を満たしている基準該当放課後等デイサービス事業者（次項におい

て「旧基準該当放課後等デイサービス事業者」という。）については、新条例第８６条第

１項の規定にかかわらず、令和５年３月３１日までの間は、なお従前の例による。 

１５ 旧基準該当放課後等デイサービス事業者については、旧条例第８６条第３項の規定

は、令和５年３月３１日までの間、なおその効力を有する。 

 

 

 

理 由 

 

 児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準の一部改

正に伴い、所要の改正を行う必要がある。これが、この条例案を提出する理由である。 
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議案第５４号 

 

   専決処分の承認を求めることについて 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、次のとおり専 

決処分したので、同条第３項の規定により議会に報告し、その承認を求める。 

 

  令和３年２月１５日提出 

 

船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

   専  決  処  分  書 

 

 一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例については、新型インフルエン

ザ等対策特別措置法等の一部を改正する法律（令和３年法律第５号）の施行に伴い、特に

緊急を要するため議会を招集する時間的余裕がないので、地方自治法第１７９条第１項の

規定により次のとおり専決処分する。 

 

  令和３年２月１２日 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹  
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一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

 

 一般職の職員の給与に関する条例（昭和２７年船橋市条例第２１号）の一部を次のよう

に改正する。 

改正後 改正前 

附 則 附 則 

1～13 (略) 1～13 (略) 

(感染症防疫作業手当の特例) (感染症防疫作業手当の特例) 

14 第22条の規定にかかわらず、特殊勤務

手当のうち感染症防疫作業手当について

は、当分の間、職員が、新型コロナウイル

ス感染症(病原体がベータコロナウイルス

属のコロナウイルス(令和2年1月に、中華

人民共和国から世界保健機関に対して、人

に伝染する能力を有することが新たに報

告されたものに限る。)であるものに限る。

以下同じ。)に係る作業に従事した場合に

は、日額500円以内を支給する。 

14 第22条の規定にかかわらず、特殊勤務

手当のうち感染症防疫作業手当について

は、当分の間、職員が、新型コロナウイル

ス感染症(新型コロナウイルス感染症を指

定感染症として定める等の政令(令和2年

政令第11号)第1条に規定する新型コロナ

ウイルス感染症をいう。以下同じ。)に係

る作業に従事した場合には、日額500円以

内を支給する。 

15及び16 (略) 15及び16 (略) 

附 則 

この条例は、新型インフルエンザ等対策特別措置法等の一部を改正する法律（令和３年

法律第５号）の施行の日から施行する。 
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議案第５５号 

 

   専決処分の承認を求めることについて 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、次のとおり専 

決処分したので、同条第３項の規定により議会に報告し、その承認を求める。 

 

  令和３年２月１５日提出 

 

船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

   専  決  処  分  書 

 

 船橋市国民健康保険条例の一部を改正する条例については、新型インフルエンザ等対策

特別措置法等の一部を改正する法律（令和３年法律第５号）の施行に伴い、特に緊急を要

するため議会を招集する時間的余裕がないので、地方自治法第１７９条第１項の規定によ

り次のとおり専決処分する。 

 

  令和３年２月１２日 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹  
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   船橋市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 

 船橋市国民健康保険条例（昭和４７年船橋市条例第１６号）の一部を次のように改正す

る。 

改正後 改正前 

(新型コロナウイルス感染症に感染した被

保険者等に係る傷病手当金) 

(新型コロナウイルス感染症に感染した被

保険者等に係る傷病手当金) 

第29条の2 給与等(所得税法第28条第1項

に規定する給与等をいい、賞与(健康保険

法第3条第6項に規定する賞与をいう。)を

除く。以下同じ。)の支払を受けている被

保険者が療養のため労務に服することが

できないとき(新型コロナウイルス感染症

(病原体がベータコロナウイルス属のコロ

ナウイルス(令和2年1月に、中華人民共和

国から世界保健機関に対して、人に伝染す

る能力を有することが新たに報告された

ものに限る。)である感染症をいう。以下

同じ。)に感染したとき又は発熱等の症状

があり新型コロナウイルス感染症の感染

が疑われるときに限る。)は、その労務に

服することができなくなった日から起算

して3日を経過した日から労務に服するこ

とができない期間のうち労務に就くこと

を予定していた日について、傷病手当金を

支給する。 

第29条の2 給与等(所得税法第28条第1項

に規定する給与等をいい、賞与(健康保険

法第3条第6項に規定する賞与をいう。)を

除く。以下同じ。)の支払を受けている被

保険者が療養のため労務に服することが

できないとき(新型インフルエンザ等対策

特別措置法(平成24年法律第31号)附則第1

条の2第1項に規定する新型コロナウイル

ス感染症(以下「新型コロナウイルス感染

症」という。)に感染したとき又は発熱等

の症状があり新型コロナウイルス感染症

の感染が疑われるときに限る。)は、その

労務に服することができなくなった日か

ら起算して3日を経過した日から労務に服

することができない期間のうち労務に就

くことを予定していた日について、傷病手

当金を支給する。 

2及び3 (略) 2及び3 (略) 

   附 則 

 この条例は、新型インフルエンザ等対策特別措置法等の一部を改正する法律（令和３年

法律第５号）の施行の日から施行する。 
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諮問第１号 

 

人権擁護委員の候補者推薦について 

 

人権擁護委員加藤 幸子は、令和３年６月３０日をもって任期が満了するので、法務大

臣に対し、岩橋 泉を後任の委員の候補者として推薦したいから、議会の意見を問う。 

 

令和３年２月１５日提出 

 

船 橋 市 長  松  戸   徹  
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諮問第２号 

 

人権擁護委員の候補者推薦について 

 

 人権擁護委員川田 由美子は、令和３年６月３０日をもって任期が満了するので、法務

大臣に対し、引き続いて同人を委員の候補者として推薦したいから、議会の意見を問う。  

 

令和３年２月１５日提出 

 

船 橋 市 長  松  戸   徹  
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